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３２番 堀 江 ひとみ 君

３３番 中 山   功 君

３４番 小 林 克 敏 君

３５番 川 崎 祥 司 君

３６番 深 堀 ひろし 君

３７番 山 口 初 實 君

３８番 山 田 朋 子 君

３９番 中 島 浩 介 君

４０番 前 田 哲 也 君

４１番 浅 田 ますみ 君

４２番 外 間 雅 広 君

４３番 徳 永 達 也 君

４４番 瀬 川 光 之 君

４５番 溝 口 芙美雄 君

４６番 田 中 愛 国 君

欠 席 議 員（３名）

２番 本 多 泰 邦 君

１７番 中 村 泰 輔 君

１９番 堤   典 子 君

説明のため出席した者

知 事 大 石 賢 吾 君

副 知 事 浦  真 樹 君

副 知 事 平 田  研 君

秘書・広報戦略部長 大瀬良  潤 君

企 画 部 長 早稲田 智 仁 君

総 務 部 長 大 田   圭 君

危機 管理部 長 今 冨 洋 祐 君

地域 振興部 長 小 川 雅 純 君

文化観光国際部長 前 川 謙 介 君

県民生活環境部長 大 安 哲 也 君

福祉 保健部 長 寺 原 朋 裕 君

こども政策局長 浦   亮 治 君

産業 労働部 長 松 尾 誠 司 君

水 産 部 長 川 口 和 宏 君

農 林 部 長 綾 香 直 芳 君

土 木 部 長 奥 田 秀 樹 君

会 計 管 理 者 吉 野 ゆき子 君

交 通 局 長 太 田 彰 幸 君

地域振興部政策監 渡 辺 大 祐 君
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文化観光国際部政策監 伊 達 良 弘 君

産業労働部政策監 宮 地 智 弘 君

教育委員会教育長 中 﨑 謙 司 君

選挙管理委員会委員長 葺 本 昭 晴 君

代表 監査委 員 下 田 芳 之 君

人事委員会委員 中牟田 真 一 君

労働委員会会長 國 弘 達 夫 君

公安委員会委員長 瀬 戸 牧 子 君

警 察 本 部 長 中 村   亮 君

監査 事務局 長 上 田 彰 二 君

人事委員会事務局長
(労働委員会事務局長併任)

田 中 紀久美 君

教 育 次 長 狩 野 博 臣 君

財 政 課 長 苑 田 弘 継 君

秘 書 課 長 黒 島   航 君

選挙管理委員会書記長 大 塚 英 樹 君

警察本部総務課長 一 瀬 永 充 君

議会事務局職員出席者

局 長 黒 﨑   勇 君

次長兼総務課長 藤 田 昌 三 君

議 事 課 長 川 原 孝 行 君

政務 調査課 長 濵 口   孝 君

議事課課長補佐 永 尾 弘 之 君

議 事 課 係 長 山 脇   卓 君

議事課会計年度任用職員 天 雨 千代子 君

― 午前１０時 ０分 開会 ―

〇議長（徳永達也君） おはようございます。

ただいまから、令和5年6月定例会を開会いた
します。

これより、本日の会議を開きます。

この際、謹んでご報告をいたします。

去る5月20日、本県選出の北村誠吾衆議院議
員がご逝去されました。

北村先生におかれましては、昭和58年に佐世

保市議会議員に初当選され、爾来、長崎県議会

議員に4度、衆議院議員は、8度の当選を重ねら
れました。

平成20年には、防衛副大臣、令和元年には、
地方創生規制改革担当大臣等の要職を歴任され、

国政はもとより、本県振興に多大のご貢献をし

ていただきました。

そのご功績に深く感謝を申し上げるところで

ございます。

ここに謹んで心から哀悼の誠を捧げ、ご冥福

をお祈り申し上げ、黙禱を捧げたいと思います。

皆さん、ご起立をお願いいたします－黙禱。

〔全員起立・黙禱〕

〇議長（徳永達也君） 黙禱を終わります。

ご着席ください。

次に、知事より、新任の幹部職員を紹介いた

したい旨、申し出があっておりますので、これ

を受けることにいたします－知事。

〇知事（大石賢吾君） さきの令和5年2月定例
県議会以降に発令いたしました幹部職員をご紹

介いたします。

秘書広報戦略部次長 中原康博君、土木部次

長 吉田弘毅君。

以上でございます。

どうぞよろしくお願いいたします。

〇議長（徳永達也君） 次に、会期の決定をいた

します。

本定例会の会期は、本日より7月4日までの26
日間とすることにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長（徳永達也君） ご異議なしと認めます。

よって、会期は、26日間と決定されました。
次に、会議録署名議員の指名をいたします。

本定例会の会議録署名議員につきましては、

初手安幸議員及び大倉 聡議員を指名いたしま
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す。

次に、知事より、出身法人の経営状況説明書

等が、さきに配付いたしましたとおり提出され

ておりますので、ご報告いたします。

次に、知事より、第51号議案乃至第66号議案
及び報告第1号乃至報告第17号の送付がありま
したので、これを一括上程いたします。

ただいま上程いたしました議案について、知

事の説明を求めます－知事。

〇知事（大石賢吾君）〔登壇〕 本日、ここに、

令和5年6月定例県議会を招集いたしましたと
ころ、議員の皆様には、ご健勝にてご出席を賜

り、厚く御礼を申し上げます。

説明に入ります前に、去る5月20日にご逝去
されました北村誠吾衆議院議員に対し、深く哀

悼の意を表します。

北村議員におかれましては、佐世保市議会議

員、長崎県議会議員を経て、衆議院議員を8期
務められ、その間、防衛副大臣や地方創生・規

制改革担当大臣等の要職を歴任されるなど、永

年にわたり国政の場においてご活躍されました。

また、「現場主義」のもと、各地域の実情を

把握するため、可能な限り現場に足をお運びに

なり、ふるさと長崎県に対しましても、あらゆ

る分野においてお力添えを賜ってまいりました。

これからも、山積する県政の諸課題について、

さらなるご支援を賜りたいと思っておりました

だけに、痛惜の念に堪えないところであります。

ここに改めて、北村議員のご生前のご功績に

対しまして、深く敬意を表し、ご厚情に感謝申

し上げますとともに、安らかな眠りにつかれま

すよう心からお祈り申し上げます。

また、6月2日以降、台風第2号や活発化した
梅雨前線の影響により、全国的に広い範囲で記

録的な大雨となり、死傷者や行方不明者が相次

ぐなど、甚大な被害が生じております。お亡く

なりになられた方々並びにご遺族の皆様に心か

ら哀悼の意を表しますとともに、被害を受けら

れた方々に衷心よりお見舞いを申し上げます。

プロバスケットボール長崎ヴェルカのＢ1昇
格決定を県民の皆様とともに心からお祝い申し

上げます。

長崎ヴェルカは、Ｂ2西地区を43勝17敗の2
位で通過するとともに、その後のプレーオフに

おいて決勝で惜しくも敗れたものの、来シーズ

ンのＢ1昇格が決定いたしました。
Ｂ3参入後、最速となる2シーズンでのＢ1昇
格を成し遂げられたことは、ひとえに、監督、

選手、関係者の方々のたゆまぬご努力と、経済

界、関係団体をはじめ県民の皆様のご支援の賜

物であり、深く敬意を表し、感謝申し上げる次

第であります。

来シーズンから、いよいよＢ1の舞台に臨む
こととなりますが、地域に根差した長崎ヴェル

カの存在は、県民に夢や感動を与え、地域の活

性化にも大きく寄与するものであり、さらなる

活躍を期待しております。

県としても、引き続き、市町や関係者の皆様

と一体となって、長崎ヴェルカを応援する環境

づくりに努めてまいります。

それでは、開会に当たり、当面する諸課題に

ついて所信を申し述べますとともに、前定例会

以降、今日までの県政の重要事項について、ご

報告を申し上げたいと存じます。

（新型コロナウイルス感染症への対応）

新型コロナウイルス感染症については、去る

5月8日、国において、感染症法上の位置づけが
季節性インフルエンザと同じ5類感染症に変更
されました。

これに伴い、感染防止対策については、これ
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までのように行政が一律に要請等を行うのでは

なく、個人や事業者の自主的な判断に委ねるこ

ととされたところであります。

県としては、県民の皆様が感染対策を実施す

る際の参考としていただくため、感染の動向や

効果的とされる対策など、引き続き必要な情報

発信に努めてまいります。

また、医療提供体制については、5類感染症
への移行に伴い、限られた医療機関による特別

な対応から、幅広い医療機関による自律的な通

常の対応に移行し、入院患者の受入調整につい

ても、行政による調整から、医療機関自らによ

る調整を基本とする仕組みに見直しがなされて

おります。

これを受け、県では、当面の対応として、重

症患者や妊産婦など、配慮を要する新型コロナ

ウイルス感染症患者の入院のために必要な病床

を確保しつつ、病床数を段階的に縮小し、10月
以降は全ての患者が確保病床によらない通常の

医療体制へ移行することとしております。

また、新型コロナウイルス感染症患者の受診

等に対応が可能な医療機関の維持・拡大を図る

ため、医療機関の理解促進に努めるとともに、

診療等に必要となる設備整備に係る支援等に取

り組むこととしております。

引き続き、県民の皆様や医療現場に混乱が生

じないよう、県医師会をはじめ関係機関のご協

力もいただきながら、新型コロナウイルス感染

症への適切な対応に力を注いでまいります。

（Ｇ7長崎保健大臣会合の開催）
去る5月13日と14日の2日間、長崎市の出島メ

ッセ長崎において、本県では初となるＧ7長崎
保健大臣会合が開催されました。

会合では、Ｇ7主要7か国及びＥＵの保健担当
大臣のほか、インドやインドネシア、ベトナム

といった招待国の担当大臣の方々が参加され、

国際社会が直面する様々な保健課題について精

力的な議論が行われたところであり、最終日に

は、公平に医療を受けられる体制整備に向けた

支援などを盛り込んだ「Ｇ7長崎保健大臣宣言」
が採択されました。

世界が新型コロナウイルス感染症のパンデミ

ックを経験した中、日本の西洋医学教育の始ま

りの地であり、現在、国内最先端の感染症研究

が行われているここ長崎で開催された保健大臣

会合において、「長崎」の言葉が入った宣言が

採択され、世界に向けて発信されたことは、大

変意義深いものであります。

また、会合期間中の会場内では、歴史や文化、

自然、食など本県の多彩な魅力や、被爆地長崎

の世界恒久平和への思いを発信する展示ブース

を設置し、各国の大臣の方々に熱心にご覧いた

だいたほか、Ｇ7長崎保健大臣会合推進協議会
主催の昼食会において、県産食材を使った料理

や県産酒等を皆様に堪能いただきました。

さらに、会合終了後には、Ｇ7主要7か国、ＥＵ
及び招待国の方々に平和公園をご訪問いただき、

献花・黙禱が捧げられました。このようにＧ7
主要7か国、ＥＵの担当大臣が揃って平和公園
を訪れ、平和を祈念されるのは今回が初めてで

あり、重要な意義を持つイベントとなったもの

と考えております。

会合の開催に当たり多大なご尽力を賜りまし

た加藤厚生労働大臣をはじめ政府の皆様、本県

選出国会議員の皆様、県議会並びに県内各分野

の関係者の皆様に改めて厚くお礼を申し上げま

すとともに、おもてなしの心でお迎えいただい

た県民の皆様に、心から感謝申し上げます。

今回の経験も活かしながら、国際県長崎とし

ての存在感が揺るぎないものとなるよう、今後
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とも、国内外への本県の魅力発信並びにさらな

る誘客促進に力を注いでまいります。

（エネルギー・食料品価格等の物価高騰への

対応）

県では、長引くエネルギー・食料品価格等の

物価高騰により、依然として様々な分野で影響

が生じていることから、県民生活の下支えと、

県内の経済活動の活性化を図るため、令和4年
度2月経済対策補正予算等の各種事業の執行に
力を注いできております。

こうした中、去る3月22日、国において、7,000
億円規模の「電力・ガス・食料品等価格高騰重

点支援地方交付金」を含む「物価高克服に向け

た追加策」が決定されました。

これを受け、県としては、これまでの対策に

加え、切れ目のないきめ細やかな支援策を早期

に講じていくことが重要と考えており、今回の

交付金を活用した補正予算を本定例会に提案し

ております。

具体的には、子ども食堂及びフードバンク活

動団体の支援やＬＰガス使用世帯に対する料金

上昇分への支援を実施するほか、マイナンバー

カードを活用した県独自の給付を実施し、若年

層のカード取得促進を図りつつ、子育て世帯の

家計負担の軽減にもつなげることとしておりま

す。

また、県内事業者について、公共性が高い医

療・介護・保育施設、公衆浴場等における施設

の電気代等上昇分を支援するほか、県内中小事

業者が行う省エネルギー設備の導入に対する支

援や、特別高圧電力利用事業者の電気代上昇分

への支援等を実施してまいります。

さらに、宿泊施設等の省力化やＤＸなど生産

性向上に資する取組や公共交通事業者及び貨物

事業者の事業継続に必要な支援を講じるととも

に、農業・水産業においては、肥料の使用量低

減や酪農などの飼料価格高騰に対する支援のほ

か、漁業者の燃油使用量低減に向けた取組など

を支援することとしております。

加えて、物価高騰の対応については、昨日、

国や県内経済団体等と「価格転嫁の円滑化に関

する連携協定」を締結したところであり、当協

定に基づき行政と経済団体が一体となって、労

務費や原材料費などの上昇分について適正な価

格転嫁を促進することにより、本県における賃

上げ機運の醸成と、中小企業を含むサプライチ

ェーン全体の付加価値向上を図ってまいります。

引き続き、県民の皆様の生活や県内の社会経

済活動をしっかりと支えていくため、国の政策

等も注視しながら、エネルギーや食料品等の物

価高騰対策に全力で取り組んでまいります。

（「新しい長崎県づくり」のビジョンの策定）

県では、県民の皆様と「新しい長崎県づくり」

を進めていくため、概ね10年後の本県のありた
い姿をお示しするビジョンを策定しているとこ

ろであり、このたび、県議会でのご議論や有識

者による懇話会のご意見を踏まえ、骨子を取り

まとめたところであります。

ビジョン骨子では、不確実性が増し、依然と

して厳しい社会経済状況の中において、本県の

まちのたたずまい・産業構造の大きな変化をは

じめ、課題先進県であるからこそのチャンスや

本県が有する歴史・文化等の資源を活かしてま

いりたいと考えております。

そして、県全体が先細りしていく雰囲気を振

り払い、県民の皆様が未来への期待感や本県へ

の誇りを抱いて、県内外に存在感を示す「選ば

れる長崎県づくり」を目指してまいります。

そのため、皆様と思いを一つにして取組を進

めるためのコンセプトを掲げたうえで、「こど
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も」や「交流」などの主な分野において、概ね

10年後のありたい姿をお示しすることとして
おります。

県としては、中長期的な施策の方向性を含む

ビジョンの全体像について、県議会をはじめ、

県民の皆様のご意見もお伺いしながら、長崎県

総合計画の一部見直しと併せ、引き続き、検討

を深めてまいりたいと考えております。

（特定複合観光施設（ＩＲ）区域整備の推進）

ＩＲ区域の整備については、去る4月14日、
国において大阪の区域整備計画が認定されまし

た。一方、本県の計画は、継続して審査が行わ

れており、今後とも、一日も早い区域認定の獲

得に向けて、しっかりと審査に対応してまいり

ます。

こうした中、5月31日の九州地方知事会議及
び九州地域戦略会議において、本県から、継続

審査の状況や今後の広域周遊観光の促進等につ

いて報告し、引き続き「オール九州」で推進し

ていくこととされております。

県としては、認定後速やかに各種施策を進め

られるよう、交通インフラの整備をはじめ、

ＭＩＣＥ誘致支援組織の立上げなど、準備に万

全を期してまいります。

（観光の動向と九州新幹線西九州ルートの整

備促進）

新型コロナウイルス感染症の影響により、大

きく落ち込んでいた本県の観光需要については、

昨年度下半期における国内旅行客の延べ宿泊者

数が、コロナ禍以前である平成30年度の同時期
と同じ水準まで改善しております。

また、インバウンドについては、去る4月29
日、入国時の陰性証明書等の提出が不要となり、

国際クルーズについては、約3年ぶりとなる3月
の再開から5月末までの県内への入港数は37回

となり、平成31年同時期と比較して約50％まで
回復しております。

こうした中、去る5月の大型連休期間におい
ても、悪天候の影響もある中、約27万3,000人
の観光客が県内各地を訪れて賑わいを見せるな

ど、コロナ禍以前の日常が戻りつつあり、本県

の観光需要は本格的な回復の兆しを見せており

ます。

このほか、西九州新幹線（長崎～武雄温泉間）

についても、開業後6か月間の利用者数が、平
成30年度同時期の在来線特急利用者数とほぼ
同じ水準である119万4,000人となり、ＪＲ九州
においては好調であると評価され、大型連休中

も多くの方に利用いただいたところであります。

県としては、こうした開業効果を持続させ、

県内各地へ波及させていくことが重要であると

考えており、市町や関係事業者としっかりと連

携し、新幹線と二次交通の利用を組み合わせた

旅行商品や県内周遊のためのフリー切符の造成

を支援するなど、利用促進と周遊対策に力を注

いでまいります。

一方、九州新幹線西九州ルートにおける新鳥

栖～武雄温泉間の整備の在り方については、現

在、国土交通省と佐賀県との幅広い協議や、与

党整備新幹線建設推進プロジェクトチーム「九

州新幹線（西九州ルート）検討委員会」等での

議論がなされております。

県としては、こうした動向を注視しつつ、関

係者と様々な話し合いを重ねながら、引き続き、

全線フル規格による整備の実現を目指してまい

ります。

（国民文化祭、全国障害者芸術祭・文化祭の

開催準備）

令和7年度に本県で開催される「国民文化祭、
全国障害者芸術・文化祭」については、現在、
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国や市町、関係団体等と各種調整や準備を進め

ております。

こうした中、去る5月24日に開催された実行
委員会において、開会式を佐世保市の「アルカ

スＳＡＳＥＢＯ」で、閉会式を長崎市の「長崎

ブリックホール」で開催することが決定されま

した。

併せて、会期については、令和7年9月14日か
ら11月30日までの78日間とし、一般公募を行っ
た両文化祭の愛称を「ながさきピース文化祭

2025」に、キャッチフレーズを「文化をみんな
に」とすることが発表されたところであります。

今後は、この愛称とキャッチフレーズを活用

し、さらなる機運醸成を図るため県内外への情

報発信に努めるとともに、市町や関係団体等と

連携しながら、地域の特色を活かしたプログラ

ムの検討などを進めていくこととしております。

県としては、文化祭の開催効果を県内全域に

波及させ、文化芸術の発展や地域の活性化に繋

げていくことができるよう、引き続き、準備に

万全を期してまいります。

（長崎県動物愛護管理センター（仮称）の整

備）

県では、人と動物が共生できる住みよい社会

の実現を目指し、動物殺処分ゼロに向けた取組

を推進しており、その一環として昭和51年に大
村市に設置されたアニマルポートながさきにつ

いて、老朽化や狭隘化などの課題解決を図るた

め、新たな施設整備の検討を進めているところ

であります。

検討に当たっては、本年1月に学識経験者や
動物愛護ボランティアなどで構成する「長崎県

動物愛護管理センター（仮称）建設検討委員会」

を設置し、これまでに4回の協議が行われてお
ります。

検討委員会においては、施設に求められる機

能や規模のほか、整備場所についても候補地を

選定のうえ評価が行われたところであり、県と

しては、こうした検討結果を踏まえ、今般、施

設の整備場所を大村市が所有されている県工業

技術センター隣接地のグラウンドとすることに

決定いたしました。

今後は、民間活力の導入も検討しつつ、新た

な施設の基本計画策定などを進めていくことと

しており、引き続き、県議会のご意見等をお伺

いしながら、施設の整備推進に力を注いでまい

ります。

（離島の振興）

本年4月1日の改正離島振興法の施行に伴い、
これまで県議会や離島市町をはじめ、広く県民

の皆様からいただいたご意見を踏まえ、このた

び、県において「ながさき しまの創生 ～し

まの人口減少に歯止めをかける～」を基本理念

とする「長崎県離島振興計画」を策定いたしま

した。

本県は、離島振興法指定の51の有人等の面積
が県土の約4割を占める全国一の離島県であり、
離島振興は県政の最重要課題の一つであります。

加えて、離島は、我が国の領域や排他的経済

水域の保全、食料の安定的な供給など国家的・

国民的に重要な役割を果たしております。

本県の離島地域が将来にわたり役割を担い続

けることができるよう、関係市町等と一体とな

って、地域資源を最大限に活かした産業活性化

や交流人口の拡大に取り組むとともに、デジタ

ル化や再生可能エネルギーの活用など自然的制

約に由来する不利条件の克服に向けた新たな試

みを積極的に推進することにより、離島地域の

さらなる振興に力を注いでまいります。

（石木ダムの推進）
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石木ダムについては、渇水や洪水などの自然

災害から地域の皆様の安全・安心を確保するた

めに必要な事業であり、早急に完成させる必要

があります。

また、県議会をはじめ佐世保市等から早期完

成を求める意見をいただいていることも踏まえ、

引き続き工事工程に沿って事業を進めていく必

要があると認識しており、現在、ダム本体の掘

削工事や付替県道工事などの進捗を図っている

ところであります。

一方、川原地区にお住まいの皆様のご理解と

ご協力をいただいたうえで、事業を円滑に推進

していくことが重要であるとの考えに変わりは

なく、昨年9月7日の面会以降、毎月、職員によ
る訪問や文書により話し合いの要請を行ってお

りますが、現在のところ、応じていただけない

状況が続いております。

引き続き、石木ダムの早期完成に向けて、工

事工程に沿って着実に事業を進めつつ、佐世保

市及び川棚町とも連携のうえ、困難な中にあっ

ても、川原地区にお住まいの皆様に事業へのご

理解とご協力をいただけるよう、努力を重ねて

まいります。

（幹線道路の整備）

県では、産業の振興や交流人口の拡大による

地域の活性化、さらには強靭な県土づくりに向

けて、西九州自動車道や島原道路など高規格道

路の整備を重点的に進めております。

こうした中、本年3月に発表された今年度の
国土交通省関係予算においては、西九州自動車

道の松浦佐々道路に92億円が配分されたほか、
長崎南北幹線道路と西彼杵道路を繋ぐアクセス

道路として、主要地方道長崎畝刈線（滑石工区）

が新規事業として採択されたところであります。

これまで、関係市町と一体となって、予算確

保や新規事業化を国に対して要望してきたとこ

ろであり、本県選出国会議員の皆様をはじめ、

県議会並びに地元自治体の方々のご尽力とご支

援に対し、心から感謝申し上げます。

また、島原道路の森山東から森山西インター

チェンジ間の3.3キロメートルについては、今年
度中に完成供用の予定となっており、島原半島

と県内外の各地域とのアクセスがさらに向上す

るとともに、災害時の代替機能の強化が図られ

るものと期待しております。

引き続き、産業の振興や地域の活性化に寄与

する幹線道路ネットワークの整備を推進してま

いります。

（企業誘致の推進）

去る3月27日、横浜市に本社を置くリコー
ＩＴソリューションズ株式会社が、長崎市への

立地を決定されました。同社は、4年間で51名
を雇用し、組み込みソフトウェアの開発などを

行うこととされております。

また、4月24日には、大阪市に本社を置く新
晃工業株式会社が、同じく長崎市への立地を決

定されました。同社は、業務用空調機器等を製

造されており、5年間で17名を雇用し、グルー
プ内の基幹システムの開発などを行うこととさ

れております。

さらに、6月6日には、神戸市に本社を置く株
式会社神鋼環境ソリューションが、長崎市への

立地を決定されました。同社は、水処理設備等

を製造されており、5年間で11名を雇用し、
ＤＸを推進するための技術開発などを行うこと

とされております。

このほか、昨年12月に諫早市への立地が決定
しておりました京セラ株式会社と、4月5日に立
地協定を締結したところであります。

今後とも、雇用の拡大と地域経済の活性化を
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目指して、地元自治体や関係機関と連携しなが

ら、企業誘致の推進に力を注いでまいります。

（スポーツの振興）

本年3月に開催された「全国高等学校選抜大
会」において、本県高校生がすばらしい成績を

収めました。

個人競技では、ライフル射撃競技男子ビーム

ピストルで長崎北高校の内田 翼選手が優勝し、

団体競技では、大村工業高校男子ソフトボール

部が2年連続9回目の優勝、諫早商業高校フェン
シング部が女子サーブル団体で初優勝を飾りま

した。

また、去る3月18日から21日まで行われた第
60回全日本ボウリング選手権大会では、男子3
人チーム戦で本県チームが優勝、男子マスター

ズ戦で福満 亮選手が優勝を果たし、見事、総

合優勝に輝きました。

さらに、3月26日及び27日に開催された第19
回都道府県対抗全日本中学生男子ソフトボール

大会では、本県選抜チームが6年ぶり2度目の優
勝を果たしました。

このほか、5月7日から14日までの10日間、カ
タールで開催された世界柔道選手権男子81㎏
級において、本県出身の永瀬貴規選手が見事3
位入賞を果たしました。

選手並びに指導に当たられた関係者の皆様の

ご健闘を心からたたえるとともに、引き続き、

競技団体等と連携しながら、本県スポーツのさ

らなる振興と競技力の向上に取り組んでまいり

ます。

次に、議案関係についてご説明いたします。

まず、補正予算でありますが、今回は、エネ

ルギー・食料品価格等の物価高騰対策に要する

経費、その他緊急を要する経費について編成い

たしました。

一般会計91億3,852万8,000円の増額補正を
しております。

この結果、現計予算と合算した本年度の一般

会計の歳入歳出予算額は、7,607億3,349万
3,000円となり、前年同期の予算に比べ、37億
7,717万9,000円の増となっております。
次に、予算以外の議案のうち、主なものにつ

いてご説明いたします。

第57号議案「長崎県港湾管理条例の一部を改
正する条例」は、長崎港の小江ボートパークの

管理を指定管理者に行わせるため、所要の改正

をしようとするものであります。

第64号議案「公の施設の指定管理者の指定に
ついて」は、川口アパートの管理を行う指定管

理者を指定しようとするものであります。

第65号議案「契約の締結について」は、長崎
県漁業取締船建造工事の請負契約を締結しよう

とするものであります。

第66号議案は、長崎県人事委員会の委員の選
任について議会の同意を得ようするものであり

ます。

委員といたしまして、水上正博君、安達健太

郎君を選任しようとするものであります。

いずれも適任と存じますので、ご決定を賜り

ますよう、よろしくお願いいたします。

なお、人事委員会委員を退任されます、中牟

田真一君には、在任中、多大のご尽力をいただ

きました。この機会に厚くお礼申し上げます。

その他の案件については、説明を省略させて

いただきますので、ご了承を賜りたいと存じま

す。

以上をもちまして、本日提出いたしました議

案の説明を終わります。

何とぞ、慎重にご審議のうえ、適正なるご決

定を賜りますようお願い申し上げます。
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〇議長(徳永達也君) ただいま上程いたしまし

た議案のうち、第51号議案「令和5年度長崎県
一般会計補正予算（第2号）」につきましては、
お手元の議案付託表のとおり予算決算委員会に

付託いたします。

本日の会議は、これにて終了いたします。

6月12日は、11時30分より、本会議を開きま
す。

本日は、これをもって散会いたします。

― 午前１０時３３分 散会 ―
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令和５年６月１２日（月曜日）

出 席 議 員（４３名）

１番 大 倉   聡 君

３番 白 川 鮎 美 君

４番 ま き や ま 大 和 君

５番 畑 島 晃 貴 君

６番 湊   亮 太 君

７番 冨 岡 孝 介 君

８番 大久保 堅 太 君

９番 中 村 俊 介 君

１０番 山 村 健 志 君

１１番 初 手 安 幸 君

１２番 鵜 瀬 和 博 君

１３番 清 川 久 義 君

１４番 坂 口 慎 一 君

１５番 千 住 良 治 君

１６番 宮 本 法 広 君

１８番 饗 庭 敦 子 君

２０番 坂 本   浩 君

２１番 下 条 博 文 君

２２番 山 下 博 史 君

２３番 石 本 政 弘 君

２４番 中 村 一 三 君

２５番 大 場 博 文 君

２６番 近 藤 智 昭 君
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４３番 徳 永 達 也 君
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４５番 溝 口 芙美雄 君

４６番 田 中 愛 国 君

欠 席 議 員（３名）

２番 本 多 泰 邦 君

１７番 中 村 泰 輔 君

１９番 堤   典 子 君

説明のため出席した者

知 事 大 石 賢 吾 君

副 知 事 浦   真 樹 君
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秘書・広報戦略部長 大瀬良  潤 君

企 画 部 長 早稲田 智 仁 君

総 務 部 長 大 田   圭 君

危機 管理部 長 今 冨 洋 祐 君

地域 振興部 長 小 川 雅 純 君

文化観光国際部長 前 川 謙 介 君

県民生活環境部長 大 安 哲 也 君

福祉 保健部 長 寺 原 朋 裕 君

こども政策局長 浦   亮 治 君

産業 労働部 長 松 尾 誠 司 君

水 産 部 長 川 口 和 宏 君

農 林 部 長 綾 香 直 芳 君

土 木 部 長 奥 田 秀 樹 君

会 計 管 理 者 吉 野 ゆき子 君

交 通 局 長 太 田 彰 幸 君

地域振興部政策監 渡 辺 大 祐 君
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文化観光国際部政策監 伊 達 良 弘 君

産業労働部政策監 宮 地 智 弘 君

教育委員会教育長 中 﨑 謙 司 君

選挙管理委員会委員長 葺 本 昭 晴 君

代表 監査委 員 下 田 芳 之 君

人事委員会委員長 水 上 正 博 君

労働委員会会長 國 弘 達 夫 君

公安委員会委員 森   拓二郎 君

警 察 本 部 長 中 村   亮 君

監査 事務局 長 上 田 彰 二 君

人事委員会事務局長
(労働委員会事務局長併任)

田 中 紀久美 君

教 育 次 長 狩 野 博 臣 君

財 政 課 長 苑 田 弘 継 君

秘 書 課 長 黒 島   航 君

選挙管理委員会書記長 大 塚 英 樹 君

警察本部総務課長 一 瀬 永 充 君

議会事務局職員出席者

局 長 黒 﨑   勇 君

次長兼総務課長 藤 田 昌 三 君

議 事 課 長 川 原 孝 行 君

政務 調査課 長 濵 口   孝 君

議事課課長補佐 永 尾 弘 之 君

議 事 課 係 長 山 脇   卓 君

議事課会計年度任用職員 天 雨 千代子 君

― 午前１１時３０分 開議 ―

〇議長(徳永達也君) ただいまから、本日の会議

を開きます。

これより、さきに、予算決算委員会に付託し

て審査をお願いいたしておりました議案につい

て、審議することにいたします。

予算決算委員長の報告を求めます。

吉村 洋委員長―29番。
〇予算決算委員長（吉村 洋君）（拍手）〔登

壇〕予算決算委員会の審査の結果並びに経過の

概要について、ご報告いたします。

今回、本委員会で審査いたしました案件は、

第51号議案「令和5年度長崎県一般会計補正予
算（第2号）」でございます。
慎重に審査いたしました結果、議案につきま

しては、起立採決の結果、原案のとおり、可決

すべきものと決定されました。

以下、本委員会で論議のありました主な事項

について、ご報告いたします。

まず、総務分科会では、Ｕ18マイナカード生
活応援事業費に関し、マイナンバーカードの取

得率が低い18歳以下に対して、マイナンバーカ
ードの利活用、取得促進を図るということであ

るが、どのくらいの取得率を見込んでいるのか

との質問に対し、本県の18歳以下のマイナンバ
ーカードの取得率は65.1％となっており、まず
は県全体の平均取得率程度の70％を目指すこ
とを考えているとの答弁がありました。

次に、文教厚生分科会では、こども食堂緊急

支援事業費に関し、現在、県内でこども食堂を

運営する事業者の数は把握しているのか。

また、補助要件を年5回以上の開催等として
いるが、要件を緩和し、幅広く支援することは

できないかとの質問に対し、令和4年度に県内
のこども食堂を調査した結果、60か所であった
が、本事業においては90か所を支援できるよう
にしており、調査から漏れていた事業所や新規

でこども食堂を開催する事業所に対しても、対

応できるよう予算計上している。

また、定期的に継続して開催してもらうこと

を重視しており、5回以上の開催分を実績によ
り支援できるよう制度設計したとの答弁があり

ました。

次に、観光生活建設分科会では、フードバン
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ク活動整備購入等支援事業費に関し、貧困やフ

ードロス対策において、非常に重要な役割のあ

るフードバンク活動の運営において、課題にな

っていることは何かとの質問に対し、食品の提

供をいかに行っていくかということが重要では

ないかと考えている。

今後、食品関連事業者とのマッチングの支援

を検討しており、また、各地域の地元企業との

マッチングについては、市町の協力が必要であ

ることから、フードバンク活動団体の意見も聞

いたうえで進めていきたいとの答弁がありまし

た。

次に、農水経済分科会では、養殖用種苗供給

安定化事業費に関し、エネルギー価格の高騰に

より、陸上養殖用ポンプ等の電気代についても

影響を受けているという声があるが、陸上養殖

に対する補助はないのかとの質問に対し、養殖

業には、種苗の安定供給が不可欠であることか

ら、今回の価格高騰対策においては、種苗生産

業者の電気代を支援することにより、陸上・海

面ともに養殖の安定生産を図りたいと考えてい

るとの答弁がありました。

以上のほか、補正予算に関し、熱心な論議が

交わされましたが、その詳細については、この

際、省略させていただきます。

以上で、予算決算委員会の報告といたします。

議員各位のご賛同をいただきますよう、お願

いいたします。（拍手）

〇議長(徳永達也君) これより、第51号議案「令
和5年度長崎県一般会計補正予算（第2号）」に
ついて、質疑・討論に入ります。

堀江議員―32番。
〇３２番（堀江ひとみ君）〔登壇〕 日本共産党

の堀江ひとみです。

ただいま、議題となりました第51号議案「令

和5年度長崎県一般会計補正予算（第2号）」に
ついて。

本予算は、エネルギー・食料品価格等の物価

高騰対策に要する経費であり、一日も早く県民

へ届けられなくてはなりません。そのように認

識しておりますが、以下の点については賛成で

きません。

Ｕ18マイナカード生活応援事業15億8,216万
円。

本事業は、第一の目的が、「マイナンバーカ

ードの取得促進」、続いて、「物価高騰の影響

を受ける子育て世帯の消費下支えを図る」とな

っています。

今年度の1歳から18歳までを対象として、マ
イナカードを作成すると、携帯、スマホに1万
円分のデジタルポイントがつきます。

反対する理由は、1、子どもたち、生徒たち
の間に格差を持ち込むからです。

長崎県内公立学校での2021年度携帯電話の
利用状況は、小学校6年生51％、中学校3年生
72％、高校3年生97％となっています。
携帯を持っている、持っていない。マイナカ

ードを持っている、持っていない。デジタルポ

イントを持っている、持っていないで、子ども

たち、生徒たちの間に格差が出てきます。

高校生の間でも、特別支援学校高等部では、

携帯電話の利用状況は、同じく2021年度56.7％
です。携帯電話を持っていない生徒は43.3％、
つまり長崎県内の高校生でありながら、デジタ

ルポイント付与事業から取り残される生徒がい

るということです。

子どもたち、生徒たちの間に格差を持ち込む

事業はすべきではありません。

2、物価高騰対策の効果が見えるか疑問です。
子どものマイナカードにつけられたポイント



令和５年長崎県議会・６月定例会（６月１２日）

- 17 -

は、親の携帯、スマホにつけられるとのことで

す。平たく言えば、子どもの小遣いを親が使っ

て、物価高騰対策と言えるのか疑問です。

高校生のマイナカードにつけられたポイント、

使われなければ物価高騰対策とはなりません。

高校生が、こんなふうに使いたいと自由に使え

るでしょうか。

そもそも、物価高騰対策交付金でマイナンバ

ーカードの取得を促進する。このこと自体、交

付金の目的に合っていないと思います。

マイナンバーカードの取得は、希望者のみ、

任意であることは、法の規定です。デジタル庁

のＱ＆Ａでも、「カードの取得は義務ではあり

ません」としています。しかし、本事業は、子

どもたち、生徒たちの間に義務化を促します。

任意である、マイナンバーカードの取得を義

務化する流れを促進する本事業はすべきではあ

りません。

以上、反対討論といたします。

〇議長(徳永達也君) 大場議員―25番。
〇２５番（大場博文君）（拍手）〔登壇〕 自由

民主党、大場博文でございます。

会派を代表いたしまして、第51号議案「令和
5年度長崎県一般会計補正予算（第2号）」につ
いて、賛成の立場で意見を申し述べます。

現在、長引くエネルギーや食料品価格などの

物価高騰により、依然として様々な分野で影響

が生じていることから、県民生活の下支えと県

内の経済活動の活性化を図るため、切れ目のな

いきめ細やかな支援策を速やかに講じていくこ

とが重要であります。

そうした中、今回の経済対策補正予算案につ

きましては、現下のエネルギー・食料品価格等

の物価高騰などに適切に対応するため、子育て

世帯やＬＰガス使用世帯への生活支援のほか、

各種産業の経営改善や生産性向上に対する支援

など、県民の皆様の生活と、県内の社会経済活

動をしっかりと支えていくという知事の意気込

みが示されているものと大いに評価しておりま

す。

また、今回の補正予算案については、マイナ

ンバーカードを活用した生活支援として、15億
8,200万円が計上されております。これは、マイ
ナンバーカードの取得率が低い若年層を対象に

デジタルポイントを付与し、マイナンバーカー

ドの利活用及び取得促進と子育て世帯の家計負

担の軽減につなげようとするものであります。

今般の新型コロナウイルス感染症対策の経験

から、社会における抜本的なデジタル化の必要

性は、もやは疑いようがなく、今後、マイナン

バーカードがデジタル社会の基盤として幅広く

活用が拡大されていくことにより、オンライン

での行政手続や各種証明書等の電子交付が可能

となるなど、様々なサービスの向上が図られ、

併せて、経済活動の活性化にもつながるものと

考えております。

国においては、去る6月2日に、マイナンバー
カードと健康保険証の一体化などを含むマイナ

ンバー法の改正案が、可決・成立いたしました。

今回のマイナンバーカードを活用した生活支

援の取組は、利活用促進を図ろうとする国の方

針とも合致するものであり、加速化するデジタ

ル社会において、こうしたデジタル基盤を積極

的に活用しながら、様々な施策を講じていくこ

とが重要であると考えております。

こうしたことから、今回の事業については、

時宜を得たものと考えており、知事におかれて

も、これらの施策を一刻も早く県民の皆様に届

けていただくことを期待しております。

以上、賛成の立場での討論とさせていただき
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ます。

議員各位のご賛同を賜りますよう、よろしく

お願いいたします。（拍手）

〇議長(徳永達也君) 質疑・討論をとどめて、採

決いたします。

本議案は、委員長報告のとおり決することの

賛否について、表決ボタンをお押し願います。

間もなく、表決を終了いたします。

これにて、表決を終了いたします。

賛成多数。

よって、第51号議案は、原案のとおり可決さ
れました。

本日の会議は、これにて終了いたします。

明日から6月14日までは、議案調査等のため
本会議は休会、6月15日は、定刻より本会議を
開きます。

本日は、これをもって散会いたします。

― 午前１１時４５分 散会 ―
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文化観光国際部政策監 伊 達 良 弘 君

産業労働部政策監 宮 地 智 弘 君

教育委員会教育長 中 﨑 謙 司 君

選挙管理委員会委員 髙比良 末 男 君

代表 監査委 員 下 田 芳 之 君

人事委員会委員長 水 上 正 博 君

公安委員会委員 安 部 惠美子 君

警 察 本 部 長 中 村   亮 君

監査 事務局 長 上 田 彰 二 君

人事委員会事務局長
(労働委員会事務局長併任)

田 中 紀久美 君

教 育 次 長 狩 野 博 臣 君

財 政 課 長 苑 田 弘 継 君

秘 書 課 長 黒 島   航 君

選挙管理委員会書記長 大 塚 英 樹 君

警察本部総務課長 一 瀬 永 充 君

議会事務局職員出席者

局 長 黒 﨑   勇 君

次長兼総務課長 藤 田 昌 三 君

議 事 課 長 川 原 孝 行 君

政務 調査課 長 濵 口   孝 君

議事課課長補佐 永 尾 弘 之 君

議 事 課 係 長 山 脇   卓 君

議事課会計年度任用職員 天 雨 千代子 君

― 午前１０時 ０分 開議 ―

〇議長（徳永達也君） おはようございます。

ただいまから、本日の会議を開きます。

これより、一般質問を行います。

田中議員―46番。
〇４６番（田中愛国君）（拍手）〔登壇〕 おは

ようございます。

自由民主党、佐世保市選出、田中愛国でござ

います。

まず、最初に時間をいただいて、先日、現役

国会議員で亡くなられた、同じ時代に同志とし

て政治活動に、選挙に、苦楽をともにしてきた、

北村誠吾代議士の御霊に哀悼の誠をささげたい

と思います。

それでは、改選後の初議会、一般質問の一番

バッターとして、6項目、12点について、一問
一答方式で質問を始めます。

1、九州新幹線西九州ルートについて。
（1）令和4年度の進捗について。
昨年、令和4年9月23日は、長崎県にとっては
歴史的な忘れられない一日であったと思います。

平成4年11月、長崎県議会において長崎県案
が議決されて以来、30年間という長い歳月をか
けて、ようやく長崎－武雄温泉間に新幹線が走

り出しました。

高田県政、金子県政、中村県政は、30年かけ
て、スーパー特急で始まり、その後はフリーゲ

ージトレインに変更、大阪まで直通運転できる

東海道新幹線乗入れ等々を模索、昨今は、鹿児

島ルートに乗り換えなしでつなぐフル規格構想

を掲げ、一歩一歩前進を続けているものと思っ

ております。部分開通ではあるものの、今こそ、

将来に続く武雄温泉から先の問題に決着をつけ

る絶好の機会だと思います。

平成4年11月、新佐世保駅、早岐駅を断念、
短縮ルートを了承せざるを得なかった佐世保市

民、県北民にとっては、「新幹線は、部分開業

したものの、先はどうなっている」との声が続

いています。

武雄温泉から先の博多までの新幹線建設を信

じて、断腸の思いで県案を了承した私にとって

は、関係者の一人として、当事者として、責任
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を感じながら今日まで見守ってきた自分に対し

て、残念でなりません。

当時の長崎－博多間の議論の中心となったの

は、時間短縮効果はあるのか、建設投資効果は

あるのか、特に、時間短縮効果が全てだったよ

うな感じがします。

また、「佐世保市が反対すると新幹線はでき

ません」との高田県知事の言葉、最後通牒に涙

をのんだ思いがよみがえってまいります。

そこで、今、長崎県がやることは、一年でも

早く、武雄温泉駅から先の鹿児島ルートにどう

やってつなぐのかどうか、佐賀県と協力し、結

論を出して解決すること、喫緊の課題と思いま

す。

長崎県が動かなければ、この問題は解決でき

ません。ここ一年間の県の動き、頑張ってきた

成果のほどについて、まずはお聞かせ願いたい

と思います。

以下は、対面演壇席より続けさせていただき

ます。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）〔登壇〕 田中議員のご質

問にお答えいたします。

昨年9月に、西九州新幹線が開業しましたが、
新鳥栖－武雄温泉間は、いまだ整備方式が決ま

っておらず、現在、関係者間で協議がなされて

おり、その課題解決には佐賀県の理解を得るこ

とが不可欠でございます。

この間、私自身としましては、佐賀県と連携

していくことが、西九州地域の発展のために欠

かせないと認識し、積極的に山口知事と関係構

築を図り、両県がメリットを享受できる環境づ

くりに努めてまいりました。

こうした中、両県の地域振興に寄与する取組

として、佐世保線等へのＩＣカードの導入や、

佐賀・長崎デスティネーションキャンペーンな

どの共通の施策を連携しながら進めてきたとこ

ろでございます。

また、佐賀県の課題解決に向けて関係者が知

恵を絞っていくことが必要であることから、政

府・与党などの関係者に対して、この課題に対

する理解と解決に向けた対応をお願いしてきた

ところであります。

県としては、引き続き、あらゆる機会を捉え

て佐賀県知事との対話を重ねていくとともに、

関係者へ働きかけることにより、全線フル規格

の早期実現に全力を注いでまいります。

以後のご質問につきましては、自席から答弁

をさせていただきます。

〇議長（徳永達也君） 田中議員―46番。
〇４６番（田中愛国君） （2）今後の進め方。
私の認識では、佐賀県は、フル規格新幹線の

建設については、正式に認めてはいないと、長

崎県は、従来のアセスルート、フル規格を希望

していると、どう調整しますか、大変ですね。

また、アセスルートでの建設では、地元負担

は100％佐賀県にあると、並行在来線の扱いは
どうなるかについても、ＪＲ九州との交渉、議

論が進んでいない。

そこで、佐賀県が国に要求した議論を進める

参考資料としてだと思うんだけれども、アセス

ルート、山側ルート、海側ルート、3ルートの
基礎的な数字については、国からの回答もあっ

ていますので、長崎県も勉強すべきだと思いま

す。

また、佐賀県の求める、九州全体に資する新

幹線のあり方等々も含めて、長崎県はどう考え

るのか、その対応について見解をお聞きします。
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〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） 佐賀県は、フル規格での

整備について、ルートや地方負担、在来線等の

課題があるとされております。その課題解決に

向けて、現在、国土交通省との間で幅広い協議

が続けられております。

その中で佐賀県は、フル規格で整備する場合

の3つのルートについて、地域の将来の姿など
大きな視点での比較、検証を求めていると承知

をしております。

これに対して、国土交通省は、各ルートの所

要時間や費用対効果等を示したうえで、佐賀空

港を経由するルートについては、新幹線の安全

運行に支障が生じるおそれがあり、現実的には

困難とされております。

また、与党ＰＴ西九州ルート検討委員会では、

国土交通省に対して、新幹線事業は国家プロジ

ェクトであるとの位置づけを再認識し、省全体

で取り組むよう求めております。

県としては、ルートについて利便性なども考

慮する必要があると考えておりますが、関係者

間の協議の状況や動向を注視しながら、佐賀県

との対話を重ねるとともに、議論が前進するよ

う、関係者への働きかけに力を注いでまいりた

いと考えております。

〇議長（徳永達也君） 田中議員―46番。
〇４６番（田中愛国君）これは私の持論ですけ

れども、鹿児島ルートにつなげるというのは大

変なことだと思います。

ただ、当初の話では、スタートの話は、福岡

県、佐賀県、長崎県、ＪＲ九州、4者協議でほ
とんど進んでいた。だから、福岡県を引っ張り

込む、そのためには、佐賀駅から久留米駅につ

ないでもいいんじゃないでしょうか、アプロー

チ線をね、そういう等々を含めて、今後検討し

てほしいと、長崎県の案をつくってほしいと思

います。

ひとまず、時間の関係で、次に入ります。

2、九州・長崎ＩＲについて。
（1）長崎県の認定はどうなっているのか。
今日からすると約2か月前でしょうか、4月14
日、大阪府・市のＩＲ案は認定されました。

長崎県は、その時点で審査未了とのことで、

引き続き審査を続けるとのことであるが、現時

点での長崎県の見解をお聞かせ願いたいと思う。

こういう内容ですね。大阪案については、

1,000点満点で657.9点と言われており、600点
以上だったら一応合格だから認定されたという

ことです。しかし、Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ、Ｅの

6段階評価では3番目のＢ、優れているというこ
とになっていますけれども、物足りなさを指摘

されているようです。

長崎県も大変だと思いますが、見解をお聞き

したいと思います。

〇議長（徳永達也君） 企画部長。

〇企画部長（早稲田智仁君） 去る4月14日、国
において大阪の区域整備計画が認定され、本県

の計画については、国土交通大臣から、期限を

区切ることなく継続して審査を行っているとさ

れております。

県としましては、十分な審査が行われている

ものと認識しており、認定される可能性はある

ものと考えております。

〇議長（徳永達也君） 田中議員―46番。
〇４６番（田中愛国君） 4月12日の朝早く、マ
スコミ情報の第一報が長崎県にも入ったものと

思います。私にも電話がありました。

その時の県の対応、どのような情報収集をし
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たのか、上京するなどの知事の動きはなかった

のか、具体的な動きについて、ご報告いただき

たいと思います。

もう一つは、長崎県案は、「九州・長崎ＩＲ」

と「九州」の看板なんです。この九州地域戦略

会議のメンバーの皆さんにも大変お世話になっ

ているので、現状をどのように説明して納得し

てもらっているのか含めて、まずは現在の県の

頑張りについて具体的にお聞かせ願いたい。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）どのように情報収集を行

ったのかという部分について回答をさせていた

だきます。

国が定めた「区域整備計画の認定審査等に関

する基本的事項」では、公平かつ公正な審査を

行うため、審査委員会委員や観光庁職員等への

接触禁止に関する規定等が定められております。

具体的には、審査委員会委員や観光庁職員へ

の直接的な情報収集に加えて、第三者を用いた

場合も同様に制限が設けられております。その

ことから、関係者への接触は行っていないとこ

ろでございます。

昨年4月に区域整備計画を国へ提出した以降
は、こうしたルールにのっとって審査に対応し

てきたところでございます。

〇議長（徳永達也君） 田中議員―46番。
〇４６番（田中愛国君） 地元で、この前、びっ

くりしたんですが、観光庁の資料が、もうコピ

ーして地元町内会、自治会あたりに配ってある

んです。私は、その資料を見てびっくりしまし

た。私はもらったことがないんです、そんな資

料はね。地元で、観光庁の資料がね。だから、

点数が何点だったと、どういうことかというこ

とがわかって、今、質問したんですけれどもね。

これは質問の中でありませんので。

（2）今後の進め方。
まずは念のため確認しておきたい点は、出資

金1,753億円のうち、日本側出資の必要な20％
については解決しているのか、解決していると

すれば発表してください。

また、2,630億円の金融・銀行融資については
解決しているのか、ご報告願いたい。

次に、国の有識者委員会の審査はいつまで続

くのか、県はいつまで待つのか、そのめどにつ

いて。

1回目がだめな場合は、2回目の国の区域認定
の募集は必ずあるものと思うので、長崎県はど

う対応するのか、以上、まとめて見解をお聞き

したい。

〇議長（徳永達也君） 企画部長。

〇企画部長（早稲田智仁君） まず、出資額につ

いてでありますが、資金調達については、出資

及び融資の総額が確保されることが重要である

と認識しております。

出資については、国内企業を含め、総額1,753
億円を超えるコミットメントレター等を取得し

ており、確実に計画を推進することができるも

のと考えております。

次に、銀行融資についてでありますが、金融

機関等からの借入れについては、2,630億円を
調達する計画となっており、出資金と同様、そ

の額を超えるコミットメントレター等を取得し

ているところでございます。

次に、国の審査をいつまで待つのかとのお尋

ねでありますが、4月14日の国土交通大臣の会
見において、「長崎の計画は、期限を区切るこ

となく継続して審査を行っている」との発言が

あっております。
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県としましては、現在行われている審査に関

して、一日も早い区域認定の獲得に向け、しっ

かりと審査に対応してまいりたいと考えており

ます。

次に、次回の募集についてでありますが、仮

定のことについては、ご答弁を差し控えさせて

いただきますが、まずは一日も早い区域認定の

獲得に向けて、今回の審査にしっかりと対応し

てまいりたいと考えております。

また、九州地域戦略会議のご質問が先ほどご

ざいましたけれども、去る5月31日の九州地方
知事会議及び九州地域戦略会議において、本県

から継続審査の状況等について報告し、引き続

き「オール九州」で推進していくこととされて

おります。

こうした「オール九州」による推進体制は、

九州・長崎ＩＲの特徴の一つであると考えてお

り、ＩＲがもたらす経済効果を広く波及させる

取組など、開業を見据えた各種施策を推進して

まいりたいと考えております。

〇議長（徳永達也君） 田中議員―46番。
〇４６番（田中愛国君） 先ほど、地元資料のこ

とも話しましたけれど、この観光庁の資料には、

地元20％、20社、日本企業がずらっと並んでい
る、大阪案は、長崎県には何も書いていないね、

何も、そんな感じで言いますと、やっぱりどう

なのかなと。

もう一つは、我々が知らないことをどんどん

資料として出てくるんだけれども、県は情報収

集をどうしているのか。我々にも何も知らせな

い、教えてくれない。懸念を述べておきたいと

思います。

3、石木ダム建設について。
（1）令和4年度の進捗について。

令和5年2月定例会において、実際は3月6日の
予算総括質疑ですけれども、私は、「ダム本体

工事に着工して完成を急いでください」との質

問をしたわけです。

知事は、「事業区域内では、家屋であったり、

団結小屋など、土地についても明け渡しを受け

ておりませんので、本格的なダム本体工事発注

の支障となっているのは事実だと思います」と、

「最大限の努力をしていきます」と答えていま

す。

また、「川原地区にお住いの皆さんの事業へ

のご理解、ご協力をいただけるよう、努力を重

ねながら努力を続けていきたいと思います」と、

このような答弁をいただいています。努力、努

力なんです。

その後、具体的な知事の動き、この努力のほ

どをご説明、ご報告を願いたい。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）石木ダム事業を円滑に推

進していくためには、川原地区にお住いの皆様

のご理解とご協力をいただくことが重要である

という考えに変わりはございません。

昨年9月の2回目の面会以降、毎月、職員によ
る訪問であったり、文書によって話し合いの要

請を行っておりますけれども、応じていただけ

ないという状況が続いております。

一方、工事については、令和3年度に引き続
き、ダム本体工事の一部である左岸部の掘削や

付替え県道の橋梁下部工などの工事を進めてお

ります。令和5年2月からは、収用地にも着手を
したところでございます。

県民の安全・安心を確保するためには、石木

ダムが必要であるということに変わりはありま

せん。一日も早い完成に向けて、引き続き、工
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事工程に沿って進めていきたいと考えておりま

す。

一方、困難な中にあっても、川原地区にお住

いの皆様に事業へのご理解とご協力をいただけ

るよう、努力を重ねていきたいと考えておりま

す。

〇議長（徳永達也君） 田中議員―46番。
〇４６番（田中愛国君） 努力を重ねる、努力を

重ねる的な答弁が多いんですけれども、一年間、

具体的なものはなかったのかどうか、具体的な

ものはなかったのか、残念ですね。はっきりわ

かっているわけですからね、もう原因は、どう

すれば工事発注できるかと、残念であることを

伝えておきたいと思います。

（2）令和7年度完成は大丈夫なのか。
令和7年完成の工程表については、令和2年度

に本体工事を発注しなければ、5年間かかるわ
けですから、令和7年完成するものではない。
早くも発注していなければね。現実、令和5年
で現実の発注がないとすれば、令和7年に完成
するわけがない。「令和7年に完成に向けて最
大限努力する」を含めての答弁であるけれども、

無理なことは無理だと思いますよ、無理なこと

は無理だ。

どうして本体工事発注の予定が組めないのか。

中村知事時代12年間で、少しずつは進展してい
たと私は思いますよ。もう、大石知事が決断を

する時だと思いますね。

それで、県道の付替え工事等付帯工事は、工

程表では何年遅れているのかが一つ。

なお、工事の進捗は、付帯工事、ダム本体工

事、並行してやれないのかどうか。並行してや

れないのか、なぜ発注について決断できないの

かをお聞きいたします。

〇議長（徳永達也君） 土木部長。

〇土木部長（奥田秀樹君）付替え道路工事につ

きましては、座り込み等の妨害行為が行われて

いますけれども、安全に配慮しながら、工程表

にお示しした令和6年度完成に向けて進捗を図
っているところです。

また、付替え道路工事については、平成28年
度末から着手し、ダム本体工事については、令

和3年9月から、ダム左岸の掘削を行っていると
ころであり、現在も並行して、ダム完成に必要

な工事の進捗を図っているところです。

現在は、皆様のご理解を得る努力を続けてい

るところであり、完成に向けて必要な工事を工

夫しながら進めていて、引き続き、令和7年度
完成に向けて努力してまいります。

〇議長（徳永達也君） 田中議員―46番。
〇４６番（田中愛国君） 今の答弁では、もう本

体工事に入っているんだと、本体工事に入って

いるんだという認識だと私も理解しますが、よ

ろしいんでしょうか。

それから、妨害がある、それは事実だと思い

ます。ただし、石木ダムの皆さんの妨害という

のは、そんなに何箇所でもやれるほどの人的な

問題じゃないと思いますから、何箇所か並行し

て工事を発注すれば、私は、少しずつでも進展

すると思っているんですが、この点はいかがで

すか。

〇議長（徳永達也君） 土木部長。

〇土木部長（奥田秀樹君）本体工事につきまし

ては、現在、先ほど申し上げましたけれども、

ダム左岸の掘削を行っており、頂部の掘削につ

きましては、既に終わっているところです。令

和7年度完成に向けて努力してまいります。
〇議長（徳永達也君） 田中議員―46番。
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〇４６番（田中愛国君） 令和7年度完成に向け
て努力するという話は、それはそれとして、現

実できないでしょう。令和2年に発注しなけれ
ば、令和7年に完成しないんですよ、工程表で
は、もう令和5年にもなって、令和5年ですよ。
私は、正式に本体工事に発注しているという認

識ではありません。当局は、いや、発注してい

るんだと、本体工事に入っているんだという認

識ですけれどもね。

やっぱりそこらはですね、無理なのは無理、

私も、無理なことはもうこれ以上言えないので、

やれないものはやれないで仕方ない。ただ、い

かにして早くやるかということについて模索す

べきだと、検討すべきだと、並行してやる方法

等々もあるじゃないかということなんですがね。

再度、答弁願います。

〇議長（徳永達也君） 土木部長。

〇土木部長（奥田秀樹君） 現在、本体工事に着

手しているということは事実でして、それは令

和3年度から着手をしております。
また、並行してできることについては、様々

な取組を行ってきております。付替え県道の全

線開通を待たずに本格的なダム本体工事への着

工を可能とするため、ダム本体工事期間中に必

要となる現道の代替である迂回道路工事の進捗

を図っております。

また、迂回道路が完成するまでの間は、現道

の一般交通に影響のない左岸部の本体掘削を進

め、さらに引き続き、一次転流工や河床部掘削

など、着手可能な箇所にできる限り工事着手し、

切れ目なく工事を進めているところで、令和7
年度完成に向けて努力してまいります。

〇議長（徳永達也君） 田中議員―46番。
〇４６番（田中愛国君） 何しろ答弁にはね、少

しやっぱり慎重になってほしいね、言葉がね。

やれないことをやれるというような答弁はね、

やっぱりこれはおかしいですよ、一般論として。

ぜひ再考してほしいと思います。時間の関係で

次にいきます。

4、県の基地対策（防衛県）について。
（1）長崎県の基地 米軍、自衛隊の実態を

踏まえた県の認識について。

まずは、長崎県の位置づけとして、国防協力

県であり、特に、佐世保市の基地協力について

は国の評価は高いものと認識しています。

内容的には長崎県の米軍基地は、10施設数と
468万平米の面積があり、沖縄県、青森県、神
奈川県、東京都、山口県の次、6位に位置する
ものであります。

また、自衛隊についても、海上自衛隊佐世保

地方隊は総監部がありますからね。山口県の日

本海側より九州全域を守っているわけです。

陸上自衛隊では、西部方面隊の傘下施設、ま

たは水陸機動団の本部がある。

航空自衛隊でも、対馬、福江島に基地がある。

以上、長崎県の国防に対する協力に対して、

国の対応はどうなっているのか、また、基地周

辺整備事業、民生安定等々の活用が少ないと思

うがどうかということについて、見解をお聞き

します。

〇議長（徳永達也君） 危機管理部長。

〇危機管理部長（今冨洋祐君）本県の基地対策

につきましては、これまで県民の安全・安心の

ために必要な意見はしっかりと申し述べながら、

国の防衛政策に対しては、安全保障の重要性を

十分理解し積極的に協力するとともに、有効な

信頼関係を築いてきたと認識しております。

基地の存在は、米軍基地が所在することに伴
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う市民生活への影響や訓練による騒音など課題

がある一方で、基地が経済や地域の活性化に大

きな役割を果たしているほか、各地に配備され

ている自衛隊は、地域の安全・安心のよりどこ

ろとなっております。

今後も、基地と地域との共存・共生を図るた

め、国に対し、国防に協力するという県の姿勢

についても伝えながら、佐世保港のすみ分けな

どの課題の早期解決、財政的措置を含む地域振

興策の充実、地域経済へのさらなる寄与などを

求めてまいります。

〇議長（徳永達也君） 田中議員―46番。
〇４６番（田中愛国君）「防衛県」と私はわざ

わざ書いたんですけれども、長崎県は、これだ

け国防に協力しているんですよ、協力している

んですよ、実態ね、しかし、あまり顔が見えな

い、長崎県の。

全国の渉外協議会ですか、渉外県の副会長で

しょう、知事は副会長でしょう、もう少し物を

言っていいと思いますよ、基地に対して、防衛

に対してね。私は、そういう認識をしています。

（2）佐世保市の前畑弾薬庫の移転について。
佐世保市は、平和港湾都市の位置づけをして

おります。そのため、前畑弾薬庫の針尾島への

移転は長年の課題であります。

また、移転跡地についても、市への払い下げ、

活用事業等も検討されているわけですが、基地

の移転が完了して後の計画ですから、20年、30
年先の計画と現実、言わざるを得ない。

とにかくですね、解決策が進展しない。日米

合同委員会が決めてからも、決定してくれてか

らも、具体的な形が見えない。大変不満を持っ

ています。

針尾弾薬庫、安久の浦への移転施設の配置案、

移転した時にどうなるんだ、その前の工事用道

路だけでも進展しなければ、工事用道路ができ

なければ工事に入れませんからね。最初は20年
ぐらいかなと思っていたけれども、これだと50
年かかりますよ、極端に言うと。

このことは、佐世保市の長年の課題なんです

よ。県も、ぜひ共有してほしい、この佐世保市

の基地問題についてはと思いますが、見解をお

聞きします。

〇議長（徳永達也君） 危機管理部長。

〇危機管理部長（今冨洋祐君）前畑弾薬庫の針

尾島弾薬集積所への移転につきましては、これ

まで埋立地、弾薬庫エリアの土質調査や埠頭の

構造調査などが実施され、現在、弾薬庫の配置

計画に係る米側との協議が行われており、国か

らは、この協議に時間を要しているとの説明が

あっております。

工事用道路につきましては、令和2年度に1億
3,900万円、令和3年度に1億7,600万円が計上さ
れ、調査や基本設計が行われてきており、令和

5年度においても、基本設計の経費として2,300
万円が計上されるとともに、実施設計に向けて、

道路ルートの線形について米側との協議が続け

られております。

県としましては、前畑弾薬庫の移転・返還は、

佐世保港のすみ分け実現に向けた最重要課題と

認識しており、今月実施した政府施策要望にお

いても、最重点項目と位置づけて強く要望した

ところでございます。

移転・返還の実現のためには、工事用道路の

一刻も早い着手も含め、事業の進捗を加速させ

る必要があると考えており、今後も、佐世保市

との連携をさらに密にしつつ、国に対して、あ

らゆる機会を捉えて要望を行ってまいります。
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〇議長（徳永達也君） 田中議員―46番。
〇４６番（田中愛国君）工事用道路の話が進捗

しているかのような答弁ですね。これは、工事

用道路といえども、幾ら設計を進めたって、実

際にやる時には用地の確保をしなきゃなりませ

ん。地元の佐世保市の有福町というんですけれ

ど、まだ認知していませんよ、道路、それから

用地交渉に入って、国有地が多いとは思うけれ

ども、しかし、民有地も入る。

過去、あそこでトンネルを一つ造ろうとした

けれども、土地所有者の了解が得られずにボツ

になった事業、大きな事業が一つあります。安

久の浦トンネルの代替工事ですけれどもね。

そういうことで、地元との交渉が今から始ま

るわけだから、そういうことを含めれば、これ

は進んでいるという感じにならない。ぜひ、県

も共有してほしいと思います。

5、土木行政について。
（1）道路交通網（ＩＲ関連も含む）につい

て。

県北の大事業は西九州道路ですね。松浦佐々

道路、伊万里松浦道路及び伊万里道路も、30年
近くたっても、まだ完結にはほど遠いですね。

しばらくかかるだろう。長崎県の高規格道路の

整備もなかなか進まない状況だという認識を私

は持っています。

ぜひ頑張ってもらわなきゃいかんのですが、

具体的には、ＩＲ関連道路としての針尾バイパ

ス、東彼杵道路の整備状況、西彼杵道路、国道

202号の整備状況について、確認をしておきた
いと思います。お願いします。

〇議長（徳永達也君） 土木部長。

〇土木部長（奥田秀樹君） 国道205号の針尾バ
イパス4車線化事業については、昨年度の補正

予算を含め、今年度は約5億円の予算が確保さ
れ、国において鋭意工事が進められています。

現在、針尾バイパスに接続している県道崎岡

町早岐線をハウステンボス入口交差点側に切り

替えるための工事が行われているところです。

東彼杵道路については、国において進められ

てきた計画段階評価手続が昨年12月に完了し、
今年1月には環境影響評価手続に着手していま
す。

引き続き、針尾バイパス4車線化の早期完成
並びに東彼杵道路の早期事業化について、関係

市町とも連携しながら、国に対して働きかけて

まいります。

西彼杵道路については、全体約46キロメート
ルのうち、これまで約18キロメートルを供用し
ています。

現在は、昨年度事業化した大串白似田バイパ

スにおいて測量設計を進めているところです。

また、国道202号の浦頭拡幅については、こ
れまでに全体1.8キロメートルのうち0.8キロメ
ートルが完成しており、浦頭から東明中学校前

交差点間において、交通の円滑化が図られてい

ます。

今年度は、補正予算と合わせて約4億円を確
保しており、山切りなどの工事や、残る用地の

取得を進めているところです。

引き続き、西彼杵道路及び浦頭拡幅の早期完

成に向けて取り組んでまいります。

〇議長（徳永達也君） 田中議員―46番。
〇４６番（田中愛国君） 針尾バイパス、今の状

態では、10年かけても多分、完成しないでしょ
うね、そんな感じがします、予算の配分を見れ

ば。それは西九州道路の方が大事だと思います

けれども、針尾バイパスも、東彼杵道路の起点
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とする位置づけからすれば、やってもらわなき

ゃいかん。東彼杵道路も進展している、進展し

ているという話は聞くけれども、具体的なもの

は見えてこない。

特に、先ほどもちょっと話しましたが、用地

の問題が絡んできますからね、道路を造ると用

地の問題が。だから、ある程度事前に、想定で

きるような場所についてはどんどん進めていか

ないと、進捗できないんじゃないかと。

それから、国道202号、これは最初の計画と、
今のハウステンボス関連になったいきさつが、

ちょっと私も不明なんだけれども、遅れてしま

いましたよね、最初の計画からすると、7年完
成ということになっているけれども、これも私

が見ていて、5、6、7では無理だと、予算がつ
いていない。最初の予算、20億円の予算で始め
て、倍の40億円近くなるというような感じもし
ますから、大変なことだとは思うけれども、や

っぱりやると決まったら地元は期待しているわ

けだから、ぜひ頑張ってほしいと思います。

（2）早岐川の建設推進。
佐世保市早岐地区の中心にある早岐川は、昭

和42年の豪雨被害以来、平成2年の家屋被害等
の2つの大水害もあって、地元の皆さんの悲願
であったわけです。30年近くの要望が、ようや
く実現しようとしております。

平成26年に事業設定、本年6月には、ようや
く直接建設工事が始まりました。私は大変喜ん

でいます。

一期区間は340メートル、全体では1,840メー
トルの河川改修事業であり、1期、2期合わせる
と総事業費は約200億円と言われている。毎年
度10億円かけても20年かかるんですよね。そこ
まではいっていないので、できるだけ急いでほ

しい。

なぜならば、まちのど真ん中に川をつくるん

ですよ、まちのど真ん中に、これは、影響が大

きいんです。あとの、土地を利用した地元の計

画等々も誘発しなきゃいかん。河川整備、併せ

て道路整備も若干加わってくる、ありがたいこ

とですけれどもね。早期完成が期待される。何

しろ一日も早くという感じがします。今のまま

でいくと、また20年、30年先の完成になってし
まいますのでね。

このように長崎県は、もう20年、30年、40
年というスパンの事業が多過ぎる。集中的にや

ってもらわないといかんし、政治力がないんで

すかね、やっぱりね。我々は、あくまでも県に

対しての要望ぐらいしかできませんので、県は

ひとつ、国に対して、もっと頑張ってほしいと

いう感じを持っています。予算獲得をぜひお願

いして、見解だけ聞かせてもらいます。

〇議長（徳永達也君） 土木部長。

〇土木部長（奥田秀樹君）早岐川の整備につい

ては、一般県道平瀬佐世保線、早岐橋の下流部

において新川開削の計画としており、多数の家

屋移転が必要となっています。

これまで地域住民との意見交換を行いながら

計画を策定し、必要な用地等について、ご協力

をいただき、着工準備が整ったところです。

今年度から河口部の1号橋に着手したところ
であり、今後、本格的な河川改修に向け、必要

な予算をしっかり確保し、早期完成に努めてま

いります。

〇議長（徳永達也君） 田中議員―46番。
〇４６番（田中愛国君）早岐川の整備の予算を

よろしくお願いします。

時間が23分ほどあります。これからは、知事
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とゆっくり話を、質疑をさせていただきたいと

思います。

6、知事と統一地方選について。
（1）地方自治の二元代表制についての考え

方。

憲法第93条に、「地方公共団体には法律に定
めるところにより、その議事機関として議会を

設置する」となっています。地方公共団体の長、

これは知事ですね、その議会の議員及び法律の

定めるその他の吏員は、その地方公共団体の住

民が直接これを選挙するということになってい

ます。やっぱり住民の意思が反映するような形

になっているわけです。いわゆる二元代表制、

地方自治は国政とは違うんです。地方自治はね、

二元代表制。

そこで、通常の地方統一選挙は、知事選挙と

県議会議員選挙は、普通は一緒にあるんですよ。

市長選挙と市議会議員の選挙もね、普通はある

んです。

長崎県の場合は、西岡知事の選挙でちょっと

早まっている、一年ほどですね。そういうこと

で、一年開きがあることにおいて、お互いの選

挙の干渉、介入が行われる要素があるわけです。

同一だと一緒にやるわけだから、あまり知事が

県議会の選挙に関与することはなかった、なか

ろうかと思いますけれども、長崎県の場合はそ

ういうことです。

私の経験では、知事が県議会議員の選挙にこ

れほど干渉、介入した記憶はありません。（発

言する者あり）中村知事、さかのぼる金子知事、

高田知事とはちょっと私もありましたけれども

ね、ありましたけれども、まあ、そういう記憶

はないんですよ。

今回、大石知事は初めてですよ、こんなに我々

の選挙に介入してきたのは、私は、介入とあえ

て言わせてもらう。

法的には問題ない、とは思いますよ、法的に

はね。しかし、道義的にはね、議会の議決権等々

を考えると、議会の議決権、これを縛るような

干渉、介入は好ましいことではないと、私の見

解です。

知事の見解を聞かせてください。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） 二元代表制においては、

議員おっしゃるとおり、議会が、地方公共団体

の意思を決定する機能と執行機関を監視する機

能を担うものとして、同じく住民から直接選挙

された首長と相互に緊張感を持ちながら、地方

自治の適正な運営を担っていくことが期待され

るものと、まず認識をしています。

私は、政治家の立場で判断をして、県議会議

員選挙において選挙応援を行いましたが、今後

も県民からの負託を得た県議会議員と知事とし

て、緊張感のある関係のもと、是々非々の議論

をしていくべきと考えております。（発言する

者あり）

〇議長（徳永達也君） 田中議員―46番。
〇４６番（田中愛国君） この議会において、知

事ね、緊張感を持つ、当たり前ですよ、当たり

前、緊張感を持つ、表向きはそうしなければ、

やっぱり県民は納得しませんよ、なれあいばか

りでは、それは当たり前で。

（2）知事の政治姿勢と統一地方選 県議選

の対応について。

まず、事実関係を整理するため、知事にお聞

きしますが、今般の統一地方選挙の県議会議員

選挙において、何人の応援に行かれたのか。ま

た、その応援した人に対して1回はね、表敬訪
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問という形もあるでしょうけれど、2回行かれ
たか、3回行かれたか、5回、6回と行かれた方
もおられるとも聞きます。

ここら辺は、当局に聞いても、「いや、知事

の公務じゃないところは一切知りません、知事

に聞いてください」というのが、正式な事前の

質問の時の話です、知事に聞いてくださいと、

だから、ぜひ知事にお聞かせ願いたいと思いま

すが。

2回行かれたら応援ですよ、もう。3回以上行
ったら、これはもう介入、干渉ですよ。正常の

公平な選挙にならないと私は考えます。ひとつ

見解を聞かせてください。見解というより事実

関係を聞かせてください。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）今回の県議会議員選挙に

おいて、私は、大石県政にご理解をいただける

ことが確認できた候補者の方から選挙応援の要

請があった際、公務に支障がなく、日程調整が

可能な範囲において、政治家の立場のもと応援

を行いました。その応援については公務ではな

いため、ここでの答弁は控えさせていただきた

いと思います。（発言する者あり）

〇議長（徳永達也君） 田中議員―46番。
〇４６番（田中愛国君） 当局の答弁も、公務と

政治活動は、ちょっと私たちはわかりませんと、

しかしね、知事ですよ。

我々も議員として、私も長年やっていますが、

やっぱり365日、議員ですよ。昼も夜もない。
何か言われたら出て行かなきゃいかん。

しかし、やっぱり知事は、その中でもね、公

務ではないからお答えできないというのは、私

はおかしいと思います。堂々と、何人に行って、

どのくらい応援しに行ったのか。

やっぱりね、支障が起きているんですよ。私

が言う新幹線、ＩＲ、石木ダム、あなたは「努

力する、努力する」と言っているけれども、回

数にしたって、行かれてないじゃないですか。

この選挙期間中が一番、活動できるんですよ、

議会対策をしなくていいから、選挙期間中は。

だから、新幹線でも佐賀県の知事、佐賀県も知

事選挙はなかったと思いますからね、今度はね。

ＩＲだって、国に行って、いろいろ長崎県の要

望をする。石木ダムだって、現地に行って、や

る。その格好の期間ですよ、この地方統一選挙

の1か月ないし2か月近くはね。
それを、ほとんど県議会議員の選挙運動に応

援に行かれていたということは、私は理解でき

ないです。今までの知事で、そんなことをした

人はいません。（発言する者あり）これはあな

たの感覚だろうからね。

先ほど、理解していただいた方には応援に行

ったと。私たちは理解してないんですね、応援

してもらえませんでしたから。

もうこれ以上、何回行ったか公表できないと

言うのなら、私も、それを回答は県民の皆さん

の判断にゆだねましょう、公表できないという

ことならね。

私の場合を、ちょっと時間があるので話をさ

せてもらいます。私個人の場合をね。

去年の暮れ、マスコミの人から、「田中さん、

田中さんの地元で知事の秘書が出ますよ」とい

う話でした。知事に秘書がいるなんて思ってい

なかった。「出ますよ、注意した方がいいです

よ」と好意的な忠告をいただいたし、口の悪い

人は、「田中さん、狙われていますよ」とささ

やいてくれた。

幸い私は当選できたけれども、今回の選挙は、
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私としては知事との闘いでしたよ、私としては

知事との闘いだった。

なぜならば、知事の政治用の看板が、選挙事

務所に候補者と横並びで出ているんですよ、ず

うっと、国道沿いにね。知事と2人で看板が出
ているんですよ、選挙事務所にね。私は、その

前を通りながら、「ああ、知事は応援している

んだな」という感じを持ちましたし。

地元の人に言わせると、「知事が、何かしょ

っちゅう来とらすらしかですよ」という話ね。

これは何回か知りませんよ。ただ地元の人は、

やっぱり頻繁に来ているということでしょうね。

毎晩来ていることはないと私も理解しています

けれどもね。そういう感じで私は今回の選挙を

戦ったから、私は、知事と闘ったと思っている、

今回の選挙は、知事の看板と。

まあ、やっぱり知事は大したものですよ、そ

の政治力、影響力というのはね。私の票も、よ

うやく上がった、ようやく上がれた。

それは、一人区の選挙だとすれば、やっぱり

これは知事が応援に行く、行かない、干渉、介

入になるほど4回も5回も行けば、それは民意に
ね、正確に伝わりますよ、民意に。

それほど、知事という権力はあるんですよ。

知事、それは認識してください。知事という権

力は大変なものなんですよ。その影響、影響力、

やっぱり少し考えてもらわないと。今までの知

事どおりやれとは言いませんけれども、新しい

ものを求めていく、それはいいでしょうけれど

も、議会に、議員の選挙を通じて介入してほし

くない。これは議決権を持っているわけだから。

議決権が縛られることはないと思う、議員の

皆さんの良識からね。しかし、議会分断ですよ。

応援した人、応援しなかった人、落とそうとし

た人までいるわけだから、私はあえて言います

けれどもね。（発言する者あり）

まあ、そこら辺で、公平な選挙にはならない

んじゃないかと。知事があまり介入、干渉をす

るということについての見解を、もう一度聞か

せてください。（発言する者あり）

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）県議会議員選挙において

は、先ほど申し上げたとおり、大石県政にご理

解をいただけることが確認できた候補者、また、

今回、市長選挙もありましたけれども、市長選

挙においては、施策の方向性を共有でき、特に、

県市連携が政策に盛り込まれた候補者から応援

要請、選挙の応援の要請があった際に、公務に

支障がなく、日程調整が可能な範囲において、

政治家の立場のもと、応援を行ったところでご

ざいます。

選挙に対して、知事は中立的であるべきとい

うような意見があることは承知をしております

けれども、知事が選挙において激励や応援に入

ることは、全国的にも多く見受けられることと

思います。それによって特異なこととは考えて

はおりません。

また、各地域における首長選挙や議員選挙に

おいても、二元代表制による地方自治のもとで、

それぞれの目指す施策の実現に向けて、それぞ

れの立場で選挙応援がなされていると認識をし

ております。

また、繰り返しになりますけれども、今回の

選挙での応援ですけれども、公務のない時間帯

で、政治家の立場で選挙応援をしたものでござ

います。私は、これまで、まず、知事として公

務を最優先に行ってまいりました。今後も同様

に努めてまいりたいというふうに思います。
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〇議長（徳永達也君） 田中議員―46番。
〇４６番（田中愛国君） 知事、知事は長崎県民

の代表なんですよ、長崎県民のトップなんです

よ。（発言する者あり）だから、全てのことが

知事の言動で影響は受けますよ。それは認識し

てもらわないと。

我々でさえ、議員という立場でいろいろな影

響があるところには、やっぱり気をつかいます

よ、物の言い方としたって気をつかう。

7、その他。
そして、これは通告していなかったんですが、

知事の最初の知事選挙は、不幸な感じでしたよ

ね、自民党分裂選挙でね。

しかし、それは、選挙が終わった後、知事は

ノーサイド的な発想の話をされましたよ。我々

もそう思った。それをまとめきるのは、勝った

方なんですよ。負けた方が修復できません。勝

った方が、議会対策も含めて修復しなきゃいか

ん。

ますます議会を分断しているじゃないですか、

長崎県議会を。私はそう認識しています。大変、

残念ですね。

また、知事の公務についての見解がありまし

たので、公務はちゃんとやっているんだと、当

たり前ですよ、それはやってもらわなきゃ、知

事ですから。

4月1日、土曜日ですが、佐世保市の市制施行
記念式典の行事がありました。市政功労者など

の表彰が中心となって行われる。我々も、案内

があれば行きます、必ず行く。たまたまその時

は選挙期間中だったから、私自身の選挙期間中

だったから、行けませんでした。

知事への案内はなかったんですか。あったと

すれば、なぜ出席できなかったのか、お聞きを

します。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） 本年4月1日に開催され
ました佐世保市制施行記念式典につきまして、

ご案内はいただいております。

そのうえで、昨年の120周年であったり、中
核市への移行などの節目となる式典への知事の

出席、それ以外の場合の代理出席など、過去の

対応を踏まえて、121周年となる今回の式典へ
の対応について、県として総合的に判断をして、

県北振興局長の出席として、佐世保市にお伝え

をしました。

〇議長（徳永達也君） 田中議員―46番。
〇４６番（田中愛国君）そういう見解で出席し

なかったと。

しかし、その時、知事は、その時間帯に何を

なさっていたんですか。（発言する者あり）

私が聞くところ、アルカスSASEBOの会場の
すぐ近く、200～300メートルか400～500メー
トル離れているか知らんけれども、知事がいた

よと、選挙応援していたよ（発言する者あり）

という話がマスコミから入ってきて、私は愕然

としましたよ。（発言する者あり）

出席できないのは、それは仕方ない。公務が

ね、土曜日だから、私的な行事もあるでしょう

けれども。

しかし、いやしくも会場からすぐ近くに、堂々

と選挙応援をしている姿は、佐世保市民はどう

感じるでしょうね。（発言する者あり）佐世保

市制施行記念式典には来なくて、選挙応援を。

それはそれで、ある程度、知事は勝手じゃな

いかという見解だから、それ以上は申しません

けれども、やっぱり見た目がね、（発言する者

あり）我々は失望する。
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これを聞いた時に私は本当にね、選挙期間中

だったけれども、頭がくらくらして、一日ぐら

い満足にあちこちでしゃべれなかったですよ。

（発言する者あり）なんで知事はそんなことを

するんだと。すぐ隣だから、やっているのは。

顔を出した後に行くならまだしも、並行して、

そういう選挙応援をしているという話が入って

きました。事実かどうか、聞かせてください。

（発言する者あり）

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） これまで、公務のない時

間帯で、政治家の立場で選挙応援を実施したも

のだというふうに認識をまずしております。個

別の行動については、ここで答弁を控えさせて

いただきます。（発言する者あり）

〇議長（徳永達也君） 田中議員―46番。
〇４６番（田中愛国君）議長にちょっとお願い

したいんですがね。（発言する者あり）知事の

公務で発言する、これは私の個人的な時間だか

ら、議会でも、もうできないと、詳細にできな

いというのはね、我々の感覚からすれば、ちょ

っとやっぱり問題がある。  

仮定の話をするわけじゃないんですよ、公的

な話です、選挙の応援なんていうのは、誰でも

見ているんです。また、影響力も本当に大きい。

やっぱりその影響力みたいなものについて、も

う少し慎重にあってほしい。権力というものを

使うことにおいては、もう少し慎重であってほ

しいと、あえて申し上げたいと思いますけれど

もね。

事実ですね、これは、佐世保市の4月1日の話
は、私はマスコミから聞いただけで、私は選挙

期間中だからわからない。事実ですね。確認し

ておきたいと思います。（発言する者あり）

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）個別の選挙に関する活動

については、ここで答弁を控えさせていただき

ます。（発言する者あり）

〇議長（徳永達也君） 田中議員―46番。
〇４６番（田中愛国君） ぜひ、議長にお願いし

ますが、議運等でも、議会運営のあり方、一般

質問に対する知事の答弁のあり方等々について

は、やっぱりちょっと考えてほしいと、あえて

議長にお願いをしておきたいと思います。

また、知事の政治姿勢として、県下の首長選

挙に過度な介入、干渉は、私は望ましいことで

はないと思いますよ。13市8町ですかね、長崎
県下13市8町、この首長選挙に知事が乗り込ん
でいく、これは大きいですよ。やっぱり慎重に

してほしい。

ましてや、私はちょっと知事に、これはもう

党派のことだから、あまりここで追及する気持

ちはないんですが、党派のことだから。

知事は、先般の選挙は、自民党を中心とした

推薦候補として選挙を戦われたわけでしょう。

自民党にお世話になったという感覚、自覚はな

いんでしょうか。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） まず、市町首長選挙に入

るべきではないという話がございましたけれど

も、魅力ある長崎県づくり、新しい長崎県づく

りを実現するためには、まず県市連携が重要だ

というふうに思います。

今回、県市連携を強く訴えていた候補の応援

をさせていただきました。また、施策について、

しっかり議論をする機会がございましたし、そ

の方向性について、同じ方向性を見ているとい
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うことを確認できたということが、まず一つご

ざいました。そこで、県市連携をしっかりと訴

えられていたところで選挙応援をさせていただ

きましたけれども、その選挙を応援したことに

ついては、皆様にも一定のご理解をいただける

ものというふうに思います。（発言する者あり）

これは党派関係なく、各県議会議員と緊張感

を持って、是々非々で議論をすべきというふう

に考えております。

〇議長（徳永達也君） 田中議員―46番。
〇４６番（田中愛国君）私が知事に聞いたのは、

先般の知事選挙、あなたの知事選挙、自民党推

薦を錦の御旗で戦われたんでしょうと、自民党

推薦、お世話になったという気持ちはないんで

すかということです。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）長崎県連から推薦をいた

だいたことは事実でございます。ですが、今、

直接県民から選ばれた県議会議員と、また知事

として、しっかり緊張関係を保ちながら、是々

非々での議論を重ねていくべきというふうに思

います。

〇議長（徳永達也君） 田中議員―46番。
〇４６番（田中愛国君）もう時間の関係で最後

にしますが、今般の佐世保市長選、推薦候補じ

ゃないんですよ、知事が応援されたのは、自民

党の推薦候補じゃないんです。

知事は、自民党推薦で上がったと私は思って

いる。だから、自民党の枠の中で頑張ってほし

いな、ある程度はと思っていますけれどもね。

長崎県の代表、知事は、ある程度私を捨てて

公に、公の方に傾いた県政をやってもらわない

と。

それから、公務と自分の時間というのは、知

事はそういう世代にお生まれになったんでしょ

うけれど、我々の感覚では、議員も含めて、365
日、24時間、議員は議員ですよ。緊張感を持っ
てやっていますよ、我々も。だから、もうそろ

そろ俺も引退かなと思っていますけれどね、こ

れはそういうのがやれないようになると、だか

ら、やる以上は頑張ってまいりますが、いろい

ろと今後の県政に影響が出なければいいと私は

思っていますけれどもね。まあ、一般質問を終

わります。（拍手）

〇議長（徳永達也君） これより、しばらく休憩

いたします。

会議は、11時15分から再開いたします。

─ 午前１１時 ２分 休憩 ─

─ 午前 １１時１５分 再開 ─

〇議長（徳永達也君） 会議を再開いたします。

引き続き、一般質問を行います。

近藤議員─26番。
〇２６番（近藤智昭君）（拍手）〔登壇〕皆様、

おはようございます。

自由民主党、南松浦郡選出の近藤智昭であり

ます。

4月の統一地方選挙において、地元の皆様から

熱い声をいただいてまいりました。引き続き、

離島振興など、県政の課題に対して正面から向

き合い、柔軟で効果的な取組によって持続可能

な社会を目指してまいります。

上五島の未来を見据えながら、長崎県の発展

に尽くしたいと思っております。

それでは、通告に従いまして、質問に入りま

す。知事はじめ関係各位のご答弁をよろしくお
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願いします。

1、県政の推進について。
（1）財政運営について。
大石知事におかれましては、知事就任以来、

一年が経過されました。この間、県政を取り巻

く様々な課題に対して、県民の声に耳を傾け、

若さと行動力を発揮し、積極的に取り組んでこ

られたものと感じております。

今後も、知事が目指しておられる、全ての県

民皆様が、県内どこでも、幸福で、豊かで、安

全で、継続して暮らしていただける長崎県の実

現に向けて、きめ細やかな取組を継続し、発展

することを期待しております。

さて、県は、持続可能な財政運営を目指し、

これまで累次の計画等を策定しながら、行財政

改革を着実に進めてこられました。現在におい

ても、「長崎県行財政運営プラン」に基づき、

歳入の確保及び歳出見直しの両面から収支改善

を積極的に推進しております。

その結果、令和3年度決算においては、財源
調整基金の取崩しに依存しない財政運営を達成

されるなど、これまでの財政健全化の取組の成

果が生じているものと評価しております。

しかしながら、3年もの長期に及んだ新型コ
ロナウイルス感染症拡大やロシアのウクライナ

侵攻を契機として、エネルギー、食料品価格等

の高騰により、県民生活をはじめ、様々な分野

において経済的な影響を生じており、本県財政

への影響も懸念されるところであります。

そこで、今議会に提出されている令和4年度
の最終専決補正予算を踏まえ、県の財政状況の

現状と今後の財政運営について、知事はどのよ

うに考えておられるのか、お尋ねします。

（2）新型コロナウイルス感染症対策につい

て。

①5類移行後のコロナ受入れ体制について。
令和2年以来、3年間続いた新型コロナウイル
ス感染症との戦いについては、去る5月8日に感
染症法上の位置づけが5類感染症に見直され、
大きな節目を迎えました。

これに伴い、コロナについても、従来の限ら

れた医療機関による対応から、季節性インフル

エンザなど、ほかの疾患と同様に幅広い医療機

関による対応に移行することとなったところで

す。

そのため、これからは県民が安心して必要な

医療を受けられるよう、コロナの診療、入院に

対応できる医療機関の拡大を図っていくことが

喫緊の課題ではないかと認識していますが、ど

のように取り組んでいくのか、知事の考えをお

尋ねします。

②県民への注意喚起について。

コロナに対応する医療機関の拡大が図られた

としても、夏場の感染状況によっては、今後も

医療の逼迫を招く可能性がないとは言えないと

考えております。

コロナが5類に移行したとはいえ、ウイルス
自体がなくなったわけではないことから、医療

機関だけではなく、県民への注意喚起も必要で

はないかと思いますが、県の考えをお尋ねしま

す。

（3）Ｇ７長崎保健大臣会合について。
Ｇ７広島サミットの関係閣僚会議の一つであ

ります「Ｇ７長崎保健大臣会合」が、去る5月
13日から14日の2日間、長崎市の「出島メッセ
長崎」で開催されました。

この会合では、Ｇ７主要7か国及びＥＵをは
じめ、招待国でありますインドやインドネシア、
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ベトナムからも、関係閣僚のほか、多くの関係

者が長崎の地を訪れ、国際社会が直面している

保健分野の課題について議論がなされたものと

思っております。

知事は、これまで、「この会合開催の機会を

捉え、歴史、文化、自然、食などの長崎の多彩

な魅力や、被爆地長崎の核兵器廃絶や、世界恒

久平和の思いを、広く国内外に発信していきた

い」との意気込みを話されていました。

無事に会合を終えられた今、今回の会合開催

について、成果も含め、知事はどのように総括

されているのか、お尋ねします。

（4）ながさき健康宣言について。
知事におかれましては、これまでの知見を活

かし、医療偏在の問題や医療従事者の確保、処

遇改善など、医療・福祉の分野について、並々

ならぬ覚悟で取り組まれているとお聞きしてお

ります。

そのような中、「Ｇ７長崎保健大臣会合」の

100日前フォーラムでは、ポストコロナ社会に
向けた健康・医療課題をテーマにしたパネルデ

ィスカッションや県の健康づくりの取組の紹介

がありました。

知事からは、本県が抱える健康増進、医療的

ケア、医療ＩＣＴ化の3つの課題を踏まえ、「な
がさき健康宣言」が発出されております。

宣言に盛り込まれた医療ＩＣＴ化により、離

島の住民が本土地区と同様な医療サービスが受

けられる体制づくりが進めば、地域医療を担い、

住民の健康に真摯に向き合う離島医療従事者の

負担軽減にも寄与するものと考えます。つまり、

離島振興を重要課題としている本県においては、

優先すべき取組であります。

大石知事が就任中に何としても進めなければ

ならない分野の一つであると期待しております

が、これからの取組と意気込みについて、お尋

ねします。

2、産業の振興について。
（1）林業の振興について。
本県では、自然の豊かさを強く感じることが

できておりますが、これは県土の約6割を占め
る森林をきめ細やかに見守り、整備しているこ

とが大きな要因であります。

森林の維持、管理に携わられております林業

従事者の皆様は、県民生活を豊かにする大切な

役割を果たされており、深く感謝するところで

あります。

さて、本県は、「第2次長崎県地球温暖化（気
候変動）対策実行計画」を策定しております。

令和3年には、「2050年ゼロカーボンシティ」
を表明し、温室効果ガスの実質排出量ゼロを目

指しております。

県が掲げるカーボンニュートラルの実現のた

めには、温室効果ガスの排出を抑えるとともに、

吸収量を維持、向上させる必要があります。

そのためには、県内の森林をいかに高機能で

高品質に維持、管理していくかが重要であり、

これには林業経営体の充実した活動が必要かと

思います。

今後の本県林業を思えば、持続的な成長が見

込まれる林業経営体の育成、生産性、安全性を

高めた新しい林業への転換、人材の確保・育成

などが必要不可欠であると考えます。

本県林業の将来像と、そこに到達するために

どのような取組を行っていくのか、お尋ねしま

す。

（2）水産業の振興について。
①養殖業の振興について。
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本県は、広大な漁場に恵まれ、養殖業も盛ん

であり、令和3年の海面漁業・養殖生産量は、
約27万トンと全国3位の生産量を誇る、日本有
数の水産県であります。

本県の海面漁業生産量は、水産資源の減少な

どから伸び悩んでおりますが、養殖業は、離島

をはじめとした各地の雇用創出など、漁村の活

性化に貢献しており、本県の基幹産業として重

要な産業となっております。

その生産額は、全国有数を誇り、平成23年の
249億円から令和3年には365億円と順調に伸び
ております。近年の養殖業を取り巻く環境は、

餌料や資材が高騰している状況にあります。

養殖業の持続的・安定的な生産を確保してい

くためには、効率的な養殖生産体制の構築や新

たな市場を見据えた販売戦略、デジタル化など

によって、収益性の高い経営体の育成を図るこ

とが有効な取組だと考えますが、県の取組につ

いて、お尋ねします。

②水産業における人材確保について。

厚生労働省の国立社会保障・人口問題研究所

によると、日本の人口は、2070年には8,700万
人まで減少し、その1割は外国人となる見込み
であります。

県内の漁業就業者においても、平成25年の1
万4,310人から平成30年の1万1,762人と、減少
に歯止めがかからない状態であり、今後、さら

に減少が進むとなると、水産業においても人材

確保の問題がさらに深刻化するのではないかと

心配しているところです。

今後、本県水産業を産業として維持していく

ためには、長期的な観点から特定技能制度や技

能実習制度を活かした外国人の受入れも拡大し

ていく必要があると思います。

県内水産業における外国人受入れの現状と人

材確保対策について、認識をお尋ねします。

（3）建設業の担い手確保について。
建設業は、県民生活に欠かすことのできない

インフラ整備を担っているだけではなく、地域

の経済や雇用を支える大きな役割を果たしてお

ります。

令和元年に「担い手3法」が改正され、建設
業界の生産性向上や働き方改革を促進し、災害

時の対応強化へ取組がなされておりますが、離

島における建設業を取り巻く環境は、いまだ厳

しい状況にあり、担い手不足など多くの課題を

抱えております。

そのような中、昨年、上五島では、コロナ禍

などで開催が危ぶまれた「土木の日」のイベン

トが開催されており、砂防ダムの模型を使った

実験では、子どもたちから驚きの歓声が挙がり、

「わかりやすかった」との感想も聞かれました。

このように、地元の子どもたちが建設業につ

いて、その仕事や先端技術に直接触れ合い、親

しみを持つ機会を目の当たりにして大変感銘し

たところであります。

このような機会を創出し、情報を発信してい

くことは、子どもの社会教育や職業教育として

も大変重要ではないかと感じております。

これまでも建設業のマイナスのイメージを払

拭するため、魅力向上の取組を積極的に行われ

ていることは理解していますが、今後、さらに

多くの若者に興味を持ってもらい、建設業を選

んでもらうためには、官民で一体的な取組を推

進していくことが大変重要であり、効果的な情

報発信を行うことが必要ではないかと考えてお

ります。

そこで、担い手を確保する対策として、「土



令和５年長崎県議会・６月定例会（６月１５日）

- 40 -

木の日」のイベントをはじめとした建設業の魅

力向上に向けた取組について、お尋ねします。

3、離島振興について。
（1）離島における雇用機会拡充事業につい

て。

「有人国境離島法」が平成29年に施行されて
以来、本県においても、五島列島など3地域40
島が特定有人国境離島地域として定められ、地

域社会を維持するために様々な措置が講じられ

ております。

地域社会の維持には、その活動を支える人口

の推移が大きな影響を及ぼすのですが、令和3
年4月1日時点での新上五島町の人口は1万
7,320人であり、人口の流出に歯止めがかかって
いない状況で、危機感を募らせているところで

す。

県では、国境離島地域において、国の制度を

活用するなどして新たな雇用を生む事業者等に

対して支援を行っておりますが、雇用機会拡充

事業について効果的なものになっているのか、

近年の実績について、お尋ねします。

（2）観光振興について。
①観光資源としての五島手延べうどんについ

て。

五島手延べうどんは、ミネラル豊富な塩と最

高級の椿油を使用しており、じっくり熟成され

た麺は、細くて、こしがあり、のどごしがよく

て、おいしいと高く評価されております。

また、消費者は味だけでは満足せず、ものに

対するストーリーを求める傾向がありますが、

幸いにも五島手延べうどんについては、中国の

書物に書かれた唐菓子の製法と一致しているこ

とから、7世紀から9世紀にかけて遣唐使が伝え
たと言われており、うどんの発祥の地であると

の長い歴史があります。

その一方で、お寺に石碑があることなどを理

由に、福岡がうどんの発祥の地として報道され

ることもあるんですが、それが現状であり、地

元関係者の熱烈なファンからは、「残念でなら

ない」との声を聞きます。

そこで、本県として、うどん発祥の地である

ことや、日本三大うどんであることをもっと戦

略的にＰＲして、国内観光客の誘客やインバウ

ンド需要の取り込みを図るべきではないかと考

えていますが、県の取組について、お尋ねしま

す。

②観光の再生について。

コロナ禍ですっかり冷え込んだ観光産業であ

りますが、国の財政支援により実施されている

全国旅行支援の効果などもあり、国内外の観光

需要は回復の兆しを見せています。

県が公表している「観光動向調査」によると、

昨年10月から12月における県内宿泊者数は、コ
ロナ禍以前の令和元年同時期を上回っており、

特に、五島列島は、連続ドラマの効果もあって、

高い伸びを示しております。

今後は、このような回復する観光需要の確実

な取り込みが必要であり、特に、国境離島地域

が、このような人流回復の社会情勢に遅れるこ

となく、観光客の誘致を図ることが重要だと考

えていますが、新たな観光プロモーションなど、

今後の県の施策について、お尋ねします。

（3）学校教育におけるＩＣＴの利活用につ
いて。

教育のＩＣＴ化については、コロナ禍による

教育現場の変化を踏まえ、文部科学省の

「ＧＩＧＡスクール構想」の取組などにより、

一定進んでいることと認識しております。
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子どもの教育において、義務教育課程から高

等学校や大学に至るまで、切れ目なくデジタル

による学びを提供できる環境が必要です。

ＩＣＴの整備が進むと、子ども一人ひとりに

応じた最適な学びや、誰一人取り残すことのな

い教育の実現が可能となります。

また、児童・生徒減少による学校の統廃合や

離島・半島での教育機会の確保の課題に直面し

ている本県において、地理的制約を受けない

ＩＣＴを活用した教育は、確実に進めていかな

ければならないと思います。

そこで、離島・半島を含め長崎県全体で教育

のＩＣＴ化を推進するに当たって、どのような

取組を展開しているのか。

そして、今後、ＩＣＴ化を活用した教育をど

のように進めていくのか、お尋ねします。

（4）ＳｍａｒｔＧＯＴＯについて。
本県においては、人口減少や少子・高齢化に

よって様々な課題が生じておりますが、一つひ

とつの地方において、公共交通機関について問

題があります。

特に、離島においては、事業者の懸命な経営

努力をもってしても、サービスの維持が危ぶま

れているところであり、このままでは、集落の

維持や住民生活そのものに大きな影響を及ぼす

こととなりかねません。

このような中、本県では、新上五島町とトヨ

タ自動車株式会社及び長崎県が協定を締結して、

「ＳｍａｒｔＧＯＴＯ実証実験」に取り組んで

いるところであります。

この取組は、トヨタ自動車株式会社が開発す

る移動、医療、買い物、情報など、生活に関わ

るサービスを促進するアプリケーションを活用

し、持続可能な公共交通サービスを構築しよう

とするものであります。

人とものの効率的な輸送・移動ニーズに対応

したサービスの提供により、高齢者支援などの

地域課題が解決でき、疲弊した交通機関網を効

率的な公共交通サービスへ転換することができ

ます。

県の主な役割は、他地域の問題等を踏まえた

助言や情報提供及び実証実験の結果に基づいた

他地域への横展開の検討であります。

そこで、県における現時点での取組状況や実

証実験に関する協定に明記されている取組が終

了する2024年3月以降の対応について、どのよ
うに考えているのか、お尋ねします。

4、警察行政について。
（1）Ｇ７長崎保健大臣会合の警備実施状況

について。

Ｇ７長崎保健大臣会合では、多くの国内外の

関係者が本県を訪れました。全国では、要人を

狙った事件が相次いで発生し、心配される県民

も多かったと思われますが、テロの未然防止へ

の取組や組織化された警備により、会合を安全

かつ円滑に開催されました。県民からは安堵の

声が挙がっており、警戒や警備に従事された皆

様には、深く感謝しているところであります。

そこで、今回、Ｇ７長崎保健大臣会合におけ

る警備の実証状況や、警備を終えた所感につい

て、警察本部長にお尋ねします。

（2）県警の体制強化について。
九州・長崎ＩＲにつきましては、国において、

区域認定に係る審査を持続中でありますが、引

き続き、区域認定に向けて準備を進めていく必

要があると思います。

区域認定がなされ、国際競争力を有する

ＭＩＣＥ施設等が併設されれば、今回のような
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国際的な会議や、大規模な展示会などの開催が

増えることになります。

また、本県は、ほかの都道府県と比較すると

多くの離島を抱えていることから、長い海岸線

も有しており、より多くの業務が存在している

と考えられます。

県民の安全・安心を確保し、治安を維持する

ために、警察官の増員による取組の強化が求め

られると思いますが、今後の方針について、お

尋ねします。

以上で、壇上からの質問を終了し、以後は、

対面演壇席から再質問をさせていただきます。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）〔登壇〕 近藤議員のご質

問にお答えいたします。

まず、県の財政状況の現状と今後の財政運営

について、どのように考えているのかとのお尋

ねがございました。

本県の財政は、自主財源に乏しく、歳入の多

くを地方交付税や国庫支出金に依存する脆弱な

財政構造にあります。

そうした中、令和4年度は、新型コロナウイ
ルス感染症対策や原油価格・物価高騰対策をは

じめ、子育て施策や、防災・減災、国土強靱化

対策など、県勢浮揚につながる各種施策の推進

に全力を注いできたところであります。

一方、歳入面では、全国的な経済の持ち直し

等に伴い、県税収入は、過去最高となる1,360
億円を確保するとともに、地方交付税の臨時的

な増額等により、当初予算と比べ、大幅な増収

を見込んでおります。

その結果、交付税精算分を除く財源調整のた

めの基金残高は、約353億円と令和3年度に比べ
増加しており、基金を取り崩さない財政運営を

達成することができました。

しかしながら、本県財政を取り巻く環境は、

社会保障関係経費に加え、今後、公債費の大幅

な増加が見込まれており、エネルギー、食料品

価格など、物価高騰の長期化等と相まって、さ

らに厳しさを増していく状況にあります。

引き続き、社会経済情勢をしっかりと注視し

つつ、国における地方財政の平時化への対応も

踏まえながら、健全な財政運営に努めてまいり

たいと考えております。

次に、コロナの診療、入院に対応できる医療

機関の拡大を図るため、どのように取り組んで

いくのかとのお尋ねがございました。

新型コロナウイルス感染症については、5類
感染症への見直しに伴い、限られた医療機関に

よる特別な対応から、幅広い医療機関による通

常の対応に移行したところであります。

このため、医療機関に対する説明会を繰り返

し開催し、5類移行後は、発熱等の症状がある
ことのみを理由に診療を拒否することはできな

いことや、少なくとも自院患者がコロナ陽性と

なった場合は自院で対応いただくなど、県内医

療機関の理解促進に努めております。

診療報酬上の特例や病床確保料は、段階的な

軽減がなされておりますが、移行期間が終了す

る9月末までの間、感染対策に必要となる設備
の整備費用も支援するなどして、一つでも多く

の医療機関に発熱患者の対応をしていただける

よう、引き続き働きかけてまいります。

次に、Ｇ７長崎保健大臣会合の開催成果も含

め、今回の会合をどのように総括しているのか

とのお尋ねがございました。

今回のＧ７長崎保健大臣会合は、定められた

テーマに基づく会議が日程のほとんどを占める
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政府系国際会議であるものの、本県の感染症研

究の実績と現状をはじめ、歴史、文化、自然、

食など多彩な魅力、そして、被爆地長崎の平和

への思いに触れる機会をぜひ設けていただける

よう、主催者である厚生労働省に要望を重ねて

まいりました。

その結果、会合会場内に長崎大学の感染症研

究の成果や、本県の多彩な魅力、平和への思い

等に関する展示ブースの設置のほか、県産食材

をふんだんに使った料理や県産酒などを提供す

る地元協議会主催の昼食会の開催。さらには、

Ｇ７閣僚が初めておそろいになられての平和公

園への訪問、献花も日程に組み込んでいただき

ました。

各国大臣の皆様には、展示ブースを熱心にご

覧いただいたほか、昼食会では食材を尋ねたり、

写真を撮られるなど、笑顔で料理や県産酒を召

し上がっていただき、平和公園においても、被

爆地長崎の平和への思いに触れていただきまし

た。

今回の会合の成功とともに、発信力や発言力

のある各国大臣の皆様に、長崎の思い出をお持

ち帰りいただけたことは、国際県長崎として発

展するうえで、一つの大きな実績、成果になっ

たと確信をしているところでございます。

今回の成功を礎として、さらなる国際会議を

呼び込めるよう、県内自治体をはじめ、関係者

の皆様と連携をして取り組み、国内外に認めら

れる国際県長崎を目指してまいりたいと考えて

おります。

最後に、医療ＩＣＴ化へ、これからどのよう

な取組を行っていくのか。また、その意気込み

についてのお尋ねがございました。

県では、これまで緊急搬送時にＣＴ画像等を

離島病院から本土病院に事前に伝送する遠隔画

像診断システムや、診療情報を複数の医療機関

で共有する「あじさいネット」など、ＩＣＴ技

術を活用した診療を支援し、県民の救命と地域

医療の質の向上に努めてまいりました。

医療のＩＣＴ化については、疾病や障害を有

しておられる患者の日常を自宅や地域で支える

在宅医療や、新たな感染症への取組として活用

が期待されており、県が進める方向性として遠

隔医療の推進を「ながさき健康宣言」の柱の一

つに掲げたところでございます。

特に、離島においては、本土よりも少子・高

齢化が進む中、医療機関へのアクセスに困難を

要する地域が多く、その必要性は高まっている

と考えております。

このため、離島にいながら遠隔で専門的な診

療支援を受ける体制づくりや、オンライン診療

の推進について、病院企業団と協議をしながら

検討を進めております。

具体的には、遠隔専門診療については、

ＩＣＴ技術を通して専門診療支援を受ける外来

の開設を企業団病院で進めております。

また、オンライン診療については、患者の同

意に時間を要することや、情報通信機器の使用

に慣れていない患者の診療をどのように行うか

といった様々な課題があり、全国的にも導入が

進んでいませんけれども、多くの離島を有する

本県において、全国に先駆けて推進すべき重要

な取組と認識をしております。

県民が、どこでも、誰もが、安心して必要な

医療が受けられる医療提供体制の構築に向けて、

引き続き、その推進に向けて力を尽くしたいと

考えております。

残余のご質問については、関係部局長から答
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弁をさせていただきます。

〇議長（徳永達也君） 福祉保健部長。

〇福祉保健部長（寺原朋裕君）新型コロナウイ

ルス感染症対策について、医療の逼迫を招かな

いよう、県民への注意喚起が必要ではないかと

のお尋ねでございますが、県内の感染状況につ

いては、県内70の定点医療機関における新規感
染者数を基に把握し、引き続き、その動向を注

視しているところであります。

今後は、特に、感染拡大期においては、県民

の皆様に基本的な感染防止対策の周知を図って

まいります。

併せて、受診に緊急性はないとお感じになる

場合は、医療現場の負荷軽減のために、できる

限り平日の診療時間内に受診いただくよう呼び

かけるなど、医療逼迫を招かないよう、取組を

継続してまいります。

〇議長（徳永達也君） 農林部長。

〇農林部長（綾香直芳君）本県林業の将来像と、

その実現に向けた県の取組についてのお尋ねで

すが、「第3期ながさき農林業・農山村活性化
計画」では、林業専業作業員の所得向上と労働

環境の改善を図ることで、若者から選ばれる魅

力ある林業を実現し、令和12年の林業専業作業
員420名の確保を目指しております。
所得向上のための対策として、路網の整備や

林業事業体の高性能林業機械の導入支援などに

加え、航空レーザー計測やドローンによる事業

地の現況把握などのスマート林業の推進や、施

業プランニングに基づく施業の集約化等、生産

性の向上による生産量の増大に向けた取組を支

援しているところです。

また、社会保障制度への加入促進や労働安全

装備の導入など、林業専業作業員の待遇等の改

善に向けた支援を行うことで、快適で、もうか

る林業を実現したいと考えております。

〇議長（徳永達也君） 水産部長。

〇水産部長（川口和宏君） 私から、水産業の振

興について、2点お答えいたします。
まず、収益性の高い養殖経営体の育成につい

て、県の取組はとのお尋ねでございますが、水

産業の振興を図るためには、市場ニーズを的確

に把握し、ニーズに合った生産体制を整備する

ことが重要であると考えております。

このため、県では、生産効率を高め、大口需

要に対応できるよう、ＡＩやＩｏＴを活用した

自動給餌器の導入などのスマート化や、輸出に

対応した加工処理施設の整備などを支援してき

たところです。

これらの取組もあり、上五島をはじめとする

本県産養殖ブリの米国や韓国などへの輸出量は、

年々増加しており、今後も世界的な水産物需要

は増加するものと考えております。

このため、県では、さらなる生産拡大を目指

し、漁場の沖合進出や最先端機器の導入など、

先進的な養殖モデル構築の実証試験に取り組ん

でおり、今後は、これらの成果を広く普及・展

開することで収益性の高い経営体を育成してま

いりたいと考えております。

次に、県内の水産業における外国人受入れの

現状と人材確保対策についてのお尋ねでござい

ますが、水産業の担い手対策については、漁家

子弟や地元出身者、ＩＪターン者など、国内人

材の確保を中心に取り組んできたところであり、

その結果として新規就業者数が増加するなど、

一定の成果が見られております。

外国人材については、イカ釣り漁業や大中型

まき網漁業等で増加傾向にあり、令和5年5月現
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在、219名が就業しております。
しかしながら、水産業界は、依然として人手

不足の状況にあり、漁業生産力を維持するため

には、外国人材をさらに活用していくことが必

要だと考えております。

県としては、今後とも、国内人材の確保・育

成に取り組むとともに、外国人材の確保に向け

て水産業普及指導センターを通じて、漁業経営

体のニーズや課題を把握しながら、漁協や外国

人材の受入れ機関である株式会社エヌとの連携

を強化してまいりたいと考えております。

〇議長（徳永達也君） 土木部長。

〇土木部長（奥田秀樹君） 建設業では、今後、

50歳以上の就業者が大量に退職することが見
込まれ、インフラ整備や維持管理のみならず、

災害対応などの役割を果たすことができなくな

るおそれがあります。

そのため、将来の建設業を担う若者や女性な

どの人材確保・定着につながる建設業の魅力向

上の取組は、大変重要だと認識しています。

これまでも建設業界と連携し、様々な情報発

信に努めてまいりました。例えば、中学生や高

校生を対象に、地元建設業で働くＯＢなどによ

る講話や現場見学会などを行っているところで

す。

特に、平成元年度から実施している「土木の

日」のイベントでは、パネルや模型の展示に加

え、現場見学会や建設機械などの操作体験を通

じ、社会インフラや建設業の役割について、ご

理解をいただいているところです。

また、近年、注目を集めているダム内部の管

理用通路や女神大橋のてっぺんなど、普段、立

ち入ることのできない場所を積極的に見せるイ

ンフラツーリズムにも取り組んでいます。

引き続き、このような取組を充実・強化する

など、魅力向上につながる効果的な情報発信に

努めてまいります。

〇議長（徳永達也君） 地域振興部政策監。

〇地域振興部政策監（渡辺大祐君）私の方から

離島振興について、1点お答え申し上げます。
離島における雇用機会拡充事業について効果

的なものとなっているのか、近年の実績はとの

お尋ねでございますが、離島における人口減少

対策の推進については、平成29年の「有人国境
離島法」の施行以来、国の施策を最大限に活用

しながら、各種施策に積極的に取り組んでまい

りました。

その結果、法施行から6年間で約1,400人の雇
用の場が創出されたほか、一部の市町におきま

しては、人口の社会増を実現するなど、成果が

あらわれてきているものと考えております。

一方で、社会減対策として大きな役割を果た

してきた雇用機会拡充事業につきましては、島

内事業者による活用が一定進んだことなどから、

令和4年度の事業採択は115件、雇用計画人数は
164人で、令和2年度以降、目標の200名には届
いていない状況が続いております。

今後も、多くの雇用の場を持続的に創出して

いくためには、市町や関係機関と連携しながら、

島外に向けた周知に積極的に取り組んでいくこ

とが必要であると考えております。

〇議長（徳永達也君） 文化観光国際部長。

〇文化観光国際部長（前川謙介君） 私から、離

島の観光振興につきまして、2点答弁させてい
ただきます。

まず、五島手延べうどんの魅力をもっと戦略

的にＰＲして、国内外から観光客の誘客を図る

べきではないかとのお尋ねでございます。
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食は、観光誘客には欠かせないコンテンツの

一つでありまして、奈良・平安時代、遣唐使に

よって伝えられたと言われる五島手延べうどん

は、その味だけではなく、大変魅力的なストー

リーを有した観光資源であると認識いたしてお

ります。

そのため、県におきましては、観光情報Ｗｅｂ

サイトや国内最大級の旅行博などにおきまして、

長崎発祥の麺文化の一つとして五島手延べうど

んを紹介するなど、国内外に向けて積極的な情

報発信に取り組んでおります。

また、国境離島交付金を活用いたしまして、

五島手延べうどんの体験プランと交通・宿泊が

セットになった旅行商品の造成・販売を支援す

るなど、観光コンテンツとしての活用にも取り

組んでいるところでございます。

今後は、デジタルマーケティングを取り入れ、

来訪者の興味や関心、趣向などを捉えながら、

五島手延べうどんにつきましても、地元自治体

や生産者の皆様と一緒になって国内外に向けま

して効果的な情報発信に取り組んでまいります。

次に、国境離島地域に観光客を誘客するため

の新たな観光プロモーションなどの県の施策に

ついてのお尋ねでございます。

国境離島地域への誘客につきましては、これ

までも国境離島交付金を活用した滞在型コンテ

ンツの造成やＷｅｂやマスメディアを活用した

魅力発信に取り組んできたところでございます。

また、コロナ禍以降は、旅の個人旅行化や自

然を楽しむ体験型旅行が注目されてきておりま

して、豊かな自然を有する国境離島地域は、ト

レッキングやカヤックなどに適しているものと

考えております。

こうしたことから、今後、観光地としてのニ

ーズがさらに高まっていくものと期待しており

まして、国境離島地域の魅力を最大限活かして

いけるよう、体験型の旅行商品の造成や販売支

援など、効果的な観光プロモーションを実施し

て、回復する観光需要をしっかり取り込んでま

いりたいと考えております。

〇議長（徳永達也君） 教育委員会教育長。

〇教育委員会教育長（中﨑謙司君） 本県の

ＩＣＴ教育の取組についてのお尋ねでございま

す。

ＩＣＴを活用して、子どもたち一人ひとりが

情報活用能力を身につけ、自分の能力や特性に

応じた学びを進めていくためには、まず、指導

に当たります教員が授業の中で端末を活用する

意識を高め、そのスキルアップを図ることが重

要であると考えまして、指導力の向上に重点を

置いた取組を行ってきたところであります。

具体的には、研修会の実施や各種協議会の開

催、あるいは学習支援サイトの構築等によりま

して、端末の基本的な使い方や実際の授業での

活用方法等を共有したところでありますが、今

後は、学力向上の効果が期待できます実践例等

を基にしまして、さらに授業と子どもたちの学

びの充実を図ってまいりたいと考えております。

また、離島・半島地域の小規模校におきまし

ては、単独の学校では、授業の中で子ども同士

がお互いに学ぶ機会が限られているため、これ

までＩＣＴを活用し、学校を超えてつながり、

学び合う取組を展開してきたところでございま

す。

今後につきましては、令和7年度に、大村に
あります県教育センター内に「遠隔教育センタ

ー」を開設しまして、小規模校への授業配信を

行うなど、地理的制約を受けないＩＣＴの利点
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を活かした長崎ならではの学びに一層力を入れ

てまいりたいと考えております。

〇議長（徳永達也君） 企画部長。

〇企画部長（早稲田智仁君） 私から、

ＳｍａｒｔＧＯＴＯについての県の取組状況と

今後の対応について、お答えさせていただきま

す。

ＳｍａｒｔＧＯＴＯは、モビリティーサービ

スを基礎として、地域課題解決に取り組むため

の実証実験であり、令和3年2月にトヨタ自動車、
新上五島町及び県の3者により、協定を締結し
ております。

その目的としては、移動、福祉、買い物、情

報提供など、生活の様々な場面における地域課

題の解決を支援するためのサービスプラットホ

ームの構築と、持続可能な公共交通サービスの

提供の確保であります。

ＳｍａｒｔＧＯＴＯについては、地域におけ

る活用も広がっていることから、今後の人口減

少社会を見据える中で、県内あるいは全国の自

治体においても、地域公共交通等の維持・確保

をはじめとした地域課題の解決につながる効果

的な手法であると考えております。

そのため、県においては、県内各地域への横

展開を促進するよう、令和4年度には県内全市
町に対する事業プレゼンテーションの機会を設

けたところであります。

加えて、本年9月に開催予定の「ながさきデ
ジタルＤＥＪＩ─ＭＡ産業メッセ2023」におい
て、全国に向けて広くご紹介できるよう、関係

者と検討を進めております。

トヨタ自動車におかれては、実証により得ら

れた成果を基に、事業化、商品化を目指される

とのことであり、県としても、当サービスの充

実に向けて、引き続き協力してまいりたいと考

えております。

また、地域での高まるニーズに対して、運転

士不足等の課題も生じてくることから、県とし

ましては、地域の実情に応じた対策について、

地元自治体や関係者とともに検討を深めてまい

りたいと考えております。

〇議長（徳永達也君） 警察本部長

〇警察本部長（中村 亮君） 私から、2点お答
えいたします。

まず、Ｇ７長崎保健大臣会合に伴う警備の実

施状況と所感についてのお尋ねでございます。

会合開催期間中、長崎市内の随所に警察官を

配置いたしまして、関連施設及びその周辺の警

戒警備に当たったほか、交通上の混雑が懸念さ

れる区間におきましては、交通規制を実施する

ことによりまして、Ｇ７長崎保健大臣会合関連

行事の円滑な進行を確保し、会合出席者の安全

及び安全・安心な県民生活の確保に万全を期す

ることができたと存じます。

今回の警備につきましては、昨年10月のサミ
ット対策課設置以降、入念に計画を進めるとと

もに、現場に配置する警備部隊に対して訓練を

徹底したほか、多くの県民の皆様のご協力を賜

り、テロを許さない環境づくりに努めてまいり

ました。

大きな事件、事故や交通上の混乱が生じるこ

となく、無事に警備を終了できましたことは、

県民の皆様のご理解とご協力があってのものと

考えております。

県民の皆様には深く感謝を申し上げますとと

もに、警備にご協力をいただきました関係機関、

事業者の皆様には、改めて御礼を申し上げます。

2年後には、国民文化祭及び全国障害者芸
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術・文化祭に伴う大規模警備が控えております

が、今後とも、皆様のご理解とご協力を賜りま

すよう、よろしくお願い申し上げます。

次に、警察官増員に係る取組強化方針につい

てのお尋ねでございますが、現在、本県はＩＲ

誘致に取り組んでいるところであり、今後、区

域認定、誘致等に伴う治安情勢の変化が予想さ

れ、治安維持対策、あるいは交通対策等の各種

対策を強力に推進していく必要がございます。

また、本県は、朝鮮半島、あるいは中国大陸

と相対する位置にあり、多くの有人国境離島及

び北海道に次ぐ長さの海外線を有するという地

理的な特殊性があるため、関係機関と連携した

水際対策を徹底していく必要がございます。

こうした各種課題に的確に対応し、県民の安

全・安心を確保するためには、警察官の増員に

よる体制のさらなる強化が必要であると考えて

おります。

よって、県民の安全・安心を確保するための

地方警察官の増員というものを、令和6年度政
府施策要望の重点項目とするとともに、今後も

警察官の増員に向け、知事部局と引き続き協議

等を実施していくこととしております。

〇議長（徳永達也君） 近藤議員─26番。
〇２６番（近藤智昭君） 大石知事はじめ、執行

部の皆様の答弁、ありがとうございました。

残った時間、幾つかの項目について、再質問

させていただきます。

これまでは、「新型コロナウイルス感染症対

策会議」や「有識者会議」等により、庁外の関

係者の意見を踏まえながら、対策を検討されて

きたと認識しております。

5類移行後も現場で対応している医療機関な
ど、関係者の意見を反映していくことが重要で

はないかと思いますが、県の認識をお尋ねしま

す。

〇議長（徳永達也君） 福祉保健部長。

〇福祉保健部長（寺原朋裕君）新型コロナウイ

ルス感染症については、5類移行後も現場でご
尽力されている医療や福祉関係者の方々のご意

見を踏まえながら取り組んでいくことが極めて

重要であると認識しております。

そのため、医療の逼迫が危惧される場合の対

応を協議することを目的として、感染症の専門

家や医療及び高齢者施設・団体等で構成する「長

崎県新型コロナウイルス感染症流行警戒連絡会

議」を新たに設置したところであります。

先般、1回目の会議を開催し、確保病床によ
らない通常の医療体制によるコロナ患者の受入

れについて意見交換を行ったところであり、今

後も引き続き関係者のご意見を伺いながら取組

を継続してまいります。

〇議長（徳永達也君） 近藤議員─26番。
〇２６番（近藤智昭君）よろしくお願いします。

第2問目ですけれど、今回のＧ７長崎保健大
臣会合では、長崎の多彩な魅力などを発信する

展示ブースや県産食材をふんだんに使った料理

や県産酒などを提供した昼食会の開催、平和公

園での献花などがあったとお聞きしております。

参加された閣僚の方々に長崎らしい、おもてな

しができたものと、非常に喜ばしく感じており

ます。

私も、今回の会合は成功だったと思っており

ますが、会合開催は、本県にどのような効果を

もたらしたのか、お尋ねします。

〇議長（徳永達也君） 文化観光国際部長。

〇文化観光国際部長（前川謙介君）今回の会合

につきましては、アフターコンベンションや飲
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食店の利用等が見込まれる数百人から千人規模

の一般的な学術会議とは異なりまして、参加者

が限定されるうえに、日程のほとんどが会場内

での会議となる政府系の国際会議でありました。

そうした中におきましても、会場装飾や昼食

会等を通しまして長崎らしい、おもてなしがで

き、訪問された方々に長崎を印象づけるととも

に、安全・安心の下、無事に会合を終えること

ができたと、このことが何よりも成果であると

考えております。

そして、この成果が、今後、地域への経済効

果が見込まれます学術会議等を含めた新たな国

際会議の受入れにつながるものと思っておりま

す。

また、今回の会合で得られた経験を次の国際

会議の受入れに活かしていくことが重要である

と考えております。

そのためにも、しっかりと振り返りを行い、

その内容を県内の自治体や関係機関の皆様と共

有してまいりたいと考えております。

〇議長（徳永達也君） 近藤議員─26番。
〇２６番（近藤智昭君）よろしくお願いします。

次に、林業の振興ですけれども、林業の振興

については、答弁があったとおり、若者から選

ばれる林業を目指していくとのことのようです

ので、引き続き、実効性のある意欲的な取組を

期待しております。

人材の確保については、離島においても、若

い従事者が一定入っており、上五島においても

若い林業従事者が増えていると認識しておりま

す。

林業が離島における魅力ある就業先の一つと

なってもらいたいと考えているところですが、

さらに若者に林業を選んでいただくために、県

はどのような取組を行っていこうと考えている

のか、お尋ねします。

〇議長（徳永達也君） 農林部長。

〇農林部長（綾香直芳君） 県では、就業先とし

て若者に林業を選んでもらうため、生産現場に

おいて労働負担が大きい下刈りの機械化や、若

い人の能力を活かせるスマート林業機器の導入

を支援するとともに、林業事業体に給与体系の

見直しや安定した休日の確保などの待遇改善を

指導しているところです。

また、離島における就業を促進するため、離

島の高校での林業体験授業の開催や、県内外で

開催される林業ガイダンスにおいて、離島の魅

力についても伝えていくとともに、既に快適で、

もうかる林業に従事している離島の若者の姿を

ＳＮＳで発信するなど、関係者と連携して取り

組んでまいりたいと考えております。

〇議長（徳永達也君） 近藤議員─26番。
〇２６番（近藤智昭君） 今回、なぜ観光の面か

ら五島手延べうどんについて尋ねたかというと、

最近、話題となっているＣｈａｔＧＴＰを活用

したサービスに「五島手延べうどんを盛り上げ

ていくには何が必要か」と質問したところ、「品

質の維持」、「産地直送の拡大」、「ＰＲの強

化」、「観光資源としての連携が必要」と回答

がありました。

観光については、様々なＰＲの取組があろう

かと思います。知事は、五島手延べうどんのこ

とはよく知っておられると思いますが、まだま

だ知事と五島手延べうどんが一緒になった画や

場面が少ないと感じております。

県産品としての紹介や、五島手延べうどんを

提供する県内飲食店と連携した情報発信がある

かと思いますが、知事の見解をお尋ねします。
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〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）五島手延べうどんですけ

れども、私も大好きでございます。おいしいだ

けじゃなく、先ほど部長から申し上げたとおり、

ストーリー性があって、本当に魅力的な観光資

源だというふうにまず捉えております。

この五島手延べうどんをはじめとした豊富で

多彩な県産品の魅力をしっかり県内外に売り込

んでいくために、機会あるごとに現地へ足を運

んで、私が先頭に立ってＰＲをしていきたいと

いうふうに考えております。

実際に昨年、五島手延べうどんも出品されま

したイオングループの北関東の44店舗で初開
催されました「長崎フェア」でございますけれ

ども、私自身、メッセージ動画を放映させてい

ただきました。

また、東京都の中央卸売市場において、農業

団体と連携した長崎みかんのトップセールスを

行わせていただきまして、多くの方に県産品の

魅力を発信していただいたところでございます。

今後とも、私が前面に立ったトップセールス

に加えて、分野横断的な視点、また、民間等と

連携した戦略的な情報発信など、県内はもとよ

り、国内外から選ばれる長崎県の実現に向けて

力を注いでいきたいと思います。

〇議長（徳永達也君） 近藤議員─26番。
〇２６番（近藤智昭君）ぜひよろしくお願いし

ます。

ここで、人口減少対策についての離島の雇用

機会拡充の取組が難しいことは理解しておりま

す。でも、だからこそ、いろんな手法を使って

雇用の場を創出することや起業家を支援すると

いうことをこれからもしっかり考えて、とにか

く雇用機会拡充ということを離島でしっかり進

めていってもらえればと思います。答弁は要り

ません。

要望を2つ、行いたいと思います。
学校教育におけるＩＣＴの活用ですが、さて、

先日、デジタル教育について、学校現場や子ど

もたちと話をする機会がありました。「子ども

たが学習に対して意欲的になった」など好意的

な意見が多く、効果が出ていることは実感して

います。

その一方で、パソコンの起動に20分かかった
り、電波状況がよくないとか、卒業生が使って

いたタブレットのため、バッテリーの起動時間

が短く、学習などを中断せざるを得ないなど、

通信環境や機器のメンテナンスについての悩み

を聞いてまいりました。

効果的なデジタル機器の配備を行っているこ

とは理解しております。しかし、運用面での課

題については、現場の意見を吸い上げて柔軟な

対応をすることは、子どもたちに最高の学習機

会を与えることとなります。

そこで、学校現場と意見交換などの場をもっ

て機器の更新についても応援していただけるよ

う、これは要望にします。

もう一点ですが、高校生のスポーツ振興につ

いてです。

先日、高校総体が開催され、県内高校生によ

る熱い戦いが展開されました。久しぶりに観客

を入れての大会となり、選手と応援者が一体と

なった盛大な大会となりました。

本県高校生がスポーツ大会で活躍することは、

県民に明るい話題を提供し、活力を与えるもの

です。大会関係者皆さんのご尽力に感謝申し上

げます。

さて、本県のスポーツ界ですが、昨年の栃木
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国体において、総合45位という厳しい結果とな
りました。これまで得点源であった少年種目の

低迷が順位を大きく落とす要因となったところ

です。

本県競技力の再起を図るためにも、少年種目

の主力である高校生に対するさらなる強化が大

変重要であります。

天皇杯総合成績1位を取得した平成26年の
「長崎がんばらんば国体」においても、多くの

高校生が地元観客の前で優秀な成績を収め、そ

の活躍が県民に大きな感動を与えました。全国

レベルに向けたさらなる強化のためには、現場

指導者の意見を吸い上げながら、新たな視点に

立った強化策を講じていく必要があります。

また、競技の特性や強化拠点校の指定による

重点的な強化、指導者の確保・育成・配置など、

中長期的な視点に立って持続的な取組が必要と

なります。

ぜひ、本県競技スポーツの飛躍のために、高

校生運動部に対して競技力向上への特段の支援

をお願いします。

今回は鹿児島国体です。長崎県勢の飛躍を大

いに期待する45位からの、最後に知事と教育委
員会委員長にお願いします。

終わります。（拍手）

〇議長（徳永達也君） 午前中の会議は、これに

てとどめ、しばらく休憩いたします。

午後は、1時30分から再開いたします。
― 午後 零時１７分 休憩 ―

─ 午後 １時３０分 再開 ─

〇議長（徳永達也君） 会議を再開いたします。

午前中に引き続き、一般質問を行います。

大場議員─25番。

〇２５番（大場博文君）（拍手）〔登壇〕皆様、

こんにちは。

それでは、通告に従いまして、一般質問を行

います。

1、島原半島の振興について。
（1）島原道路について。
半島という地理的条件に恵まれていない島原

市は、道路交通への依存度が高く、農畜水産物

等の広域的物流の拡大や、定住人口の増加につ

ながる県央地域等への通勤範囲の拡大、観光客

やイベント開催による交流人口の増加、企業誘

致等を進めるうえで、幹線道路網は最も重要な

社会資本であります。

現在、島原道路は、自動車専用道路として、

南島原市深江町から島原市出平町まで、約11キ
ロメートルが供用され、広域農道に接続してい

ます。

島原市出平町から雲仙市吾妻町間につきまし

ては、平成6年度に計画路線に指定され、うち
島原市出平町から有明町間は平成24年度に事
業化され、現在、用地交渉等も進み、橋梁、函

渠工に着手されており、さらなる事業の促進が

求められています。

また、島原市有明町から雲仙市瑞穂町間につ

きましては、令和2年度に新規事業採択を受け、
念願の全線事業化及び全線開通に向けて大きく

前進したところであり、全線早期開通へ向けて

半島住民の期待も高まっているため、さらなる

事業の促進をお願いしたいと思っています。

そこで、現在の整備状況について、お尋ねを

いたします。

次に、完成すると、全長約50キロメートルと
長い距離になるため、ドライバーの安全等を考

慮する必要があると考えております。そのため、
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休憩施設の設置についての考えをお尋ねいたし

ます。

次に、島原半島内の均衡ある発展のためにも、

深江町より南側の整備も必要と考えますが、深

江から口之津間の整備について、県の考えをお

尋ねいたします。

（2）水無川上流地域における無人化施工の
拠点地域としての位置づけについて。

水無川上流地域では、国の支援をいただき、

砂防管理における除石工事などを無人化施工で

展開するとともに、5Ｇを活用した無人化施工
の検証場所として、水無川フィールドを選定い

ただいているところであります。

今後、無人化施工技術が、建設業者等への普

及促進が図られるよう訓練等のさらなる充実が

求められています。

そこで、水無川上流地域を無人化施工技術の

拠点地域としての位置づけに向けた取組をお願

いしたいと思いますが、県の考えをお尋ねいた

します。

（3）水無川上流地域におけるドローン操作
研修等の拠点地域としての位置づけについて。

ドローンは、空に産業革命をもたらすと期待

され、産学官の多くの機関が技術開発に取り組

まれています。

国においても、令和4年12月より、国家資格
である無人航空機の「操縦者技術証明制度」が

開始をされ、あらゆる産業において、その活用

が期待されています。

新しい技術等の開発、実証実験及び防災調査、

3Ｄ計測等、水無川上流地域を無人化施工技術
と同じくドローンの操作研修の場として有効に

活用していただき、新たな人口交流の拠点地域

として、あるいは地域振興につなげていければ

と考えています。

そこで、ドローン操作研修による水無川上流

地域の活用拡大について、見解をお尋ねをいた

します。

（4）島原半島ジオパークにおける観光資源
の活用について。

島原半島地域は、平成20年に「日本ジオパー
ク」、平成21年「世界ジオパーク」に、国内で
初めて認定されて以降、認定地域の持続可能な

発展を通じて、地域内の地質遺産及びそれらに

関連する地域資源を、そのまま次世代に引き継

ぐというジオパークの目的に従い、住民、行政、

学術団体が連携しながら活動を続けていること

が評価をされ、令和4年12月に、「ユネスコ世
界ジオパーク」に再認定されました。

島原半島ユネスコ世界ジオパークは、活火山

の近くで暮らす人々が湧水や温泉等の火山の恩

恵を活用し、独自の地域文化を築いている独自

性を有しておりますが、「平成新山」や日本最

大の火山被害「島原大変」により形成された地

形と、その災害を伝承する数々の供養塔、さら

には「原城跡」など、国及び世界的な価値を有

する地域資源を保全しながら、島原半島の知名

度の向上や地域経済の活性化を推進するために

は、島原市、雲仙市、南島原市がともに連携し

ながら、ジオパークブランドにおける豊富な観

光資源を活用した観光事業や取組が必要と考え

ています。

そこで、現在、島原半島で進められているサ

イクルツーリズムにおける島原市内のハード面

での取組状況について、お尋ねをいたします。

次に、雲仙・普賢岳の噴火により整備された

砂防堰堤などの砂防施設や、水無川上流域で実

施している無人化施工の現場などを連動させた、
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インフラツーリズムツアーの商品化に向けた取

組が国の方でなされていると、お聞きをしてい

ます。

今後、ツアーが商品化になれば、地域の活性

化につながると期待しているところですが、商

品化になった場合、県としてどのような協力が

できるのか、お尋ねをいたします。

（5）島原鉄道への支援について。
地域鉄道である島原鉄道は、通勤・通学をは

じめとする地域の日常生活、また、観光やビジ

ネスのための移動手段として大変重要な役割を

担っており、島原半島の地域振興のためにも必

要不可欠な存在であります。

平成25年度の島原鉄道のあり方等調査によ
り、島原鉄道が、地域へ果たす役割や重要性を

再認識したところであり、車両検査に対する国

庫補助も見込んだうえで、平成26年度から令和
5年度までの10年間の施設整備計画を策定して
おります。

この計画に基づき、鉄道設備等に係る経費を、

国、県、沿線3市が補助するとともに、沿線3市
が鉄道事業の運営についても支援を行い、運行

の継続を図っております。

このような中、鉄道輸送の安全確保のために

は、車両を含めた一体的な鉄道施設の整備が必

要不可欠であり、車両整備やレールの更新など

に対する予算確保は極めて重要であります。

また、少子化等による利用者の減少はもとよ

り、新型コロナウイルス感染症の影響に加え、

昨今の燃油価格高騰の影響により、地域鉄道を

取り巻く経営環境は一層厳しさを増しており、

中でも島原鉄道については、諫早、雲仙、島原

の3市をつなぐ重要な広域幹線交通機関であり
ます。

今後の島原鉄道への支援のあり方については、

これまでも、県と沿線市を中心に様々な議論が

行われてまいりましたが、その議論を加速させ

るために、昨年11月に、「島原鉄道活性化検討
部会」が設置されたものと認識しています。

沿線の島原市からは、施設整備に係る予算確

保などについて要望が、県に対しても行われて

きておりますが、県としてのこれまでの支援及

び昨年度設置された「島原鉄道活性化検討部会」

における協議等の状況について、お尋ねをいた

します。

（6）地震火山観測センターでの火山観測・
研究体制の強化について。

九州大学大学院理学研究院附属地震火山観測

研究センターは、平成2年に始まった「雲仙・
普賢岳」の噴火以降、雲仙岳にかかる火山の観

測、研究及び火山防災、教育の推進に多大なる

尽力をいただいているところですが、依然とし

て、雲仙・普賢岳溶岩ドームが不安定な状態で

存在する現状から、直下型地震が発生した場合、

溶岩ドーム崩壊につながるのではないかと危惧

しており、火山観測体制強化の必要性とともに、

現地対応の重要性を改めて認識しています。

また、令和4年度に再認定されたユネスコ世
界ジオパークの活動に際しては、平素より、九

州大学地震火山観測研究センターに多大なる貢

献をいただいておりますが、ジオパークの質の

保証と維持、発展には、今後も引き続き、地質

学や火山学といった学術情報の提供や、防災に

関する指導・助言が不可欠であります。

そこで、地震火山観測研究センターにおける

「雲仙・普賢岳」の観測、研究体制の強化と、

ジオパークを核とした産業振興のための同セン

ターの存続と、観測、研究体制の強化に向けた
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取組をお願いしたいと思いますが、県の考えを

お尋ねいたします。

（7）県南振興局の進捗について。
振興局は、県行政の中でも、より現場におい

て実施することが必要な施策、事業や地域の

方々に直に接しながら業務を行うなど、地域振

興の重要な役割を担っています。

現在、県は、県南振興局庁舎整備に関しては、

令和3年12月に策定した「県南振興局庁舎整備
基本計画」に掲げた基本方針の実現を目指し、

導入すべき機能の具現化に向けた検討を進めて

います。

建設に当たっては、行政ニーズの多様化、複

雑化等に対応していくため、機動的で柔軟な働

き方の実現や機能的で効率的な庁舎の整備を望

むものであります。

そこで、現在の庁舎整備の進捗状況と今後の

スケジュールについて、お尋ねをいたします。

2、観光行政について。
（1）観光事業再生の支援について。
今回のコロナ禍の3年は、観光業界の長い歴

史の中でも、最も厳しく、困難な状況をもたら

しました。全国旅行支援をはじめ、昨年10月か
らは、水際対策も大幅に緩和されました。

インバウンドについては、まだ回復途上にあ

るものの、全体で見ると国内需要は、コロナ前

と比較して、ようやく同等程度まで回復してき

ているようです。

しかしながら、脱コロナで観光需要や景気が

回復している反面、求人を行っても人が集まら

ないなど、あらゆる産業での人手不足が大きな

課題となっています。特に、旅館・ホテル業な

ど、マンパワーが多く必要な業界では顕著です。

そこで、この宿泊事業者の人手不足に対する

県の取組について、お尋ねをいたします。

また、現在、様々な要因で、エネルギーや原

材料の物価高騰が続いています。この物価高騰

へ事業所単位での対応には限界があるため、そ

こに何らかの支援が求められています。

そこで、宿泊事業者についての物価高騰対策

は行っているのか、お尋ねをいたします。

（2）インバウンド対策について。
長きにわたる新型コロナウイルス感染症の影

響により、本県の観光産業は大打撃を受けまし

たが、ようやく回復の兆しを見せ始めています。

次に、国においても、昨年10月から一日5万
人としていた上限を撤廃し、海外からの個人旅

行も認められ、世界各国からの訪日外国人も一

気に増加をしています。

それを受けて、各県、インバウンド需要の取

り込みに向けた取組を強化してきています。

本県も、以前、好調であったクルーズ船の受

入れをはじめ、インバウンドに関する現在の状

況と今後の県の取組について、お尋ねをいたし

ます。

3、農業行政について。
（1）農地の基盤整備事業の推進について。
本県において、農業は、重要産業の一つであ

ることから、農地の基盤整備やかんがい施設の

整備を積極的に推進しているところであり、整

備された地域では、担い手が確保され、作付け

が拡大するなど、効果が発揮されています。

このため、地元農家も農産物の生産性向上を

図るため、農地の基盤整備事業に対して大きな

期待を寄せています。

そのためにも、今後、この農地の基盤整備事

業の着実な推進を図るために必要となる予算の

確保が重要であります。やはり安定的な事業推
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進のためには、国に対して、当初予算の十分な

確保について働きかけていただきたいと考えて

おりますが、県の取組や考えについて、お尋ね

をいたします。

また、昨年度、県下の農地基盤整備の実施状

況と、そのうち、現在、島原市で進められてい

る地区の進捗状況とその完成予定年度、併せて、

新規地区の見通しについて、お尋ねをいたしま

す。

4、漁業行政について。
（1）有明海再生への取り組みについて。
諫早湾干拓事業訴訟で、今年3月に最高裁で、

平成22年の開門を命じた判決の効力を事実上
無効とする判断が確定をいたしました。これで、

司法判断は、開けない方向で事実上統一された

形となりました。

これを受けて、野村農水大臣は、「国として、

皆様の有明海再生を願う気持ちと、これまでの

苦労に思いをいたしつつ、今後の取組を進めて

いきたい」との談話を発表し、積み重ねられた

司法判断等により、有明海再生の方策を実施し

ていくべきとしています。

本県も、この開門によらない有明海の再生に

向けた新たな取組をスタートさせるべきと考え

ます。

そこで、本県の今後の有明海再生に向けた考

え、取組について、お尋ねをいたします。

（2）資源管理について。
有明海では、漁獲量が長期的に減少傾向にあ

るという課題に直面しています。

その要因は、海洋環境の変化など様々な要因

が考えられますが、そういった環境の中で、水

産資源を、いかに有効に利用していくかを常に

考えていく必要があります。国においても、新

たな資源管理の推進に向けた取組が進められよ

うとしています。

こうした中、新たな資源管理には、新たな漁

獲可能量（ＴＡＣ魚種）の導入が含まれ、有明

海においても、マダイやヒラメなど重要な魚種

が、その対象となっており、漁業者から不安の

声が聞かれます。

また、漁獲可能量（ＴＡＣ）の根拠となる資

源評価の結果についても、漁業者から疑問の声

が聞かれます。

併せて、漁業者のみならず遊漁者への対応も

求められています。

県としても、各地で、新たな資源管理につい

て説明会を開催していると聞いていますが、新

たな資源管理を進めるに当たっての現状と課題

について、お尋ねをいたします。

（3）組合職員不足について。
漁獲量の減少やコロナの影響により、経営は

依然厳しい状況が続いています。

漁協組合としては、今後、組合事業を活性化

させ、経営を安定化させたいと考えており、販

売事業の強化をはじめ、新たに自営養殖に取り

組むなどにより、組合の経営安定を目指してお

られます。

こうした中、漁業協同組合は、漁業者の減少

はもとより、組合職員の不足にも頭を抱えてい

ます。ハローワークに求職を出しても応募がな

い状態であります。

そこで、漁協の会計処理などの事務作業を定

期的に補助する仕組みや漁協職員の人材育成、

スキルアップなどについて、県として何らかの

支援はできないものでしょうか、現状と県が行

っている取組について、お尋ねをいたします。

（4）漁業者の廃船処理について。
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現在、漁業者の高齢化・人口減少に伴い、労

働力不足が進む中で、漁業を廃業せざるを得な

い漁業者が出てきています。そこで直面するの

が、廃業に伴って発生する廃船処理の問題であ

ります。

処理には、1隻5トン未満で約35万円から40
万円程度かかり、漁業者によっては、2～3隻所
有されている場合もあり、個人負担が大きく、

その処理が進まない現状があります。

そこで、一定期間の廃船処理期間を設け、漁

協が取りまとめて、一定数の船を集め、処分の

効率化をすることで、そこにかかる個人負担を

減らすことができないか考えられています。

また、そのためには、一定期間、船をストッ

クする場所が必要となりますが、県有地などの

場所を活用し、先ほど述べた廃船処理を進める

取組としてできないものか、お尋ねをいたしま

す。

5、教育行政について。
（1）小中学校の給食費の無償化について。
今、国においては、子育てに係る経済的負担

の軽減に向けた議論がなされています。

島原市は、「とことん子育てにやさしいまち

づくり」を掲げ、子育て世帯の生活支援などに

取り組んでいる中、小中学校の給食費の無償化

に向けて検討を重ねているところであります。

ただ、そこには財政が厳しいため、実現に向け

て難しい状況であります。食料品や電気・ガス

などの水・光熱費などの物価高騰が続く中、こ

れら義務教育に係る負担軽減への声も大きくな

ってきております。

一方で、「全国の自治体の約3割が、2022年
度に、子どもたちの健やかな成長のために必要

な給食費を無償化した」との報道もあり、自治

体によって、義務教育における制度格差が生じ

ることは望ましいことではなく、全ての子ども

が全国一律に恩恵を受けられるよう、国の制度

として、早期の創設をしていただきたいと考え

ています。

そこで、小中学校の給食費の無償化について、

県の考えと、この給食費の無償化を国の制度と

して創設するよう、国に対して働きかけをお願

いしたいと思いますが、その考えについて、お

尋ねをいたします。

（2）県立学校等の存続、充実のための支援
について。

島原市には、長崎県内で唯一、県立の普通高

校、商業高校、工業高校、農業高校などの実業

高校に加え、私立高校もあり、島原半島内の中

学生の多様な進路希望に対応できています。

しかしながら、人口減少と少子・高齢化、生

徒の半島外への進学の増加などによって、近年、

県立高校の定員が減少し、さらに定員割れの状

況が続いています。

こうした県立高校の定員割れは、学校の活力

や生徒の教育環境の悪化、ひいては地域の衰退

にもつながることが懸念されているところであ

ります。また、島原市内でも、卒業生をはじめ

多くの方より、その存続を望む声をお聞きをい

たします。

そこで、これらの対策として、県立高校の魅

力や特色ある取組が必要と考えますが、県の考

えをお尋ねいたします。

以上で、壇上からの質問を終わらせていただ

きます。答弁の次第によりまして、対面演壇席

より再質問を行わせていただきます。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）〔登壇〕 大場議員のご質
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問にお答えいたします。

島原道路の進捗状況についてのお尋ねがござ

いました。

島原道路は、産業の振興や交流人口の拡大に

よる地域活性化を図るうえで、極めて重要な高

規格道路であり、重点的に整備を進めておりま

す。これまでに全体延長50キロメートルのうち
約22キロメートルが完成しているところでご
ざいます。

現在、国と県で、合わせて4工区の整備を行
っておりますが、このうち国が進めている森山

拡幅においては、全体4.8キロメートルのうち
3.3キロメートルが今年度開通する予定となっ
ております。

また、県で進めている3つの工区においても、
事業の進捗に力を注いでいるところでございま

す。

このうち、出平有明バイパスにおいては、早

期の開通に向けて工事を全面的に展開をしてお

ります。

引き続き、島原道路の一日も早い完成に向け

て取り組んでまいります。

残余のご質問につきましては、関係部局長か

ら答弁をさせていただきます。

〇議長（徳永達也君） 土木部長。

〇土木部長（奥田秀樹君） 私から、5点お答え
いたします。

まず、島原道路における休憩施設の設置につ

いてのお尋ねですが、島原道路の休憩施設につ

いては、一旦、インターチェンジから一般道へ

降りて、最寄りの道の駅等の施設を利用してい

ただくことを想定しています。

このため、新たな休憩施設の必要性等につい

て、令和3年度に検討会を設置し、島原半島内

の3市及び民間団体とともに議論を行ってまい
りました。

検討会の中では、どのような地域への設置が

有効であるか議論したところであり、現在、島

原市において、具体的な候補地の選定が行われ

ています。今後も、市とともに検討を進めてま

いります。

次に、深江から口之津間の道路整備について

のお尋ねですが、昨年度から、南島原市深江町

から口之津町間を含めた島原半島南部地域の道

路整備の方向性について、地元関係市と意見交

換を行いながら、検討を進めてきたところです。

今年1月からは、国土交通省にも参加いただ
き、島原半島全体の幹線道路網について、改め

て検討を始めています。引き続き、地域の意見

をしっかりと聞きながら、検討を進めてまいり

ます。

次に、水無川上流地域における無人化施工の

拠点地域としての位置づけについてのお尋ねで

すが、無人化施工技術は、「雲仙・普賢岳」の

災害現場で安全に工事が行えるよう、国におい

て確立された技術であり、現在では、全国の様々

な場面で活用されています。

一方、労働人口の減少や高齢化など、近年、

現場での生産性の低下が懸念されており、その

課題解決に向けては、無人化施工の活用が有効

であることから、国において、昨年11月に現場
技術者などを対象とした操作訓練が行われたと

ころです。

本県は、全国に先駆け、無人化施工が本格導

入された県であることから、その優位さを活か

し、普及促進の拠点として、水無川上流域を位

置づけることは、極めて有益であると考えてい

ます。そのため、まずは、県内業者の育成が重
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要と考え、操作訓練などへの参加を積極的に働

きかけてまいります。

次に、サイクルツーリズムにおける島原市内

でのハード面での取組状況についてのお尋ねで

すが、島原半島では、観光施策の一つとしてサ

イクルツーリズムを推進するため、島原半島を

一周するサイクリングルートを設定し、国、県、

市の各道路管理者が、自転車走行環境の整備を

進めるとともに、地元3市や島原半島観光連盟
など官民が連携して、サイクリングマップの作

成やサイクルラックの設置など、受入環境の整

備を順次行っています。

島原市内の走行環境の整備状況については、

島原市が令和4年度から、旧秩父が浦駅から南
島原市との市境の水無川橋梁間の約2.3キロメ
ートルの島原鉄道廃線敷を活用した自転車歩行

者専用道路の整備を進めているところであり、

県では、接続する道路からのスムーズで、安全・

安心な誘導方法について、国及び市と協議を行

っています。

また、県管理の国道251号においては、安全
な自転車の通行のため、舗装補修を実施すると

ともに、引き続き、矢羽根などの路面標示や案

内標識等の整備を行うこととしています。

県としては、今後も、国及び市と一体となっ

て、サイクリングルートの整備に取り組んでま

いります。

次に、雲仙砂防施設や無人化施工の現場を連

動させたインフラツーリズムについてのお尋ね

ですが、インフラツーリズムツアーにつきまし

ては、令和5年2月、国が旅行業団体を対象に、
雲仙・普賢岳の砂防堰堤や無人化施工の現場な

どを巡るモニターツアーや意見交換会を開催し、

商品化に向けた取組がなされていると聞いてい

ます。

「雲仙・普賢岳」は、島原ジオパークの中核

をなし、噴火災害では、火砕流や土石流が繰り

返し発生し、長期化するなど、多くの犠牲者を

出し、地域に甚大な被害をもたらしました。

その対策としての幾重にも重なる砂防施設群

は、今後の噴火災害の模範となる先進的なイン

フラとなっています。

このような状況をわかりやすく発信し、後世

にも伝えていくことは重要であると考えており、

現地へ足を運んでもらうインフラツーリズムに

ついて、国や市など関係機関と連携し、知恵を

出し合いながら取り組んでまいります。

〇議長（徳永達也君） 企画部長。

〇企画部長（早稲田智仁君） 私から、ドローン

操作研修による水無川上流地域の活用拡大に係

る県の見解について、お答えいたします。

離島や中山間地域などの条件不利地域を多く

抱える本県において、様々な地域課題に対する

ドローンの活用は、広がっていくものと考えて

おります。

ドローンの操縦技能講習については、既に県

内の複数の事業者により、県内各地において実

施されておりますが、操作研修等の地域の選定

については、講習を行う事業者と土地所有者等

において、調整が行われるところであります。

そのため、水無川上流地域に関しても、研修

形態等を踏まえ、事業者において検討がなされ

るものと認識しており、県としましては、地元

自治体とも連携を図りながら、各事業者のご意

向等もお伺いするなど、対応を図ってまいりた

いと考えております。

〇議長（徳永達也君） 地域振興部長。

〇地域振興部長（小川雅純君） 私からは、島原
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鉄道に対する県の支援及び今後の取組について、

お答えさせていただきます。

島原鉄道への支援については、レールや信号

などの安全確保に係る設備の整備費用について、

国や沿線市と連携して補助を行っており、島原

鉄道の負担軽減を図っております。

また、県独自には、令和2年度から新型コロ
ナウイルス感染症や燃油価格高騰などに係る支

援を実施しており、今回の補正予算でも、燃油

価格高騰への支援を行うこととしております。

一方で、国においては、「ローカル鉄道のあ

り方に関する提言」が取りまとめられたことを

踏まえ、島原鉄道の経営環境を考慮し、昨年、

沿線市や交通事業者などで構成する「島原鉄道

活性化検討部会」を設置し、これまで2回の協
議を行ったところでございます。

本年度は、現状分析や将来予測などに基づく

持続可能な交通体系を検討するための調査を実

施し、令和6年度には調査結果を基に、将来に
向けた方向性について、関係者とともに協議を

進めてまいります。

〇議長（徳永達也君） 危機管理部長。

〇危機管理部長（今冨洋祐君） 私からは、火山

観測研究体制の強化について、お答えさせてい

ただきます。

地震火山観測研究センターの存続、火山観測、

研究体制の強化に向け取り組んでほしいとのお

尋ねですが、九州大学による雲仙火山に関する

観測研究については、昭和37年以降、継続的に
行われており、平成2年からの「雲仙・普賢岳
噴火災害」においても、その観測結果により、

被害の軽減が図られたところであります。

また、山頂には現在も不安定な溶岩ドームが

存在し、崩壊の危険性があることから、火山活

動を観測、研究する体制は大変重要であると考

えております。

県では、去る7日に、文部科学省に対して、
センターの充実・強化について要望したところ

であり、今後も機会を捉え、島原市とも連携し

ながら、国や九州大学に対して働きかけてまい

ります。

〇議長（徳永達也君） 総務部長。

〇総務部長（大田 圭君） 私から、県南振興局

庁舎の整備の進捗状況及び今後のスケジュール

について、ご答弁申し上げます。

県南振興局は、災害対応や窓口業務など緊急

性・現場性が特に強い業務に必要な機能は各地

域に残しつつ、3つの振興局を集約することに
よりまして、人的資源を効果的・効率的に配置

しながら、組織の柔軟性や専門性を確保し、将

来にわたり、事業の推進や多様な行政ニーズ、

災害等に対応できる体制を整備するものでござ

います。

現在は、基本設計を終えまして、諫早市にお

ける駅周辺整備事業との調整を図りながら、こ

れを来年1月末の完了を目指しまして、実施設
計を行っているという状況にございます。その

後、工事発注の手続を行いまして、令和７年か

ら工事に着手する予定としておりまして、引き

続き、諫早市と連携を図りながら、令和8年度
頃の庁舎完成を目指してまいりたいと考えてお

ります。

〇議長（徳永達也君） 文化観光国際部長。

〇文化観光国際部長（前川謙介君）宿泊事業者

における人手不足及び物価高騰対策について、

どのような取組を行っているのかとのお尋ねで

ございます。

現在、景気が回復する中、人口減少等の影響
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もございまして、宿泊業界に限らず、多くの業

界で人手不足感が強まっております。

県におきましては、県内の高校生を対象に、

将来の観光産業を担う人材の育成に取り組んで

おりますが、人材の育成・確保につきましては、

一定の時間を要しているところでございます。

そのため、まずは宿泊事業者が実施する業務

の省力化に向けた取組を支援し、生産性の向上

を促すことによって、人手不足を補完してまい

りたいと考えております。

また、宿泊業は他の業種と比較いたしまして、

エネルギー価格高騰の影響を受けやすい業界で

ありますことから、昨年に引き続きまして、光

熱費の抑制に寄与する省エネ設備等の導入支援

にも取り組んでいるところでございます。

このような宿泊事業者への支援を通して、回

復に向かう観光需要をしっかり取り込んでまい

りたいと考えております。

〇議長（徳永達也君） 文化観光国際部政策監。

〇文化観光国際部政策監（伊達良弘君）私から

は、国際クルーズを含むインバウンドの現状と

受入れに向けた今後の県の取組について、お答

えをさせていただきます。

水際対策が大幅に緩和されました、昨年10月
から本年3月までの外国人延べ宿泊者数は約13
万人と、コロナ禍前の2019年同時期比で約4割
まで回復しており、また、昨年同時期比では約

3倍となるなど、順調に回復してきております。
国際クルーズにつきましては、本年3月16日

に、約3年ぶりに受入れを再開し、5月末までの
県内への入港実績は37回を数え、コロナ禍前の
2019年同時期と比較し、半数を上回る程度まで
回復してきております。

今後、インバウンド事業のさらなる取り込み

を図るため、情報発信の強化に継続的に取り組

んでまいりますとともに、国際航空路線が再開

している福岡からの誘客プロモーションや、体

験型コンテンツの磨き上げ、国際航空路線の早

期再開等に取り組んでまいります。

また、国際クルーズにつきましては、入港船

の拡大や入港による経済効果を高めるため、船

会社、旅行会社への積極的な誘致活動や、県内

周遊の促進等に取り組んでまいります。

〇議長（徳永達也君） 農林部長。

〇農林部長（綾香直芳君） 私から、2点お答え
をさせていただきます。

まず、農地の基盤整備事業予算の確保に対す

る県の取組や考えについてのお尋ねですが、農

地の基盤整備は、生産性の向上や担い手の確保

を図るうえで極めて有効な事業であり、その計

画的な推進のためには、国の当初予算において、

必要額が十分に確保されることが重要と認識し

ております。

このため、本年度も6月7日に実施しました政
府施策要望の中で、十分な当初予算の確保を最

重点項目として要望したところであり、引き続

き、国の当初予算の確保と本県への重点配分に

ついて、あらゆる機会を捉えて、国に強く要望

してまいります。

次に、昨年度の県下の農地基盤整備の実施状

況と、そのうち島原市での実施地区の進捗状況、

完成予定年度、併せて新規地区の見通しについ

てのお尋ねですが、昨年度の農地の基盤整備事

業につきましては、県全体で32地区、72ヘクタ
ールの整備を実施したところであります。

島原市で実施中の3地区における令和4年度
末までの事業費ベースの進捗については、三会

原第4地区は37％で、令和10年度の完成を、中
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原・寺中地区は1％で、令和11年度の完成を、
一野地区は今年度から着手し、令和12年度の完
成を目指して、それぞれ計画的に整備を進めて

いるところであります。

また、島原市での今後の新規地区として、令

和6年度に東大地区を予定しており、引き続き、
県と市が連携し、地域の合意形成を進めてまい

ります。

〇議長（徳永達也君） 水産部長。

〇水産部長（川口和宏君） 私から、漁業行政に

ついて、4点お答えいたします。
まず、県は今後の有明海再生に向けて、どの

ように考え、取り組むのかとのお尋ねですが、

有明海の再生については、開門によらないこと

を前提に、国が責任を持って実現していただき

たいと考えております。

これまで、国と関係4県で、アサリやタイラ
ギなど特産魚介類の生息環境調査や、種苗放流

など技術開発に取り組んできております。

これまでの取組により、マガキの養殖技術開

発や効果的なガザミの放流技術等、一部で効果

が出ておりますが、地元漁業者からは、より成

果を実感できるような取組を求められておりま

す。

今後も、引き続き、国へ強く要望するととも

に、関係4県連携のもと、水産振興策や漁場環
境の改善について取り組んでまいります。

次に、新たな資源管理を進めるに当たっての

本県の現状と課題についてとのお尋ねでござい

ますが、県では、資源管理に対する漁業者の理

解と協力を得るため、各漁協での説明や意見交

換を進めております。

この中では、漁獲可能量の配分が十分でない

場合の経営への影響や、遊漁者の資源管理意識

への懸念など不安の声を伺っており、これらを

払拭することが課題だと考えております。

このため、マダイやヒラメなどの新たな

ＴＡＣ魚種の導入に当たっては、資源評価や管

理の進め方に関する意見交換会などの機会を捉

え、適切な資源評価や経営に影響が出ない柔軟

な数量管理に努めるよう、国に対して意見を述

べているところです。

併せて、漁獲可能量の根拠となる資源評価に

ついて、精度向上のため漁獲データの提供など

国と連携を図っており、引き続き、現場の実情

を国に伝えるとともに、ＴＡＣの遵守と正確な

漁獲データの報告など、漁業者の理解と協力が

得られるよう努めてまいります。

次に、漁協職員不足の現状と、それを踏まえ

た県の支援についてのお尋ねでございますが、

県内の沿海漁協では、令和3年度末において、
職員数5名以下の漁協が64組合中27組合で、全
体の42％を占めており、限られた人員の中で業
務を実施している現状があり、多くの漁協から

職員の確保に苦労されている声をお伺いしてい

るところです。

一方、漁協職員は、水産物の販売のほか、資

源管理や補助事業等の様々な事務を行っており、

漁業者の生産活動を支える重要な役割を担って

おります。

こうした状況を踏まえて、県では、本年度か

ら新たに漁協職員の人材育成と業務効率化を支

援する事業として、税理士等の専門家派遣など

を行うこととしております。

さらに、本県では、小規模な漁協も多く、業

務効率化には漁協間の事業連携や漁協合併が必

要だと考えており、関係機関とも連携しながら

推進してまいります。
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次に、港の県有地を漁船の一時保管場所とし

て活用できないかとのお尋ねでございますが、

廃船処理費用が高額で、漁業者の負担となって

いることは県も認識しており、その対策として、

漁協が取りまとめて廃船処理を行うことは、漁

業者の負担軽減に有効であると考えております。

そのような場合に、漁船の一時保管場所とし

て、県有地の活用について漁協から相談があれ

ば、港湾・漁港の利用上支障がないなど、一定

の条件のもと対応できるものと考えております。

〇議長（徳永達也君） 教育委員会教育長。

〇教育委員会教育長（中﨑謙司君）私の方から、

2点答弁させていただきます。
まず、小中学校の給食費の無償化についての

お尋ねでございます。

学校給食は、「学校給食法」に基づき、設置

者と保護者の経費負担により実施されるものと

なっておりますことから、給食費の無償化につ

きましては、各市町において判断されるものと

考えておりまして、また、県が市町に対して支

援を行うことにつきましては、本県の厳しい財

政状況を踏まえますと困難であると思っており

ます。

一方、国におきましては、一昨日、「こども

未来戦略方針」が示されまして、子育てに係る

経済的負担を軽減するため、学校給食費の無償

化の実現に向けて実態調査をしたうえで、課題

の整理を行い、具体的方策を検討するとされて

おります。

また、全国知事会におきましても、国に対し

て少子化の進行等の社会情勢が変化する中、国

全体として学校給食費の負担のあり方を抜本的

に整理したうえで、国の責任で、財源も含め、

具体的な施策を示すようにとの要望が検討され

ているところでございます。

次に、県立高校の魅力化や特色ある取組につ

いてのお尋ねでございます。

少子化の進行に伴いまして、離島・半島地域

の県立高校では小規模化が進んでおり、学校の

枠を超えて、地域資源を活用した特色ある学び

を実践するなど、中学生にとって魅力ある高校

づくりに努めていく必要があると考えておりま

す。

その一例としまして、昨年度、島原市内の県

立学校5校が、市や商工会等の協力のもと、高
校生カフェをオープンしまして、地元の食材を

使った手作りケーキや島原茶の提供などを通し

まして、市民の方々に、生徒たちの日頃の学習

の成果や活躍を間近に見ていただく機会となっ

たところでございます。

この取組を先行事例としまして、今年度から、

地元の市町や産業界などと一体となって魅力あ

る学校と地域づくりを目指す高校・地域連携イ

キイキ活性化事業に、新たに取り組むこととし

ておりますが、その一環としまして、島原市で

は、多くの市民の皆様が集う「島原城大手門市」

の企画、運営に高校生が主体的に関わって、学

校での学びを地域で実践していくことを計画し

ております。

本事業を通しまして、高校生が学校だけでな

く、地域も学びのフィールドとして、人と触れ

合い、産業を学びながら、ふるさとへの思いを

育みますとともに、進路実現にもつながるコミ

ュニケーション力や課題解決力を磨き上げるこ

とができますよう、教育環境を充実させること

で、魅力ある学校づくりに努めてまいりたいと

考えております。

〇議長（徳永達也君） 大場議員─25番。
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〇２５番（大場博文君） 各答弁、ありがとうご

ざいました。

まずは、島原道路についてでありますが、こ

れまでも、県の方では、多大なるご尽力をいた

だいて、日に日に道路の建設が進んでおります。

その中で、市民・半島の方々の思いも、やは

り一日も早く全線をつないでいただきたいと、

そういう思いでありまして、併せて、先ほど質

問いたしました島原市から南側、南島原市側に

なります。そういったところも、今、地元自治

体、そして県・国等が協議会をつくって、今後

のあり方について検討するということで、少し

前向きに進もうとしています。

そこで、平田副知事にお尋ねをしたいと思い

ますが、そういった南島原市、要は、南伸の島

原道路の建設に向けて、県としてもしっかり取

り組んでいただきたい。また、併せて、国の方

にも力強く働きかけをお願いしたいと思います

が、いかがでしょうか。

〇議長（徳永達也君） 平田副知事。

〇副知事（平田 研君）先ほどの答弁にもあり

ましたとおり、島原半島全体の幹線道路網のあ

り方につきましては、国も参加した形での検討

が進んでおります。

深江から南側の整備につきましても、地域か

らのご要望も強いことも踏まえながら、半島全

体の幹線道路網のあり方の議論の中で、検討を

深めてまいりたいと考えております。

〇議長（徳永達也君） 大場議員─25番。
〇２５番（大場博文君）ぜひお願いしたいと思

います。島原半島全域が均衡ある発展のために

は、やはり感染道路、この島原の道路を中心と

した、そういった発展が不可欠だと考えており

ますので、県としても、しっかりと、よろしく

お願いしたいと思います。

また、島原道路で三会インター、今、工事が

着々と進んでおります。その付近の整備が進む

ことによって、周辺の道路環境がどんどん変化

をしております。交通量の増加などがありまし

て、そこで、この島原道路の建設に合わせた、

その周辺道路の整備も必要かと思っております

が、今現在、県で進められております道路整備

について、お尋ねをいたします。

〇議長（徳永達也君） 土木部長。

〇土木部長（奥田秀樹君）島原三会インターチ

ェンジ付近においては、インターチェンジに接

続する県道礫石原松尾町停車場線の山手側880
メートルについて、拡幅工事を行っています。

現在、橋梁工事などを行っており、今年度中

には約300メートルの完成供用を図る予定とし
ています。

〇議長（徳永達也君） 大場議員─25番。
〇２５番（大場博文君）そういった整備が進ん

でいるということで、ただ、先般、地元の町内

会及びその周辺の住民の方の要望として、今現

在、整備をそうやって進められている以上のと

ころ、そのうえのところですね。山側の方に当

たっては、施設、また、その農家の方のご自宅

があるということで、もう少し上層部の方、上

の方までの整備を望まれているとお聞きしてお

りますので、そういった声を踏まえて、ぜひご

検討いただければと思いますので、整備を進め

ていただくよう、よろしくお願いをいたしたい

と思います。

次に、観光行政の中で、宿泊事業者に対して

の支援についてであります。

先ほどの中で、人材不足、これはもうあらゆ

る産業の中で人材が不足していると、特に、そ
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ういった観光産業、旅館・ホテル等については、

マンパワーが必要なところであります。

先ほど答弁の中で、そういった効率化を図る

ような支援をということで、実際に人をそうい

うふうに手だてするのはなかなか難しいと思い

ますが、そういったところは、そういった認識

を踏まえつつ、そういった対応へも早く取組が

できるようにお願いしたいと思います。

もう一つ、宿泊事業者においては、コロナ禍

の休業や事業縮小に伴って、その損失を、要は

銀行からの新規借入れ等によって、この3年間、
耐え忍んできたということであります。その負

担が、今、経営について大きくのしかかってき

ています。まだまだ、そういった状況で、経営

的に厳しい状況が続いているのが現状です。

そこで、県内の観光関連事業者などへの資金

繰り対策、資金繰り支援について、どのような

働きかけ、取組を行っているのか、お尋ねをい

たします。

〇議長（徳永達也君） 産業労働部長。

〇産業労働部長（松尾誠司君）観光関連を含む

県内中小事業者におきましては、物価高騰に加

え、今後、コロナ関連融資の返済開始が本格化

するなど厳しい経営環境にあることから、借換

えを含めた資金繰りの円滑化が重要であると認

識しております。

そのため、本年1月10日から、緊急資金繰り
支援資金、伴走支援・借換えの運用を開始する

とともに、本年度当初予算においても、緊急資

金繰り支援資金の取扱いを継続のうえ、融資枠

100億円を確保するなど必要な対策を講じてい
るところであります。

また、金融機関に対しては、事業者からの返

済条件の緩和や借換えの相談等に、迅速かつ丁

寧な対応を図られるよう要請を重ねているとこ

ろであります。

今後とも、関係機関と連携しながら、適切な

資金繰り支援に努めてまいります。

〇議長（徳永達也君） 大場議員─25番。
〇２５番（大場博文君）ぜひお願いしたいと思

います。

次に、漁業行政の中で、有明海の再生、そし

て資源管理についてであります。

先ほどの答弁の中でありました、漁業者の皆

様は、また国の方の新たな資源管理の方針のも

と、本当に不安を抱えられております。

一方で、こういうふうに漁業者に対しては、

資源管理のもと管理をされるんですが、漁業者

として不満が、その一つとしてあるのが、やは

り遊漁者、一方で、漁業者に対しては、そうい

った国の管理下のもとでやる。ただ、漁業者か

らすると、「なんで私たちばかり」と、そうい

うふうな声をよく聞きます。

要は、一方で、遊漁者、遊漁船、遊漁者の方

は、ある意味、そういった枠から、そういった

網から漏れているんじゃないかと。それによっ

て、このような資源管理の新たなもとでやって

いく、そういったものは少し私たちに、漁業者

に対して負担のかけ過ぎではないかというよう

な声をお聞きしますので、そういった不公平感

がないような形で、しっかりとご認識をいただ

いて、取組を進めていただければと思います。

そして、もう一つ、漁船の廃船処理、島原の

あらゆる漁協の方も、今はもう高齢化が進みま

して、漁業を廃業する方が少しずつ増えてきて

おります。

そういった中で、負担となるのが、先ほど申

し上げました、要は漁船の廃船処理の問題に併
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せて、これまで生計を立ててきた漁具も、そう

いった状況で、いわば処理に非常に困っている

ということであります。

この漁具の処理についても、先ほど壇上で言

いました漁船の処理同様、県のいろんな県有地、

そういったものを活用して、同じような扱いで

処理することができればと、併せて、漁協の方

も考えていますが、そちらの方についてはいか

がでしょうか。

〇議長（徳永達也君） 水産部長。

〇水産部長（川口和宏君）廃棄漁具の一時保管

場所として、県有地の活用について、漁協から

ご相談があれば、港湾・漁港の利用上支障がな

いなど、一定条件のもと対応できるものと考え

ております。

〇議長（徳永達也君） 大場議員─25番。
〇２５番（大場博文君）大変喜ばれると思いま

す。

そういったことでですね、やはり漁業者の、

要は高齢者の方の漁業者の負担軽減を何とか図

っていきたいと、そういうのが漁協の思いのよ

うでありますので、早速、それは伝えさせてい

ただきたいと思います。

それでは、最後に、学校の教育行政について

でありますが、無償化についてはわかっており

ます。非常に厳しい状況の中、できればという

ことで質問をさせていただきました。何とかご

検討いただければと思います。

全国でも、そういった形で無償化、人口が少

ないところを中心に、そういったのが増えてき

ておりまして、やはりできるところ、できない

ところがあってはならないと思いますので、ま

ずは国においても、そういった働きかけを、ぜ

ひ力強く行っていただければと思います。

それでは、島原にあります県立学校について

であります。

昨年は、本当に島原市が初の試みとして、全

部の高校ですね。先ほど言いました普通高校、

島原高校、商業高校、工業高校、農業高校に合

わせて特別支援学校も入って、そういった高校

生の力を活用した授業を行われました。

今年度は、それに地元の私立高校も加えた形

で幅広く、また高校生としての学校の魅力、そ

ういった特色ある取組を進めようとされていま

す。

そういったことで、ぜひ今年度に当たっても

力強くご支援をいただきたいと思いますが、教

育委員会教育長、いかがでしょうか。

〇議長（徳永達也君） 教育委員会教育長。

〇教育委員会教育長（中﨑謙司君） 昨年も、島

原市の方から高校生の若い力を、まちづくりに

活かしたいということで、先ほどの「Ｍijoかふ

ぇ」、カフェがオープンしたところでございま

す。

ぜひそういった市の思いも酌み取りながら、

高校の魅力化と地域のまちづくりをどう活かす

か、島原で、ぜひ成功事例をつくり上げたいと

思っております。

〇議長（徳永達也君） 大場議員─25番。
〇２５番（大場博文君）ぜひお願いしたいと思

います。

最後は要望とさせていただきますが、県立高

校ですね、生徒数が少ないと言いながら、やは

り島原では、今度は勉学だけではなく、各種ス

ポーツ等でも島原高校剣道部であるとか、島原

工業高校ソフトボール部であるとか、そういっ

たところに市内、そして半島内、そして県内、

また県外から、そこを目指して生徒が多く来て
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いる現状があります。

そういった中で、少し出ているのが、そうい

った生徒が通う通学環境、また、遠方から来ら

れた場合には、要は生活をしないといけないと、

生活環境の整備も、保護者をはじめ非常に求め

られてきておりますので、そういったことをご

認識いただいて、ぜひ県としての何らかの手助

けができないか、ご検討をいただければと思い

ますので、こちらの方は要望とさせていただき

まして、以上で、私の質問を終わります。

ありがとうございました。（拍手）

〇議長（徳永達也君） これより、しばらく休憩

いたします。

会議は、2時45分から再開いたします。
─ 午後 ２時３０分 休憩 ─

― 午後 ２時４５分 再開 ―

○副議長（山本由夫君）会議を再開いたします。

引き続き、一般質問を行います。

山田朋子議員―38番。
○３８番（山田朋子君）（拍手）〔登壇〕皆様、

こんにちは。

佐世保市・北松浦郡選挙区選出、山田朋子で

ございます。

4月の統一地方選挙におきまして、5回目の当
選をさせていただき、県議会議員として再び活

動させていただく機会をいただきました県民の

皆様へ、心から感謝を申し上げます。

県民の皆様からの一票の重みをかみしめなが

ら、初心に立ち戻り、職務に邁進してまいる所

存でございます。

今回の選挙におきましても、地域をくまなく

回る中で、県民の皆様から多くの声をいただき

ました。

私は、これまでも、県民の皆様に寄り添い、

県民の皆様に耳を傾け、特に、女性や子ども、

社会的弱者の方々の声を挙げることができない

方々の声を県政に届けてまいりました。

県議会議員は、あくまでも、県民の皆様の代

弁者であり、その声をしっかりと県政に反映す

る責任がございます。

私は、これからも、責任を持って県民の皆様

の声を県政に届け、反映させてまいります。

大石知事におかれましては、県都である長崎

市、第2の都市である佐世保市のトップが交代
をし、自らの公約を含む「新しい長崎県づくり」

の実現に向け、両市長とも検討を重ねておられ

ることと存じます。いうまでもなく、県民の皆

様方も大いに注目をし、期待をしているところ

です。

本日は、改めて、県民を代表する県議会議員

として、改革21会派の代表として、誠心誠意、
県民の皆様の声を一般質問として届けてまいり

ますので、県民の皆様のためにも、大石知事を

はじめ、関係部局長の明確、明瞭なご答弁をお

願いいたします。

1、知事の政治姿勢について。
（1）長崎市・佐世保市との連携について。
本県の社会経済情勢は、厳しい状況が続いて

いますが、今後、県勢の浮揚を図るためには、

まちの魅力を高めて、人を呼び込み、地域の活

力を伸ばしていく必要があります。魅力あるま

ちづくりを進め、知事が目指す「選ばれる長崎

県」を実現するためには、県と市町との連携強

化が大切だと考えます。

その中でも、特に、県都であり、長崎広域連

携中枢都市圏を牽引する長崎市、また、西九州

させぼ広域都市圏の中心都市である佐世保市の
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2つの中核市との連携は不可欠であると考えま
すが、知事のお考えをお尋ねいたします。

○副議長（山本由夫君） 知事。

○知事（大石賢吾君）〔登壇〕 山田議員のご質

問にお答えいたします。

多方面から選ばれる「新しい長崎県づくり」

を進めていくためには、本県の地域課題の克服

に向け、住民に最も身近な市町と、思いや力を

合わせ、一緒に取り組んでいくことが重要であ

ると認識をしております。

また、中核市である長崎市及び佐世保市は、

本県の人口の約半分を占め、様々なまちづくり

の権限等も有していることから、両市との連携

は、本県の発展に不可欠であると考えておりま

す。

そのため、県・市町連携会議や両市からの要

望の場等を通して意見交換を実施し、地域の課

題を共有のうえ、まちづくりや移住・定住対策

をはじめ、県・市の連携施策の構築に努めてい

るところであります。

今後とも、県と市町の役割分担にも留意しな

がら、さらなる連携強化を図り、本県の発展に

つなげてまいりたいと考えております。

以後のご質問につきましては、自席から答弁

をさせていただきます。

○副議長（山本由夫君） 山田議員―38番。
○３８番（山田朋子君）中核市である長崎市と

佐世保市とは連携を強化していただき、そして、

もちろん県下一円、21市町と本当に連携を強化
いただきながら、県民の皆様が本当に住みやす

い、選んでもらえる長崎県の実現に向けて頑張

っていただきたいと思います。

（2）県北・佐世保地域の振興対策について。
①佐世保・県北地域の都市構想について。

県勢の均衡ある発展のためには、長崎市だけ

ではなく、県北・佐世保地域の振興が重要であ

ると考えております。

県北・佐世保地域は、西海国立公園に代表さ

れる豊かな自然に恵まれ、ハウステンボスのほ

か、日本遺産に認定された佐世保鎮守府、世界

遺産の構成遺産に登録された黒島の集落など、

多様な観光資源を有しております。

また、全国トップブランドである西海みかん

や、全国で大きなシェアを占めるトラフグの養

殖などの豊かな農林水産物に恵まれ、地域の特

色的な産業として、造船業や日本遺産に認定さ

れた伝統的な陶磁器産業がよく知られておりま

す。

このような県北・佐世保地域が持つ多様な地

域資源の磨き上げを、県と市が連携をして取り

組むことで、さらに魅力を高めていくことが大

切であると考えており、そのことが、知事が掲

げられているＩＲ誘致に対応する佐世保・県北

地域の都市構想にもつながるものと考えますが、

このことについての知事のお考えをお尋ねいた

します。

○副議長（山本由夫君） 知事。

○知事（大石賢吾君） 県北・佐世保地域は、世

界遺産をはじめとした観光素材や豊富な農林水

産物、歴史と文化、特色ある産業など、魅力的

な地域資源を数多く有してございます。また、

本地域の振興を図ることで、県全体の発展に結

びつけていく必要があると考えております。

こうしたことから、県では、地元市町とも連

携のうえ、西九州自動車道の整備促進やＩＲの

区域整備の推進、佐世保港のすみ分けの早期実

現、企業誘致による雇用の場の増加、国際クル

ーズ船の誘致及び肥前窯業圏の取組による交流
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人口の拡大など、様々な施策の推進に力を注い

でいるところでございます。

県といたしましては、このような取組を進め

つつ、県北・佐世保地域のまちづくりや多様な

産業の活性化に向けて、地元市町や経済団体と

も連携しながら、引き続き、しっかりと取り組

んでまいりたいと考えております。

○副議長（山本由夫君） 山田議員―38番。
○３８番（山田朋子君） 知事は、佐世保市長選

の際に、「佐世保を含む県北の発展なくして県

勢の発展なし」と、何度も何度も力強く言って

いただいております。多くの県北の県民は、そ

の言葉に期待しております。私もその一人であ

ります。しっかりと、県下の第2の都市であり
ます佐世保市を含む県北地域の発展に向けても、

ぜひとも、ご尽力いただくことをお願い申し上

げ、次の質問にいきます。

②世界遺産の島「黒島」への自動運転車導入

について。

「長崎と天草地方の潜伏キリシタン関連遺産」

が、世界文化遺産に登録されてから、間もなく

5周年の節目を迎えようとしております。
佐世保市の相浦桟橋からフェリーで50分ほ

どの場所に位置する黒島は、島全体が黒島の集

落として構成資産となっており、世界遺産登録

をきっかけに黒島を訪れる方の大半は、れんが

造りの教会堂で、国の重要文化財にも指定され

ている「黒島天主堂」が最大の目的地となって

おります。

世界遺産に登録された平成30年7月からの一
年間の黒島集落への来訪者数は約6,000人を数
えていたものの、令和3年の同時期では約3,600
人と大きく減少しているとお聞きしております。

減少の原因は、もちろんコロナ禍であったこ

とは大きく影響したと思われますが、黒島港か

ら黒島天主堂間の移動に徒歩で30分ほどかか
るものの、島内にはタクシーを含めた公共交通

機関がないことも影響していると思われます。

黒島天主堂までの交通手段については、現在、

地元の観光協会によって電動カートの運行や電

動自転車、電動バイクの貸し出しなども行われ

ているところではありますが、今後、黒島で自

動運転車両が導入されれば、世界遺産の島であ

ることに加え、先端技術がいち早く導入された

島として注目され、多くの方に来てもらえるき

っかけになるものと考えています。

黒島での自動運転車両の導入を検討していく

考えがあるのか、お尋ねいたします。

○副議長（山本由夫君） 地域振興部長。

○地域振興部長（小川雅純君）自動運転移動サ

ービスの実現に向けた国内の主な動きとしまし

ては、特定の条件下で無人の自動運転を可能と

するレベル4がはじめて認可された福井県永平
寺町で、先月から無人電動カートによる移動サ

ービスの営業運行がはじまっております。

自動運転移動サービスの導入は、過疎化や少

子・高齢化が進み、陸上交通を担う人材の確保

などの課題が顕在化している本県においても、

その解決策として有効な手段となる可能性があ

ります。

世界遺産の島である黒島での導入は、公共交

通の空白地域でもあり、観光客に限らず、住民

の移動支援の面からも有意義であると思われま

すが、一方で、黒島が国の重要文化的景観に選

定されていることによる各種規制や住民の理解

など、様々な課題があるものと考えられます。

導入の検討に当たっては、地元自治体等の意

向を踏まえて、今後の対応について研究してま
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いります。

○副議長（山本由夫君） 山田議員―38番。
○３８番（山田朋子君） 世界遺産の島で、勝手

にいろいろとできないという規制がかかってい

るのは存じ上げております。しっかりと計画を

立てて許可を得られれば、そういった工事も可

能となります。

私は、昨日、黒島に行ってまいりました。地

元の方々とお話もしてまいりました。そして、

メーカーとも話をしてきました。

国は、2025年までに50か所、もう実証実験で
はなく、実走ですね、実際に走る方で計画を立

て、そして、本来2030年までに予定をしていた
100か所というのを、2027年に前倒しをすると
いうことであります。

そして、九州各県を見ていくと、宮崎県、鹿

児島県、福岡県、佐賀県、多くの自治体が、既

にこういったものの補助金を活用していろいろ

行っているようでありますので、本県において

は、やはりある程度の交通量が少ないところで

もあるということ、そして、先ほど答弁いただ

いたように公共交通がない空白地域であるとい

うことを勘案しても、この世界遺産の島である

黒島で自動運転の導入を、ぜひ、前向きに検討

いただきたいと思っております。

本年も同じように国土交通省の補助メニュー

もあるようでありますし、都道府県が申請する

場合は、導入を予定する市町村との調整が図ら

れているということであります。佐世保市では

なくても、県でもこの導入に向けて手挙げをす

ることは可能であります。

ぜひともお願いをしたいと思っておりますし、

また、この技術者関係でありますが、遠隔でも

操作ができるということで、佐世保にいても、

どこにいても、黒島にいなくても、この操作が

できるということでありますので、そういった

ことも含めて、ぜひ研究ということでありまし

たが、世の中は既に実証実験から実走に移って

いる時代でありますし、他県においては、先行

して様々な取組がされておりますので、本県も

遅れをとることなく、この世界遺産の島でしっ

かりと自動運転の導入に向けて取り組んでいた

だきたいことを申し上げ、次の質問にまいりま

す。

③高島架橋について。

佐世保市が有する九十九島のうち、有人島で

ある高島においては、子どもたちが中学校から

島外へ船で通学をしており、緊急医療時におい

ては、船で相浦地区へ搬送している状況にあり

ます。

そのため、地元では、本土から高島への架橋

について、「高島架橋建設促進期成会準備委員

会」が立ち上げられ、架橋の実現については、

地元自治会及び同委員会から佐世保市に対して

要望が行われております。

また、2018年7月に世界文化遺産として登録
された「長崎と天草地方の潜伏キリシタン関連

遺産」が、今年7月で5周年を迎えます。その構
成資産の一つとして黒島の集落があり、隣接す

る高島への架橋により、黒島との連携が図られ、

相乗効果による経済効果も期待されると考えて

おります。

そこで、高島への架橋についての県の見解を

お尋ねいたします。

○副議長（山本由夫君） 土木部長。

○土木部長（奥田秀樹君）高島への架橋につい

ては、地元から佐世保市に要望が挙がっている

ことは承知しています。
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しかしながら、定住人口など、地域の状況を

踏まえると、現時点での実現は課題が大きいも

のと考えています。

そのため、まずは、地域の実情を確認すると

ともに、佐世保市の意見を伺いたいと考えてい

ます。

○副議長（山本由夫君） 山田議員―38番。
○３８番（山田朋子君） 今、ご答弁いただいた

ように、人口減少の中、今、150名の島民であ
ります。この架橋の話が、公共事業として厳し

いということは理解をしているところではあり

ますが、まずは地元において、交流人口の拡大、

そういったものに取り組んでいきたいと思って

いるところであります。

この架橋については、厳しい状況であること

は理解をしております。しかしながら、長崎県

の離島振興計画における「平戸諸島地域振興計

画」には、「高島においては、本土と結ぶ架橋

について地元から要望が挙がっている」との記

載があるところです。

このことからも、県は、地元の思いを酌み取

っていただいているものと理解をしております。

人口減少の進む高島において、まずできること

は交流人口の拡大だと考えております。

島内には、小佐々方面に向けて、先人が造っ

た軽トラ一台が通れるほどの小さな里道があり

ます。島内の生活の中心は、高島港周辺に集中

しておりますので、集落や施設がない中、この

里道を造ったことの意味は、「これから先は、

後世の者が架橋に向けて引き継ぐようにと言わ

れているように感じている」とのお話を地元の

方からいただきました。私は、非常にロマンを

感じたところであります。

この里道を活用して、ほかの市町でも取り組

んでいるようなサイクリングルートを設定し、

先頃発足した一般社団法人高島活性化コンベン

ション協会や、佐世保市とともに地域振興に向

けた取組ができないものか、お尋ねをいたしま

す。

○副議長（山本由夫君） 土木部長。

○土木部長（奥田秀樹君） 県では、観光施策の

一つとして、県内4地域でサイクルツーリズム
に取り組んでおり、道路管理者が自転車の走行

環境の整備、また、地元市町や観光協会等が受

入れ環境の整備を進めています。

高島では、地域の方々がグリーンツーリズム

に熱心に取り組んでいらっしゃると伺っていま

す。サイクルツーリズムは、そういったグリー

ンツーリズムと非常に相性のいいものでありま

すので、まずは可能性について、地域の方々、

関係者の方々と意見交換を行うところからはじ

めたいと考えています。

○副議長（山本由夫君） 山田議員―38番。
○３８番（山田朋子君） ぜひとも、交流人口の

拡大に向けて、県もしっかりと関わっていただ

きたいことをお願い申し上げます。

この高島でありますが、先ほど申し上げたよ

うに、一般社団法人高島活性化コンベンション

協会が立ち上がって、地元としては地域の活性

化で機運がとても盛り上がっているところであ

ります。

実は、150人の小さな島ではありますが、岐
阜県から誘致企業が来て、そこが高島の近くで

捕れるクエとかを活用した地域の産物を、地元

の雇用も行ったうえで全国に発送したりしてい

ただいています。

ぜひ、知事におかれましては、この佐世保の

離島であります高島、そして、先ほど来から申
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し上げています世界遺産登録5周年を迎えます
この黒島に足を運んでいただきたいと思います

が、知事のご見解を求めます。

○副議長（山本由夫君） 知事。

○知事（大石賢吾君） 可能な限り、日程は調整

したいと思います。ほかの案件もありますので、

そういったところを調整しながらになります。

○副議長（山本由夫君） 山田議員―38番。
○３８番（山田朋子君）可能な限りということ

でありましたので、可能な限り優先をして高島

と黒島に足を運んでいただきたいということを

お願い申し上げ、次の質問にまいります。

④板山トンネルの開通について。

佐世保市の大野地区と世知原町を結ぶ県道佐

世保世知原線の板山トンネルについては、一昨

年末開通をし、その後、トンネルの前後の工事

が行われ、完成が近いと地元では多くの方が楽

しみに、心待ちにしています。

そこで、板山トンネルの開通がいつ頃の予定

か、お尋ねをします。また、開通に向けた予定

についても併せてお尋ねをいたします。

○副議長（山本由夫君） 土木部長。

○土木部長（奥田秀樹君）県道佐世保世知原線

の板山工区については、8月19日に開通するこ
とを公表したところです。

現在、トンネルの非常用設備や舗装などの工

事を行うとともに、地域の方を対象とした開通

前のイベントについて、佐世保市と調整を行っ

ています。引き続き、開通に向けて、残る工事

を進めてまいります。

○副議長（山本由夫君） 山田議員―38番。
○３８番（山田朋子君） 平成22年3月定例会の
質問から数えること、本日で8回目の質問とな
ります。この板山トンネルが完成することで、

本当に感慨もひとしおであります。無事に8月
19日の開通式を迎えることを祈念し、これまで
の部局の皆様のお取り組みに心から感謝を申し

上げます。

（3）令和5年度組織改正について。
①危機管理部の設置目的と基地対策の取組に

ついて。

令和5年度の組織改正においては、新たな部
や課・室が設置されました。その中で危機管理

部につきましては、どのような目的で設置され

たのか、お尋ねします。

また、基地対策については、佐世保港のすみ

分けなどの基地問題を抱える佐世保市議会など

からの要望に応えられ、危機管理部の中に「基

地対策・国民保護課」が新設をされました。地

元との連携も期待されると思いますが、どのよ

うに取り組んでいくのか、伺います。

○副議長（山本由夫君） 危機管理部長。

○危機管理部長（今冨洋祐君）自然災害の激甚

化、頻発化に加え、安全保障環境が厳しさを増

す中、国民保護への関心の高まりや、佐世保市

の新たな基地政策方針の策定、水陸機動団の大

村市への配備決定など、基地関係の新たな動き

も生じております。

このような状況を踏まえ、有事に備えた体制

強化や、基地対策のさらなる推進を図るため、

「危機管理部」を新設いたしました。

特に、基地対策につきましては、地元自治体

と連携しながら、基地と地域との共存・共生を

図ってまいりたいと考えており、新たに佐世保

市との人事交流を開始するなど、より緊密な協

力のもと、佐世保港のすみ分けの実現等にかか

る国への要望のほか、基地との交流促進や自衛

隊の円滑な訓練実施の調整などに取り組んでま
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いります。

○副議長（山本由夫君） 山田議員―38番。
○３８番（山田朋子君）佐世保市も非常に期待

をされています。しっかりと連携をしていただ

いたうえで、基地のまち佐世保が抱える課題の

解決に向けて、ぜひ、しっかりと取り組んでい

ただきたいとお願いを申し上げます。

2、交通・観光振興対策について。
（1）西九州新幹線による県北地域への開業

効果について。

西九州新幹線が開業して、はじめて迎えたゴ

ールデンウィーク期間中の乗車率は、ＪＲ九州

によると、5月3日の午前11時台の武雄温泉発長
崎行きの便で180％に達し、長崎駅では多くの
観光客や帰省客であふれたとお聞きしておりま

す。このような話に接すると、コロナ禍前の賑

わいを取り戻したようにも感じます。

新幹線の開業効果を波及させるためには、県

はもとより、市町や事業者が官民一体となって

様々な事業に取り組んでこられ、このような一

定の効果があらわれてきたことは理解をしてお

ります。しかしながら、県北地域をはじめ、新

幹線沿線の駅から離れた地域などは、新幹線開

業効果を享受されているという実感はないとの

声しかありません。新幹線開業効果を高め、県

北地域を含む県内各地域へ広めていくための今

後の取組について、お尋ねいたします。

○副議長（山本由夫君） 地域振興部長。

○地域振興部長（小川雅純君） 県北地域では、

西九州新幹線の開業に合わせて、観光列車とし

て「ふたつ星4047」や「36ぷらす3」が運行さ
れたほか、佐賀県やＪＲ九州と共同で「佐賀・

長崎デスティネーションキャンペーン」を実施

し、県北地域を含めた県内各地への周遊を促進

してまいりました。

今年度は、ＪＲ九州や松浦鉄道などを利用し

た旅行商品や県内周遊を促すフリー切符の造成

支援について、関係機関と連携しながら取り組

むなど、開業効果の波及に努めてまいります。

また、県内の子どもを対象とした開業一周年

の記念乗車会や新幹線を利用した修学旅行等へ

の支援を行うこととしております。

今後とも、各地域と連携しながら、誘客促進

に取り組んでまいります。

○副議長（山本由夫君） 山田議員―38番。
○３８番（山田朋子君） （2）空港と新幹線の
相互利用による開業効果の拡大について。

例えば、飛行機で長崎空港に来られた方に、

新幹線をご利用いただいて嬉野や武雄に行って

いただいた後、在来線を利用して県北へ周遊し

ていただくなど、交通事業者と一緒になって旅

行商品を造成していく必要もあると考えますが、

県の取組をお尋ねいたします。

○副議長（山本由夫君） 文化観光国際部長。

○文化観光国際部長（前川謙介君）西九州新幹

線の開業効果を拡大していくためには、地域の

魅力発信や沿線以外の地域への周遊促進を図っ

ていくことが重要だと考えております。

そのため、佐賀、長崎両県の魅力を全国に発

信する情報誌の発行や、昨年の「佐賀・長崎デ

スティネーションキャンペーン」におきまして

は、長崎空港と新大村駅との相互利用を促す旅

行商品の造成などにつきまして支援をしたとこ

ろでございます。

引き続き、佐賀県や基幹的な交通事業者、あ

るいは二次交通事業者とも連携をいたしまして、

全国からの誘客や周遊促進にしっかりと取り組

んでまいります。
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○副議長（山本由夫君） 山田議員―38番。
○３８番（山田朋子君） ぜひ、佐賀県としっか

り一緒になって観光商品の造成をいただいて、

沿線じゃない地域にもその効果が出てくるよう

に、しっかり取り組んでいただきたいとお願い

を申し上げます。

あと、二次交通の問題です。

空港と新幹線の駅が近いという、よその県に

はない、とてもいい有利性があるにもかかわら

ず、空港と新幹線駅の二次交通、今、大村市が

「おおむらかもめライナー」というものを予約

制で行っていただいていますが、予約が煩わし

いなど、改善を求める声が挙がっているとお聞

きしています。

こういった大村市が取り組んでいることにつ

いても、やはりこの辺がしっかりしないと、新

幹線効果を県内各地に広めることができません

ので、引き続き、大村市とともに取り組んでい

ただくことを要望申し上げます。

（3）島原鉄道、松浦鉄道の今後の見通しに
ついて。

①島原鉄道、松浦鉄道の現状に対する県の認

識と支援について。

人口減少やマイカーの普及、さらには新型コ

ロナウイルス感染症の影響により、地域公共交

通を取り巻く状況は年々悪化をしており、中で

も地域の交通を支えているローカル鉄道は、全

国的に見ても、それぞれに危機的な状況にある

とお聞きをしております。

県内を運行している島原鉄道、松浦鉄道につ

いても、厳しい状況にあると思いますが、県に

おいて、現状をどう認識し、これからどのよう

な支援を行っていくのか、伺います。

○副議長（山本由夫君） 地域振興部長。

○地域振興部長（小川雅純君） 島原鉄道、松浦

鉄道におきましては、人口減少や新型コロナウ

イルス感染症の影響などにより、利用者数、営

業収入ともに減少傾向にあり、経営環境が非常

に厳しい状況であると認識しております。

松浦鉄道に対する県の支援といたしましては、

島原鉄道と同様に、国や沿線市町と連携して、

安全確保に要する経費への補助をこれまで行っ

てきており、それに加え、令和2年度から新型
コロナウイルス感染症や燃油価格高騰などにか

かる支援を実施しております。

○副議長（山本由夫君） 山田議員―38番。
○３８番（山田朋子君）②国の動きと県におけ

る今後の取組について。

ローカル鉄道の再構築促進に向け、法改正な

どの動きがあるとお聞きしております。

このような国の動きを踏まえて、県内に2つ
ある地域鉄道を、地域の足として今後も維持し

ていくために、長崎県としてはどのように取り

組んでいくのか。先ほど、島原鉄道については、

大場議員からの質問に答弁がありましたので、

松浦鉄道に対する県の今後の取組について、お

尋ねいたします。

○副議長（山本由夫君） 地域振興部長。

○地域振興部長（小川雅純君）ローカル鉄道を

取り巻く環境が年々悪化している状況の中、国

においては、ローカル鉄道の再構築促進に向け

て様々な検討がなされ、今般、「地域公共交通

活性化再生法」などの改正がなされたところで

あります。

松浦鉄道においては、長崎県、佐賀県及び沿

線6市町で構成する「松浦鉄道自治体連絡協議
会」が設立されており、この協議会において、

令和3年度から沿線地域の交通のあり方調査な
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どを行ってきております。

今後、検討を深めていくに当たりまして、県

としましては、今般、新たに創設された制度や

補助金等の活用に関し、国との連携を強化し、

沿線自治体とともに持続可能な公共交通体系の

実現に向けて、さらに力を注いでまいりたいと

考えております。

○副議長（山本由夫君） 山田議員―38番。
○３８番（山田朋子君）松浦鉄道の経営は非常

に厳しい状況にあり、令和4年に作成された直
近3か年の収支予想を見てみますと、繰越利益
剰余金がマイナスに転じる見込みであるととも

に、今後も厳しい経営状況が継続する見込みで

あることから、債務超過に転落するのではない

かと危惧しているところであります。

松浦鉄道の経営存続に向けては、早急に抜本

的な経営の見直しが必要であることから、2県
にまたがる路線であることも踏まえ、佐賀県と

も協議のうえ、事務局機能を長崎県で担う、あ

るいは沿線自治体協議会の中であり方検討の部

会を立ち上げていただき、座長を務めるなど、

主体的に関与していただきたいと考えておりま

す。

なかなか前向きなご答弁はいただけないかと

思いますが、先ほど、島原鉄道に関しては、し

っかりあり方検討、経営の再構築の見直しをす

るということでありました。輸送密度に関して

は、島原鉄道はまだ1,000を超えていますが、松
浦鉄道は700～800ぐらいでございます。大変厳
しい状況、民間の鉄道会社、そして、第3セク
ターであるという経営の違いはあるけれども、

先ほど申し上げたように、債務超過に転落する

可能性があります。佐世保市が、今、事務局を

担っていますが、沿線の市町も多い、そして、

佐賀県にもまたがる、この松浦鉄道であります。

県は、もっと今まで以上に、主体的に、法律

の中でもしっかりと県の役割として明記もされ

てきておりますし、前向きに取り組んでもらい

たいと思いますが、決意のほどを簡単で結構で

ございますので、部長、お願いいたします。

○副議長（山本由夫君） 地域振興部長。

○地域振興部長（小川雅純君） 今、ご指摘いた

だきましたように、私どもとしても、佐世保市

とまずは十分に話をいたしまして、構成員であ

ります佐賀県とも協議を進めて、一緒になって

ここは進めていきたいと考えております。

○副議長（山本由夫君） 山田議員―38番。
○３８番（山田朋子君） ぜひとも、地域の交通

の維持に向けて、全力で取り組んでいただきた

いと思います。

3、長崎を担う人材の育成・確保について。
（1）半導体・情報・航空機関連産業などの

成長分野への人材確保について。

本県が将来にわたり発展していくためには、

若者に魅力ある雇用を生み出す、成長分野の産

業振興が非常に重要であると考えております。

特に、最近では、ソニーや京セラなどの半導

体分野での規模拡大や、ＩＴ企業や航空機エン

ジン工場の企業誘致などにより、魅力のある雇

用が生み出されている一方で、今後の成長に必

要な人材の確保が重要になってくると考えてお

ります。

そこで、今後も必要な人材を確保していくた

めに、県としてはどのように取り組んでいくの

か、お尋ねをいたします。

○副議長（山本由夫君） 産業労働部政策監。

○産業労働部政策監（宮地智弘君）半導体関連

については、ながさき半導体ネットワークにお
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いて具体的な取組を進めており、去る5月には、
長崎工業高校で実習見学や、企業と学校との意

見交換を行ったほか、9月には、学生と企業が
交流する技術イベントを開催予定であります。

また、情報関連については、県内外から人材

を確保するため、「オンライン転職フェア」を

開催するほか、企業での体験就労を通した正規

雇用への支援を新たに実施することといたして

おります。

さらに、航空機関連については、航空学科を

有する県外大学での企業セミナーを開催し、採

用につながった事例も出てきております。

今後とも、成長分野の人材確保に向け、産学

官連携で取り組んでまいります。

○副議長（山本由夫君） 山田議員―38番。
○３８番（山田朋子君） 各分野において、県が

取り組まれていることは理解をいたしました。

現在、九州では、熊本をはじめ、各地域での

人材の獲得競争が激しくなっているとお聞きし

ております。県内の産業人材の確保に引き続き

取り組んでいただきたいとお願いを申し上げま

す。

（2）デジタル人材の育成による県内企業の
ＤＸ推進について。

近年、私たちの生活においても、飲食店にお

けるタブレットでの注文や、スーパーマーケッ

トなどのセルフレジ化など、身近なところでデ

ジタルを活用した効率化、省力化が進んでいま

す。

そうした中、人口減少の進展やアフターコロ

ナによる経済活動の再開により、全国的に人手

不足が深刻化していることから、その解決策と

してＤＸによる業務の効率化を進めることは、

ますます重要になっていると考えております。

県内企業のＤＸを推進するためには、幅広い

業種の中小企業において、デジタルを活用でき

る人材を育成していくことが重要であると考え

ていますが、県の考えと取組について伺います。

○副議長（山本由夫君） 産業労働部長。

○産業労働部長（松尾誠司君）県内企業が抱え

る人手不足等の課題解決の手段としてＤＸの推

進が有効であることから、県としても、様々な

企業においてデジタル人材の育成を進めること

が重要と考えております。

そのため、経営者や現場リーダーを対象とし

たＤＸセミナーの開催や、専門家による相談窓

口の設置などに取り組んでおり、県内企業にお

いてもデジタル化による事務処理の効率化を図

り、人員等の経営資源を顧客対応に集中させ、

大幅な業績向上を実現するなど、具体的な優良

事例も創出されております。

今年度は、新たにデジタル機器等の導入と、

それを活用する人材の育成を同時に支援するこ

ととしており、引き続き、県内企業のＤＸやデ

ジタル化を推進してまいります。

○副議長（山本由夫君） 山田議員―38番。
○３８番（山田朋子君） （3）農業の担い手対
策について。

昨年、国においては、人口減少下における農

業の担い手の確保についての議論が行われ、今

後、20年間の間で全国の基幹的農業従事者数は、
現在の約120万人から、4分の1に当たる30万人
まで激減する可能性があると示されたところで

あります。

一方、全国よりも高齢化の進行が早い本県に

おいては、より深刻な問題であり、今後、本県

農業の担い手が著しく減少した場合、産地の維

持に支障を生じ、農業生産の縮小につながるこ
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とが懸念されます。

このことから、本県農業を支える担い手の確

保は、緊急かつ重要な課題であると考えますが、

これを県はどのように捉え、どのような対策を

図るのか、伺います。

○副議長（山本由夫君） 知事。

○知事（大石賢吾君） 本県におきましても、農

業者数が減少すると見込まれておりますので、

担い手の確保は、議員おっしゃるとおり重要な

課題と認識してございます。

本県農業生産に必要な認定農業者5,500経営
体を維持するために、新規自営就農者を毎年

313人確保していくこととしてございます。多
くの職業の中で、農業が若者から選ばれるため

には、まず、農業が快適でもうかる職業となる

ことが重要でございます。

生産基盤整備やスマート技術の導入等で所得

向上を図るとともに、農業を志す県内外の若者

への成功事例の発信や、移住就農者向け園芸リ

ースハウス整備などについて、市町や関係団体

とも取り組んでいきたいと考えております。

○副議長（山本由夫君） 山田議員―38番。
○３８番（山田朋子君） 今、知事から、毎年、

313人確保していかないといけないというご答
弁いただきました。そういった中で、現状にお

いてはほど遠いというふうに思っております。

この新たに農業に従事いただける方の確保に向

けて、今ある手だてだけでは不十分だから増え

ない部分があると思っております。さらに、し

っかりと取組を進めていただきたいことをお願

い申し上げます。

（4）本県のみかん産地の振興について。
①水田でのみかん栽培の取組について。

先ほど、担い手確保についての答弁をいただ

きました。私の地元、県北地域では、みかん栽

培が盛んで、日本でも有数の産地でありますが、

こうした産地においても、みかん農家の高齢化

は進んでおり、高齢のみかん農家では、後継者

がいないケースが多いと感じております。

県内のみかん産地は、針尾や伊木力など、傾

斜地が多い印象がありますが、作業性の悪さが

後継者の少ない一因とはなっていないでしょう

か。こうした傾斜地でのみかん栽培から、作り

やすい平坦地、特に、水田でのみかん栽培に転

換していく必要があると考えますが、県はどの

ように考えているのか、伺います。

○副議長（山本由夫君） 農林部長。

○農林部長（綾香直芳君）本県のみかん産地は、

急傾斜地での栽培が多く、未来につなぐみかん

産地を育成していくためには、機械が入りやす

く、省力化が可能な水田を含む平坦地での栽培

面積の拡大が必要と考えております。

一方で、水田でのみかん栽培は、土の中の水

分量が多く、糖度が上がりにくいという課題が

あることから、排水性を向上させたうえで、根

域を制限するなど、新たな栽培技術の導入が必

要となります。

そのため、昨年度、新たな栽培技術について

の現地実証圃場を佐世保市に設置し、生産者や

関係機関とともに、高品質化や収益性などにつ

いての検討を開始したところでございます。

○副議長（山本由夫君） 山田議員―38番。
○３８番（山田朋子君）②みかんの高単価販売

に向けた取組について。

県では、高単価でのみかん販売を実現するた

めにどのような取組を考えているのか、お尋ね

いたします。

○副議長（山本由夫君） 農林部長。
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○農林部長（綾香直芳君）本県のみかんの販売

時期は、10月から12月までの出荷が主体であり、
さらに高単価での販売を実現するためには、全

国的に出荷量が減り、単価が高い1月から2月の
出荷量を増やす必要があり、実際に大消費地の

市場においても、年明け出荷のニーズが高まっ

ております。

そのため、現在、貯蔵温度や湿度、果実の呼

吸量などをＡＩ制御することで、みかんの長期

貯蔵が可能となるスマート貯蔵システムの実証

試験を、ＪＡ等が佐世保市と長与町において開

始しているところであり、今後、産地において、

本格導入に向けた協議を進めていきたいと考え

ております。

○副議長（山本由夫君） 山田議員―38番。
○３８番（山田朋子君） ぜひ、貯蔵技術の向上

に向けて、高単価で販売ができる取組をお願い

したいと思っております。

また一方、地元が一生懸命おいしいみかんを

作っていただいても、2024年の物流の問題があ
ります。これで、全国的には3割、4割、もう品
物が乗らないんじゃないか、運べないんじゃな

いかというような予想もされているようであり

ますので、本県の農業産出額は1,500億円ぐらい
あるかと思いますが、こういったものに影響が

出ないように、先ほどのスマート農業とか、省

力化や効率化も図っていただいたうえで、しっ

かりとこういった手だてについても取組をいた

だきたい。せっかくおいしいものを作ってもら

っても、腐らせるようなことがないように、し

っかり出荷ができる取組もお願いしたいと思い

ます。

4、誰もが安心して生活できる長崎県につい
て。

（1）パートナーシップ制度の導入について。
性の多様性を認め合い、性的指向や性自認に

かかわらず、ありのままの姿で、望む形で社会

活動ができるようにパートナーシップ制度の導

入が進められており、最近では、市町のみでは

なく、都道府県での導入が増えてきております。

九州では、福岡県と佐賀県で導入をされてお

り、全国では、既に12都府県で導入が進んでお
ります。

実際、生きづらさを感じておられる方々がい

る中で、パートナーシップ制度を県において導

入することは、性の多様性を認め合う社会の実

現に向けて有効な手段と考えますが、県におい

ては、今まで、長い間、パートナーシップ制度

について、様々な検討を行っていると認識をし

ていますが、県・市町連携会議の議題に取り上

げるなど、県下の市町の全首長に働きかけ、県

での制度導入を進めるべきと考えますが、知事

の考えを伺います。

○副議長（山本由夫君） 知事。

○知事（大石賢吾君） 私は、県民が多様な性を

理解し、互いに認め合い、また、誰もが自分ら

しく暮らせるまちづくりを目指したいと考えて

ございます。

パートナーシップ制度は、導入の検討過程や

導入後において、性の多様性の理解を深めるた

めに寄与するものと考えてございます。

現在、市町や関係団体等からの意見聴取や先

進自治体の情報等を収集し、丁寧に課題の整理

を進めています。

制度を導入した場合に、公営住宅入居などの

行政サービス提供が期待される市町の意見とし

て、提供する市町のサービスにばらつきが生じ

ない方がよいとの考えが多い一方で、市町独自
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の導入検討は進んでいない状況にあります。い

まだ検討すべき課題が残されているという認識

がございます。

今後、議員ご指摘のように、県・市町連携会

議の議題に取り上げるなど、さらに市町等との

意見交換を行って、丁寧に課題整理を進めなが

ら、制度導入の方向性の検討を深めていきたい

と思います。

○副議長（山本由夫君） 山田議員―38番。
○３８番（山田朋子君）この問題でありますが、

実は、なかなかパートナーシップ制度が進んで

いないところにおいては、本人たちが望む形で

ない養子縁組等を行い、ともに生活をしている

方々がいらっしゃいます。私は、こういった形

はあるべき姿ではないと思っております。

本来であれば、このパートナーシップ制度が

導入をされ、家族として、普通に一般的に暮ら

せること、そういった環境をつくるため、市町

では導入が進んでないということでありますが、

市町が行うことは公営住宅のことのみではない

かと私は今思っているところであります。

もう法律もできる予定であります。ＬＧＢＴ

法案については、今月13日に衆議院本会議で可
決され、16日の参議院本会議において可決、成
立する見込みとなっております。

同法案においては、第7条で「都道府県は、
国の定めた基本方針のもと都道府県計画を策定

すること」とされ、「市町村は、都道府県計画

を勘案のもと市町村計画を策定する」とされて

おります。同法の理念に基づき、雇用や教育な

ど、多岐の分野にわたる差別の解消に向けて、

関係者などの意見も含め、都道府県計画の策定

に取り組む必要があると考えますが、どのよう

な考えのもと、計画の策定に取り組んでいるの

か、策定時期も含めて、お尋ねをします。

○副議長（山本由夫君） 県民生活環境部長。

○県民生活環境部長（大安哲也君） 現在、議員

ご指摘のように、ＬＧＢＴ法案が国において審

議され、成立の見込みというお話もございまし

た。現在、その法案の中身について注視をし、

また、今後の対応につきましては、そこを見極

めながら対応をしっかりしていきたいというふ

うに考えております。

○副議長（山本由夫君） 山田議員―38番。
○３８番（山田朋子君） もう法律もできて、環

境は十分に整っていると思っております。しっ

かりと計画を策定するに当たっては、このパー

トナーシップの導入というものを、県が先頭に

立って取り組んでいただきたいことをお願い申

し上げます。

（2）佐世保市子ども発達センターへの支援
について。

運営費の補助について。

佐世保市にある子ども発達センターは、県北

地域の療育の拠点として、当該市はもとより、

周辺市町の療育必要児や、その家族などへの医

療及び在宅サービスを提供するなど、県北地区

において、県立こども医療福祉センターと同様

の役割を果たしています。そのセンターの役割

を理解いただき、整備費の一部を補助いただい

ていることには感謝を申し上げます。

発達障害にかかる受診者数は、令和4年度、
年間2,132人になりますが、このうち約11％は
佐世保市外からの患者となっております。

佐世保市では、医師を含めた医療専門職の確

保や人件費を含めた多大な経費などで、センタ

ーの運営は、今もなお大変厳しい状況にあり、

約1億円の事業費の赤字が出ており、単独での
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負担となっております。

佐世保市から要望が挙がっている事業費の一

部補助について、県に行っていただきたいと考

えますが、見解を求めます。

○副議長（山本由夫君） 福祉保健部長。

○福祉保健部長（寺原朋裕君）県としましては、

発達障害児療育体制にかかる県と市の役割分担

を踏まえ、佐世保市子ども発達センターの建設

費の一部を県で負担し、運営にかかる事業費に

ついては、市に担っていただくことを基本的な

考えとしております。

運営にかかる事業費については、設置者の負

担が基本であり、県からの財政支援については

難しいと考えております。

○副議長（山本由夫君） 山田議員―38番。
○３８番（山田朋子君） 今、障害児等療育支援

事業は、市外からの患者に対する経費が交付税

措置の対象となっています。

このことからも、中核市において担うのは福

祉部分の役割のみであり、診療にかかる部分は

中核市として担う役割ではないと私は考えてお

ります。

このことは、長崎市にありますハートセンタ

ーに対しても同様のことと私は思っております

ので、ぜひ県におかれましては、佐世保市子ど

も発達センター、そして、長崎市のハートセン

ターともに、県内の子どもたちの療育を担う施

設、赤字であります。そういったところへの助

成、これからも引き続き、検討をいただきたい

とお願いを申し上げます。

次に、発達障害の地域医療体制の整備につい

てであります。

県北地区における初診待ちの状況は、今、大

体6か月ぐらい待ちとなっております。医師は、

常勤医師2名で診察を行っております。そして、
県のこども医療福祉センターからは、月に一度

の医師派遣を継続的に行ってはいただいていま

す。

このような県北における医師確保や初診待ち

の課題について、どのような対策を考えている

のか、伺います。

○副議長（山本由夫君） 福祉保健部長。

○福祉保健部長（寺原朋裕君）県北地域の障害

児療育体制を確保するため、佐世保市子ども発

達センターへの小児科医の派遣については、県

こども医療福祉センターの診療体制が大変厳し

い状況にあっても、継続して行っているところ

です。

初診待ちの期間短縮に向けては、診療件数の

約6割を占める投薬のみの再診について、地域
の医療機関に担っていただけるよう、県から佐

世保市にも必要性をご説明し、連携しながら取

組を進めております。

また、県、佐世保市を含め、県内の発達障害

児専門医療機関においては、発達障害の重症度、

緊急度に応じて診察に優先順位をつけ、早期の

療育が必要と思われる子どもへの早期診療につ

なげております。引き続き、これらの取組を進

め、県内の発達障害児の診療体制の整備に努め

てまいります。

○副議長（山本由夫君） 山田議員―38番。
○３８番（山田朋子君） 次に、発達障害専門医

の不足について。

発達障害の診療ができる専門医が不足してい

る状況について、医師でもある知事は、どのよ

うに考え、対策を打つべきだと考えております

か。

○副議長（山本由夫君） 知事。
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○知事（大石賢吾君） 近年、発達障害に対する

認知の高まりから、専門医療機関における受診

者が増加している状況でございます。

さらなる発達障害専門医の確保は、大変重要

であると、まず考えてございます。

そのため、一人でも多くの医師に診療いただ

けるように、小児科医に対して発達障害研修プ

ログラムを実施しているほか、発達障害も含め

た児童精神分野を担う精神科医の育成にも取り

組んでございます。

また、小児科や精神科を標榜する医療機関に

対して、発達障害にかかる診療実態アンケート

を実施した結果、診療に前向きな医療機関は一

定数ございますので、診療に協力いただくため

の課題解決に向けて、県こども医療福祉センタ

ー等と協議を行っているところでございます。

専門医不足は、全国的な課題でもございます。

発達障害の初診には、相当な診療時間を要する

ことがございますので、診療時間に見合った報

酬体系の見直し等を、引き続き、国に要望して

まいりたいと考えています。

○副議長（山本由夫君） 山田議員―38番。
○３８番（山田朋子君） 知事においては、発達

障害にかかわらず、県下の全ての医師確保とい

うものが最大ミッションであるとは理解をして

おります。

佐々町は、町長自ら、長崎大学に何度も足を

運び、今までなかった専門医の派遣を、月に一

回していただいています。そして、今年からは

月2回になるようであります。
佐世保市長にも申し上げました。ぜひとも、

しっかりとトップとしてもお願いをする。そし

て、知事も、ぜひとも、この発達障害があるか

もしれない成長段階の子どもたちの6か月、長

崎においては一年と言われています初診待ち、

こういったものは本当に子どもたちにとって重

要でありますので、いち早く解決ができるよう

に、知事自身もさらに動いていただきたいとお

願いを申し上げます。

（3）ケアラー支援について。
①ヤングケアラー対策について。

私は、令和2年9月定例会において、ヤングケ
アラーの実態調査を要望し、令和3年度から学
校と市町で調査が実施されております。

そして、その調査結果によって、令和4年度
の調査では329人がヤングケアラーに該当する
という結果が出て、それぞれ市町への相談など、

必要な支援につないでいるところであります。

今回、こうした状況を踏まえ、ヤングケアラ

ーに対する県の認識、また、今後の取組につい

て、伺いたいと思います。

○副議長（山本由夫君） こども政策局長。

○こども政策局長（浦 亮治君）ヤングケアラ

ーについては、福祉や教育など、様々な分野の

関係者が連携のうえ、早期に発見し、必要な支

援につなげることが重要であると考えており、

県では、県民への周知・啓発や、各分野で支援

を担う人材の育成に取り組んでいるところでご

ざいます。

今年度におきましては、ケアラー支援に関す

る推進計画を新たに策定することとしており、

県内の小・中学生、高校生約3万人を対象に、
より詳細な調査を実施することとしております。

今後、こうした調査結果を踏まえ、県民の皆

様や有識者等にご意見をお伺いしながら、計画

策定に取り組み、より実効性のある施策につな

げてまいります。

○副議長（山本由夫君） 山田議員―38番。
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○３８番（山田朋子君）②ケアラー実態調査に

ついて。

今年4月、「長崎県ケアラー支援条例」が施
行されました。

県においては、この条例の基本理念に基づき、

今後の施策を検討するため、まずは今年度、こ

うした様々な境遇に置かれたケアラーに対して

実態調査を行われるとお聞きしております。

ケアラーの方々に本当に必要とされ、かつ行

政としての効果的な施策を行っていくためには、

まず、その実態を把握することが必要であると

思っております。

調査に当たっては、日々お世話をされている

ケアラーの方々のご負担にも十分配慮をする必

要があると考えております。

そこで、県は、今回の実態調査をどのように

行おうとしているのか、また、調査結果を受け、

今後、どのようなスケジュールで施策を検討さ

れていくのか、お尋ねをいたします。

○副議長（山本由夫君） 福祉保健部長。

○福祉保健部長（寺原朋裕君） 実態調査は、5
月に開催した有識者会議の議論や当事者のご意

見も踏まえた内容としており、ケアを受けてい

る方や、そのご家族等に普段から接している居

宅介護支援事業所などのご協力をいただき、約

2,000名のケアラー当事者に調査票を配布する
予定です。

配布に当たっては、ケアラーの多様な実態が

把握できるよう、年齢層や就労の状況など、対

象者抽出の調整を行うほか、ケアラーの方の負

担が軽減されるよう、協力事業所に対し、回答

の記入や提出へのサポートをお願いすることと

しております。

可能な限り多くの実態を把握するため、7割

程度の回収を目標として、8月まで調査を実施
し、その結果や有識者会議等のご意見を踏まえ、

ケアラー支援推進計画を今年度中に策定するこ

ととしております。

計画策定後、具体的な施策を速やかに推進で

きるよう、現在、市町や支援事業所と条例の理

念や先例事例の共有を図っているところです。

○副議長（山本由夫君） 山田議員―38番。
○３８番（山田朋子君） ぜひとも、早期の実現

に向けて取組をお願いいたします。

（4）予期せぬ妊娠の対応について。
①予期せぬ妊娠の相談対応について。

先日、長崎市の下水処理場から赤ちゃんの遺

体が発見されるという痛ましい事件が起こりま

した。予期せぬ妊娠に戸惑い、悩みながらも、

誰にも相談することができず、産婦人科医にも

かかることができず、出産に至ってしまったの

ではないかと胸を痛めております。

このような事件を未然に防ぐためには、予期

せぬ妊娠で困った時に、周囲に妊娠を告げられ

ずに悩む妊婦の方が孤立しないように、安心し

て相談できる体制が必要だと考えておりますが、

本県ではどのような取組を行っているのか、伺

います。

○副議長（山本由夫君） こども政策局長。

○こども政策局長（浦 亮治君） 本県では、県

立保健所に設置しております「性と健康の相談

センター」及び妊娠や不妊などの悩みに対応す

る「妊活ＬＩＮＥ」による相談対応に加えまし

て、令和2年度には新たに妊娠に特化した相談
窓口として、「にんしんＳＯＳ」を設置してお

ります。

この「にんしんＳＯＳ」では、対面や電話の

ほか、ＬＩＮＥでも相談を受け付けており、相
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談者が相談しやすい環境づくりに努めていると

ころでございます。

また、保健師の資格を持った相談員が助言等

を行う体制となっているほか、相談内容に応じ

て市町等につなぐなど、関係機関とも連携しな

がら必要な支援に取り組んでいるところでござ

います。

○副議長（山本由夫君） 山田議員―38番。
○３８番（山田朋子君） 次に、これまでの「に

んしんＳＯＳ」の相談実績と、広く知っていた

だくために、今後、どのように取り組んでいく

のか、伺います。

○副議長（山本由夫君） こども政策局長。

○こども政策局長（浦 亮治君） 「にんしん

ＳＯＳ」の相談実績については、設置初年度の

令和2年度、これは7月からではありますが、171
件、令和3年度が1,042件、そして、昨年度が
1,620件と大幅に増加してきており、一定、周知
は図られているものというふうに考えておりま

す。

県では、これまでも、各種広報媒体を通じた

周知に取り組むほか、委託先と連携し、高校や

医療機関など、関係団体に出向き、相談窓口の

周知を図ってきたところでございます。

今後とも、妊娠の不安や悩みを抱えた方を孤

立させることなく、適切な支援につなげること

ができるよう、広報の充実、強化やＮＰＯ等を

通じたきめ細かな周知活動等に努めてまいりた

いというふうに考えております。

○副議長（山本由夫君） 山田議員―38番。
○３８番（山田朋子君） 長崎県で、年間に新た

に生まれてきてくれる赤ちゃんの数が大体

8,000人ぐらいです。そのことから、この1,000
件、令和4年でいうと1,620件、それだけ問題を

抱えている、不安が多くある妊婦さんが多くい

るということであります。ある程度周知は進ん

でいるかもしれませんが、やはり多くの妊婦さ

んがそういった課題を抱える中、9か月という
妊娠期間を過ごされています。もっとそういっ

た方々に届くような相談体制、支援をお願いし

たいと思っております。

（5）児童養護施設退所後の若者支援につい
て。

児童養護施設を退所してから、仕事を辞めた

り、学校を中退したり、生活や将来のことで不

安を抱えている退所後の若者が、本県には多く

います。そういった方々に対し、他県では、先

んじて国の事業を活用し、退所後の支援を行っ

ていますが、本県においては、今後、どのよう

な支援を行っていくのか、伺います。

○副議長（山本由夫君） こども政策局長。

○こども政策局長（浦 亮治君）児童養護施設

等を退所した児童の中には、退所後も引き続き

支援を必要とする方がいらっしゃることから、

県においては、住居費や生活費を一定の期間支

援するなど、自立に向けた支援に取り組んでい

るところでございます。

本年度からは、支援のための計画策定等を担

う支援コーディネーターと、日常生活や就職活

動等をサポートする「生活相談支援員」を新た

に配置することとし、現在、その準備を進めて

いるところでございます。

今後とも、退所した児童が安定した社会生活

を送ることができるよう、退所後においても切

れ目のない、寄り添った支援に努めてまいりた

いというふうに考えております。

○副議長（山本由夫君） 山田議員―38番。
○３８番（山田朋子君）5、教育行政について。
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（1）ＡＩドリル等のサービスの導入につい
て。

令和5年度に実施される学習データ活用によ
る個別具体的な学びの推進事業において、ＡＩ

機能を掲載したデジタルドリル等のサービスの

一部を、県立高校に公費で導入するとお聞きし

ております。

そこで、この事業の取組概要と次年度以降の

サービスの利用を継続する場合の費用負担、保

護者の負担等について、お尋ねをしたいと思い

ます。

○副議長（山本由夫君） 教育委員会教育長。

○教育委員会教育長（中﨑謙司君） 本事業は、

県立高校がＡＩドリルの実証研究ということで、

18の指定校と11の教材を使用することとして
おります。

来年度以降、導入する場合については、教科

書や参考書と同様、保護者負担が基本となるも

のと考えております。

○副議長（山本由夫君） 山田議員―38番。
○３８番（山田朋子君） （2）休日の部活動の
地域移行について。

このＡＩドリルの保護者負担同様に、新たに

地域移行をすることによって、保護者負担が生

じている状況があります。そして、本年は、モ

デル事業で6か所新たに行うようでありますの
で、各地区において、保護者負担がないように

お取組をお願いしたいと思います。答弁をお願

いします。

○副議長（山本由夫君） 教育委員会教育長。

○教育委員会教育長（中﨑謙司君）各市町にお

いてもいろいろ工夫しながら、負担ができるだ

け生じないような取組を行うということで聞い

ております。

○副議長（山本由夫君） 山田議員―38番。
○３８番（山田朋子君） 保護者負担と、新たに

県内全域で、その地域移行を担う人材確保も大

きな課題でありますので、そのあたりも併せて

お願いをしたいと思います。

以上で、終わります。（拍手）

○副議長（山本由夫君） 本日の会議は、これに

て終了いたします。

明日は、定刻より本会議を開き、一般質問を

続行いたします。

本日は、これをもって散会いたします。

― 午後 ３時４７分 散会 ―
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文化観光国際部政策監 伊 達 良 弘 君

産業労働部政策監 宮 地 智 弘 君

教育委員会教育長 中 﨑 謙 司 君
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人事委員会事務局長
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議会事務局職員出席者
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次長兼総務課長 藤 田 昌 三 君
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― 午前１０時 ０分 開議 ―

〇議長（徳永達也君） おはようございます。

ただいまから、本日の会議を開きます。

これより、昨日に引き続き、一般質問を行い

ます。

千住議員─15番。
〇１５番（千住良治君）（拍手）〔登壇〕 皆さ

ん、おはようございます。

議席番号15番、自由民主党、諫早市選出、「“い
さはや愛”が原動力！！」、千住良治でござい

ます。

今回、貴重な一般質問の機会をいただきまし

て、先輩議員の皆様方には大変感謝いたしてお

ります。ありがとうございます。

また、本日、傍聴にお越しいただきました皆

様、また、画面を通じて、ご覧いただいている

方々、ありがとうございます。

一昨年4月に多くの皆様にお力添えをいただ
き、この県議会に送り出していただきまして2
年がたちまして、今議会が2期目のスタートと
なります。

コロナ禍であった2年間とは異なり、ようや
く社会活動が制限なく再開され、まちにもよう

やく活気と笑顔が戻りつつあることを感じてお

ります。

しかしながら、一方、我が国において、そし

て、この長崎県においては、少子・高齢化が進

み、先行きに不安を感じておられる方々も多く

おられます。私たちは、次世代へと明るい未来

をつないでいくためにも、目を背けることなく、

しっかりと向き合っていかなければなりません。

県民の皆様の負託と信頼に全力でお応えしてい

く覚悟でございますので、どうぞよろしくお願

いしたいと思います。

それでは、議長にお許しをいただきましたの

で、通告に従いまして、一問一答方式にて進め

させていただきます。今回で4回目の一般質問
となります。これまでなかなか思うようにはい

っておりませんが、本日の一般質問2日目は、
若手4人の登壇でございます。トップバッター
といたしまして精いっぱい務めさせていただき

ます。勢いをつけるためにも、一歩進んだ答弁

を期待しておりますので、知事、教育委員会教

育長、関係部局長、人事委員会委員長、警察本

部長の皆様、どうぞよろしくお願いしたいと思
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います。

1、県内の人材育成・人材確保について。
日本は、世界的に見ても少子・高齢化が急速

に進んでいる国の一つであります。厚生労働省

のデータによりますと、2020年時点での日本の
総人口は1億2,615万人、2055年には1億人を切
り、9,744万人まで落ち込むと予測されておりま
す。50年後の2070年には8,700万人まで減少す
ると言われております。

それに伴い、日本社会を支えていく生産年齢

人口、15歳から64歳は1995年をピークに、総人
口も2008年をピークに減少に転じております。
この傾向は、今後、ますます顕著となるため、

様々な問題も出てきております。

その一つに、様々な産業において人手不足が

起こっております。企業において、人手不足と

は、業務を行ううえで必要な人材が集まらず、

業務に支障が出ているような状態を指すわけで

すけれども、人手不足に陥る企業の割合は年々

増加しており、コロナ禍以降に顕著化している

と言われております。

特に、長崎県においては、少子・高齢化に加

え、人口の社会減も大きな課題となっておりま

す。

また、人手不足の要因の一つとされる需要と

供給が合っていないことも要因の一つではない

かと言われております。

ある業種では、人手が余る状況にある一方、

建設業をはじめとし、様々な業界においては、

慢性的な人材不足が続いているともお聞きして

おります。

（1）産業人材の育成・確保について。
①ＩＲ開業に向けた人材の需要と供給におけ

る計画について。

現在、ＩＲ事業に関しましては、県は国に対

し、区域認定獲得のため申請を上げているとこ

ろですが、区域認定を受けることができ、ＩＲ

開業となれば新たな雇用が生まれ、地域経済に

対する効果を大きく期待しているところです。

しかしながら、多くの業界において人手不足

が言われている中で、ＩＲにおける人材確保計

画と供給の見通しについて、お尋ねいたします。

以降の質問は、対面演壇席にて行います。

〇議長（徳永達也君） 企画部長。

〇企画部長（早稲田智仁君）国へ提出しました

区域整備計画では、ＩＲ区域内における雇用者

数は、約1万人を予定しております。
本計画では、国際観光人材をはじめとした幅

広い人材の確保・育成が重要であるとの認識の

下、取組方針を定めております。

具体的には、ＩＲ事業者と地域の大学等が連

携し、専門性の高いＩＲ産業教育プログラム等

の実施を計画しているほか、大学や労働局との

協定に基づく県内定着促進や、ＵＩＪターン就

職の促進、留学生との交流等による外国人材の

就職、定着支援など、県やＩＲ事業者が教育機

関等と連携する取組を計画しております。

〇議長（徳永達也君） 千住議員─15番。
〇１５番（千住良治君） 様々、産学官が協力し

ながら、人材の確保・育成に努めていただけた

らと思っております。区域認定を受けることを

願っております。

県内では、様々な業種の企業誘致を行ってお

ります。今年4月に長崎県と諫早市は、京セラ
と諫早南産業団地に新工場を建設する立地協定

を結びました。新工場においては、2028年度ま
でに約500人を雇用し、将来的には1,000人を雇
用する計画だとお聞きしております。従業員の

多くは、地元から採用するともお聞きしており

ます。
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また、一般的には、さらに関連企業の雇用ま

で考えると、2倍、3倍の雇用が生まれると聞い
ております。そうすると、さらなる人材の確保

が必要になるわけです。

そこで、お聞きします。

②半導体関連企業の誘致における県の取組に

ついて。

多くの人材の雇用を満たすためには、人材育

成はもちろん、人材の確保も必要となります。

そのためには全庁挙げての取組が必要であると

考えます。

昨日、新聞にも載っておりましたが、今後、

島原でも期待されております半導体関連企業の

進出に対しまして、どのように県として取り組

まれているのか、お尋ねします。

〇議長（徳永達也君） 産業労働部長。

〇産業労働部長（松尾誠司君）半導体関連産業

については、九州を中心に投資増強の動きが続

いており、本県においても、京セラの諫早市へ

の工場立地のほか、ソニーグループの工場増設

など、投資の動きが活発化しております。

こうした動きに伴い、人材育成・確保をはじ

め、工業用水などのインフラ整備や、県内サプ

ライチェーンの強化、通勤・渋滞対策など、多

岐にわたる課題解決に向け、4月に土木部や教
育庁など関係部局で構成する「庁内プロジェク

ト本部」を立ち上げたところであります。

特に、人材育成・確保につきましては、我が

国を代表する大手企業の立地をチャンスと捉え、

これまで県外に就職しておられました工業高校

生に県内就職への意識を高めていただくととも

に、県外からの人材確保にもつなげてまいりま

す。

今後とも、半導体関連産業のさらなる振興に

向け、部局横断的な取組を進めるとともに、関

係市町とも連携して取り組んでまいります。

〇議長（徳永達也君） 千住議員─15番。
〇１５番（千住良治君）県が組織横断的な取組

をされているということは、わかりました。

③各市町における企業誘致に伴う県立高校の

産業人材の育成について。

今、各市町が企業誘致をするに当たり企業か

ら選ばれるためには、それぞれの地形や立地条

件もあるわけですけれども、人材の確保も大き

な要因の一つであると思います。

誘致をする企業が求める人材と、地元の高校、

大学との教育内容とのマッチングが必要ではな

いかと思っております。

京セラをはじめソニーなど半導体関連の需要

を背景に、長崎県においては、半導体関連の雇

用の増加が今後も考えられます。

そこで、お聞きします。

今後の県立高校における産業人材育成につい

て、県はどのように取り組もうと考えられてい

るのか、お聞きします。

〇議長（徳永達也君） 教育委員会教育長。

〇教育委員会教育長（中﨑謙司君） 現在、産業

人材の育成につきましては、産業界と連携しま

して、インターンシップや先端技術を活用した

実習を行いましたり、あるいは教員を先端企業

に派遣したりすることで、地域の産業の動向に

も対応した教育の充実に努めているところでご

ざいます。

今後、本県の産業構造が大きく変化しまして、

成長分野の企業進出が期待される中、設計、製

造、デジタル分野等における専門性の高い人材

を大学や企業等の協力を得ながら育成していく

ことが、ますます重要になってくると考えてお

ります。

そのため、産業労働部や産業界等と、今後、
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より一層連携を深めながら、例えば、今ご指摘

にありました半導体製造に関わる技術者を養成

するために、工業高校におきまして、半導体の

基礎から応用、製造方法までを総合的に学習で

きます新たな科目の開設を検討するなど、時代

のニーズに即しました人材の育成に努めてまい

りたいと考えております。

〇議長（徳永達也君） 千住議員─15番。
〇１５番（千住良治君）各市町における人材育

成について、今答弁がありました高校教育の新

たな教科といいますか、学科といいますか、そ

ういうことについて私はずっと思っているんで

すけれども、諫早に工業科があったらいいなと、

実際、地元に求められる人材を育成するために

は、今、答弁があったような新しい学科をつく

ってもらえればと思っております。

昨年行われました鹿町工業高校のドローンス

クールというのは、地元の人材育成に非常に大

きな意味を果たすんじゃないかなというように

思っております。

各市町は、それぞれ生き残りをかけての自治

体運営をされております。人口の流出を防ぐた

めには、企業誘致は大きな成果をもたらすわけ

でありまして、もちろん、長崎県においても存

続をかけて、今、取組がなされております。

21市町が成り立っていかないと県も成り立
たないわけですから、ぜひとも21市町の将来の
ビジョンを共有しながら、人材育成に取り組ん

でいただきたいと思っております。教育委員会

教育長、ぜひよろしくお願いしたいと思います。

強い要望といたしまして、次の質問に移りま

す。

④住環境整備における都市計画（市街化調整

区域）の変更について。

企業誘致に伴い、人材の確保は、重要なポイ

ントとなるわけですけれども、人材を確保した

後、その方々の住環境整備も大変重要になるか

と思います。

今回、諫早南産業団地に京セラの進出が決ま

り、多くの雇用が生まれることとなります。当

然、周辺の住環境整備が必要になります。

しかしながら、周辺は市街化調整区域である

ため、市街化調整区域の都市計画変更を行う必

要があると思いますが、その市街化調整区域の

都市計画の変更は、県に権限があります。

都市計画の変更に対する県の見解と、変更す

る場合、どのような手続が必要となるのか、お

聞きします。

〇議長（徳永達也君） 土木部長。

〇土木部長（奥田秀樹君） 長崎県としては、南

諫早産業団地に立地する企業のための住宅の確

保は、大きな課題であると認識しており、諫早

市や立地企業の意見もお聞きしながら、住宅市

街地の開発も含め、具体的な方策を検討する必

要があると考えています。

まずは、既成市街地や都市計画で市街化を図

ることとしている市街化区域において、住まい

の確保を進める必要がありますが、郊外部にお

ける住宅市街地の開発の手続としては、市街化

区域への編入と、市街化調整区域における地区

計画があります。

市街化区域への編入は、県決定の都市計画で

あり、現在、区域の定期見直しの手続を進めて

います。

しかし、諫早市を含む長崎都市計画区域につ

いては、将来人口が減少する見通しであること

から、新たな住宅地の開発のために市街化区域

を拡大することは難しい状況です。

一方、市街化調整区域における地区計画につ

いては、計画的なまちづくりの観点から、諫早
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市が都市計画決定することにより、住宅地の開

発が可能となります。

県としては、市や立地企業の意見を聞きなが

ら、住宅ニーズに的確に対応してまいります。

〇議長（徳永達也君） 千住議員─15番。
〇１５番（千住良治君）ぜひ地元の声も聞きな

がら、各市町としっかりとした連携を図って進

めていただけたらと思っておりますので、どう

ぞよろしくお願いいたします。

（2）教員の育成・確保について。
①教員の魅力アップへの取り組みについて。

先日、来年春採用の2024年県公立学校教員採
用試験の志望状況が発表されておりました。全

体の志願者数は約1,000人、採用予定者数506人
に対する志願倍率は2.0倍ということで過去最
低と、特に、小学校の志願倍率は1.2倍と、これ
も過去最低となっておりました。

優秀な人材を確保するために、各県採用試験

の時期や方法など工夫をされております。どの

県も志願者獲得のために大変苦労しているよう

に感じております。

しかしながら、今年は大学卒業の新卒の志願

者数は488人ということで、ここ5年で最多とな
ったということで明るい材料もあるかと思いま

す。

優秀な教員人材を確保するためには、試験の

内容や方法などにおける他県にはない取組に加

え、教員は魅力的で、教員になりたいと思って

いただけるような志願者数を増やすような仕組

みが、今後さらに重要になってくるかなと思っ

ております。

そこで、ご質問します。

教員の魅力アップへ県はどのように取り組ん

でいるのか、お聞きします。

〇議長（徳永達也君） 教育委員会教育長。

〇教育委員会教育長（中﨑謙司君） 今、お話が

ありましたように、教員採用試験の志願倍率が

低迷している中にありまして、多忙な教員の魅

力アップを図るために、今年度から「夏休み充

電宣言」に取り組んでまいりたいと考えており

ます。

この取組は、夏休み中におきます年休取得促

進と併せて、教員自身が主体的に取り組む研修

を柱としておりまして、現在、活用されていま

せん「承認研修」というものに着目しまして、

全国に先駆けまして自分磨きにつながるような

幅広い研修の受講を可能とするものでございま

す。

教員が、長期の休業期間を活用しまして心身

の休養を図り、自ら希望する研修を通しまして

自分を磨き、しっかりと充電した後に生き生き

と授業に取り組みますことは、子どもたちの成

長に還元できるだけでなく、また、そういった

先生、長崎で教員になりたいと希望する人を増

やすことにもつながっていくのではないかと考

えているところでございます。

〇議長（徳永達也君） 千住議員─15番。
〇１５番（千住良治君）「夏休み充電宣言」と

いうことで、年休の取得の増加とか、研修とい

うことで、自分磨きの時間ということで、私も

実際に教壇に立っていた頃、夏休みに自宅研修

というのがありまして、2学期以降の教材をつ
くる時間が非常によかったなと、今振り返れば

思っております。

実質、先生たちが遊んでいるんじゃないかと

いうような声もあって、なかなかそれが厳しく

なったわけですけれども、先生方は、そこで遊

んでいるわけじゃなくて、次の教材をしっかり

作っておられて研究されてますので、そういっ

たことを活かしてリフレッシュもしていただき
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ながら、次の学期に備えていただけたらと思っ

ております。

②教員確保における人材の掘り起こしについ

て。

教員の確保については、全国的な課題でもあ

るわけですけれども、新規採用だけでなく、現

在、講師の不足も大きな課題ではないかなと思

っております。産休、病休、退職などの代替教

員について、現在、長崎県においても不足して

いるとお聞きしております。

また、今後、中学校の部活動の地域移行も考

えますと、このままでは補充が追いつかないん

じゃないかなというふうに思っております。

今まで以上に教員免許を所持しておられる方

の人材の掘り起こしが必要じゃないかなと思う

わけですけれども、県として、この人材の掘り

起こしに関しまして、どのように考えているの

か、お聞きします。

〇議長（徳永達也君） 教育委員会教育長。

〇教育委員会教育長（中﨑謙司君）教員免許更

新制度が昨年7月に廃止されまして、免許が失
効された方でも簡単に再取得ができるようにな

りましたので、これを好機と捉えまして、スマ

ートフォンなどから簡単に登録できます「学校

スタッフマッチングシステム」を今年度新たに

構築することとしております。

併せまして、このシステムに登録された方に

対しましては、不安があると思いますので、学

校に勤める前にペーパーティーチャーセミナー

といったものを実施するなど、教壇に立つこと

への不安や、あるいは悩みに寄り添うサポート

体制の整備も進めまして、教員になりたいとい

うような人材を掘り起こしまして確保に努めて

まいりたいと考えております。

〇議長（徳永達也君） 千住議員─15番。

〇１５番（千住良治君） 今後、アナウンスが大

事になってくるかなと思いますので、そのあた

りもぜひお願いしたいと思います。

③県立大学における教員養成学部学科の創設

について。

どの県においても、教員の人材不足、人手不

足をお聞きします。そもそも教員につきまして

は、各都道府県の教育委員会が出す教員免許状

が必要なわけです。現在、多くの県においても、

採用者数より、県内で教員免許取得者数の方が

少ない状況にあるところも多く見受けられます。

需要と供給のバランスが崩れているんじゃない

かなというふうにも思います。

教壇に立つためには教員免許を取得していな

ければならないのですが、小学校教員免許と

中・高教員免許によって異なるわけですけれど

も、大学受験の際に免許が取得できる学部学科

が少ないように思います。そもそも教員免許状

を取得している方が少ないことも、人材不足の

大きな原因じゃないかなと思います。

社会性も兼ね備えた教員免許取得者数を増や

すことが、より質の高い教育環境をつくり出す

ものと思います。新たな世代、また、学び直し

によって教員免許を取得できる環境を広げる必

要があるのではないかなと思います。

そこで、県立大学に教員養成学部学科を創設

してはどうかと考えますが、いかがでしょうか。

〇議長（徳永達也君） 総務部長。

〇総務部長（大田 圭君） 現在、長崎県立大学

におきましては、本年度を初年度といたします

6年間の「第4期中期計画」に基づきまして、地
域産業の発展と持続可能な地域社会の形成を担

うリーダーとなる人材を育成するため、5学部9
学科で実践的教育の推進に取り組んでいる状況

でございます。
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今、ご提案いただきました県立大学に教員を

養成する学部学科を新設するということにつき

ましては、今後、ますます少子化の進展が想定

される中におきまして、必要とされる教員数が

どのように推移していくかといったことを見極

めつつ、財源の確保と併せまして慎重に検討し

ていく必要があるものというふうに考えており

ます。

〇議長（徳永達也君） 千住議員─15番。
〇１５番（千住良治君）教員免許を取れる学部

は、例えば文学部とか様々あるわけですけれど

も、実際、どの学部も単位をプラスして教員免

許学科を取らないといけませんので、大変厳し

いと思っておりますので、ぜひ検討をお願いし

たいと思っております。

（3）県職員の確保について。
①県職員の確保における取り組みについて。

先日、県内自治体の首長とお話をする機会が

ございまして、その中で、「職員を募集してい

るんですけれども、なかなか応募してくれない」

というお話も聞きました。様々な業種において

人材確保が難しくなっている現状にありまして、

実際の職員の確保もなかなか厳しい状況にある

のではないかと思います。

そこで、お聞きします。

優秀な職員を確保するために、県職員採用試

験の志願者数を増やすため、どのように取り組

んでいるのか、お聞きします。

〇議長（徳永達也君） 人事委員会委員長。

〇人事委員会委員（辻 良子君）職員採用試験

については、従前から大学卒業程度の行政職の

採用試験において、専門試験を課さない「特別

枠」を設け、法律や経済などを専攻していない

学生も受験しやすい試験とするなど、応募者数

の拡大に取り組んでまいりました。

令和3年度からは、「特別枠」の名称を「行
政Ｂ」に改め、民間企業が広く使用している

ＳＰＩの基礎能力検査を導入するとともに、試

験の実施と合格発表の時期を2か月程度早める
ことによって、民間企業を志望する学生にも、

より一層受験しやすい試験といたしました。

こうした試験手法を、令和4年度からは農業
等の技術職に、今年度からは教育事務にも拡大

するなど、受験者の確保に取り組んでいるとこ

ろであります。

今後、国や他の地方自治体、民間企業等との

人材獲得競争がさらに激しくなることが予想さ

れる中、本委員会といたしましても、能力実証

の観点に留意しつつ、受験者にとって、より受

験しやすい試験内容への変更など、採用試験の

手法の見直しについて任命権者とも協議しなが

ら進めてまいります。

〇議長（徳永達也君） 千住議員─15番。
〇１５番（千住良治君）②定年延長による採用

者数への影響について。

定年の引上げがはじまりまして、今後しばら

くは2年ごとに定年を迎える方がいない年度が
出てくるようです。年度によっては、採用に大

幅な増減が生じることとなれば、県職員を希望

する志願者にとってみれば不安材料となって、

志願そのものを敬遠する学生も出てくるのでは

ないかと危惧しております。

定年引上げを踏まえまして、今後、県職員採

用計画をどのように考えているのか、お聞きし

ます。

〇議長（徳永達也君） 総務部長。

〇総務部長（大田 圭君） 今、議員からご紹介

いただきましたとおり、制度完成までの間、令

和5年度から令和14年度までの期間におきまし
ては、職員の定年が2年ごとに1歳ずつ引き上げ



令和５年長崎県議会・６月定例会（６月１６日）

- 94 -

られるということになっておりますので、定年

退職者は一年置きにしか生じないこととなりま

す。結果といたしまして、新規採用者が年度に

よって大幅に変動する可能性が生じるという状

況にございます。

ただ、県といたしましては、毎年度の採用活

動の中におきまして、優秀な人材を安定的に確

保するという観点から、新規採用数の平準化を

図っていく必要があるというふうに考えており

ます。

このため、定年引上げとなる対象職員の勤務

の意思を把握するとともに、中期的な行政需要

も勘案しながら、毎年度の採用計画を定めてま

いりたいと考えております。

〇議長（徳永達也君） 千住議員─15番。
〇１５番（千住良治君） 民間企業においては、

既に人材の引き抜きがはじまっておりまして、

人材の確保が非常に難しくなってきているとい

うところもお聞きしますので、ぜひ魅力アップ

を図りながら、職員の確保もお願いしたいと思

います。

2、ドローンの活用について。
先ほど、人手不足のお話もさせていただきま

したが、このドローンは様々な業界で使用され

ておりまして、人手、時間、費用の削減にも大

いにつながっているものでございます。

一方、残念ながら、戦争兵器として利用され

ていることも事実でありますが、人々の暮らし

をよくするためのドローンであってほしいなと

思っているところでございます。

（1）航空法の改定に伴う取り組みについて。
①改正された内容について。

昨年12月に改正航空法が施行されたと認識
しております。その改正の内容をお聞きします。

〇議長（徳永達也君） 企画部長。

〇企画部長（早稲田智仁君） 令和4年12月の航
空法改正では、ドローンが有人地帯において、

補助者なしで目視外の飛行を行う、いわゆる「レ

ベル4飛行」を実現するため、国において大き
く3つの制度が設けられたところであります。
まず、1つ目としては、無人航空機の強度、

構造及び性能について検査を行い、機体の安全

性を確保する認証制度の創設であります。

2つ目としては、無人航空機を飛行させるた
めに必要な知識及び能力を有することを証明す

る資格制度、いわゆる操縦ライセンス制度の創

設であります。

3つ目としては、無人航空機を飛行させるた
めに必要な運航管理として、飛行計画の通報や

事故、重大インシデントの報告など、運航ルー

ルを定めたものであります。

こうした制度が整備されることにより、レベ

ル4の飛行が可能となっております。
〇議長（徳永達也君） 千住議員─15番。
〇１５番（千住良治君）②改正によるドローン

の活用の広がりについて。

その改正を受けまして、ドローンの活用の広

がりにつきまして、県はどのように考えている

のか、お聞きします。

〇議長（徳永達也君） 企画部長。

〇企画部長（早稲田智仁君） 離島・半島、中山

間地域などを多く有する本県においては、物流

や医療、防災など、地域課題の解決へ向けたド

ローンの活用は、有効な手法であると認識して

おります。

例えば、「レベル4飛行」では、ドローンを
活用して、市街地、山間部及び離島等への医薬

品、食料品などの配送や、災害時の救助活動や

救援物資の輸送、被害状況の確認。また、建設

現場等での測量や森林資源調査など、幅広い活



令和５年長崎県議会・６月定例会（６月１６日）

- 95 -

用が見込まれるところであります。

そのため県としましては、今後、「レベル4
飛行」が実現し、物流や防災、産業面など、多

様な分野で活用が進むことにより、利便性が高

い快適な社会が構築されていくものと受け止め

ております。

〇議長（徳永達也君） 千住議員─15番。
〇１５番（千住良治君）③警察におけるドロー

ンの活用の広がりについて。

昨年6月に施行された改正航空法の中で、規
制対象となるドローンが200グラム以上のもの
から100グラム以上のものに変更され、また、
登録制度が導入されております。

さらに、昨年12月に施行されました法改正で
は、有人地帯での補助なし目視外飛行を指す「レ

ベル4飛行」が可能となっております。
このような法改正やドローンの利用に関する

制度、手続については、あまり知られてないよ

うに思います。

そこで、ドローンに関する取締りの現状につ

いて、警察本部長にお聞きします。

〇議長（徳永達也君） 警察本部長。

〇警察本部長（中村 亮君）いわゆるドローン、

航空法の規定における無人航空機の飛行につき

ましては、一定の重量以上の無人航空機に係る

国土交通大臣の事前の登録、飛行する空域や飛

行の方法についての許可等が必要になります。

こうした航空法の規定に違反したことによっ

て、県内におきましては、平成27年12月から今
年の4月末までに5件、5名1法人を検挙しており
ます。

引き続き、無人航空機に係る航空法違反の取

締りについて適正に実施してまいります。

〇議長（徳永達也君） 千住議員─15番。
〇１５番（千住良治君） ④県民への周知、広報

活動について。

平成27年から取締りの事案もあったという
ことでございますが、県民の皆様にはあまり周

知がされてないように思います。

県として、どのように広報、周知をされてい

くのか、お聞きしたいと思います。

〇議長（徳永達也君） 企画部長。

〇企画部長（早稲田智仁君） 令和4年12月の航
空法改正の内容については、国土交通省におい

て、「無人航空機レベル4飛行ポータルサイト」
を公開し、機体認証及び無人航空機操縦者技能

証明、運航ルール等の詳細について情報発信し

ております。

県においては、県のホームページにおいて、

その関連情報を掲載するとともに、航空法改正

の内容にアクセスできるように周知、広報に努

めているところであります。

また、本年9月には、長崎市内において、国
と県の共同主催イベントである「ドローンサミ

ット」を開催することとしており、全国の関係

自治体をはじめ、県内外の関連事業者の皆様な

ど、多くの皆様に参加いただくよう計画してお

ります。

県としましては、この機会を活用し、本県で

のドローン活用の現状や、全国の先進事例のほ

か、法改正の内容についても広く周知を図って

まいりたいと考えております。

〇議長（徳永達也君） 千住議員─15番。
〇１５番（千住良治君）ありがとうございます。

今、ドローンサミットについてちょっとお話が

あったんですが、もうちょっとドローンサミッ

トの中身につきまして詳しくお聞かせください。

〇議長（徳永達也君） 企画部長。

〇企画部長（早稲田智仁君）「ドローンサミッ

ト」は、本年9月に国との共催により開催する
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ものであり、昨年の兵庫県での開催に続き、本

県が全国で2例目の開催となります。
その目的としては、持続的なビジネスモデル

の形成等に向けて、各地で展開されている実証

実験の取組を全国に発信することにより、自治

体間の連携を強化し、実証実験の一層の加速、

さらには、その先の社会実装につなげていくこ

となどであります。

また、主な内容としましては、有識者等によ

るセミナーや全国の関係自治体及びドローン関

係事業者による事例発表、パネルディスカッシ

ョン、ドローンのデモフライトなどを予定して

おります。

併せて、併催イベントである「ながさきデジ

タルＤＥＪＩ－ＭＡ産業メッセ2023」において、
県内外のドローン関係者による技術展示や商談

会等を実施する予定であります。

〇議長（徳永達也君） 千住議員─15番。
〇１５番（千住良治君）このドローンサミット

の開催が、ぜひドローンの先進県となるような

中身になってほしいなと思っておりますので、

どうぞよろしくお願いしたいと思います。

（2）ライセンス取得について。
①県内における取得環境について。

現在、ドローン操縦にはライセンスが必要で、

国家ライセンスと民間ライセンスがあるとお聞

きしております。

県内において、どの程度、そのライセンスを

取得できる施設があるか。また、どれくらい費

用がかかるのか、県は把握しているのか、お聞

きしたいと思います。

〇議長（徳永達也君） 企画部長。

〇企画部長（早稲田智仁君）本年6月1日現在、
ドローン操縦の講習を行う民間機関は、県内に

23の機関があり、技能認証を受けることができ

ます。

また、ドローン操縦の国家資格取得に必要な

要件を満たした登録講習機関は、5機関がある
状況であります。

一方、ドローン操縦ライセンスは、民間資格

と国家資格に分かれ、さらに、機体の種類や重

量、飛行時間帯、目視外の飛行などの区分によ

り分類されております。

操縦ライセンス費用は、このように様々なパ

ターンに応じて異なりますが、例えば、国家資

格を取得する場合については、ドローンスクー

ルにおいて、知識と技能を習得することが一般

的であり、その際の費用は、県内の登録講習機

関によれば、約25万円程度と伺っております。
〇議長（徳永達也君） 千住議員─15番。
〇１５番（千住良治君） （3）各分野での活用
について。

①農業分野における活用について。

先日、諫早市の小長井町でドローンによって

水田に種もみの空中散布を行っているところを

見学に行きました。もちろん、食用の種もみで

すけれども、鉄コーティングされた種もみを空

中散布するわけです。整備されてない、形の整

ってないようなところで空中散布をするわけで

すけれども、近所の方も見に来られておりまし

た。

その空中散布を見ておりますと、満遍なくま

くことができておりまして、昨年も通常の水田

と変わらない成長があったということをお聞き

しております。

農家の方は、これだと苗を育てなくてもいい

し、田植えもしなくていいと。農薬散布もでき

れば、あと5年、いや10年ぐらい、まだ農家を
続けられるかなというようなお声も実際聞いて

おります。
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高齢化が進んでいる中、ドローンを活用する

ことで、人、労力、時間など、大きく省力化が

図られるんじゃないかなと思っております。

そこで、お聞きします。

まず、ドローン活用における農業分野につい

ての利活用の広がりについて、お聞きします。

〇議長（徳永達也君） 農林部長。

〇農林部長（綾香直芳君）農業分野でのドロー

ンの活用については、水稲の農薬散布において、

通常の手散布に比べ、作業時間が10分の1に短
縮できることに加え、県内各地での実演会の開

催により、農業者の関心が高まったことで、令

和4年度の実施面積は1,988ヘクタールと、平成
30年の8倍以上に急速に拡大している状況です。
また、ドローンに適応した農薬の登録数が増

加したことで、麦やばれいしょ、ブロッコリー

などでも活用が進んできており、さらには、た

まねぎ、みかん、びわ等においても、普及に向

けた現地実証を進めております。

今後も、引き続き農薬散布での取組の拡大を

図るとともに、飼料作物での播種や施肥作業、

レタスやみかんでの画像解析による生育診断等

についても、技術の開発、実証を進め、農業分

野でのドローンの活用を推進してまいります。

〇議長（徳永達也君） 千住議員─15番。
〇１５番（千住良治君） 様々、面積も広がって

きて、今後、ますます広がっていくんじゃない

かなというふうに思っております。

②建設分野における活用について。

建設分野における利活用の広がりについて、

お聞きします。

〇議長（徳永達也君） 土木部長。

〇土木部長（奥田秀樹君） 県庁内の業務では、

災害時に被災現場へ近づけない箇所の調査や、

のり面や海上橋梁など、直接目視が困難な場所

における現場確認等においてドローンの活用を

行っています。

また、建設工事では、現場着手前や出来形管

理での測量に用いるとともに、その測量データ

を基に自動制御された建設機械によるＩＣＴ施

工が可能になるなど、活用が進んでいます。

ドローンの活用は、測量作業の大幅な縮減に

加え、ＩＣＴ施工による高精度かつ短期間の作

業が図られるなど、省力化や効率化に大きく寄

与することが確認されています。

また、橋梁点検など新たな技術も開発されて

いますので、これらの新技術を活用し、建設分

野における生産性の向上を図ってまいります。

〇議長（徳永達也君） 千住議員─15番。
〇１５番（千住良治君）③災害等の危機管理に

おける活用について。

危機管理における利活用について、お聞きし

ます。

〇議長（徳永達也君） 危機管理部長。

〇危機管理部長（今冨洋祐君）災害時において、

ドローンは行方不明者の捜索や被害状況の把握、

火災原因調査などに有効であることから、県警

や自衛隊、海上保安庁のほか、県内の6つの消
防本部が導入するとともに、7つの市がドロー
ン事業者と災害協定を締結しております。

また、県においても、大規模災害に備え、熊

本地震で活用実績のあった大手損害保険会社と

災害協定を締結しております。

今後とも、市町消防に対して、国の財政措置

やアドバイザー制度等の情報提供を行うなど、

利活用を推進してまいります。

〇議長（徳永達也君） 千住議員─15番。
〇１５番（千住良治君） 県においては、県外の

企業と災害協定を結んでいるということでした

けれども、災害発生時などにおいては、より迅
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速に対応するために、県内の企業や団体と協定

を結ぶべきじゃないかなと考えます。特に、災

害は1か所にとどまらず、多くの箇所で同時に
発生することが十分考えられるわけです。

県が複数の県内の民間企業などと災害協定を

結んではどうかと思いますが、いかがですか。

〇議長（徳永達也君） 危機管理部長。

〇危機管理部長（今冨洋祐君）県内のドローン

事業者を含め、複数の事業者と災害協定を締結

することにより、大規模災害発生時に、より迅

速かつ的確に対応することが可能となることか

ら、県内における事業者の活動状況等を踏まえ

つつ、締結に向けて検討を進めてまいります。

〇議長（徳永達也君） 千住議員─15番。
〇１５番（千住良治君）ぜひ民間業者とも協力

しながら、迅速に対応していただけたらと思っ

ております。

このドローンについては、新たな仕事とか、

新たな産業として活かせるんじゃないかなと思

っております。

ドローンは、例えば足に障害を持った方、あ

るいは体力に自身のない方、高年齢の方、ある

いは男女を問わず多くの方の新たな仕事につな

がるんじゃないかなというふうに思っているわ

けです。また、人材不足等にも有効じゃないか

なと思っております。

高校教育の中に入れたり、ライセンス取得に

係る補助があったりしたらいいんじゃないかな

と私は思っております。ぜひ多くの部で検討さ

れ、活用促進に向け積極的に取り組んでいただ

きますよう要望いたしまして、次の質問に移り

たいと思います。

3、部活動の地域移行について。
（1）県内の現状と今後の動きについて。
部活動の地域移行につきましては、これまで

何度も質問させていただきました。県において

は、令和7年度をめどに進めるということにさ
れておりましたけれども、地域によっては、ま

だまだ進んでいないところがあるようです。

運動部、文化部ともに、働き方改革だけじゃ

なく、子どもたちが貴重な3年間で大きな成長
をつくる環境づくりであることを第一に考えて

取り組まないといけないと思っております。

そこで、まずお聞きします。

①各市町の取り組み現状について。

先週、長崎市をはじめ、諫早市などにおいて

中学校総合体育大会が開催されておりました。

夏休みに入った7月下旬には県中総体が開催さ
れまして、クラブチームも参加できるようにな

っております。

現在、地域によっては、休日の地域移行を考

えながら、その一歩先をいったクラブチームづ

くりに入るというところもあるようです。

そこで、21市町での進捗について、現状をお
聞きします。

〇議長（徳永達也君） 教育委員会教育長。

〇教育委員会教育長（中﨑謙司君）部活動の地

域移行につきましては、現在、全市町におきま

して、学校、保護者、指導者等から構成される

協議会等が設置されまして、地域の実情に応じ

ました具体的な取組内容の検討が進められてい

るところでございます。

今年度、運動部では、長崎市、大村市、長与

町、川棚町、波佐見町が、また、文化部では、

新上五島町が国の指定を受けまして、実施主体

の構築や人材確保のあり方など、円滑な地域移

行に向けた実証事業に取り組むこととしており

ます。

〇議長（徳永達也君） 千住議員─15番。
〇１５番（千住良治君） ②人材確保について。
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この部活動の地域移行につきましては、多く

の課題がありまして、なかなか進まない状況が

あるかなと思います。その中の大きな一つに人

材の確保というのがあると思います。

今まで部活動の指導員も県下全域になかなか

配置ができない中で、どうやって長崎県の地域

移行における人材確保をやるのか、県はどのよ

うに考えているのか、お聞きします。

〇議長（徳永達也君） 教育委員会教育長。

〇教育委員会教育長（中﨑謙司君）円滑に部活

動の地域移行を進めていくためには、議員ご指

摘のとおり、指導者が安定的に確保されること

が極めて重要であると考えております。

このため、今年度、退職教職員や大学生、あ

るいは保護者の皆様などにご協力いただける指

導者をリスト化しまして、それを市町や地域ク

ラブ等へ情報を提供できる、そのようなシステ

ムの構築に取り組むこととしております。

〇議長（徳永達也君） 千住議員─15番。
〇１５番（千住良治君）③指導者が安心して指

導できる体制づくりについて。

人材の確保については、指導者候補のリスト

を作成して、市町、クラブ等へ情報を提供する

ということでしたけれども、そのリストに名前

が載る前の段階で、指導者になり得る方々の理

解と協力を得なければならないのは、もう第一

だと思います。

現在、子どもたちとの関係づくりはもちろん、

保護者との関係づくりも非常に難しくなってい

る中で、指導上のトラブル、あるいは保護者か

らのクレーム対応、生徒一人ひとりの性格や能

力の把握、対応など、懸念される要因は多くあ

るわけです。

そこで、指導者を確保するためには、指導者

が安心して指導できるような体制整備が必要で

はないかなと考えるわけですけれども、その指

導者が安心して指導できる体制づくりについて、

県はどのように考えていますでしょうか。

〇議長（徳永達也君） 教育委員会教育長。

〇教育委員会教育長（中﨑謙司君）受け皿とな

ります地域クラブは、現在、学校管理下で行う

学校部活動と異なりまして、参加者の会費等で

運営され、活動に当たっては、実施計画を作成

し、さらに、今お話がありましたようなトラブ

ルや事故への対応などの管理責任を明確にした

うえで、保護者の理解と多くの関係者の連携、

協働によって行われるものであると考えており

ます。

そのため、今後、市町が地域移行を進める中

で、そのような適切な管理運営ができる地域ク

ラブの整備を促進しますことが、指導者が安心

して指導できる体制づくりにもつながりますの

で、県といたしましても、市町の協議会に積極

的に参画しまして指導、助言をするなど、しっ

かりとフォローアップをしてまいりたいと考え

ております。

〇議長（徳永達也君） 千住議員─15番。
〇１５番（千住良治君） （2）学校施設使用に
ついて。

そういった中で、ほかにもいろいろ課題が出

てくるわけでありまして、もちろん、保護者の

金銭的な負担というのも、今後、課題になって

くるかなと思います。

そういった中で学校施設の使用について、公

共スポーツ施設の利用団体の増加が、今後、ま

すます考えられてくると思います。地域クラブ

等が学校施設を利用しやすい環境整備が今から

必要ではないかなと思いますが、そのあたり、

県の方針はどのようになっているでしょうか、

お聞きします。
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〇議長（徳永達也君） 教育委員会教育長。

〇教育委員会教育長（中﨑謙司君） 昨年12月
に国において策定されました「総合的なガイド

ライン」におきまして、地域移行を進めるため

に、学校施設の活用や低廉な利用料の設定など、

地域クラブ等が利用しやすい環境づくりに取り

組むよう示されたところでございますので、本

県におきましても、今年3月に同様の方針を策
定したところでございます。

今後、地域クラブ等が活動拠点を確保できま

すよう、学校施設の開放に向けまして市町に対

して働きかけを行ってまいりたいと考えており

ます。

〇議長（徳永達也君） 千住議員─15番。
〇１５番（千住良治君）ぜひよろしくお願いし

たいと思います。

中体連の合同チームの条件人数の緩和が大幅

になされておりまして、随分と合同チームが組

みやすくなりまして、合同で出れる環境が非常

に増えてきて、人数の足りない学校の子どもた

ちも出れるようになったということで非常にい

いなと思っております。

今後、できるだけ受け皿となる団体や指導者

に対して、しっかりとフォローや支援を行って

いただきたいと思っております。たとえ小さな

トラブルでさえも、やっぱりきちんと対応しな

ければ、制度そのものが成り立たなくなってい

くんじゃないかなと思っております。地域との

連携をしっかりと図って、責任を押しつけるこ

となく、しっかりと対応していただきますよう

お願いしたいと思っております。

また、地域移行につきましては、保護者や生

徒の中では、理解がまだ進んでないところも多

くございます。県ではリーフレットを作成して

いるということもお聞きしましたので、ぜひそ

ういったものも有効に活用しながら、生徒、保

護者、地域への周知を図っていただきたいと思

っておりますので、よろしくお願いしたいと思

います。

4、里親制度について。
（1）現状について。
①長崎県社会的養育推進計画においての目標

と現状について。

長崎県におきましては、長崎県社会的養育推

進計画において、里親委託率の向上を目標に掲

げられております。

現在、目標達成に向けて里親委託の推進に取

り組んでおられるとお聞きしておりますが、現

在の全国及び本県の里親委託の状況はどのよう

になっているのか、お聞きします。

〇議長（徳永達也君） こども政策局長。

〇こども政策局長（浦 亮治君）お答えします。

県におきましては、子どもの最善の利益を念

頭に、子どもの家庭養育優先原則の実現に向け

まして、里親委託を優先する方針の下、社会的

養護に取り組んでいるところでございます。

本県の里親等委託率につきましては、「長崎

県社会的養育推進計画」の初年度であります令

和元年度の17.3％に対しまして、令和3年度は
18.6％と増加しているものの、目標の19.7％を
下回っている状況でございます。

また、令和3年度の全国の平均は23.5％であり
まして、全国と比べて低い状況となっている状

況でございます。

〇議長（徳永達也君） 千住議員─15番。
〇１５番（千住良治君） 令和3年度末の県の里
親等の委託率は18.6％、目標が19.7％というこ
とでございますが、今年の2023年においては、
目標が25.4％となっています。また、他県と比
較して長崎県が低いという状況でありますので、
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そのほかの県よりも低い原因を県はどのように

考えているのか、お聞きします。

〇議長（徳永達也君） こども政策局長。

〇こども政策局長（浦 亮治君）お答えします。

児童相談所におきましては、社会的養護の第

一選択肢として里親委託を検討しておりますが、

里親等委託が低い要因として、まず、児童の情

緒行動上の問題で施設でのケアが適切と判断さ

れるケースや、また、親権者が里親委託に明確

に反対されるケースが少なくないことなどが挙

げられております。

また、本県は他県に比べまして児童養護施設

の設置数が充実しており、施設児童の割合が多

くなっていた経過があることも要因の一つと考

えております。

〇議長（徳永達也君） 千住議員─15番。
〇１５番（千住良治君） 委託率が低い原因は、

何となくわかりました。

②未委託里親へのフォローについて。

今後、里親等の委託率を上げていくためにも、

まだ委託をされていない、いわゆる未委託の里

親への委託を進めていくことはもちろんですけ

れども、一方、里親登録を現在推奨して増やし

ている段階だと思います。しかしながら、里親

を登録したものの、何年も子どもを委託されな

いというお声もお聞きしております。

里親への登録については、自宅の改修工事な

ど、ハード面だけじゃなくて、受け入れると決

めるご家族の覚悟であったり、あるいは周囲の

方、あるいは兄弟の方、あるいは自治会までご

相談に行って決められるという方もおられるそ

うです。

その受け入れるための、登録するためには相

当な覚悟があって登録をされております。マッ

チングが進まず、なかなか登録されている里親

の方のところに行かないというのは、あるとは

思うんですけれども、その里親の方の待機期間、

これまでの費用、登録に対する決断、お気持ち

など、里親さんのことを考えますと、もうちょ

っと丁寧な説明やフォローが必要ではないかな

と思いますが、その辺はどのように行われてい

るのか、お聞きします。

〇議長（徳永達也君） こども政策局長。

〇こども政策局長（浦 亮治君）里親への委託

に際しましては、子ども一人ひとりの課題や状

況を考慮し、最も適した里親へ委託していると

ころであり、条件が合わずに未委託の状態にあ

る里親は、登録世帯全体の約8割を占めている
状況であります。

こうした未委託里親に対しましては、児童相

談所、「里親育成センターすくすく」及び県内

各地域の里親支援専門相談員等による必要な情

報の提供や、里親世帯への養育環境の確認、ま

た、研修会の開催などに取り組んでいるところ

でございます。

未委託里親の活用は、ただいま議員ご指摘の

声も踏まえながら、里親委託を推進するうえで

大変重要であることから、信頼関係の維持や未

委託状態に対する不安感の払拭、さらには、養

育技術の維持・向上などにもしっかり努めてま

いりたいというふうに考えております。

〇議長（徳永達也君） 千住議員─15番。
〇１５番（千住良治君）取組は何となくわかり

ました。

令和2年度の県の事業群評価調書におきまし
ては、指標の進捗状況に応じて、その要因分析

及びさらに高い効果を出すための工夫、目標に

近づくための工夫を検討できているという視点

から、見直し区分は「改善」となっております。

本県の里親等委託率は、全国平均よりも低い



令和５年長崎県議会・６月定例会（６月１６日）

- 102 -

状況にあるため、「里親とのフォスタリング機

関がチームで子どもを養育できるよう、里親養

育を理解し、支援する体制整備に努める」と記

載があります。

そこで、令和3年度、令和4年度ではどのよう
に改善されたのか、お聞きします。

〇議長（徳永達也君） こども政策局長。

〇こども政策局長（浦 亮治君）里親等委託率

の向上に向けての取組でございます。

「里親育成センターすくすく」におきまして、

従来からの業務内容であります里親の普及促進

やリクルート、研修に加えまして、令和3年度
からは、従来、児童相談所のみで行っておりま

したマッチングについても連携することといた

しまして、双方の視点を持ち寄って検討し、里

親とのマッチングの促進に努めているところで

ございます。

さらに、令和4年度からは、新たに家庭移行
支援担当者を児童相談所に配置しまして、施設

入所者の児童のうち、保護者との交流が途絶え

ていたり、あるいは施設への入所期間が長期化

することが見込まれる等の児童を中心にしまし

て、里親委託へつなげる児童を検討のうえ、里

親等による養育へ変更する取組も開始している

ところでございます。

今後とも、関係機関が連携を一層強化しなが

ら、里親等委託率の向上に努めてまいりたいと

考えております。

〇議長（徳永達也君） 千住議員─15番。
〇１５番（千住良治君）里親の方を増やしてい

くというのは、当然あると思うんですよね。そ

れぞれに一番合う環境をつくるためには、やっ

ぱり里親の数を増やすというのは非常に大事な

ことだと思っております。登録される方をです

ね。

ただ、それと同時に、そこにマッチングにな

かなかいかない方のフォローというのは非常に

大事じゃないかなと思うんですよね。片方では

増やす、でも、片方ではなかなか進まないとい

うことがあるわけです。

実際、先月、長崎県里親育成センターで行わ

れました里親制度に係る行政説明会において、

里親の方にアンケートを取られていると思いま

す。その中にも希望であったり、要望であった

り等がたくさん載っていると思いますので、そ

のあたりをぜひとも真剣に捉えて丁寧な対応を

お願いしたいと思っております。相当な覚悟を

もって皆さんやられておりますので、そういっ

たお気持ちをぜひ酌んでいただけたらと思って

おりますので、よろしくお願いしたいと思いま

す。

それでは、最後の質問に移ります。

5、ガソリン価格の価格抑制対策について。
（1）ガソリン価格高騰について。
①本県のガソリン価格が全国と比較して高い

理由と県の取り組みについて。

経済産業省資源エネルギー庁の調査におきま

しては、長崎県内のガソリン価格は、全国平均

より10円ほど高いようです。
実は、私が住んでいる諫早市においても、橋

を渡れば、お隣の佐賀県になるわけですけれど

も、その隣の佐賀県に行きますと、リッター当

たり12円から15円ほど安いわけです。そこで、
皆さん、橋を渡って県外に行かれて給油をされ

ているとような実態もございます。

特に、公共交通手段がない地方では、移動手

段に自動車は欠かせないものになっております。

国は、令和4年1月から、原油価格の高騰を受
け、ガソリン価格抑制対策として、石油元売り

会社に対して補助金を支給する燃料油価格激変
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緩和対策事業を開始しております。

この事業により、ガソリン小売価格は、昨年

5月から11月にかけて200円を超える可能性も
ありましたけれども、補助金の効果によって

170円前後に抑制できているようです。
しかしながら、この事業をこの6月からは、

上限25円の補助率を2週間ごとに9割、8割と1
割ずつ引き下げていき、9月末には終了すると
発表されております。事業終了により、今後、

ガソリン価格がまた上昇し、その影響を懸念す

る声もお聞きします。

そこで、お聞きします。

そもそも本県のガソリン価格が他県と比べて

高い理由は何か。また、県の見解と、それに対

する県の取組について、お聞きします。

〇議長（徳永達也君） 県民生活環境部長。

〇県民生活環境部長（大安哲也君）本県のガソ

リン価格が全国平均と比べ高くなっている要因

としては、流通コストがかさむ離島での価格が

高いことや、一店舗当たりの販売量が少なく、

人件費等のコストが割高になることが考えられ

ます。

現在、国においては、離島の流通コストに着

目して対策事業が実施されておりますが、県は、

国に対して離島地域における燃油価格のさらな

る格差是正措置を講じるよう、要望を行ってい

るところです。

また、自由競争の下で設定されるガソリン価

格について、できる対策は限られますが、消費

者にとって重要となる価格が店頭でわかりやす

く表示されるよう、業界団体を通じて要請する

とともに、県が調査しました販売価格をホーム

ページで公表するなど、引き続き取り組んでま

いります。

〇議長（徳永達也君） 千住議員─15番。

〇１５番（千住良治君）ガソリン価格なんかは、

ここら辺の方にしてみたら生活に直結するもの

でございますので、毎年、国に対して離島の燃

油価格に対しての施策要望はされていると思う

んですけれども、引き続き、施策要望を行って

いただいて、県民の生活にプラスになるように

お願いしたいと思っております。

実際、長崎も人口の社会減が続いております

けれども、若者の中では、なかなか長崎は物価

が高いということで敬遠されるところもあると

思いますので、ぜひ全庁を挙げて取り組んでい

ただきまして、若者から選んでいただける長崎

にしていただけたらと思っておりますので、よ

ろしくお願いしたいと思います。

以上で、私の一般質問を終わります。

ありがとうございました。（拍手）

〇議長（徳永達也君） これより、しばらく休憩

いたします。

会議は、11時15分から再開いたします。
― 午前１１時 ０分 休憩 ―

― 午前１１時１５分 再開 ―

〇副議長（山本由夫君）会議を再開いたします。

引き続き、一般質問を行います。

坂口議員―14番。
〇１４番（坂口慎一君）（拍手）〔登壇〕 皆さ

ん、こんにちは。

自由民主党、諫早市選出の坂口慎一でござい

ます。

県議会議員2期目、初めての一般質問となり
ます。質問の機会を与えていただきましたこと

に感謝を申し上げ、通告に従いまして、一問一

答で質問させていただきます。

1、資産の老朽化対策について。
（1）予防保全の考え方について。
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本県が公表している令和3年度長崎県の財務
書類によれば、令和4年3月31日時点における本
県の資産総額は、一般会計等の普通会計ベース

では3兆698億円で、資産総額を住民基本台帳人
口で割った住民一人当たりの資産額は233万円
となっております。

また、資産の老朽化を示す指標である有形固

定資産減価償却率は60.4％となっており、同指
標の過去5年間の推移を見ると、平成29年度決
算における数値が53.6％、平成30年度が55.4％、
令和元年度が57.1％、令和2年度が58.7％で、財
務書類上から資産の老朽化が年々進行している

ことがわかります。

資産形成の状況と老朽化について、県の見解

としては、以前の議会答弁によれば、「海岸線

が長く、地形が急峻な本県では、橋梁やトンネ

ル、港湾などの公共インフラ施設が多く、その

大半は高度経済成長期に整備していることから、

10年後には橋梁の半数以上が建設後50年を超
えるなど、老朽化の進行により維持・更新コス

トの拡大が懸念されている。このため県では、

全国に先駆けて、予防保全的な手法を導入した

効率的かつ計画的な維持補修を行うための『維

持管理計画』を策定し、施設の延命化とライフ

サイクルコストの縮減を図っているところであ

り、例えば橋梁では、今後50年間に必要な維
持・管理コストを約1,000億円と想定し、年間
20億円程度の予算を充当している」ということ
でありました。

本県の資産老朽化対策としては、全国に先駆

けた予防保全的な手法を導入した「維持管理計

画」を策定して進めているということでありま

すが、予防保全的な手法とはどのようなものか、

また、具体的にどのような予防保全を講じてい

るのか、伺います。

なお、この後の質問は、対面演壇席より行い

ます。

〇副議長（山本由夫君） 土木部長。

〇土木部長（奥田秀樹君）予防保全的な手法と

は、定期点検を行うことにより、構造物の損傷

や劣化が軽微なうちに予防的なメンテナンスを

繰り返すことで、大規模な損傷の発生を未然に

防止し、劣化の進行を抑制するための手法です。

具体的には、県管理の橋梁を例にしますと、

「橋梁長寿命化修繕計画」に基づき、5年に一
度の法定点検で、初期段階の塗装の劣化やひび

割れなどの損傷を発見し、計画的な修繕を行う

ことで、将来的なライフサイクルコストの縮減

と橋梁の長寿命化を図っています。

インフラ老朽化対策を実施することは極めて

重要であると認識しており、その必要性や効果

をわかりやすく県民にお示ししながら、継続的、

安定的な予算を確保するため、今後も国に対し

て、しっかりと働きかけてまいります。

〇副議長（山本由夫君） 坂口議員―14番。
〇１４番（坂口慎一君） 予防保全とは、簡単に

言うと、施設の機能や性能に不具合が発生する

前に修繕等の対策を講じるということであろう

かと思います。そのことを踏まえまして、次の

質問に移ります。

（2）急傾斜地施設内の老朽化対策について。
県が保有する資産としては様々ございますが、

私の身近な事例として、県民の皆様からよくい

ただくご要望の一つに、急傾斜地施設の老朽化

対策、維持管理というものがございます。

出水期に入り、土砂災害に対して、より一層

の警戒が必要な時期となっております。全国第

2位の土砂災害警戒区域の指定がなされている
本県では、これまで県当局において、防災・減

災、国土強靭化のための5か年加速化対策予算
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などを活用して、ハード・ソフト対策両面での

事業の推進が図られているものと思われますが、

まだまだ施設等の整備が必要であるとも伺って

おります。今後も、ぜひ予算を確保していただ

き、施設整備などのさらなる推進をお願いする

ところであります。

一方で、施設が完成した箇所におきましても、

予防保全の観点から、老朽化対策への取組が重

要ではないかと考えております。特に、急傾斜

事業で完成した箇所の施設内において、コンク

リート構造物の隙間や枠内などから樹木等が繁

茂している箇所が散見され、放置しておけば、

施設の亀裂や空隙など老朽化が進行し、施設の

機能確保に支障を来すのではないかと危惧をし

ております。

斜面直下には人家も数多くあることから、住

民の安全を確保するうえでも、施設の点検や老

朽化対策が必要な施設への計画的な対策が重要

ではないか、また、施設の点検や管理が比較的

容易にできるよう、階段などの設置が検討でき

ないかと考えております。

以上、急傾斜地崩壊防止施設の施設内に繁茂

した樹木の対応等も含めて、今後どのように老

朽化対策、維持管理に取り組んでいくのか、お

尋ねいたします。

〇副議長（山本由夫君） 土木部長。

〇土木部長（奥田秀樹君）急傾斜地崩壊防止施

設の老朽化対策については、長寿命化計画の策

定を行い、国の補助金による砂防メンテナンス

事業を活用し、計画的に実施しているところで

す。

しかしながら、施設内に繁茂した樹木等の除

去については、低下した防災機能の回復を目的

とする緊急自然災害防止事業債で対応できる施

設は限定され、大半の施設は、県単独の維持管

理費予算での対応になります。

県としては、維持管理に必要な費用が限られ

ている中、住民の安全確保の観点より、優先度

の高い箇所から対応しているところです。

また、施設点検や維持管理を効率的に行うこ

とは重要であることから、現場の声も聞きなが

ら、工夫できることを検討してまいります。

〇副議長（山本由夫君） 坂口議員―14番。
〇１４番（坂口慎一君） 点検、管理ができる施

設の構造というものが重要ではないかと思いま

すけれども、そういったところについてはどの

ようにお考えでしょうか。

〇副議長（山本由夫君） 土木部長。

〇土木部長（奥田秀樹君）設置できるかどうか

というのは現場の状況にもよりますので、よく

現場を見ながら、工夫しながら対応してまいり

たいと思います。階段の設置とかですね。

〇副議長（山本由夫君） 坂口議員―14番。
〇１４番（坂口慎一君）財源が限られていると

いうことでありますので、最大限の効果が得ら

れるような対応をお願いしたいと思います。

（3）県産建設資材の確保について。
国土強靭化政策の展開や資産の老朽化対策に

伴うインフラ整備などコンクリート需要が高ま

る中、本県においては、生コンの原料となる細

骨材は、全て県内の海域で採取される海砂で賄

われていると聞いております。

海砂の採取量には制限が設けられており、過

去には年間採取量が上限600万立方メートルと
いう時期もあったようですが、現在は250万立
方メートルへと縮減がなされております。

今後、社会資本を整備、維持していくために

は、県内需要を満たし、かつ採取業者が存続す

ることができる採取限度量250万立方メートル
を少なくとも維持することが必要不可欠である
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と考えておりますが、県の見解を伺います。

〇副議長（山本由夫君） 土木部長。

〇土木部長（奥田秀樹君）本県における海砂採

取については、骨材資源の確保と水産資源の保

護及び自然環境保全との調和を図る観点から、

知事が各年度の採取限度量を定めており、限度

量を定めるに当たっては、幅広い見地から客観

的な意見を伺うために、学識経験者等からなる

「長崎県海砂採取限度量に関する検討委員会」

を設置しているところです。

令和6年度以降の採取限度量については、今
年4月に「検討委員会」を設置し、これまで骨
材需要予測や海域影響調査の結果報告及び採取

業者が加入する県砂利協会をはじめとする県内

の関係団体からの意見陳述を行ったところであ

り、これを踏まえて、今後、年内に提言を受け

た後、県としての方針を年度内に決定すること

としています。

このため、現時点において、県としての考え

を述べることは差し控えさせていただきます。

〇副議長（山本由夫君） 坂口議員―14番。
〇１４番（坂口慎一君）採取限度量の決定につ

いては、知事も採取限度量に関する検討委員会

へ諮問をなされているということで、この場で

お答えいただくのは難しいということも承知を

しております。

そしてまた、いろいろ厳しい反対意見等もあ

ることも十分承知をしておりますが、反面、建

設・土木関係者、あるいは学識経験者からは、

その品質の良さも含めて一定量の確保を望む声

があることも事実でございますので、採取業、

漁業、ともに本県にとって重要な産業でありま

すので、両方成り立つように調整を県としてお

願いしたいと思いますので、どうぞよろしくお

願いをいたします。

2、食料安全保障と県内農水産業の現状につ
いて。

（1）県内農水産業の現状について。
①本県農水産業の従事者数や産出額等の現状

について。

ウクライナ情勢等による世界的な食料供給の

混乱など、食料の多くを輸入に依存する我が国

にとって、その安定的な供給を確保することは

重要な課題であります。

現在、国においては、食料安全保障のあり方

等について議論が行われており、政府の2023年
度経済財政運営の指針「骨太方針案」において

は、「食料安全保障の強化と農林水産業の持続

可能な成長の推進」が項目として示されていた

り、食料・農業・農村基本法の見直しや、食料

をめぐる有事に備えた新法制定の検討などが行

われていると伺っております。

農林水産業を基幹産業の一つとする本県は、

政府が示す食料安全保障の強化と農林水産業の

持続的な成長の推進を進めていくうえで、大き

な役割を果たすものと期待をしております。

しかしながら、食料の生産という重要な役割

を担っていただいている農水産業の従事者は、

高齢化などにより減少傾向にあります。

そこで、まず、本県農水産業の従事者数や産

出額の現状について伺います。

〇副議長（山本由夫君） 農林部長。

〇農林部長（綾香直芳君）農業分野におきまし

ては、地域農業の担い手である認定農業者数は、

平成23年度の6,143経営体が、高齢化の進展に
より、令和3年度には5,228経営体となり、この
10年で15％減少をしております。
一方、農業産出額については、農地などの生

産基盤の整備、スマート技術の導入、優良品種

への切り替えなどにより収量や価格が向上し、
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平成23年の1,421億円が、令和3年には1,551億
円となり、9％増加をしております。
〇副議長（山本由夫君） 水産部長。

〇水産部長（川口和宏君） 水産業の分野では、

5年ごとに実施される「漁業センサス」によれ
ば、本県漁業就業者数は、平成20年の1万7,466
人から、平成30年には1万1,762人となり、10
年間で33％減少しております。
一方で、漁業・養殖業産出額は、平成23年度

の960億円が、令和3年度は936億円と概ね横ば
いを維持しており、このうちクロマグロをはじ

めとする養殖業については、養殖産地育成など

の取組により、平成23年度の249億円から、令
和3年度は365億円と増加傾向にあります。
〇副議長（山本由夫君） 坂口議員―14番。
〇１４番（坂口慎一君） ただいま、いただいた

答弁から、また、ほかの資料を参照しますと、

本県の農業・漁業就業者数は減少傾向にあると

いうことがわかります。産出額、生産額におい

ては、農業、漁業ともに横ばいを維持、もしく

は、もろもろの取組によりまして増加傾向にあ

るということがわかります。そしてまた、新規

就業者数については、農業、漁業ともに増加傾

向にあるということでございます。

以上のことを踏まえまして、次の質問に移り

たいと思います。

（2）長崎県の食料自給率について。
①本県の食料自給率及び今後の取組について。

食料安全保障の観点から食料自給率に目を向

けますと、農林水産省の統計によれば、全国で

はカロリーベースで37％と低い水準であり、長
崎県も38％となっております。一方で、生産額
ベースでは、全国が67％であるのに対し、長崎
県は142％という数字が出ております。この状
況を踏まえまして、県として、現状をどのよう

に認識をしているのか、また、今後の取組につ

いて、伺いたいと思います。

〇副議長（山本由夫君） 農林部長。

〇農林部長（綾香直芳君）本県の食料自給率は、

米・麦などの穀類の生産が寄与するカロリーベ

ースは全国並みである一方、野菜や果実、畜産

物などの高収益作物の生産が寄与する生産額ベ

ースでは、全国を大きく上回っております。

これは、本県において、豊かで健康的な食生

活に欠かせない野菜や畜産物が盛んに生産され

ていることのあらわれであり、そのような観点

で、現在も食料の安定供給に大きく貢献してい

ると考えております。

引き続き、担い手の確保や農地の基盤整備、

スマート技術の導入などにより生産性の向上を

図り、我が国の食料の安定供給に貢献してまい

ります。

〇副議長（山本由夫君） 水産部長。

〇水産部長（川口和宏君） 水産業については、

国の「水産基本計画」において、生産量の増大

と消費拡大の取組により、水産物の自給率を増

加させる目標が掲げられております。

この生産量の面で、本県水産業は、全国第3
位、およそ6.6％のシェアを誇る主要産地である
ことから、我が国水産物の安定供給に大きく貢

献しているものと認識しております。

引き続き、漁業のスマート化による担い手の

確保・育成、資源管理による水産資源の維持・

増大、養殖業の沖合化などによる生産量の増大

と、本県水産物の魅力発信による消費の維持・

拡大に取り組んでまいります。

〇副議長（山本由夫君） 坂口議員―14番。
〇１４番（坂口慎一君） 国の「食料・農業・農

村基本法」においては、2030年度、令和12年度
目標としてカロリーベースで45％、生産額ベー
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スで75％の達成という目標が掲げられており
ます。まだまだ我が国全体としての目標達成に

向けた努力が必要であると思われますが、本県

の今後ますますの生産性の向上が、我が国の目

標達成に寄与するものと考えております。

また、生産性の向上と併せて消費の側におい

ても、積極的な国産品の推奨、地産地消の推進

を行わなければならないと考えております。

引き続き、本県の第一次産業の振興と我が国

の食料安全保障に資するよう、お取組をいただ

ければと思いますので、どうぞよろしくお願い

をいたします。

3、空き家の現状について。
（1）県下の特定空き家の状況について。
平成25年時点で、空き家は、全国で約820万

戸と増加傾向にあり、その対策が全国的な課題

となっております。

また、適切な管理が行われていない空き家等

が、防災、衛生、景観等の地域住民の生活環境

に深刻な影響を及ぼしており、地域住民の生命、

身体、財産の保護、生活環境の保全、空き家等

の活用のための対応が必要であるとも言われて

おります。

平成27年に施行された「空き家等対策の推進
に関する特別措置法」では、倒壊など著しい保

安上の危険、衛生上、景観上、周辺の生活環境

に難を及ぼす空き家である特定空き家等に対す

る措置が設けられており、特定空き家等に対す

る除却、修繕、立木竹の伐採等の措置の助言、

または指導、勧告、命令が可能となり、さらに、

要件が明確化された行政代執行の手法により強

制執行が可能となっております。

「国立社会保障・人口問題研究所」が公表し

ている日本の世帯数の将来推計、これは平成30
年推計でありますけれども、それによれば、ち

ょうど今年2023年、全国の世帯数5,418万9,000
世帯がピークを迎え、減少に転じるターニング

ポイントとなっております。

また、本県世帯数に目を向けた場合、同統計

資料の都道府県別推計によれば、2015年の55
万8,000世帯から、2040年には47万4,000世帯へ
と減少、減少率にして15.1％という推計値が示
されております。これは、九州では鹿児島県に

次いで2番目に高い減少率となっております。
今後、空き家率が上昇していくことが懸念をさ

れており、まさに本県にとっては、空き家対策

は喫緊の課題と言える状況にあるのではないか

と考えております。

まずは、長崎県下の特定空き家の状況につい

て、伺います。

〇副議長（山本由夫君） 土木部長。

〇土木部長（奥田秀樹君） 平成30年時点の本
県の住宅の総数約66万戸のうち、空き家は約10
万2,000戸、さらに、このうち利用のめどが立っ
ていない一戸建ての空き家は約4万8,000戸と
推計されており、令和4年度末時点の調査では、
県内に1,111戸の特定空き家があると報告され
ています。特定空き家は、市町が指定するもの

でありますが、県内の特定空き家のほとんどが

倒壊のおそれのあるものとなっています。

〇副議長（山本由夫君） 坂口議員―14番。
〇１４番（坂口慎一君）この空き家については、

個人情報保護の観点から、なかなか地元におい

ても状況を把握しづらいなどの指摘もなされて

おります。地元市町、あるいは自治会と連携し

た取組が必要であると考えますが、そこで、今

後の対応について、伺いたいと思います。

（2）今後の対応について。
今年度、令和5年5月には、「空き家等対策の
推進に関する特別措置法の一部を改正する法
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律」が可決をされており、空き家対策が、より

強化されるものと推察をしております。

今後の対策について、本県がどのような対策

を進めていくのか、空き家等対策特別措置法の

改正点などを踏まえて、お尋ねいたします。

〇副議長（山本由夫君） 土木部長。

〇土木部長（奥田秀樹君）先日成立した改正空

き家法においては、特定空き家化の未然防止や

除却の円滑化について盛り込まれました。

具体的には、放置すれば特定空き家になるお

それのある空き家を、管理不全空き家として市

町が勧告することや、建物所有者を円滑に把握

するために、市町が電力会社等に対し情報提供

を要請すること等が可能となりました。

また、特定空き家の除却の円滑化としては、

緊急時における行政代執行手続の簡略化や財産

管理人による空き家の管理、処分について、市

町長による選任請求が可能となりました。

県では、これまで「空き家対策協議会」にお

いて先進事例の紹介を行うなど、市町及び民間

事業者と連携してまいりましたが、改正法によ

る新たな取組が円滑に実施されるよう、引き続

き技術的な助言を行ってまいります。

〇副議長（山本由夫君） 坂口議員―14番。
〇１４番（坂口慎一君） 今回、県下の特定空き

家が1,111戸あるというご答弁がありましたけ
れども、直接、対策を講じていくのは地元市町

で、県は広域的な支援を行っていくということ

でありましたけれども、この1,111戸が今後どの
ように増えていくのか、減らしていくのか、そ

ういったことを一つの指標として、県としても

お考えをいただければと思います。

空き家対策は、保安上の危険、そして防災、

衛生、景観等の地域住民の生活環境への影響に

とどまらず、今回質問で取り上げております急

傾斜地対策であったり、この後に取り上げます

道路改良であったり、様々な面で影響を及ぼす

ものと考えておりますので、地元市町、あるい

は自治会と連携し、取組を進めていただきます

ようにお願いを申し上げます。

4、諫早地域の諸課題について。
（1）島原道路（長野～尾崎間）の整備計画
について。

地域高規格道路島原道路は、南島原市深江町

から諫早市貝津町の諫早インターチェンジまで、

全体延長約50キロメートルの自動車専用道路
で、これまでに島原中央道路、愛野森山バイパ

ス、長野栗面工区など、計7区間、約23キロメ
ートルが完成をしております。また、現在、森

山拡幅を国で、瑞穂吾妻バイパスほか3区間を
県で、それぞれ分担し、計4区間、約24キロメ
ートルの整備が進捗中であります。

現在はそのような状況でありますが、全体延

長50キロメートルのうち、諫早市の長野インタ
ーチェンジから尾崎間が唯一、未着手となって

おります。

長野インターチェンジ横では「ゆめタウン」

の立地が決定をしており、島原道路がいつ、ど

のようにつながるのか、地域住民の関心も高ま

ってきております。

全線供用開始による事業効果として、諫早イ

ンターから南島原までの所要時間が90分から
40分へと大幅な短縮が見込まれる中で、事業効
果への影響や、島原半島から大村や長崎への救

急搬送の際になど、この区間がネックとなるの

ではないかという懸念もございます。

県として、この区間の整備をどのように考え

ているのか、伺います。

〇副議長（山本由夫君） 土木部長。

〇土木部長（奥田秀樹君） 島原道路のうち、ミ
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ッシングリンクとなっている長野インターチェ

ンジから尾崎までの間については、平成21年度
までに国道57号の4車線化が完成しており、混
雑緩和が図られているところです。

しかしながら、今後の大規模な沿道開発や道

路ネットワークの進展などに伴い、当該区間の

交通状況は大きく変化することが想定されます。

このため、高速性や定時性の観点も含め、島

原道路としての当該区間のあり方について、国

との協議を続けてまいります。

〇副議長（山本由夫君） 坂口議員―14番。
〇１４番（坂口慎一君） 当該区間は、以前はな

かった「ゆめタウン」等の立地の計画とかも進

められておりますので、状況が以前からすれば

大分変ってくるだろうと思っております。先ほ

ど答弁の中にありました高速性、定時性、この

辺を十分考慮いただいて、何よりも地元の関心

が高くなってきております。その辺も考慮に入

れていただいて、早期に方向性を示していただ

きますように、国と協議をしていただければと

思います。

（2）有明海沿岸道路構想の早期実現につい
て。

有明海沿岸道路構想は、福岡県大牟田市から

佐賀県鹿島市に至る地域高規格道路で、九州の

広域ネットワークの一翼を担う道路として期待

をされています。

これまで空白区間となっていた鹿島－諫早間

が、今回の「長崎県新広域道路交通計画」で構

想路線に位置づけられたことは、大きな前進で

あると考えております。

この区間は、佐賀県と長崎県とをつなぐ重要

な幹線道路であり、災害時の代替道路としての

必要性もございます。また、地元の機運も盛り

上がってきておりまして、有明海沿岸道路構想

の早期実現に大きな期待が寄せられております。

現在の検討状況について、お伺いいたします。

〇副議長（山本由夫君） 土木部長。

〇土木部長（奥田秀樹君）有明海沿岸道路の鹿

島－諫早間については、県境をまたぐ地域間の

交流や物流の効率化などにおいて重要な区間で

あると認識しています。

このため、令和3年に策定した「新広域道路
交通計画」において、佐賀県と連携して構想路

線に位置づけています。

構想路線においては、まずは沿線地域の現状

や課題を調査し、道路整備の必要性を整理する

必要があります。このため、佐賀、長崎の沿線

自治体で構成される地元期成会の意見交換会に、

国や佐賀県とともに参加して議論を行っていま

す。

引き続き、整備の必要性や効果などについて、

地元期成会とともに検討を進めてまいります。

〇副議長（山本由夫君） 坂口議員―14番。
〇１４番（坂口慎一君）繰り返しになりますけ

れども、地元の機運も大分盛り上がってきてお

ります。なかなか道路事業は時間が、20年、30
年というスパンでかかる事業かと思いますので、

早急に課題の調査、あるいは必要性の整理等を

早急に取り組んでいただければと思っておりま

すので、よろしくお願いをいたします。

（3）国道207号の整備状況について。
①佐瀬拡幅の進捗について。

②東長田拡幅の進捗について。

昨年5月に開通した島原道路の長野栗面工区
については、時間短縮効果を体験でき、大変喜

ばしく思っております。そのため、諫早市内で

実施中の他の道路事業においても、早期完成を

期待しているところでございます。

佐賀県を起点として、時津町の国道206号と
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交差する地点を終点とする、本県のほぼ中央部

を横断する国道207号における事業も、その一
つであります。国道207号については、現在、
諫早市多良見町の佐瀬拡幅と諫早市東部地域の

東長田拡幅の事業が進められておりますが、進

捗を伺います。

〇副議長（山本由夫君） 土木部長。

〇土木部長（奥田秀樹君） まず、国道207号の
佐瀬拡幅においては、諫早市側の2.5キロメート
ル区間が令和2年度に完成し、現在は、その延
伸となる800メートル区間の事業を進めている
ところです。

これまでに測量、設計が完了し、今年度は工

事着手に向けて用地取得を進めています。今後

も、事業の推進に努めてまいります。

次に、国道207号の東長田拡幅においては、
今年度は令和4年度補正予算と合わせて約5億
円を確保し、事業を推進しているところです。

これまでに約6割の用地を取得しており、昨年
度から、正久寺町側の地盤改良工事に本格的に

着手しています。引き続き、地域の協力を得な

がら、用地取得と工事の進捗に努めてまいりま

す。

〇副議長（山本由夫君） 坂口議員―14番。
〇１４番（坂口慎一君）③猿崎町からの拡幅延

伸について。

佐瀬拡幅、東長田拡幅事業が進捗中でありま

すけれども、東長田拡幅のうち、これが今の計

画では諫早市猿崎町というところまで計画がな

されておりますが、その先ですね、地域でいい

ますと諫早市高来町、小長井町方面への整備で

す。この地域は、特に、小長井地域は過疎地域

に指定をされておりまして、高来地域も含めて、

今後の地域振興が望まれている地域であります。

しかしながら、中心市街地からの物理的な距離

や交通アクセスの脆弱性が、当該地域の振興を

条件不利なものとしております。

県境から佐賀県鹿島市までは、ある程度整備

がなされた多良岳レインボーロードを経由する

ルートが、信号もほぼなく便利ではありますけ

れども、国道207号から多良岳レインボーロー
ドへの入り口となる高来町水ノ浦の区間、ある

いは小長井町遠竹までの区間の整備が必要であ

ると考えておりますが、見解を伺います。

〇副議長（山本由夫君） 土木部長。

〇土木部長（奥田秀樹君） 県としては、まず事

業中区間である東長田拡幅の予算確保に努め、

事業の推進を図ることとしています。

猿崎町からの延伸については、構想路線であ

る有明海沿岸道路の鹿島－諫早間と重複するこ

とになります。このため、当該区間の道路整備

のあり方について整理する必要があると考えて

います。

〇副議長（山本由夫君） 坂口議員―14番。
〇１４番（坂口慎一君） つまるところ、どこま

でが国道207号の拡幅で、どこからが有明海沿
岸道路構想なのかと、その辺の調整が今後必要

ということだと思いますけれども、こちらも地

元と十分協議をしていただいて、二重投資にな

るということもあろうかと思いますので、そう

いったことも踏まえて、地元とよく協議をして

いただきまして、何より重要なのは、引き続き、

まず今の進捗中の事業を早期に完了していただ

くこと、そして、そこから先を早期に事業計画

化をしていただくと、このことを要望したいと

思います。

（4）県道田結久山線の整備状況について。
一般県道田結久山線については、飯盛里工区

として、令和2年度より事業が進められており
ます。当該事業の進捗について、お尋ねいたし
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ます。

〇副議長（山本由夫君） 土木部長。

〇土木部長（奥田秀樹君）県道田結久山線の飯

盛里工区については、測量や調査、設計に時間

を要しておりましたが、夏頃には、地元の皆様

と大まかなルートに関する意見交換を実施する

こととしています。

また、今年度末には道路の詳細設計を完了さ

せ、計画に関する地元説明会を実施する予定と

しています。引き続き、地域の協力を得ながら、

丁寧に事業を推進してまいります。

〇副議長（山本由夫君） 坂口議員―14番。
〇１４番（坂口慎一君）この区間につきまして

は、以前にも一般質問で取り上げた経緯があり

ます。事業着手前は、コロナ感染防止の観点か

ら、地域住民に対する説明会等もなかなか開催

が難しかったというふうに伺っております。今

年度は、意見交換会や地元説明会が予定をされ

ているということでありますので、地元と十分

にコンセンサスを得ながら、丁寧に進めていた

だければと思いますので、よろしくお願いをい

たします。

（5）諫早湾干陸地のさらなる利活用の促進
について。

①干陸地のさらなる利活用に向けた県の対応

について。

諫早湾干拓事業によって創出された干陸地は、

地元にとっては、地域活性化を図っていくべき

貴重な財産であります。現在、ボート競技での

活用、クロスカントリーコース、そばやコスモ

ス、菜の花の植栽など、様々な利活用がなされ

ておりますが、通年での利活用、そして干陸地

の全体的な管理、利活用などの課題もございま

す。

干陸地のさらなる利活用を図るという観点か

ら、まずは、地元からのさらなる活用案やビジ

ョンなどが示される必要があると考えておりま

す。

そのような場合、地元としては、県にもぜひ

強力な後押しをしていただきたいと考えており

ますが、県としてどのように対応していただけ

るのか、お尋ねいたします。

〇副議長（山本由夫君） 農林部長。

〇農林部長（綾香直芳君）諫早湾干拓事業によ

って創出された干陸地やその周辺においては、

そばや飼料作物の生産、コスモスの植栽のほか、

ボート練習場の開設や本明川スポーツフェスタ

の開催など、地域活性化のための様々な活用が

行われております。

県といたしましては、これからも地元の方々

から干陸地の利活用に関するご要望があった際

には、国や地元市と調整のうえ、環境面や安全

面に十分配慮しつつ、地域活性化に向け引き続

き協力をしてまいります。

〇副議長（山本由夫君） 坂口議員―14番。
〇１４番（坂口慎一君）ここの区域は国土交通

省が管理をしているところでありまして、また、

河川ということでいろんな法律による規制もあ

ります。地元とすれば、どういったことが可能

なのかが不明なところが多いところでもござい

ます。地元から示された活用案やビジョンにつ

いて、可能かどうかといった判断がなされてい

く流れになろうかと推察をしておりますけれど

も、県としても、そういった場合にはできる限

りの支援をお願いできればと思います。よろし

くお願いいたします。

（6）カモ被害の実態と対策について。
①諫早地域におけるカモ被害の実態と県の被

害対策について。

現在、諫早市では、カモの被害が多く報告を
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されております。カモは、主に湖沼や河川など

水辺に生息することや、草の葉、茎、種子を好

んで食べることから、私も、特に、この諫早湾

干陸地や農地におけるカモ被害の相談を受ける

ことが多くなってきております。

農林水産省の報告によれば、全国的なカモ類

による作物別被害内訳を見ると、被害金額のう

ち約8割強が野菜で占められるということのよ
うです。

諫早地域におけるカモ被害の実態と県の被害

対策の取組について、伺いたいと思います。

〇副議長（山本由夫君） 農林部長。

〇農林部長（綾香直芳君）諫早地域でのカモの

食害による農作物被害額は、ブロッコリーや麦

などを中心に平成28年度から急増し、平成30年
度には3,400万円に上ったことから、農業者によ
る被覆資材の活用や定植時期の早進化など被害

軽減に向けた取組を推進してまいりました。

また、令和4年度には、諫早市とともに国と
捕獲報奨金の単価設定協議を行い、一羽当たり

200円から1,000円に引き上げたことで、諫早地
域でのカモの捕獲実績は約2,000羽と前年度に
比べ倍増し、被害額は約2,000万円まで減少した
ところです。

さらに今年度からは、本県の農林技術開発セ

ンターを代表機関とするコンソーシアムが、国

の事業を活用し、諫早湾干拓地において、ドロ

ーンによるカモの追い払いなどの研究に取り組

むこととしております。

今後とも、農業者が行うカモ被害防止対策に

ついて、諫早市や地元猟友会と協力しながら支

援をしてまいります。

〇副議長（山本由夫君） 坂口議員―14番。
〇１４番（坂口慎一君）報奨金の単価を引き上

げたり、あるいは、最近ですとドローンを使っ

た追い払いの研究とか、いろいろ取組を行って

いただいております。昨年ですか、ドロップネ

ットを活用した対策もなされていまして、これ

による効果が大変大きかったというお声も寄せ

られております。

引き続き、農作物への被害等が軽減されるよ

うに取組を進めていただければと思います。

5、教育行政について。
（1）県内の空調設備設置状況について。
①県下の学校における設置状況について。

今年も早いもので夏を迎えておりますけれど

も、気象庁のデータによりますと、2022年夏、
6月から8月の、日本のここ30年の平均気温の基
準値からの偏差がプラス0.91度ということで、
1898年の統計開始以降、2番目に高い数値とな
ったということであります。

また、日本の夏の平均気温は、様々な変動を

繰り返しながら上昇しており、長期的には100
年当たり1.19度の割合で上昇していると言われ
ております。

全国各地、各自治体で熱中症対策等が進めら

れておりますが、学校教育の現場においても、

全国的に空調設備の設置等が進められておりま

す。学力の向上、集中力の向上、疾病による保

健室来室者数の減など、様々な効果が得られて

いるようです。

文部科学省は、全国公立学校施設の空調・冷

房設備の設置状況についての調査結果を公表し

ております。これは令和4年9月1日現在におけ
る普通教室、特別教室等及び体育館等の空調・

冷房設備の設置状況についての調査でございま

す。

全国的に見れば、普通教室については、小・

中学校、幼稚園、高等学校、特別支援学校の全

てが90％台半ば程度で、概ね設置が完了してい
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ると言うことができるかと思います。

特別教室については、ばらつきがありまして、

小・中学校で61.4％、幼稚園で83.0％、高等学
校で53.0％、特別支援学校で87.7％となってお
ります。

体育館等が、幼稚園が84.8％と進んでいるほ
かは、特別支援学校で28.9％、小・中学校で
11.9％、高等学校で8.1％と、ほとんど設置が
進んでいない状況であります。

以上を踏まえまして、長崎県下の学校におけ

る空調・冷房設備の設置状況について、お尋ね

いたします。

〇副議長（山本由夫君） 教育委員会教育長。

〇教育委員会教育長（中﨑謙司君）県内の公立

学校の空調の設置状況でございますが、普通教

室につきましては、ほぼ全ての学校に設置され

ておりますが、理科室等の特別教室の設置率に

つきましては、小・中学校で48％、高等学校で
42％、特別支援学校で71.6％と、全校種におき
まして、先ほど議員からご紹介のあった全国平

均を下回っている状況にございます。

〇副議長（山本由夫君） 坂口議員―14番。
〇１４番（坂口慎一君）②特別教室の設置促進

について。

そのうち、特に気になる点としましては、都

道府県別の小・中学校における特別教室の設置

率、先ほど48.7％というふうにご答弁がありま
したけれども、九州の他県と比較した時に、や

はり低い状況とわかります。熊本県が78.9％と
最も高くなっておりまして、他の県も概ね60％
台で、本県が48.0％と最も低い状況にあります。
これは全国的に見て9番目に低い状況と。
ちなみに、本県を含む上位9県のうち5県は北

海道、東北地域4県ということで、設置の必要
性が少ないのかなという県が含まれております

ので、本県の設置状況が極めて低いのではない

かと言うことができます。

本県の小・中学校における特別教室の設置促

進について、見解を伺いたいと思います。

〇副議長（山本由夫君） 教育委員会教育長。

〇教育委員会教育長（中﨑謙司君）特別教室へ

の空調設置につきましては、設置経費や維持管

理費など多大な財政負担を伴いますことから、

各市町におきましては、それぞれの実情に応じ

まして、校舎の老朽化対策なども含めて、整備

の優先順位を総合的に判断されているものと考

えております。

ただいま、ご指摘にございましたように、本

県は設置率が非常に低いというような状況を踏

まえまして、空調設置に関する各市町からの相

談には丁寧に対応したいと思っておりますし、

特に、設置率が低い市町がございますので、引

き続き、国の補助制度、あるいは他の自治体の

状況等につきまして情報提供を行いながら、整

備に向けて働きかけを行いたいと考えておりま

す。

〇副議長（山本由夫君） 坂口議員―14番。
〇１４番（坂口慎一君） これは平均なので、高

い市町もあれば、低い市町もあるということで、

ばらつきが県下でもあろうかと思います。お金

がかかるのは、どこであっても、どの県であっ

ても同じだろうと思うんです。やはり他県と比

較した場合に本県が著しく低いというのは事実

でありますので、なるべく快適な環境で子ども

たちが学ぶことができますように、市町と連携

して教育環境の整備に努めていただければと思

いますので、どうぞよろしくお願いをいたしま

す。

6、地域振興について。
（1）地域運営組織について。
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①県下における地域運営組織の取組状況につ

いて。

本県の総合計画における基本戦略の一つに、

「人口減少に対応できる持続可能な地域をつく

る」が掲げられております。その施策として、

地域活動を行う多様な主体が支え合う持続可能

な地域づくりの推進に取り組まれています。

具体的には、地域振興部の地域づくり推進課

によって、集落維持対策推進事業として進めら

れております。地域の生活や暮らしを守るため、

地域内の自治会、ＰＴＡ、婦人会や老人会など

多様な主体が参加し、地域課題の解決に向けた

取組を持続的に実践する地域運営組織の立ち上

げ、育成を促進することで、地域主体の持続可

能な地域づくりを目指し、令和7年度までに250
団体の地域運営組織の立ち上げを数値目標とさ

れております。

そもそも地域活動を行う多様な主体が支え合

う持続可能な地域づくりの推進という観点から

すれば、省庁をまたぐ施策が展開をされており

まして、総務省の地域運営組織以外にも、経済

産業省では、買い物支援に特化した施策、農林

水産省は、農山村、漁村における集落機能の維

持を目的に、生活支援サービスの供給の担い手

づくりを進めております。ほかにも、国土交通

省が進める小さな拠点づくりは、集落機能の維

持を目的としたものであり、加えて本県におい

ては、県民生活環境課の所管事項として、ＮＰＯ

法人設立の支援も行われております。そういっ

た中で、地域運営組織の設立や運営を支援する

本県の集落維持対策推進事業は、非常に重要な

事業であると認識をしております。

また、以前に公助のあり方ということについ

て、知事と議論を交わした経緯があります。そ

の際は、地域包括ケアシステムの構築における

高齢者の生活支援という観点からの議論であり

ましたけれども、その時の知事のご発言の中に、

「特に、人口減少、高齢化が全国より進む本県

においては、外出に係る移動手段の確保など、

地域において様々な課題がございます。住み慣

れた地域で安心して暮らし続けていくためには、

多様な支援ニーズに行政として、どのように応

えていくかが課題でございまして、改めて自助、

互助、共助、公助について、その役割や枠組み

を考えていく必要があるかというふうに思って

おります。行政が事業者や住民団体等の多様な

主体としっかりと連携をして、住民組織の活動

等による互助や介護保険サービスなどの共助の

役割を活かすことができるよう、行政による支

援、公助のあり方をより効果的なものに変えて

いかなければならないというふうに考えていま

す」というふうな答弁をなされておりまして、

その点につきましては、私も賛同を示させてい

ただいたところでございます。

私も、議員活動を通じまして、地元の住民団

体等に、県のこの事業、補助制度を周知するこ

とに努めてまいりました。農林水産省や経済産

業省の制度、あるいは県のＮＰＯ支援などと併

せて、地域運営組織の支援には、非常に大きな

期待を寄せていたところでありましたけれども、

残念ながら令和5年度では、地域運営組織の活
動を支援するための県の補助金というものがな

くなってしまっております。

集落維持対策を推し進めるためには、ぜひ、

この補助制度が必要であると考えておりますが、

これにつきましては知事の見解を伺いたいと思

います。

〇副議長（山本由夫君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）人口減少になかなか歯止

めがかからない厳しい状況において、地域住民
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が将来にわたって住み慣れた地域に暮らし続け

ることができるように集落維持対策を講じてい

くことは、極めて重要だというふうに考えてい

ます。

これまで県の補助金等も活用しながら、市町

の地域運営組織の立ち上げに係る取組を支援し

てきたところでございまして、その結果で松浦

市や西海市等において、当該地域におけるモデ

ル的な組織も立ち上がってきたところと認識を

しています。

こうした実績に加えまして、市町からは、ア

ドバイザーによる支援が効果的であるなどのご

意見もありましたので、それらの意見を踏まえ

て、今回、事業の重点化を図ったところでござ

います。

今後は、個別の地域における集落維持対策は、

最も地域に身近で、その実情を把握しておりま

す基礎自治体である市町が主体的な役割を果た

していただきながら、また、それに県において

は、広域的な観点から市町へのサポートを行う

ことによって、県内各地域で市町の施策のさら

なる展開が図られるように取り組んでいきたい

と考えています。

〇副議長（山本由夫君） 坂口議員―14番。
〇１４番（坂口慎一君）この件につきましては、

私も地元において、本県のこの補助制度を努め

て周知をしてきただけに、大変残念な思いはご

ざいます。県と市町の役割分担を明確にしたい

と、そういう思いも一定は理解をすることがで

きますけれども、ただ、他県に先駆けて少子・

高齢化が進む本県において、集落維持対策は喫

緊の課題だというふうに考えております。

②令和7年度目標達成に向けた見通しについ
て。

先に申し述べましたように、この集落維持対

策には、総合計画上の目標値が設定してありま

す。予算が削減された中で、今後、取組を進め

ていかなければならないのが、この事業であり

ますが、前述のとおり、令和7年度までに250団
体の地域運営組織の立ち上げを数値目標として

おりますが、目標達成に向けた見通しについて、

伺いたいと思います。

〇副議長（山本由夫君） 地域振興部長。

〇地域振興部長（小川雅純君）本県における地

域運営組織の団体数は、近年における新型コロ

ナウイルス感染症の影響で、団体設立に必要な

ミーティング等が制限されていたことなどもあ

り、令和4年度の目標190団体に対し、実績は132
団体となっております。

先ほど知事も答弁いたしましたが、集落維持

対策における主体的な役割は市町に担っていた

だき、県としては、広域的な観点から市町の支

援を行っていきたいと考えております。

具体的には、市町へのさらなる意識向上を目

的とした研修会の実施や、団体の設立に向けた

アドバイザーによる伴走支援などにより、目標

達成に向けて、市町と連携しながら取組を進め

てまいります。

〇副議長（山本由夫君） 坂口議員―14番。
〇１４番（坂口慎一君） 今後、この目標達成の

進捗については注視をしてまいりたいというふ

うに考えております。

（2）地域伝統芸能の継承について。
①地域の伝統芸能に関する調査について。

地域には様々な伝統芸能が存在をしておりま

す。しかし、担い手の高齢化、後継者不足など

により存続の危機に瀕している団体、継承が危

ぶまれている団体も多くあることから、令和4
年6月定例会の一般質問において、地域伝統芸
能の継承について取り上げました。
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その際、手法の一つとして、学校と地域が連

携し、学校教育の一環として、各地域の伝統芸

能を取り入れるような取組ができないか、伺っ

たところでございます。

また、その充実を図るという観点から、県下

に地域伝統芸能がどれくらいあって、地域がど

のような支援を必要としているか、実態を調査

することが先決であるとの考えを示し、県の見

解を伺ったところ、「市町と連携して状況を調

査し、把握した情報については、学校現場でふ

るさと教育に活用していただけるよう、県教育

委員会とも共有をしてまいりたい」というご答

弁をいただいております。

まず、前回ご答弁いただいた状況調査につい

て、どのような結果が得られたのか、伺います。

〇副議長（山本由夫君） 教育委員会教育長。

〇教育委員会教育長（中﨑謙司君）昨年度実施

しました地域の伝統芸能に関する調査におきま

しては、県内全ての市町が地域の伝統芸能を有

し、文化財指定のもの、未指定のものを併せま

して351団体が、各地域において活動をしてお
ります。

また、各市町におけます地域の伝統芸能への

支援につきましては、16の市町に制度があり、
道具の修理等を含めます活動費補助、後継者育

成補助などの支援を行っております。

一方で、伝統芸能を継承するうえでの課題と

しましては、今後、少子・高齢化や過疎化が進

む中で、担い手の確保などが挙げられておりま

す。

〇副議長（山本由夫君） 坂口議員―14番。
〇１４番（坂口慎一君）調査結果については伺

いました。そのことを踏まえて、今後の支援の

あり方について、伺いたいと思います。

②継承に向けた今後の取組について。

地域伝統芸能の継承については、少子・高齢

化による担い手不足、後継者不足、あるいは地

域伝統芸能自体に対する価値観の変化などによ

って継承が危ぶまれている団体というものがあ

ります。現に私の身近にも、最近、継承できな

かった団体、先日の6月7日の長崎新聞に掲載さ
れていましたけれども、そういった事例もござ

います。

地域の現状を鑑みた場合に、そのままの形で

継承することが一番ベストなわけでありますけ

れども、そうでない場合、別の形で残していく

ことも考えなければならない時期にきているの

ではないかと考えます。

例えば、映像、音声、文章など様々なメディ

アにアーカイブとして記録、保存していくとい

った残し方もあるのではないかと考えますが、

見解を伺います。

〇副議長（山本由夫君） 教育委員会教育長。

〇教育委員会教育長（中﨑謙司君）担い手不足

等で継承が困難な伝統芸能につきましては、ご

指摘にございましたとおり、誕生した背景や歴

史とともに、その活動状況や技術などを映像な

どで記録・保存することや、その記録を学校教

育など様々な場面において活用していくことは

意義があると考えておりますので、そのような

取組を市町等に働きかけてまいりたいと考えて

おります。

〇副議長（山本由夫君） 坂口議員―14番。
〇１４番（坂口慎一君）よろしくお願いいたし

ます。

③国民文化祭開催を見据えた取組について。

前回の一般質問において、令和7年度の国民
文化祭の開催を見据えた、地域伝統芸能など文

化資源の磨き上げを後押しする制度を創出する

という答弁を得ておりました。
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国民文化祭の開催を見据えた本県の取組状況

について、伺います。

〇副議長（山本由夫君） 文化観光国際部長。

〇文化観光国際部長（前川謙介君） 現在、「な

がさきピース文化祭2025」に向けまして、市町
や関係団体と連携しながら、開催の準備を進め

ているところでございます。

市町との意見交換をする中で、地域伝統芸能

継承のためには、伝統芸能の魅力発信とか、あ

るいは伝統芸能の歴史や背景について理解を深

める、子どもたちが参加するきっかけをつくる

などの意見をいただいております。

このため県といたしましては、全世帯広報紙

に各市町の伝統芸能、地域の特色ある文化・芸

術活動を掲載しております。

また、地域伝統芸能など文化資源の磨き上げ

を後押しする補助制度も創設いたしまして、そ

の活用も呼びかけております。

さらに、伝統文化の継承や子どもたちが積極

的に参画する事業など、地域の特色ある文化祭

のプログラムにつきまして、市町と検討を行っ

ているところでございます。

〇副議長（山本由夫君） 坂口議員―14番。
〇１４番（坂口慎一君）ありがとうございまし

た。

以上で、私の質問を終わらせていただきます。

（拍手）

〇副議長（山本由夫君） 午前中の会議は、これ

にてとどめ、しばらく休憩いたします。

午後は、1時30分から再開いたします。
― 午後 零時１７分 休憩 ―

― 午後 １時３０分 再開 ―

〇議長（徳永達也君） 会議を再開いたします。

午前中に引き続き、一般質問を行います。

中村俊介議員－9番。
〇９番（中村俊介君）（拍手）〔登壇〕皆さん、

こんにちは。

長崎市選出、自由民主党の中村俊介でござい

ます。

私は、今春の統一地方選長崎県議会議員選挙

におきまして、初当選をさせていただきました

新人ではありますが、今回、自由民主党会派の

先輩方、また同僚議員皆様のお取り計らいによ

り質問の機会を与えていただきましたことに、

心から感謝を申し上げます。

そして、本日は、平日にもかかわらず、お忙

しい中、傍聴席にも傍聴に駆けつけていただき

ました皆様にも、重ねて御礼を申し上げます。

ありがとうございます。

私にとりまして、県議会においては、はじめ

ての一般質問であります。お聞き苦しい点があ

るかとは思いますが、何とぞご容赦のほどをよ

ろしくお願い申し上げます。

それでは、通告に従いまして、大きくは4項
目について、一括方式にて順次質問を行います。

知事をはじめ、関係各位の明快かつ誠意ある

答弁を求めるものであります。

1、交流人口の拡大を見据えたまちづくり。
（1）移動の円滑化。
①九州新幹線西九州ルート全線開業に向けた

県、関係自治体との連携強化。

九州新幹線西九州ルートが昨年9月23日に武
雄温泉～長崎間で部分開業してから約9か月が
たちました。

私が生活する長崎市においても、コロナのダ

ウングレードによるメリットを含め、国内外よ

り多くの来訪者に恵まれ、にぎわいの創出につ

ながっているなと、肌で感じる機会が増えまし

た。
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知事をはじめ、県関係者の皆様のこれまでの

取組に対し、心から敬意と感謝を申し上げます。

しかしながら、一方で、新鳥栖～武雄温泉間

につきましては、現在も開通の見通しが立って

おりません。人口減少が課題となっている長崎

県にとって、全国の新幹線ネットワークとつな

がり、交流人口を拡大させることは、地域経済

の復活を図るうえでも非常に重要な取組であり、

一日も早い全線開通が望まれるところでありま

す。

そのためには、県と沿線都市が協力をしなが

ら、関係者への働きかけをさらに強力に行って

いく必要があると考えますが、今後どのように

連携強化を深めていこうとされているのか、知

事の見解を伺います。

②長崎駅から電停間の歩行者支援システムの

整備及びバスタプロジェクトの推進。

高速道路ネットワークの進展により、高速バ

スは、広域公共交通として、中距離輸送の基幹

となるものであり、鉄道駅とも直結する集約型

の公共交通ターミナルを戦略的に整備する必要

があると考えます。

また、その整備に当たっては、官民連携事業

により、民間収益なども最大限活用しながら、

効率的な整備、運営を実現すべきとすることを

旨とする社会資本整備審議会道路分科会の建議

が平成29年8月22日、国土交通省政務官へ提出
されました。

国は、札幌駅、仙台駅、新潟駅、呉駅、大宮

駅とともに長崎駅を候補地に選定するとともに、

この取組においては、国自らが当事者となって

直接的な関与を図るため、道路法も改正するな

ど、積極的な動きが見られているところです。

長崎県におかれましても、国と一体となって、

素早くこの課題に取り組まれ、長崎市とも協議

のうえ、令和2年7月には、「長崎市中心部の交
通結節機能強化の基本計画」を策定されました。

このプロジェクトは、地域の活性化、災害対応

の強化、生産性の向上を図ろうとするものであ

り、県民の期待も大きいものがあります。

しかしながら、現場を見てみますと、見事な

発展を遂げつつある新長崎駅舎近辺とは裏腹に、

バスターミナル付近は、以前の姿から大きな変

化はなく、空き店舗や空き地も目立つようにな

り、県都長崎の玄関口から、かつてのにぎわい

をうかがい知ることはできません。

また、電停から駅舎に向かう動線に目を転じ

ますと、「交通結節機能強化の基本計画」にお

いて、歩行者支援の一つの方策として、駅側と

バスターミナルをデッキでつなぎ、動く歩道を

設置することが明示されておりましたが、長崎

市においては、長大な木質を配したデザインの

ルーフを架設しようとしております。

そこで、長崎駅から電停間の歩行者支援シス

テムの整備並びに県営バスターミナルの建て替

えに関するバスタプロジェクトの推進について、

県の見解を求めます。

③長崎スタジアムシティプロジェクトの支援。

長崎市幸町地区では、株式会社ジャパネット

ホールディングスグループ企業である株式会社

リージョナルクリエーション長崎によるスタジ

アムシティプロジェクトが進捗しており、高く

積み上がっていく鉄骨の様子に私たちの期待も

膨らみ、今後の長崎の魅力、発展に大いに寄与

してくれるものと、喜ばしい思いで、その変化

の様子を日々拝見しております。

当該プロジェクトのつきましては、これまで

優良な民間都市再生事業に対する税制上の特例

措置が受けられる国の認定制度の活用や建設費

への支援など、長崎県・市が連携して支援に取
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り組んでいることは承知をしておりますが、今

後は、スタジアムシティまでの歩行者動線の整

備も必要になってまいります。この点について、

県の見解を求めます。

④長崎ヴェルカへの支援及び佐賀県との連携。

このたび、長崎県唯一のプロバスケットボー

ルチームである長崎ヴェルカが、リーグ参入当

初からの目的を有言実行し、最短でのＢ１昇格

を果たしました。先ほど触れました来年完成予

定である長崎スタジアムシティ開業に向けて、

大きな弾みがついたのではないでしょうか。

来シーズンは、同時昇格を果たした佐賀とも

連携をしながら、ゲームを大いに盛り上げ、ス

タジアムシティ開業後も、多くの観客が来場す

るよう、その機運を高めていく必要があるもの

と考えております。

つきましては、長崎ヴェルカへの支援及び佐

賀県との連携について、その取組をお示しくだ

さい。

（2）地域の魅力発信。
①潜伏キリシタンに関係する資産の活用につ

いて。

「長崎と天草地方の潜伏キリシタン関連遺産」

は、キリシタンが潜伏したきっかけや信仰の実

践と共同体の維持のために密かに行った様々な

試み、宣教師との接触によって転機を迎え、そ

して潜伏が終わりを迎えるまでを12の構成資
産によってあらわしている貴重な遺産です。

県内には、世界遺産の構成資産のほかにも、

日本二十六聖人殉教地、浦上天主堂関連資産、

樫山集落、枯松神社、千々石ミゲル墓所など、

数多くの潜伏キリシタンに関係する遺産が存在

しており、関係者の期待も大きいものと考えま

す。

したがいまして、こうした遺産についても、

世界遺産への追加登録も視野に入れながら、保

全に努める姿勢を全世界に明らかにしつつ情報

発信することにより、多様な時代、価値観の中

にあっても平和を勝ち取ることができることを

世界の人々に発信し、長崎を訪れ、触れていた

だくきっかけとしながら、保全のための財源と

なる交流人口の拡大についても大きく見込める

ものと考えます。

今年度は、「長崎と天草地方の潜伏キリシタ

ン関連遺産」が2018年に登録されてから5周年
でもあり、さらにコロナ禍からの回復というタ

イミングでもあるため、今後、これらの資産の

活用、情報発信及び交流人口拡大に向けた県の

見解をお伺いいたします。

②農水産物の魅力発信の取組について。

農林水産業は、本県の基幹産業であり、本県

の農水産物の魅力を県内外に発信することは、

地域の魅力発信、ひいては交流人口拡大を見据

えたまちづくりにもつながるものと考えており

ます。

去る5月13日と14日の2日間、長崎市で「Ｇ７
長崎保健大臣会合」が開催をされましたが、Ｇ

７長崎保健大臣会合推進協議会主催の昼食会で

は、本県の優れた食材を使った料理などを主要

7か国等の要人の方々にご堪能いただいたとお
伺いしました。

九州新幹線西九州ルートの開業やアフターコ

ロナを契機に、人の移動、流れが回復しつつあ

り、今後、交流人口の拡大が見込まれますが、

この機を逸することなく、本県農水産物の魅力

を広く伝え、ＰＲすることは大変重要であると

考えます。

つきましては、本県農林水産物の魅力発信に

ついて、農業分野、水産分野それぞれで、どの

ように取り組まれようとなされているのか、お
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伺いをいたします。

2、子育てしやすいまちづくり。
（1）妊娠期から子育て期にわたる切れ目の

ない支援体制の整備。

①保育士の人材確保について。

昨今、コロナ禍を含む様々な要因を背景に、

少子・高齢化や人口減少が想定よりも加速化し

ている状況にあり、少子化対策、人口減少対策

は喫緊の課題であると考えます。

そのような中、県におかれましては、子ども

施策を県政の機軸として位置づけ、結婚、妊娠、

出産から子育てまでの一貫した切れ目のない支

援を推進されており、子育て世代の私自身も大

変に感謝をしているところであります。

しかしながら、近年、保育の現場においては

保育士の確保が大きな課題となっており、そこ

で新卒者対策を含めた保育士の人材確保につい

て、県はどのように進めていこうとされておら

れるのか、見解をお伺いいたします。

（2）子育てしやすい長崎県づくりについて。
知事は、安心して子どもを産み育てることが

でき、子どもが生まれてきてよかったと感じる

社会の実現を目指しておられますが、子育ては、

当事者のみではなく、私は、社会全体で育てて

いかなければならないのではないかと考えてお

ります。

その方策の一つとして、子育てに悩む親が気

軽に相談できる体制の構築など、環境整備が必

要ではないかと考えているところです。

そこで、安心して子育てできる環境づくりに

ついて、知事はどのようなお考えなのか、知事

の思いをお伺いいたします。

（3）地域で子どもを育てる環境づくり。
私は、現在、市立小学校において、複数年に

わたってＰＴＡに関わらせていただいておりま

す。その中で、学校の先生方は、多くの業務を

抱え、苦労されていることを目の当たりにして

おり、その改善の必要性を感じているところで

す。

また一方で、私もご相談を受けることがあり

ますが、保護者の中には、それぞれのご家庭の

事情から、子育てに苦慮している方も少なくあ

りません。

そこで、地域の教育力に期待したいところで

すが、人々のつながりの希薄化や核となって活

動する人材の高齢化により、地域の教育力も

徐々に低下しているように感じております。

このような中、地域で子どもを育てる環境づ

くりについては、県はどのように考えているの

か、またどのような取組を進めているのか、お

伺いをいたします。

（4）教員の働き方改革について。
先生方の働き方改革を進めるには、ＰＴＡ活

動においても、先生方の多忙さや業務改善の必

要性について理解を促していかなければならな

いと、ＰＴＡに携わりはじめて以来、年々強く

感じているところです。

そもそも働き方改革は、先生方の教育活動を

充実させ、子どもたちの成長に還元されるもの

でなければなりません。このことについて、保

護者、場合によっては地域からの理解も得られ

なければ、真の意味での働き方改革は進んでい

かないのではないかと危惧をしております。

そこで、教員の多忙さの実態や働き方改革の

必要性をこれまでどのように保護者に周知して

きたのか、また働き方改革を今後どのように進

めていくのか、お伺いをいたします。

（5）ＩＣＴを活用した家庭における負担軽
減。

ＧＩＧＡスクール構想で整備された一人一台
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のタブレット端末は、子どもに情報活用能力を

育むうえで限りない可能性を秘めたものであり、

学校だけではなく、家庭での活用なども期待さ

れていると伺っております。

一方で、家庭においては、使用時間の制限や

端末の管理など、負担もあることから、私自身

としては、このＩＣＴ環境を活用することで、

学校と家庭、双方向のやりとりをより簡素化、

円滑化することで、家庭における負担軽減にも

つながる取組があるのではないかと感じており

ます。

せっかく整備をされた環境を、家庭における

負担軽減に活用していくため、県では、どのよ

うな取組を行っていくのか、見解をお示しくだ

さい。

（6）学校給食における地産地消の推進につ
いて。

近年の物価高騰により、限られた予算の中で

実施している学校給食においては、安く調達で

きる輸入食材などを使う傾向が見られるのでは

ないかと考えています。

学校給食は、児童生徒の心身の健全な発達に

資するものであり、学校給食において地産地消

を進めることは、郷土の食文化の理解や地域の

生産者の方々への感謝の気持ちを育むなど、教

育的にも大きな意義があると考えております。

学校給食においては、安全・安心な地元産の

食材を積極的に使用すべきであると考えますが、

学校給食での地産地消の現況について、お伺い

をいたします。

（7）いじめや不登校への対応について。
学校は、子育てしやすいまちづくりを推進す

るに当たって、必要な都市基盤の一つであると

考えます。

学校運営に当たっては、理想として、全ての

子どもたちが毎日笑顔で登校し、満足した笑顔

で下校する姿を見ることができるまちであって

ほしいと心から願っております。

また、そのようなまちに育まれることで、子

どもたちの心に、ふるさとに誇りを感じ、明る

い未来に夢をはせながら、夢をカタチにできる

大人として、将来の長崎のまちづくりの担い手

となってくれるのではないかという期待も抱い

ているところです。

しかしながら、昨今の本県の現状を見てみま

すと、決して少なくない件数のいじめがあり、

また不登校についても年々増加傾向にあります。

このような状況を踏まえ、県として、いじめ

や不登校の未然防止、さらに不登校児童生徒へ

の支援について、どのように取組を進めていこ

うとされておられるのか、お伺いをいたします。

3、多様な主体による産業振興とまちづくり。
（1）産官学連携による水産業の活性化（長

崎大学海洋未来イノべーション機構と連携した

産業振興及び稼げる漁業拡大）。

現在、長崎市においては、九州新幹線西九州

ルートの開業や長崎スタジアムシティプロジェ

クトの推進など、100年に一度とも言えるまち
づくりが進められております。

これを契機に、地域のポテンシャルを活かし、

若者が魅力を感じ、働く場として選ばれるよう

な産業の育成や選ばれるまちづくりに重点的に

取り組む必要性を強く感じております。

こうした中、水産業分野におきましては、長

崎大学を主体に、産官学が連携をして、養殖業

のＤＸ化に取り組むプログラムなどが進められ

ております。

新技術で県内に養殖ブリの拠点を創出し、水

産業再生と地域活性化につながるプログラムだ

と伺っておりますが、これまで、この動きに長
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崎県としてどのように関わってきたのか、経緯

と今後の取組、期待される効果について、見解

をお示しください。

（2）航空機関連産業の振興及びスタートア
ップ支援について。

長崎市は、「第五次長崎市経済成長戦略」に

基づき、「人や企業に選ばれ、産業が進化し続

けるまち」を目指すべき姿として、そのための

成長可能性を有する分野において、関連企業の

誘致やオープンイノベーションの推進、スター

トアップの支援、優秀な人材の育成・確保など、

産業創出に向けた取組を進めているところです。

県におかれましては、造船業に次ぐ基幹産業

を誘致、育成するため、今後の需要拡大が期待

される半導体や航空機関連などを成長分野と位

置づけ、関連企業の支援に継続して取り組んで

おられます。

特に、航空機関連においては、県内企業の新

規参入も順調に増加し、新規案件の受注が拡大

するなど、県内サプライチェーン形成へ向けて、

一定の成果が出つつある状況と伺っております。

そこで、これまでの支援状況も交えながら、

県内における航空機産業の現況について、お示

しください。

重ねまして、先ほど申し上げました長崎市の

経済成長戦略につきましては、特に、オープン

イノベーションの推進やスタートアップ支援と

いった新事業の創出や新分野への進出支援に注

力をしており、その推進に当たっては、県をは

じめ、産学官金との連携が不可欠であると考え

ます。県として、このような長崎市のスタート

アップ支援に関する取組に対し連携、協力を図

っていただくことで、その効果を大きく引き出

せるものと期待をしております。

そこで、これまでの県、市間での連携状況及

び今後、長崎市とどのような展開が見込めるの

か、お伺いをいたします。

（3）空き家の活用。
空き家対策は、どの自治体においても悩みの

種であると認識をしておりますが、工夫次第で

は、移住施策への活用も考えられるところであ

り、移住を促進するうえでも、その有効活用を

図ることが今後非常に重要であると考えている

ところです。

県におかれましても、市町の空き家対策との

連携を含め、先般、可決、成立いたしました「改

正空家法」により、今後、空き家の増加抑制と

活用をより一層推進していく環境が整ったので

はないでしょうか。

県は、これまでも市町と連携し、空き家対策

に取り組んできたと理解をしておりますが、「改

正空家法」を踏まえ、空き家の有効活用を促す

観点から、今後どのような取組を行っていくの

か、お伺いをいたします。

（4）移住の促進。
先ほど、空き家の活用について、お伺いをし

ました。その有効活用の方法の一つとして、長

崎県への移住者も視野に入れて促進を図るべき

ではないかと考えております。

多くの人材に移住していただき、その方々が

それぞれの地域で活躍していただくことで、多

様なまちづくりの原動力にもなるのではないで

しょうか。

また、一つの希望として、子育て世代が移住

しやすい環境を整えることにより、子どもが増

え、地域に活力を与えてくれるきっかけにもつ

ながると考えているところです。

移住の促進につきましては、単に人口減少の

社会減対策にとどまらず、各地域においては、

急激な過疎化への対応策にもつながることから、
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しっかりと取り組むべき施策であると考えます。

そこで、移住促進のための情報発信や子育て

世代の移住促進について、本県の取組をお示し

ください。

4、健康増進による持続可能なまちづくり。
（1）浦上川高架橋下の有効活用策としての

ボールパーク整備。

高架橋下の空間の利活用につきましては、こ

れまでも、たくさんの自治体の知恵と工夫によ

って、憩いの場として、フットサル場やバスケ

ットボール場など、周辺の状況や広さによって、

あるいは近隣住民の需要に応じて、様々に有効

活用されているところです。

その観点から、私は、長崎市議時代から市に

対して、ＪＲ長崎本線や浦上川高架橋の高架下

において、ボールパーク整備ができないか提言

し、議論しましたが、残念ながら整備には至り

ませんでした。

そこで、ボールパークとして活用の可能性に

ついて、県のお考えをお伺いいたします。

（2）小ケ倉地区（柳埠頭）における緑地整
備の進捗について。

長崎港小ケ倉柳地区においては、埠頭の拡張

工事に合わせて、地元から、子どもたちが自由

に遊べ、大人も散歩することができる広場の整

備要望が挙がっていると伺っております。

長崎市南部地区においては、スポーツ等のク

ラブチームは、練習場所に学校施設を利用して

おりますが、事前予約による調整や抽選等によ

り貸出しが決定されており、計画的な利用が難

しい状況にあるため、公園や緑地の整備に強い

関心を持たれているところです。

中でも、柳埠頭の緑地整備については、県と

地元との話合いの場が持たれていると伺ってお

り、地域の健康増進を図るうえでも、早期に整

備をお願いしたいと考えております。

そこで、柳埠頭の緑地整備について、現在の

進捗状況がどのようになっているのか、お伺い

をいたします。

（3）介護・保育など社会福祉従事者の処遇
改善。

介護・保育のうち、まず介護分野について、

お尋ねをいたします。

高齢者が増加している中で、介護サービスを

提供するための人材確保は重要な課題となって

おります。

実際、介護分野の有効求人倍率は全産業でよ

り高く、多くの事業所が人材の不足感を感じな

がらも、必要な人材が採用できていない事業所

も多いのが現状であります。

この原因の一つとして、介護職員が県民の安

全・安心な暮らしに欠かせないエッセンシャル

ワーカーであるにも関わらず、給与がそれに見

合っていない現状もあるのではないかと考えて

いるところです。

そこで、県におかれましては、介護職員の処

遇の現状をどのように認識し、どのようにして

処遇改善に取り組んでいこうとされているのか、

お伺いをいたします。

もう一点、保育分野について、お尋ねをいた

します。

保育の現場は、子どもの命を預かるという責

任ある仕事であるにも関わらず、保育士の処遇

については、他業種と比較しても、依然として

低い状況であると伺っております。

そこで、保育士の処遇改善について、県とし

てどのように考えておられるのか、見解をお示

しください。

以上、壇上からの質問とし、再質問につきま

しては、対面演壇席から行わせていただきます。
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ご清聴ありがとうございました。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）〔登壇〕 中村俊介議員の

ご質問にお答えいたします。

まずはじめに、西九州新幹線に関してですけ

れども、全線開通に向けて、県と沿線市がどの

ように連携を強化していくのかとのお尋ねがご

ざいました。

県では、九州新幹線西九州ルートの整備促進

に向けて、国会議員や県議会、市町、経済団体

等と一体となって、「オール長崎」として取り

組んできたところでございます。

特に、沿線市においては、これまで共同で要

望活動等を実施されており、県も、情報提供や

意見交換など、連携して取り組んでまいりまし

た。

また、西九州新幹線の開業に際しては、県と

関係市町等が連携し、駅のにぎわい創出を目的

としたイベントや県内周遊のための二次交通の

充実などに取り組み、開業効果の拡大を図って

まいりました。

今後においては、まずは県内全体で開業効果

を享受することが重要であると考えております

ので、引き続き、沿線市をはじめ、県内市町や

経済団体等と連携して取り組むことによって、

全線フル規格に向けた機運醸成につなげていき

たいと考えております。

こうした取組に加えまして、関係者間で思い

を共有し、連携を深め、政府・与党へ働きかけ

るなど、官民一体となって、全線フル規格の早

期実現を目指してまいりたいと考えております。

次に、子育てに関しまして、社会全体での子

育てや相談体制の構築など、安心して子育てで

きる環境づくりについて、知事の思いをという

お尋ねがございました。

私自身、地元五島で地域に温かく見守られな

がら育てていただいたという思いを抱いており

ます。そのような地域では、子どもを安心して

育てることができると思いますので、地域社会

で子育てを支えること、これは大変重要である

と、まず認識をしております。

一方、昨年度実施をいたしました県民との対

話の場である、「こんな長崎どがんです会」に

おいては、新型コロナウイルス感染症の感染拡

大もあって、子育てについて、孤独・孤立化が

進み、相談することが難しいという不安の声が

聞かれました。

こうした声を踏まえ、今年度は、ポータルサ

イト、ＬＩＮＥ等を活用しまして、例えば、子

どもの預け先や急な病気など、子育てに関する

困りごとについて、いつでも相談できる窓口を

開設することとしております。

また、子育て支援活動について、県民の皆様

の主体的取組を促すため、地元テレビ局と連携

した情報発信や企業、若者などが子育てを応援

する意思を表明するための仕組みづくりなどに

も取り組むこととしております。

このような相談体制づくりや子育てを応援す

る機運の醸成などによって、子ども、子育て世

帯を地域全体で支える社会の実現を目指してま

いりたいと考えております。

残余のご質問につきましては、関係部局から

答弁をさせていただきます。

〇議長（徳永達也君） 土木部長。

〇土木部長（奥田秀樹君） 私から、5点お答え
いたします。

まず、長崎駅から電停間の歩行者支援システ

ムの整備並びに県営バスターミナルの建て替え

に関するバスタプロジェクトの推進についての

お尋ねですが、令和2年7月に、国、県、市、交
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通事業者等からなる検討会議で、「長崎市中心

部の交通結節機能強化の基本計画」を策定しま

した。その中で、歩行者の移動支援として、国

道横断デッキ上に動く歩道も盛り込まれていま

す。

デッキの整備については、今後、バスターミ

ナルの検討の進捗を見ながら、県、市において

内容を精査してまいります。

また、長崎駅前バスターミナルの再整備につ

いては、周辺建物との共同建て替えの可能性を

検討するため、令和3年度から、地区内の土地・
建物所有者との勉強会や意見交換などの地元調

整を進めています。

新たなバスターミナルは、駅前地区のにぎわ

い創出や防災機能の強化など、地域への貢献を

目指しており、引き続き、国や長崎市と連携し、

地元調整やまちづくりの検討など、実現に努め

てまいります。

次に、長崎スタジアムシティプロジェクトま

での歩行者動線の整備についてのお尋ねですが、

長崎駅と長崎スタジアムシティを結ぶ都市計画

道路長崎駅東通り線は、スタジアムへの歩行者

動線となるため、昨年度、車道を当初計画の2
車線から1車線に減じ、歩道を広くする都市計
画の変更を行いました。

また、県や長崎市で、長崎駅や浦上駅からス

タジアムまでの歩行者動線のあり方について、

検討を行っているところです。

具体的には、スポーツチームの旗を取りつけ

られるような照明器具やのぼり旗の設置、わか

りやすい案内表示、歩道舗装の工夫などを検討

しており、今後、にぎわいのある道路空間を構

築するため、長崎駅東通り線だけではなく、周

辺道路も含め、歩行者利便増進道路指定制度の

活用なども検討してまいります。

次に、空家法の改正を踏まえ、空き家の有効

活用が促進されるためにどのような取組を行う

のかとのお尋ねですが、県では、これまで市町

や民間事業者と連携し、空き家を子育て世帯や

移住者等向けの住宅として活用する取組への支

援や住まいに困っている方向けのセーフティー

ネット住宅としての登録を推進しています。

改正空家法においては、空き家が周囲に悪影

響を及ぼす前に有効活用するため、空き家の掘

り起こしや相談等への対応を行う支援法人の指

定や用途変更や建て替え等に関する規制緩和を

行う区域の設定等を市町が行うことが可能とな

りました。

県としては、市町等が新しい制度により空き

家活用を図ることができるよう様々な相談への

対応を行うなど、引き続き、技術的な助言を行

ってまいりたいと考えています。

次に、浦上川高架橋下でのボールパーク整備

の可能性についてのお尋ねですが、浦上川高架

橋下については、現在、周辺の開発に係る関係

者の駐車場及び資材置場として、暫定的に貸出

しを行っています。

この浦上川高架橋下は、両側を高架橋へ出入

りする道路に挟まれた交差点に面しており、交

通量も多いことから、高架橋下利用者や高架橋

出入口の通行車両への安全対策が必要なことに

加え、幅や高さにも制限があるなど、ボールパ

ークとしての利用を行うには多くの課題があり

ます。地元長崎市から相談がありましたら、協

議を行いたいと考えています。

次に、長崎港小ケ倉柳埠頭緑地整備の現在の

進捗状況についてのお尋ねですが、小ケ倉柳埠

頭の緑地については、港湾就労者や周辺住民の

休息緑地として計画しており、これまでに整備

施設や配置について、地元自治会や港湾利用者
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と調整を行ってきたところです。

しかしながら、当該埠頭は、港湾貨物の取扱

いで大型車両の通行が多く、歩行者動線の安全

性を確保する必要があります。できるだけ早く

関係者と調整を図り、安全で安心して利用でき

る緑地の整備を進めてまいります。

〇議長（徳永達也君） 文化観光国際部長。

〇文化観光国際部長（前川謙介君） 私から、2
点お答えいたします。

まず、長崎ヴェルカへの支援及び佐賀県との

連携についてのお尋ねでございます。

県立総合体育館の指定管理者との協議の結果、

施設使用料の一部減免が実現したほか、試合が

開催される佐世保市、大村市などへも同様の働

きかけを行ったところでございます。

また、ホームゲームへの集客支援といたしま

して、県の広報媒体による試合の告知や県民招

待などを内容とする県民応援フェアを開催する

ことで、試合の盛り上げを図っております。

来シーズンに向けましては、県が事務局を担

っているプロスポーツクラブ長崎自治体連携会

議の場におきまして、県内各市町の取組をさら

に促進してまいりますとともに、佐賀県とも、

隣県同士のダービーマッチを盛り上げていくこ

とができますよう、今後、連携に向けての協議

の場を設けてまいります。

次に、潜伏キリシタンに関係する遺産の活用

についてのお尋ねでございます。

世界遺産の構成資産や関連する重要な文化財

等につきましては、キリスト教関連遺産群と位

置づけまして、二十六聖人殉教地など、204資
産を登録し、世界遺産と併せて、その魅力を発

信しているところでございます。

具体的には、専用ホームページによる多言語

での情報発信や「世界遺産巡礼の道」を活用し

た旅行社を招聘するファムツアーを実施するな

ど、誘客対策に取り組んでおりまして、これら

の施策により、二十六聖人殉教地等の関連する

遺産群を巡る「巡礼ツアー」が実施されており

ます。

今年度は、登録5周年を迎えることから、様々
な記念行事を予定しておりまして、引き続き、

多くの方々が貴重なキリスト教文化遺産群等の

魅力に触れていただけるよう取り組んでまいり

ます。

〇議長（徳永達也君） 農林部長。

〇農林部長（綾香直芳君）本県の農産物の魅力

発信について、どのように取り組むのかとのお

尋ねですが、県としましては、これまで関東・

関西地域の量販店等において、農業団体が取り

組むいちごや長崎和牛等の販売ＰＲイベントを

支援したほか、昨年11月には、農業団体と連携
し、東京都中央卸売市場において、長崎みかん

のトップセールスを実施してまいりました。

今年度は、新たに、旅館やホテルの業界団体

と連携したインバウンド向けのＰＲイベントや

シンガポールでの長崎和牛やいちごのトップセ

ールスと現地インフルエンサーによる魅力発信

などに取り組んでまいります。

今後も、関係団体等と連携し、本県の豊かな

農産物を通じた交流人口の拡大に努めてまいり

ます

〇議長（徳永達也君） 水産部長。

〇水産部長（川口和宏君） 私から、2点お答え
いたします。

まず、本県水産物の魅力発信について、どの

ように取り組むのかとのお尋ねでございますが、

水産物の魅力発信は、人流が回復しつつある今

が好機であると考えております。

これまで県では、ＷＥＢ等を活用し、新鮮さ
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やおいしさ、生産者のこだわりなど、本県水産

物の持つ魅力を発信するとともに、大都市圏で

の商談会における情報発信や大手量販店での販

売フェアへの出展等に支援をしてまいりました。

今年度は、これらの取組に加え、県内外から

訪れる観光客に対し、本県水産物の良さを体感

していただくため、「県の魚愛用店」における

ランチキャンペーンや県内ホテルへの食材提案

を行うほか、県外量販店の新規開拓等にも取り

組むこととしております。

また、県内に転勤して来られた方々に本県水

産物の魅力を理解していただき、首都圏に戻ら

れた後も優先的に利用してもらうための食事会

の開催など、水産県長崎としての魅力発信に努

めてまいります。

次に、長崎大学を主体とする産学官連携プロ

グラムに県として関わってきた経緯と今後の取

組、期待される効果とのお尋ねでございますが、

本県は、令和3年度から、長崎大学と連携して
養殖業のＤＸ化の検討を進めてきたところであ

り、令和5年2月には、長崎大学が中核機関とな
り、産学官で実施する科学技術振興機構の「共

創の場形成支援プログラム」の本格型に採択さ

れたところでございます。

このプログラムでは、もうかる養殖業を目的

に、作業を変える、育て方を変える、働き方を

変えるの3つの視点から技術開発を進めてまい
ります。

特に、作業負担を軽減し、安定した養殖を行

うため、海や魚の様子をモニタリングするシス

テムなどを開発し、若者が働きやすい職場環境

への改善に取り組んでまいります。

このように、若者が積極的に養殖業に参入す

る環境を整えるとともに、漁場環境の維持にも

努め、もうかる持続的な養殖業への発展を目指

してまいります。

〇議長（徳永達也君） こども政策局長。

〇こども政策局長（浦 亮治君） 私の方から、

2点答弁させていただきます。
まず、保育士の人材確保について、新卒者対

策を含めた保育士の人材確保について、県はど

のように進めていこうとしているのかとのお尋

ねでございますけれども、本県では、保育人材

確保に係る新卒者対策として、例年、県内2地
域において、保育の仕事合同面談会を開催して

いるところであり、今年度は、県外の学生や離

島などの施設も参加しやすいよう、オンライン

面談会も開催する予定としております。

また、県内の保育所等に5年以上勤務するこ
とで返済が免除されます保育士修学資金の貸付

けにつきましては、貸付枠を昨年度の60名程度
から、今年度は100名程度に拡大したところで
あります。

こうした新卒者向けの取組のほか、潜在保育

士向けの就職支援や離職防止、処遇改善の取組

を一体的に行うことで、さらなる人材の確保に

努めてまいります。

次に、保育士の処遇改善について、県はどう

考えているのかとのお尋ねでございますけれど

も、県としましては、施設運営の算定の基礎と

なります保育士の配置基準が現場の実態よりも

低く設定されていることが、給与改善が進まな

い大きな要因であるというふうに認識をしてお

ります。

そのため、配置基準の改善につきましては、

かねてから国に強く要望してきた中、現在、国

において具体的な検討が進められております。

県におきましては、処遇改善等加算の要件と

なるキャリアアップ研修等に引き続き取り組む

とともに、こうした国の動向を踏まえながら、
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今後どのような施策が考えられるのか、市町の

ご意見もお伺いしながら検討してまいりたいと

いうふうに考えております。

〇議長（徳永達也君） 教育委員会教育長。

〇教育委員会教育長（中﨑謙司君）私の方から、

教育行政5点答弁させていただきます。
まず、地域で子どもを育てる環境づくりにつ

いてのお尋ねでございます。

学校、家庭、地域が相互につながり、豊かな

出会いや体験を通じ、地域全体で子どもたちを

育む環境づくりを進めることは重要であり、そ

の中核をなす取組として、地域学校協働活動を

推進しているところでございます。

この活動は、学校が自治会や公民館などの多

様な団体とつながり、おのおのができることや

強みを活かしながら、通学時の見守りや放課後

の学習支援、あるいは地域の伝統行事等に取り

組むことで、子どもたちを豊かに育む環境づく

りを推進しております。

この取組をさらに活性化させるために、引き

続き、各種研修会を通じまして、優れた実践事

例の共有を図りますとともに、学校と地域をつ

なぐパイプ役として活動を支えるコーディネー

ターの育成にも努めてまいります。

次に、教員の働き方改革の必要性の保護者へ

の周知、また今後の取組についてのお尋ねでご

ざいます。

これまで様々なＰＴＡ組織と情報共有や意見

交換を重ね、教員の多忙さについて理解を図り

ますとともに、保護者向け広報誌を活用しまし

て、学校の働き方改革の必要性を広く発信して

まいりました。

今後は、7月下旬に、有識者や民間企業の方
からなる「教職の魅力化作戦会議」を新たに立

ち上げまして、学校現場における業務の実態を

診断、分析していただきますとともに、教職の

魅力発信や人材確保等のあり方についても提言

をいただき、教員が働きがいを感じられるよう

な、実効性ある施策につなげてまいりたいと考

えております。

次に、ＩＣＴ環境を活用して家庭の負担軽減

への取組についてのお尋ねでございます。

端末を家庭に持ち帰って学習に使用するなど

の取組も増えている中、保護者との連絡用ツー

ル等としての活用の場も広がっており、例えば、

端末を使った欠席連絡や学校からの文書配信、

あるいはオンラインによります面談などに活用

する学校も見られます。

これらの事例は、家庭の負担軽減につながり

ますことから、県及び市町の教育委員会や学校

長からなる協議会で積極的に活用例を情報提供

いたしますとともに、県のＧＩＧＡスクール推

進サイトにおきまして、これらのことを発信す

ることで、各学校の具体的な実践がさらに広が

っていくよう努めてまいります。

次に、学校給食での地産地消の状況について

のお尋ねでございます。

県教育委員会では、年2回、地域の食材を重
点的に使用する「地場産物使用推進週間」を設

定しておりまして、この間、各市町におきまし

ては、地場産物を使用した郷土色豊かな学校給

食の実施だけではなく、地域の生産者と連携し

た農業・漁業体験学習や調理講習会などが行わ

れているところでございます。

このような取組によりまして、期間を定めて

行いました令和4年度の調査結果では、県内産
物の使用割合が75.5％となりまして、この10年
間で約5ポイント上昇しております。
今後とも、地産地消によります学校給食を生

きた教材として食育の充実を図りますとともに、
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県内食材の積極的な使用に努めてまいります。

最後に、いじめや不登校の未然防止、また不

登校児童生徒への支援についてのお尋ねでござ

います。

いじめや不登校を未然に防止するためには、

子どもたちが抱える悩みを早期に把握し、支援

につなげていくことが重要でありますことから、

本年度から、スクールカウンセラーの配置方法

を見直し、全ての小中学校で日常的に相談でき

るようにするなど、教育相談体制の充実に努め

ております。

また、不登校児童生徒への支援につきまして

は、昨年度新たに作成しました教職員向けのガ

イドラインを全ての学校に配布しております。

さらに、今年度からは、美術館など民間施設

と連携しまして、様々な体験活動を通して子ど

もたちの社会的自立を支援する新たな取組をは

じめたところでございます。

引き続き、悩みを抱える子どもたちに寄り添

いながら、いじめの未然防止や不登校児童生徒

への支援に全力で取り組んでまいりたいと考え

ております。

〇議長（徳永達也君） 産業労働部長。

〇産業労働部長（松尾誠司君） 私の方から、2
点お答えさせていただきます。

まず、県内における航空機関連産業の現況等

についてのお尋ねでございます。

県では、造船業を中心に培われてきました県

内企業の高い技術力や優秀な人材が活かせる成

長分野の一つとして、航空機関連産業の振興に

取り組んでまいりました。

大手重工と直接取引を行う企業を核として、

県内企業との連携を支援し、サプライチェーン

の構築やビジネスマッチングなど、関連企業に

よる県外需要の新規獲得を支援しております。

また、新規参入の機運醸成に努めるとともに、

品質保証セミナーの開催による技術力向上など

に取り組んだ結果、市場参入に必要な認証取得

企業数が九州トップの10社となるなど、着実に
成長している状況でございます。

今後とも、成長が見込まれる航空機関連産業

の基幹産業化へ向け、県内サプライチェーンの

形成に努めてまいります。

次に、スタートアップ支援におけるこれまで

の県と長崎市との連携状況等についてのお尋ね

でございます。

長崎市との連携につきましては、これまでも

スタートアップの実践的な知識を学ぶイベント

の共同開催や大学と連携した起業家育成の支援

施設を共同で運営するなど、様々な取組を行っ

てきたところであります。

また、今年度は、スタートアップの都市部か

らの呼び込みにつきまして、長崎市との連携を

さらに強化していくこととしております。

具体的には、県が開催する交流イベントを通

して掘り起こした企業に対し、新たに、県外企

業へ対象を拡大した県の実証補助金や市の支援

制度等の活用を提案することにより本県への進

出につなげるなど、県、市の連携により、スタ

ートアップのさらなる集積を図ってまいりたい

と考えております。

〇議長（徳永達也君） 地域振興部長。

〇地域振興部長（小川雅純君） 私からは、移住

促進のための情報発信や子育て世代の移住対策

について、お答えいたします。

情報発信につきましては、本県の歴史文化や

自然の魅力、先輩移住者の体験談、子育て支援

や求人の情報など、ターゲットに応じた情報発

信を充実することとしております。

また、子育て世代の移住施策につきましては、
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国の事業を活用して、東京23区に在住または勤
務されている子育て世帯の移住を促進するため、

移住支援金の子育て加算について、昨年度は、

18歳未満の方一人につき最大30万円であった
ものを、今年度から、最大100万円に拡大して
おります。

加えて、都市部で開催する移住相談会におい

て、子育て中の方に安心してご来場いただける

よう、今年度から、キッズルームを設置するこ

ととしております。

今後とも、魅力的な情報発信や子育て世代へ

の支援などにより、移住の促進に努めてまいり

ます。

〇議長（徳永達也君） 福祉保健部長。

〇福祉保健部長（寺原朋裕君） 県では、介護職

員の処遇の現状をどのように認識し、どのよう

に処遇改善に取り組んでいくのかとのお尋ねに

ついてでございますが、令和4年度の本県の介
護職員の平均給与は月20万5,500円であり、全
職業と比較して6万円程度低く、さらなる改善
が必要と考えております。

安定的な人材の確保を図るためには、介護報

酬の充実強化は重要であり、国に対し、職員の

処遇改善につながる加算をさら拡充するよう強

く要望しているところです。

また、県内には加算未取得の事業者が少なか

らずあり、事業所自らが処遇改善の重要性を理

解し、取り組んでいただく必要があります。

県としては、未取得事業所に対して社会保険

労務士を派遣し、キャリアパスの作成等への助

言、指導を実施しているほか、今年度からは、

プッシュ型の支援を強化することで、介護職員

の処遇改善に努めてまいります。

〇議長（徳永達也君） 中村俊介議員－9番。
〇９番（中村俊介君）一通りのご答弁をいただ

きました。一つ一つの項目につきまして、非常

に丁寧にご答弁をいただきまして、ありがとう

ございます。

それでは、再質問を行わせていただきたいと

思いますが、時間の関係から全ては網羅できま

せんので、順不同になりますけれども、幾つか

の項目に絞って再度お伺いをいたします。

まず、多様な主体による産業振興とまちづく

りの航空機関連産業の振興及びスタートアップ

支援についてでありますけれども、今後の展開

について、お伺いをしたいと思います。

私の地元である長崎市では、令和2年に三菱
重工航空エンジンの生産拠点が稼働して、既に

第2期等の工場建設も進められていると、非常
に好調であるというふうに伺っております。

コロナ禍によって一時的に落ち込んだ需要の

回復を受けまして、さらに成長が見込まれる航

空機関連産業の振興に積極的に取り組んでいく

ことが非常に大事ではないか、重要じゃないか

というふうに考えておりますけれども、この航

空機関連の産業をさらに発展させるため、今後

どのようなことに取り組んでいかれるのか、お

伺いをいたします。

〇議長（徳永達也君） 産業労働部長。

〇産業労働部長（松尾誠司君）今回の三菱重工

航空エンジン株式会社の工場拡張を好機と捉え

まして、大手企業からの地場企業への発注拡大

を働きかけるなど、立地効果を高める取組を推

進した結果、長崎工場に加え、主要拠点であり

ます中部地区からの直接の受注獲得につながっ

ているところでございます。

そのため県では、さらなる県外需要の獲得へ

向け、これまでの企業間連携の支援に加え、国

内大手重工等との直接取引を目指し、エンジン

部品の表面処理加工への新規参入や自社の特殊
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加工技術を用いた新規受注に向けた一貫製造体

制の構築など、県内企業の新たなチャレンジを

支援することとしております。

今後とも、大手重工などの企業動向などを的

確に捉えながら、引き続き、航空機関連産業の

サプライチェーンの強化に積極的に取り組んで

まいります。

〇議長（徳永達也君） 中村俊介議員－9番。
〇９番（中村俊介君） ありがとうございます。

航空機関連産業については、部長より、非常に

力強いご答弁をいただきました。

ぜひ三菱重工航空エンジンが立地をしている

長崎市に対しまして、さらに積極的に取り組む

ように、県よりの働きかけもお願いをしたいと

いうふうに思います。私も前市議としての立場

がありますので、協力できることはしっかりと

協力をさせていただきたいというふうに思って

おります。

そしてまた、今後も成長が見込まれる産業の

基幹産業化であるとか、企業の参入、県外需要

の獲得、県内企業のチャレンジ支援など、引き

続き積極的に取組を進めていただきまして、長

崎県の経済の持続的な発展を図っていただいて、

そして生産年齢人口、特に、若い世代にとって

も魅力的な雇用の場の創出につなげていただき

たいと思いますし、さらに言えば、そういった

施策が転出超過の抑制、あるいはＵＩＪターン

促進にもつながるものと期待をしておりますの

で、引き続きのご尽力をよろしくお願いいたし

ます。これは要望とさせていただきます。

次に、多様な主体による産業振興とまちづく

りの水産業の活性化についてであります。

「連携」というキーワードがありますけれど

も、この連携について言えば、民間企業との連

携も水産振興に大いに役立つものだと思います。

水産業においても、例えばＩＣＴとかＩｏＴ

など、いわゆる先端の技術を活用したスマート

化が進行しているようであります。漁業者が活

用している先端技術は、いわゆる民間の企業に

より開発されたものも数多くあるというふうに

聞いておりますし、県内にも、そのような技術

を開発した企業があるというふうに聞いており

ます。

産学官連携だけにとどまらずに、そのような

民間企業と漁業者、県、この3者が連携をして
技術を活用することで、さらなる水産の振興、

稼げる水産業の実現につながっていくものでは

ないかというふうに考えますけれども、この点

についての見解をお伺いいたします。

〇議長（徳永達也君） 水産部長。

〇水産部長（川口和宏君）水産分野における民

間企業の技術開発については、日々の操業状況

を自動で記録し、漁獲情報と連動させ、漁場選

定など、操業予測を可能とするシステムを県内

企業が開発しており、現在、小値賀や壱岐の漁

業者が導入し、県の事業も活用しながら実証試

験に取り組んでいるところです。

こうした企業と連携した新たな技術の活用に

より、漁業者の生産性向上や地域活性化につな

がるものと考えております。

〇議長（徳永達也君） 中村俊介議員－9番。
〇９番（中村俊介君）今のご答弁にもありまし

たとおり、私も、水産業の魅力の向上、地域活

性化につなげていただきたいというふうに強く

感じていると同時に、また、それがひいては後

継者不足の問題、こういった問題の課題の解消

にもつながっていくのではないかというふうに

考えております。

また、県内企業には、スマート化だけではな

くて、そのほかにも水産に関わる様々な課題解
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決に資するような製品を開発、あるいは実証試

験を行っているような企業もあるというふうに

聞いています。ぜひ、そういった方々との連携

についても今後検討をしていただきたいという

ふうに思いますけれども、いかがでしょうか。

そういったアンテナは常に張っていらっしゃる

かどうか、もう一度、お伺いをいたします。

〇議長（徳永達也君） 水産部長。

〇水産部長（川口和宏君） 県では、個々の漁業

者の経営に踏み込んだ経営指導を行っておりま

して、その中で、生産性向上のために、いろん

な先端機器を導入し、収入を上げたいというご

希望がございます。この取組は平成27年から取
り組んでおりますが、いろんな魚群探知機の最

先端の機器でありますとか、海底地形が３Ｄで

きちんと把握できるような機器とか、そういう

ものを導入して収入を上げている方もいらっし

ゃいますので、そういう方の取組を県内の漁業

者に広めて、所得向上にしっかり取り組んでま

いりたいと思います。

〇議長（徳永達也君） 中村俊介議員－9番。
〇９番（中村俊介君） 次に、子育てしやすいま

ちづくりのいじめや不登校への対応についてで

すけれども、先ほど教育委員会教育長からのご

答弁をいただきました。

こちらの不登校への対応についてですが、先

ほどご答弁の中で、本年度、すなわち令和5年
度から新たに美術館あるいは民間の施設、こう

いったところと連携をして、様々な体験活動を

通して不登校の子どもたちの社会的自立を促す

取組をはじめているということでありました。

これは今申し上げたような美術館であるとか

民間の施設、それぞれの場所に不登校のお子さ

ん方が通って学ぶことによって、学校において

の例えば出席の扱いになるのか否かという意味

で確認をしておきたいのですが、いかがでしょ

うか。

〇議長（徳永達也君） 教育委員会教育長。

〇教育委員会教育長（中﨑謙司君）不登校児童

生徒の出席扱いにつきましては、これは最終的

に学校長が判断することとなっております。

ただし、この事業につきましては、学校に行

けない子どもたちが文化やスポーツの体験をす

ることによりまして、確かな一歩を踏み出す事

業でございますので、実施主体の市町とは、で

きる限り出席扱いになるような協議を進めてま

いりたいと考えております。

〇議長（徳永達也君） 中村俊介議員－9番。
〇９番（中村俊介君） 基本的には、私も、やは

り学校へお子さん方が登校して勉強するのが本

来あるべき姿であろうというふうに考えており

ますけれども、例えば、将来的な展望として、

昨日も近藤議員の質問にございましたけれども、

学校教育におけるＩＣＴの利活用ということで、

遠隔教育センターの話が出ておりました。オン

ラインで、学校を超えて授業が受けられるシス

テムといいますか、このコンセプトに鑑みます

と、長崎市の話ばかりで申し訳ないですが、例

えば、長崎市には海や山に囲まれた、すばらし

いロケーションに恐竜博物館というのが野母崎

の方にございまして、以前、私がこちらを訪れ

た際に、実際に校区の学校に事情があって登校

できないお子さんが、保護者の方と週に何度か

こちらに訪れられて、保護者の方もお子さんも、

心身ともに非常に安定した生活を送ることがで

きているということもお伺いして、これは実際

の事例であるというふうに認識をしております

けれども、そういう意味においては、例えば、

昨日お話にあったＩＣＴの技術と、そして今申

し上げたような豊かな自然の環境を提供するこ
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とによって、最終的には、再度、元の通常の学

校の生活に戻っていけるような、こういった可

能性についても、今後、ぜひ調査・研究をして

いただきたいというふうに思いますけれども、

この点について、いかがでしょうか。

〇議長（徳永達也君） 教育委員会教育長。

〇教育委員会教育長（中﨑謙司君） まさに、

ＩＣＴを使って自宅でも学校の授業を不登校の

生徒に提供するというようなことも国の方でも

検討しておりますので、様々な手法を通じて、

子どもたちが一歩でも学校に戻れるような取組

に力を注いでまいりたいと思っております。

〇議長（徳永達也君） 中村俊介議員－9番。
〇９番（中村俊介君） 次に、健康増進による持

続可能なまちづくりの浦上川の高架橋下の有効

活用についてであります。

これにつきましては、ご答弁の中で、その可

能性も含めまして、市などと協議をしていただ

けるということでございました。

実は、私が市議会において何度か質問したの

ですが、その時の市側の回答としては、今日ご

回答にあったような感じで、同じく、浦上川の

高架橋の下というのは管理は県でありますので、

よく言われることですけれども、今後、県と協

議を行いたいという旨の発言があっておりまし

た。

本件につきましては、ぜひとも整備に必要な

条件、ニーズを勘案していただきまして、県、

市間での協議の場を設けていただきたいという

ふうに思っているのですが、以前聞いた時は、

市の方は、県に伺います、本日は、市とお話を

してみますということですので、確実に一度協

議を行っていただきたいという私も強い思いが

ございますので、そちらは要望したいのですが、

この件について、何か意気込みがあれば、お伺

いをしたいと思いますが、お願いできますでし

ょうか。

〇議長（徳永達也君） 土木部長。

〇土木部長（奥田秀樹君） 道路管理者として、

ボールパークを自ら整備することはないと考え

ております。どういうニーズがあるのかという

ことを長崎市に確認してみたいと思います。

〇議長（徳永達也君） 中村俊介議員－9番。
〇９番（中村俊介君）とにかく長崎市内にとど

まらず、長崎県下にも数多くのこういった高架

橋の下のスペースが点在をしていると思います。

こういったものをしっかりと有効活用していた

だいて、県民、あるいは市民、町民の皆さんの

生活の質を向上させていくといいますか、そう

いった人々にサービス、生活の質の向上、ある

いは健康増進のために、しっかりと行政側も手

を差し伸べていただけるような取組を今後もし

っかりと進めていただきたいというふうに思い

ます。

以上、この要望をしまして、私のはじめての

質問を終わらせていただきます。

ありがとうございました。（拍手）

〇議長（徳永達也君） これより、しばらく休憩

いたします。

会議は、2時45分から再開いたします。
― 午後 ２時３０分 休憩 ―

― 午後 ２時４５分 再開 ―

○副議長（山本由夫君）会議を再開いたします。

引き続き、一般質問を行います。

白川議員―3番。
○３番（白川鮎美君）（拍手）〔登壇〕 改革

21、長崎市選出の白川鮎美です。
本日は、質問の機会をいただきまして、あり

がとうございます。
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傍聴席の皆様、そして、インターネット中継

をご覧の皆様、応援をいただき、また、県政に

関心を持っていただき、ありがとうございます。

私は、「あなたと共に歩みたい」をキャッチ

フレーズに、県民の皆様、お一人おひとりに寄

り添い、ともに歩む政治をモットーに活動をし

ております。

本日の一般質問では、県民の皆様からいただ

きました切実な声の中から、私自身が心震える

6つのテーマについて、質問をさせていただき
ます。

初めての質問につき、大変緊張しております

が、精いっぱい務めさせていただきます。

理事者の皆様方、真摯なご答弁をよろしくお

願いいたします。

それでは、質問に入ります。

1、誰もが参加できる選挙への取り組みにつ
いて。

①障がいを持つ人の投票に対するサポート体

制について。

先の統一地方選挙が終わった後、ある女性か

ら、「うちの子は障害があるから、一緒に投票

所について行って投票してよいかを電話で市の

選管に確認したところ、『ご本人が指差しで投

票の意思を確認できれば、代理人が書いて投票

します』と言われ、『この子は、指差しはでき

ないです』と答えたら、『だったら無理ですね』

と言われた。そして、投票を諦めた。支援学校

でも、投票の練習をしていたのに非常に残念だ。

この子は、一生、投票ができないんですか」と、

大変悔しそうに訴えてこられました。

すぐに県の選管に確認をしたところ、「指差

しができなくても、メモを持参し、投票の意思

が伝えられれば投票できる」とのことでしたの

で、そうお伝えしたら、「そんなことは聞いて

いない。無理ですね」と、はっきり言われたと

いうことでした。

長崎市では、2023年2月に、障害者の方を招
いた模擬選挙が行われたと聞いています。それ

にもかかわらず、同市において、このような対

応が取られたことは非常に残念です。障害を持

った人が投票する場合、適切な対応について、

説明ください。

以下の説明については、対面演壇席にて行い

ます。

○副議長（山本由夫君）選挙管理委員会委員長。

○選挙管理委員会委員長（葺本昭晴君）公職選

挙法では、「身体の障害等により、自ら投票用

紙に記載できない方は代理投票制度の利用がで

きる」とされております。

代理投票では、投票所の事務従事者2人が付
き添い、そのうち一人が有権者本人の意思に基

づき候補者の氏名等を記載することになります

が、必ず誰に投票するのかを確認する必要があ

ります。

この確認に当たっては、有権者本人の指差し

による意思表示に限らず、うなずきやまばたき

などの反応により確認する方法も考えられます

が、障害等の態様は様々であることから、個々

の有権者の状況に応じて、きめ細かく対応する

ことが重要であると認識しております。

○副議長（山本由夫君） 白川議員―3番。
○３番（白川鮎美君） ②各自治体、投票所への

周知と対応について。

このような説明がきちんとなされていれば、

この方も投票を諦めることはなかったと思いま

すので、各市町や投票所での周知徹底を行って

いただきたいと思いますが、いかがでしょうか。

○副議長（山本由夫君）選挙管理委員会委員長。

○選挙管理委員会委員長（葺本昭晴君）県選挙
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管理委員会では、各選挙の際に開催する市町選

挙管理委員会を集めた会議等の機会を通して、

投開票事務に関する注意事項等を共有しており

ます。

また、投票所における個々具体の事務につい

ては、各選挙の際に、各市町の選挙管理委員会

において、投票管理者など、事務従事者への周

知徹底が行われております。

なお、有権者が貴重な投票の機会を失うこと

がないよう、議員ご紹介の事例も含め、市町選

挙管理委員会と情報共有を図り、投票環境の向

上に努めてまいります。

○副議長（山本由夫君） 白川議員―3番。
○３番（白川鮎美君） 投票したい人が、安心し

て投票に行けるような環境づくりに努めていた

だきたいと思います。

③誰もが選挙に参加しやすくなるための対策

について。

今回の統一地方選挙においても、投票率が県

議選で46.58％と、前回を下回る低さでした。投
票に行こうと呼びかけるのも大事ですが、投票

に行きたくても行けない、行きにくい人への対

応も併せて重要だと思います。

例えば、投票所が遠い、高齢化や障害で外へ

出ることが難しいなど、様々な方がいらっしゃ

います。インターネットでの投票を希望する声

はよく聞きますが、現時点で、県独自でも実現

可能な対応として、移動投票所や郵便投票など、

対策も必要と考えますが、県の見解をお示しく

ださい。

○副議長（山本由夫君）選挙管理委員会委員長。

○選挙管理委員会委員長（葺本昭晴君）自動車

を用いた移動期日前投票所については、多くの

離島や中山間地域で構成される本県にとって、

高齢者や障害のある方など、投票所までの移動

が困難な有権者の投票機会の確保に、地域の状

況によっては有益な場合もあると考えておりま

す。

本県では、昨年の参議院議員通常選挙までに

3市町において取組がなされておりましたが、
先般の統一地方選挙で新たに一つの町において

も導入されております。

今後も、各種会議等の機会を通して、各市町

の選挙管理委員会に対し、移動期日前投票所等

の取組事例を共有するとともに、積極的な検討

を求めてまいります。

なお、郵便投票につきましては、公職選挙法

により、要介護5の方等が対象とされておりま
すが、その範囲を要介護3まで拡大することに
ついて、国会において議論されていると聞き及

んでおります。

○副議長（山本由夫君） 白川議員―3番。
○３番（白川鮎美君）より多くの多様な意見が

政治の場に反映されるためには、まず、選挙に

おいて、その意思を投じることが重要です。

誰一人取り残さない社会実現のために、誰も

が参加できる選挙の実現を、県が先頭に立って

取り組んでいただきますよう、よろしくお願い

いたします。

2、ジェンダー平等の推進について。
①都道府県版ジェンダーギャップ指数の結果

について知事の受け止め。

上智大学の教授らでつくる「地域からジェン

ダー平等研究会」によると、2023年の都道府県
版ジェンダーギャップ指数において、47都道府
県中、本県の順位は、政治分野32位、行政分野
45位、教育分野27位、経済分野40位と非常に低
い位置にあります。

本データは、各地域の男女格差の特色と課題

を可視化するツールとして有効だと思います。
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ダイバーシティの観点から、男女格差が解消

されれば、性別にかかわらず、誰もが生きやす

い、取り残されない社会を実現することにつな

がると考えています。

この結果を、知事はどのように受け止めてい

らっしゃいますか、お願いいたします。

○副議長（山本由夫君） 知事。

○知事（大石賢吾君） 県では、これまでも「男

女共同参画基本計画」に基づいて、あらゆる分

野における男女共同参画の推進、女性が活躍で

きる場の拡大と、男女がともに働きやすい環境

づくり、女性のライフステージに応じたキャリ

ア形成支援などを進めてきたところでございま

す。

私は、男性も女性も、全ての人が個性や能力

を十分に発揮できる社会を目指しております。

まだまだ推進していく必要がございますので、

議員ご指摘の都道府県版ジェンダーギャップ指

数なども参考としながら、引き続き、市町や事

業者、民間団体等と連携をして男女共同参画の

実現にしっかりと取り組んでいきたいと考えて

います。

○副議長（山本由夫君） 白川議員―3番。
○３番（白川鮎美君）②女性副知事の起用に対

する取り組み。

知事の選挙公約にもありました女性副知事の

登用ですが、いまだに実現されていません。

私としては、女性副知事が誕生することは、

県内の女性たちが、女性にもできるんだ、やっ

ていいんだと勇気づけられ、女性リーダーの明

確なロールモデルとして、ジェンダー平等推進

のきっかけになると期待をしております。

改めて、女性副知事の登用について、どのよ

うにお考えでしょうか。

○副議長（山本由夫君） 知事。

○知事（大石賢吾君） 副知事には、県庁全体の

調整役として、また、私のサポート役として、

重要施策の決定をはじめ、県政運営全般を推進

していく役割がございます。そのような職責を

担える方に、ぜひお願いをしたいと考えており

ます。

女性副知事の登用については、これまでも検

討を進めてきたところでございます。引き続き、

実現に向けて取り組んでまいります。

○副議長（山本由夫君） 白川議員―3番。
○３番（白川鮎美君） ぜひとも、実現していた

だきますよう、よろしくお願いいたします。

③県職員における男性育休の取得状況と取り

組みについて。

女性の管理職登用など、キャリア形成におい

て課題となるのが、出産、育児、介護などのラ

イフイベントと仕事のバランスです。子育て、

介護が女性だけの負担とならないためにも、パ

ートナーである男性の働き方を見直す必要があ

ります。

国では、「育児・介護休業法」が改正され、

2022年4月から段階的に施行され、男性の育休
取得を促進する取組がはじまっています。

そこで、本県職員の育休取得の状況と取組に

ついて、教えてください。

○副議長（山本由夫君） 総務部長。

○総務部長（大田 圭君） 令和4年度の知事部
局におけます男性職員の育児休業につきまして

は、対象者103名いらっしゃいますけれども、
そのうち41名が取得をしまして、率にいたしま
して39.8％でございます。これは、一昨年度の
25.0％と比較しまして、大きく増加をしている
状況にございます。

これまで、男性職員の取得促進を図るため、

リーフレット等による周知や育児プランニング
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シートの活用などを進めてきたところでござい

ますが、これらに加えまして、昨年度新たに、

知事から、働きやすい職場環境づくりの推進に

向けたメッセージの発信ですとか、取得を後押

しするメールの送信といったことを行いまして、

県庁全体で育児中の職員を応援する職場環境づ

くりを推進してございます。

引き続き、家庭と仕事の両立支援に取り組み

ながら、男性職員の取得促進に努めてまいりま

す。

○副議長（山本由夫君） 白川議員―3番。
○３番（白川鮎美君） 取得期間も、平均して

48日程度、一年取得された方もいらっしゃると
聞いております。とてもよい傾向にあると思い

ます。この流れを、ぜひとも民間企業へ波及す

ることを望みますが、民間企業における男性育

休の取得状況と取得促進に向けて、県はどのよ

うな支援を行っているのかを教えてください。

○副議長（山本由夫君） 産業労働部政策監。

○産業労働部政策監（宮地智弘君） 令和4年度
に県が実施した調査では、民間企業における男

性の育児休業取得率は16.3％で、前年度から6.1
ポイント上昇しております。

また、県では、男性の育児休業の取得を促進

するため、今年度から新たに企業にアドバイザ

ーを派遣し、就業規則の改正や社内の意識醸成

を図る事業を実施しております。

今後とも、男性の育児休業取得を通じ、企業

の働きやすい職場づくりを支援してまいります。

○副議長（山本由夫君） 白川議員―3番。
○３番（白川鮎美君） 民間企業は、どこの業種

も人手不足の中、経営者の意識改革も必要です

し、当事者たちも、取得したいけれども、なか

なか言えない状況にあると思います。企業努力

だけではなく、家庭におけるジェンダー平等、

男性の家事・育児への参画を促す機運醸成を図

っていくことが、県内中で最も必要だと思って

いますが、県の考えはいかがでしょうか。

○副議長（山本由夫君） 県民生活環境部長。

○県民生活環境部長（大安哲也君）男性の家事

や子育てへの参画を促進するためには、職場の

理解促進と男性自身の意識改革が重要と考えて

おります。

そのため、県内企業への意識醸成として、男

性社員が育休を取得しやすい環境づくりを促す

ため、先進企業の取組等を紹介するセミナーの

開催や事例集の配布などを行っております。

また、子育て世帯を対象に、男性の家事、育

児への参画を促すため、「パパ検定シート」の

配布やイベントを開催するなど、意識啓発に取

り組んでおります。

今後とも、男性の家事や子育てへの参画が進

むよう、県民の皆様の機運醸成に取り組んでま

いります。

○副議長（山本由夫君） 白川議員―3番。
○３番（白川鮎美君）子育て世代だけではなく、

昭和の子育てをいまだに押しつけてくる世代も

含め、広く家庭におけるジェンダー平等の実現

に取り組んでいただきたいと思います。

④教育分野におけるジェンダー平等の現状と

その取り組みについて。

教育分野の管理職、つまり校長先生や教頭先

生は、多くの人の記憶の中でおじさんだと思い

ます。教育現場において、生徒はおおよそ男女

半々、保護者とのやりとりは、対母親となるこ

とが多い中、きめ細かい女性の視点は大変重要

だと考えますが、なぜ女性管理職が少ないので

しょうか。また、今後、女性管理職登用に向け

た取組を教えてください。

○副議長（山本由夫君） 教育委員会教育長。
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○教育委員会教育長（中﨑謙司君）これまでに

実施しました教職員のアンケート調査によりま

すと、女性管理職を希望しない理由の多くに、

教頭職の多忙さや多岐にわたる業務遂行への不

安があることが挙げられております。

このため、学校運営を俯瞰する役割を担う教

務主任や研究主任等に女性を積極的に起用する

ことを各校長に呼びかけて、管理職登用までに

スモールステップを踏ませることにより、組織

マネジメントに対しまして自信が持てるように

配慮しているところでございます。

併せて、今年度は、多忙であります教頭職の

働き方改革に焦点を当てまして、様々な業務が

教頭に集中しております現状の改善を図ってま

いりたいと考えております。

○副議長（山本由夫君） 白川議員―3番。
○３番（白川鮎美君）家庭におけるジェンダー

平等と同様に、教育現場のジェンダー平等に対

する取組も大変重要だと思います。よろしくお

願いいたします。

⑤経済分野におけるジェンダー平等の現状と

その取り組みについて。

40位と他分野同様に低く、男性と同じように
賃金を得て、経済的に自立することが難しい女

性も多い現状です。

出産、育児、介護を機に女性の働き方の変化

を示す就業率のＭ字カーブに加え、非正規雇用

化を示す正規雇用率Ｌ字カーブの解消も重要と

考えますが、女性のキャリア形成を支援する県

の取組を教えてください。

○副議長（山本由夫君） 県民生活環境部長。

○県民生活環境部長（大安哲也君） 本県では、

官民一体となって女性の活躍の場を広げ、地域

経済の活性化を図ることを目的として「ながさ

き女性活躍推進会議」を設け、企業等における

女性の活躍推進に取り組んでおります。

具体的な取組として、女性の継続就業やキャ

リア形成を進めるには、経営者の理解促進が重

要であることから、経営者向けセミナーや女性

活躍推進企業の表彰などを行っております。

また、管理職登用に向けた女性人材の育成支

援を目的として、中間管理職候補者などを対象

に、女性のためのミドルマネジメント講座を実

施しております。

今後も、官民一体となって、女性の継続就業

とキャリア形成への支援に取り組んでまいりま

す。

○副議長（山本由夫君） 白川議員―3番。
○３番（白川鮎美君）女性が安心して働き続け

ることができる環境づくりは、人口流出を食い

止める鍵となります。

また、国でも、「すべての女性が輝く社会づ

くり本部」が設置されるなど、日本経済の成長

のためにも、女性のキャリア形成は喫緊の課題

とされています。

本県でも、人口増、経済発展のために真剣に

取り組んでいただきますようお願いいたします。

⑥困難な問題を抱える女性の支援に対する体

制整備について。

女性をめぐる課題は、近年、コロナ禍で顕在

化し、性暴力や性犯罪被害、貧困、孤立、居場

所のない若年女性など、多様化、複雑化してい

ます。

そこで、来年4月に、「困難な問題を抱える
女性の自立支援のための法律」が施行されるこ

ととなりました。私が所属している女性団体に

おいても、どのような取組が行われるのか、大

変注目をしているところです。

これまで、ＤＶ被害者の支援については、県

と民間団体により、被害者に寄り添ったきめ細
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やかな支援が行われ、以前、野田聖子大臣が視

察に来られた際にも、先進的な取組だと高く評

価されたと伺っています。

そこで、困難な問題を抱える女性の支援につ

いても、全国に先駆けて取り組まれることを期

待いたしますが、県の認識と支援体制の整備に

ついて、教えてください。

○副議長（山本由夫君） こども政策局長。

○こども政策局長（浦 亮治君）ただいまご紹

介がありました本県のＤＶ対策につきましては、

被害者への支援にとどまらず、同伴児童への学

習や情緒面にも配慮するなど、被害者の立場に

立ったきめ細かな支援を「長崎モデル」として

推進してきているところでございます。

一方で、女性をめぐる課題は、性暴力、性犯

罪被害、また、家庭関係破綻など、複雑化、多

様化してきておりまして、こうした様々な問題

を抱える女性を支援するため、先ほどご紹介が

ありました新たな法律が制定され、県におきま

しても計画の策定が義務づけられております。

計画策定に当たりましては、ＤＶ支援におけ

る「長崎モデル」と同様、きめ細かな支援とい

うのが特に重要だというふうに考えておりまし

て、関係部局や市町はじめ、民間団体と連携の

うえ、支援体制整備も含めて、今後、検討を進

めてまいりたいというふうに考えております。

○副議長（山本由夫君） 白川議員―3番。
○３番（白川鮎美君）困難な問題を抱える女性

ということで非常に幅が広がり、当事者が支援

にたどり着けないケースが多くあると思います。

相談窓口の設置だけではなく、訪問、巡回、居

場所の提供、ＳＮＳやインターネットなど、き

め細やかな支援をよろしくお願いいたします。

3、会計年度任用職員の勤勉手当支給につい
て。

①県職員における会計年度任用職員の雇用状

況とその業務内容について。

2020年の地方公務員法の改正により、従来、
臨時職員や嘱託職員と呼ばれていた公務員の非

常勤職員に代わって創設された会計年度任用職

員についてです。

本県知事部局の会計年度任用職員の人数、常

勤職員との比率、また、その業務内容について

伺います。

○副議長（山本由夫君） 総務部長。

○総務部長（大田 圭君） 令和5年度の一般会
計当初予算の知事部局におけます会計年度任用

職員の数でございますけれども、常勤職員換算

といたしまして916名いらっしゃいます。常勤
職員4,127名との比率で申し上げますと、約1対
5となってございます。
また、会計年度任用職員が担う業務といたし

ましては、例えば、事務補助や消費生活相談員、

登記事務嘱託員など、多方面にわたり活躍をい

ただいております。

○副議長（山本由夫君） 白川議員―3番。
○３番（白川鮎美君） 会計年度任用職員は、常

勤職員と分担、協力し、各職場で重要な役割を

担っているものと理解をいたしました。

また、近年、コロナ対応で業務的な負担は相

当なものがあったと想像しています。この3年
間を耐え抜くことができたのは、常勤職員の方

はもちろん、会計年度任用職員の皆様方のお力

も大きかったと思います。

②地方自治法改正による会計年度任用職員へ

の勤勉手当支給について。

本年4月26日に参議院本会議で「会計年度任
用職員に勤勉手当支給を可能とする地方自治法

の改正案」が可決、成立し、2024年4月施行と
なりました。
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地方自治法の改正に合わせて、本県でも勤勉

手当を支給する考えはありますか。また、いつ

から支給するのか、お答えください。

○副議長（山本由夫君） 総務部長。

○総務部長（大田 圭君）ご指摘いただきまし

たとおり、国の非常勤職員の取扱いとの均衡及

び適正な処遇の確保の観点から地方自治法の改

正が本年5月に行われまして、会計年度任用職
員に対する勤勉手当の支給が可能となったとい

う状況でございます。

国からは、対象となる職員に対しまして、令

和6年度から勤勉手当を適切に支給すべきとの
見解が示されておりまして、今後、法改正の趣

旨を踏まえまして、適切に対応してまいりたい

と考えております。

○副議長（山本由夫君） 白川議員―3番。
○３番（白川鮎美君）前向きなご答弁をいただ

いたと理解したいと思います。

さらに、当事者たちから聞く切実な声として、

非常勤から会計年度任用職員になった人が、支

給額が下がらないように5年間の年収保障がな
されていますが、この期間が間もなく切れます。

今回の勤勉手当の支給により、支給額が下がら

ないようにしてほしいという声、また、これに

限らず、勤勉手当を支給する一方で、給料・報

酬や期末手当を抑制されることを懸念する声、

また、支給率を正規職員と同率にしてほしいと

いう声が挙がっております。

附帯決議には、明確に「必要となる財源につ

いては、その確保に努めること、単に財政上の

制約のみを理由とし、減額することがないよう

に」とあり、国からの予算は、目的別のひも付

きではなく、一括交付ではありますが、きちん

と下りてきますので、お金がないから払えない

というようなことがないように、くれぐれもよ

ろしくお願いいたします。

③市町に対する働きかけについて。

併せて、市町への周知を行う予定はあります

か。

○副議長（山本由夫君） 地域振興部長。

○地域振興部長（小川雅純君） 令和6年度から
対象となる職員に勤勉手当を適切に支給すべき

との国の見解を踏まえ、市町に対し、適切な対

応について助言してまいります。

○副議長（山本由夫君） 白川議員―3番。
○３番（白川鮎美君） ④給与改定の場合、常勤

職員同様に4月遡及することについて。

勤勉手当に限らず、給与改定が行われる際、

常勤職員同様に4月遡及することについてのお
考えをお示しください。

○副議長（山本由夫君） 総務部長。

○総務部長（大田 圭君）会計年度任用職員の

給与改定にかかる取扱いにつきましては、改定

の実施時期を含め、常勤職員に準じた対応を基

本とするよう、国からも通知がなされたところ

でございまして、今後、適切に対応してまいり

たいと考えております。

○副議長（山本由夫君） 白川議員―3番。
○３番（白川鮎美君） 職場の話を聞くと、会計

年度任用職員は、募集をしてもなかなか集まら

ない。その理由として、賃金の安さが第一に挙

げられます。常勤職員と同じように働いても、

賃金に大きな差がある。また、長く勤めていら

っしゃる方は、業務内容に詳しく、新人教育ま

でしている方もいらっしゃいます。

今回の勤勉手当の支給は、会計年度任用職員

の人材確保や意欲向上といった効果が見込まれ、

ひいては、行政サービスの向上につながると考

えております。地方行政の重要な担い手にふさ

わしい適正な処遇改善の努力をぜひともお願い
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いたします。

4、離島留学制度について。
①「これからの離島留学検討委員会」の役割、

進捗、計画について。

本年3月、離島留学制度を利用して県立壱岐
高校に通う高校2年生の男子生徒が行方不明に
なり、20日後に遺体で発見されるという大変痛
ましい事案が発生しました。

警察は、事故とも自殺とも断定はせず、現在

捜査中ではありますが、当該生徒は、中学2年
生から「壱岐っ子留学制度」で親元を離れ、壱

岐市の里親のもとで生活をしており、当時から

「死にたい、死にたい」と口にしたり、ノート

いっぱいにその言葉を書いたりして、里親のも

とから失踪することを何度も繰り返していたと

いうことです。

こんなにもわかりやすくＳＯＳを出し続けて

いたのに、救うことができなかったことが本当

に悔しくてたまらないと、同じ壱岐高校の留学

生、保護者の方々と何度も話し合いを続けてい

ます。

私は、数年前に、この離島留学制度を知った

時、本当にすばらしい制度だと思いました。本

県の自然豊かな島にある5つの高校で、語学や
歴史、スポーツなど、それぞれに特色のあるカ

リキュラムを学び、島民である里親のもとで、

島の生活を満喫することができる。私が中学生

だったら利用したいと思ったほどだったので、

今回の件は、何としても解決したいという強い

思いがあります。

保護者の方々の憤りや大きな不安や疑問を抱

える中、子どもたちが安心して留学生活を送る

ことができるようにと、必死に解決策と子ども

たちの安全確保に対して、ご尽力をいただいて

いますが、現時点でその不安や疑念がぬぐえて

いません。

一人の生徒が失踪をして、命を落としている。

この事実に対して、県から、いまだ何も説明が

されていない、まず、このことが大きな問題で

す。

県は、「これからの離島留学検討委員会」を

設置し、検証を行うとしていますが、これまで

の離島留学を反省し、一度立ち止まって見直す

必要があるのではないでしょうか。この検討委

員会の役割、進捗状況、計画について教えてく

ださい。

○副議長（山本由夫君） 教育委員会教育長。

○教育委員会教育長（中﨑謙司君）壱岐高校の

離島留学生が亡くなられましたことをしっかり

受け止めまして、今回、現行制度を総括的に検

証しまして、生徒の皆さんが安心した生活が送

れますとともに、制度が持続可能なものになり

ますよう、今回、検討委員会を開催したところ

でございます。

現在、対馬市、壱岐市、五島市の各検討部会

におきまして、離島留学生やその保護者等を対

象にしましたアンケート調査の結果などを基に

協議を行っているところでございまして、今後、

検討委員会におきまして、8月末をめどに、今
回の事案の検証結果と制度の改善策の取りまと

めを行うこととしております。

○副議長（山本由夫君） 白川議員―3番。
○３番（白川鮎美君） 8月末までに改善策をま
とめるということですが、県のホームページで

は、来年度の留学生募集が既にはじまっており

ます。オンライン説明会を実施するという記載

もありましたが、現時点で壱岐の事案について

質問があったら、一体どう説明するつもりなの

でしょうか。現時点での募集はやめて、8月以
降になされた方がよいと思います。
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②離島留学に関するアンケート調査の結果に

ついて。

離島留学に関するアンケートが行われたとい

うことですが、生徒、保護者、里親、管理職を

含む教職員に対して行われております。結果に

ついて、どのように分析をなされていますか。

○副議長（山本由夫君） 教育委員会教育長。

○教育委員会教育長（中﨑謙司君）アンケート

結果を見ますと、各校の教育内容につきまして

は、おおむね高い評価を受けていることや、本

制度が教員や里親の方々による細やかな配慮や、

献身的なサポートのうえに運用されている実態

につきまして、改めて認識いたしました。

一方で、食事や住居環境、相談体制などの面

で様々な課題が寄せられており、今後、制度の

改善や充実に向けて取り組んでいく必要性を強

く実感したところでございます。

○副議長（山本由夫君） 白川議員―3番。
○３番（白川鮎美君）そもそもこのアンケート

は、質問の仕方に少しおかしな点があります。

生徒には悩みの有無を聞いていますが、保護

者と里親には、生徒の学校生活の様子を「大変

満足している」から「満足していない」までの

4段階で聞いております。
課題をきちんと把握しようとするのであれば、

満足度調査ではなく、「不安なことはありませ

んか」、「子どもたちの悩みを何か聞いていま

せんか」と聞くべきです。

教員に対しては、「留学生にとって十分な環

境が提供できていると思いますか」や「離島留

学制度について困っていることや必要な手立て

があれば自由に書いてください」と聞いていま

す。

アンケートに参加した保護者からは、とても

回答に困り、欄外にいろいろな思いを書いたけ

れども、結果に反映されず、公表もされなかっ

たと聞いています。このアンケートで改善策が

導き出せるのかが非常に疑問です。

私なりにこのアンケートから見えてきたこと

と、保護者の皆様からいただいたことから、2
点の重要な改善点があると考えております。

③県が配置している留学支援員の役割につい

て。

県が各島に配置している支援員の要件と役割

について教えてください。

○副議長（山本由夫君） 教育委員会教育長。

○教育委員会教育長（中﨑謙司君）離島留学支

援員につきましては、資格要件は特にはござい

ませんが、生徒との面談や里親宅等の訪問だけ

でなく、地域との連携や広報活動など、幅広い

業務を担っていただいているところでございま

す。

今回の検討部会におきましては、「支援員に

もっと生徒や里親に寄り添う時間を与えること

が重要である」、あるいは「生徒のＳＯＳをキ

ャッチするためには、専門家なども交えた体制

の構築が必要である」とのご意見もいただいて

おり、こうした点も踏まえながら、今後の支援

員の業務の見直しや、分厚い支援体制の構築に

ついて検討してまいりたいと考えております。

○副議長（山本由夫君） 白川議員―3番。
○３番（白川鮎美君） アンケート結果には、お

っしゃるような内容がありました。この支援員

の方と生徒の関わりが薄いように書いてありま

した。支援員と話すのは、「2週に一度程度」
から「ほとんど話したことがない」と答えた生

徒が30％もおりました。どのような話をするか
については、「世間話や何げないこと」とあり、

その設問には、括弧書きで「差し支えない範囲

で回答してください」とあります。これは、「周
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りの生徒が悩んでいることを聞いたことがある

か」との設問に対しても同様です。差し支える

ような内容は、どこで、誰に話をしたらいいの

でしょうか。

子どもたちの声を、心理的安全性を保ち、し

っかりと聞ける場が必要ではないでしょうか。

カウンセラーなど、心のケアを専門とする職員

の配置をするよう強く要望をいたします。

④里親制度のあり方について。

離島留学制度における里親は、寮としての生

活環境を提供することを最低限行っている人も

いれば、児童福祉法のもとにおける里親のよう

に、第二の養育者となるべく、しつけからレジ

ャーまで面倒を見てくれる人もいて、認識や対

応の差が大きいようです。

受け入れ人数についても、小学生から高校生

までの留学生を計9人、一世帯で受け入れてい
たり、70代の高齢者が4人も5人も受け入れてい
たりします。これでは目が行き届かなくなるの

は当然ではないでしょうか。

また、食事が合わなくて栄養失調ぎみになっ

た生徒や、里親の言葉による暴力や身体に暴力

を振るわれた生徒が、里親を変わりたいと学校

に願い出ても、医師の診断書を出さなければ真

剣に受け止めてもらえず、親が新しい里親を探

し、無理に変更したり、転校や退学を余儀なく

された子もいると聞いています。

このような現状を踏まえて、例えば、里親の

あり方を根本から見直し、受け入れ人数の制限

や里親のケア、安全管理マニュアルの作成、里

親の研修を行う必要があると思いますが、県の

見解をお示しください。

○副議長（山本由夫君） 教育委員会教育長。

○教育委員会教育長（中﨑謙司君） 本来、離島

留学制度における里親は、実親に代わって養育

する児童福祉法上の里親とは異なりますことか

ら、担うべき役割や支援体制、あるいは「里親」

という呼び方も含めて、検討委員会の中で幅広

く議論していただくことにしております。

○副議長（山本由夫君） 白川議員―3番。
○３番（白川鮎美君） ⑤転校・退学者の現状と

その対策について。

先ほど、里親になじめなくて、転校、退学し

たという話をしましたが、この離島留学制度に

おいて、転校、退学する生徒の割合は、5校の
合算で23％にも及びます。通常の県立高校の割
合が5％程度とのことですので、異常だ言わざ
るを得ません。この件を県はどのように受け止

め、対策を講じるのか、教えてください。

○副議長（山本由夫君） 教育委員会教育長。

○教育委員会教育長（中﨑謙司君）様々な事情

を抱えながら、親元を離れて、新しい環境のも

とで高校生活をスタートさせたにも関わらず、

学校内で集団に適応することが難しくなったな

どの理由によりまして、転・退学する生徒がお

りますことから、カウンセリングなど、支援体

制の一層の強化が重要であると考えております。

一方で、本制度は、各校の特色に応じて、高

い目的意識と意欲を持った生徒が入学してくる

ことを前提としているため、生徒と保護者が離

島留学の趣旨や、親元を離れて生活することの

大変さなども事前に十分理解したうえで入学し

ていただけるよう、今後、体験入学時の個別の

進学相談を充実させてまいりたいと考えており

ます。

○副議長（山本由夫君） 白川議員―3番。
○３番（白川鮎美君）幼い子どもが親元を離れ、

島で暮らす大変さは、本当に大変だと思います

し、ホームシックになることも多くあると思い

ます。
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ただ、教育現場としては、子どもの将来がか

かっていますので、全員の卒業に向けて努力を

すること、そして、もし、どうしても転校とな

る場合には、専門性重視のカリキュラムである

がゆえに、転校先で単位が足りず受け入れられ

ない場合もあるということも聞いておりますの

で、長崎県内の高校であれば、補講を行い、単

位取得が可能となり、転校が可能となるよう連

携体制を取ることをご提案させていただきたい

と思います。

⑥知事の見解。

今回の事案を踏まえ、離島留学について、島

出身の知事に見解を伺います。

○副議長（山本由夫君） 知事。

○知事（大石賢吾君） まず、前途ある若者の尊

い命が失われたことにつきまして、大変重く受

け止めてございます。

その背景に何があったのかを検証するととも

に、改めて離島留学制度の運営上の課題につい

て、現行制度を総括的に検証する必要があると

いうふうに思います。

本県のしまには、特有の豊かな自然や歴史、

文化、そして人の温かさがあふれていると思っ

ております。離島留学生には、そのような環境

の中で、安心して充実した学校生活を送ってほ

しいと考えております。

そのためには、学校や里親だけではなく、保

護者であったり、地域を巻き込みながら、留学

生を見守る体制を整備して、より魅力的で、持

続可能な制度となるように改善を図っていく必

要があると考えてございます。

○副議長（山本由夫君） 白川議員―3番。
○３番（白川鮎美君）政府施策要望にも最重要

事項として挙がっている離島留学制度です。ぜ

ひとも、継続してほしいと思う反面、今のまま

では長崎県の教育行政の信頼を失墜しかねない

懸念が残ります。亡くなった生徒の命を無駄に

しないためにも、今回の教訓をしっかりと受け

止め、改善点を洗い出し、子どもを真ん中に、

保護者も里親も学校も、安心・安全な仕組みを

確立し、全国の子どもたちが希望を抱いて入学

し、夢を叶えられる離島留学制度となることを

切に願います。

5、対馬市における「核のゴミ」受け入れに
ついて。

①受け入れることで懸念されることについて。

本県対馬市で、原発から出る高レベル放射性

廃棄物「核ゴミ」の最終処分場をめぐる議論が

再燃しています。

2007年に対馬市議会が誘致反対を決議しま
したが、コロナ禍を経て、しまの経済衰退に危

機感を持つ対馬市商工会議所や建設業界に端を

発し、処分場選定の第1ステップとなる文献調
査の受け入れを求める請願が市に提出されまし

た。

処分方法としては、地表で長期保存する「長

期管理」、海に沈める「海洋投棄」、南極の氷

の下に埋める「氷床処分」、ロケットで宇宙に

飛ばす「宇宙処分」などが検討されていました

が、現時点では、地下300メートルに隔離して
埋める地層処分が最も現実的と言われておりま

す。

ガラス固化体という容器1本当たりに広島原
爆の30発分の廃棄物が入っており、それを将来
発生する量を勘案して4万本以上を埋設できる
施設が必要とされております。

最終処分場の選定基準は、経済産業省が2017
年に「科学的特性マップ」を公表しており、火

山や活断層が周囲になく、海岸から近いことが

好ましいとされております。
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また、この第１ステップの文献調査を受け入

れることで、市には、2年間で最大20億円が国
から交付されます。

第2ステップの概要調査では、4年間で最大70
億円、その後、精密調査に14年を要し、調査だ
けで20年がかかります。そこから建設開始とな
りますので、私が70歳代で完成するか、しない
かというようなお話です。

全国でこの文献調査を開始しているのは、北

海道の2自治体のみで、現在調査中ではありま
すが、北海道知事が反対の姿勢を示しており、

第2ステップの概要調査へ進む可能性は低いと
考えられます。

高レベル放射性廃棄物の最終処分場の実現は、

原子力を利用する全ての国の共通課題でありま

すので、世界の動きがどうかというと、フラン

ス、スウェーデン、フィンランドで処分場地選

定済み、うちフィンランドが唯一、建設中とな

っております。

つまり、世界中で前例がない、自然環境、生

活環境への影響も未知数、安全性も確認されて

いないようなことが、本県対馬市で行われよう

としているのです。

本県は、被爆県です。核の恐ろしさを誰より

も知っている、また、その影響を受けた方々が

今もなお苦しんでおられます。

対馬市においても、「非核・平和都市宣言」

を2016年に行っていますし、現市長は、選挙の
公約で「核ゴミの受け入れ反対」を明言し、当

選されています。

「ストップ核ごみ」反対署名は、6月10日時
点で2万542筆が対馬内外から集まっておりま
す。

もし、受け入れを行えば、たちまち対馬の魚

は売れなくなり、国内外からの観光客は来なく

なり、対馬の漁業や観光業への打撃は計り知れ

ません。20億円の交付金でしまを活性するどこ
ろか、核のしまと呼ばれ、人は離れ、地域経済

は破綻し、誰も住まないしまとなってしまうの

ではないでしょうか。ほかにも様々な懸念があ

ると思いますが、県が考える懸念事項はどのよ

うなことがあるか、教えてください。

○副議長（山本由夫君） 企画部長。

○企画部長（早稲田智仁君）高レベル放射性廃

棄物の最終処分場については、広く国内で議論

すべき問題でありますが、本県で検討するに当

たっては、まずは県民の皆様の安全確保や生活

への影響について十分考慮する必要があると認

識しております。

加えて、観光県、水産県である本県において

は、観光業や第一次産業に風評被害が生じる恐

れがないかなど、様々な影響を考慮する必要が

あると考えております。

○副議長（山本由夫君） 白川議員―3番。
○３番（白川鮎美君） そうですね、風評被害も

含め、対馬だけではなく、県全体のこととして

捉えていただきたいと思います。

②知事の見解。

福島原発の事故が起きた後、福島の人たちが

ひどい差別や偏見の的となり、大変つらい思い

をしたと聞いています。対馬の子どもたちが、

将来、「核ごみの島民」と言われ、同じような

目に遭ってもいいのでしょうか。

知事、あなたの大切な県民が、差別の対象と

なり、傷つけられる可能性を十分に含んだこの

事業をどのように考えておられますか。核ごみ

受け入れに対しての知事の見解を伺います。

○副議長（山本由夫君） 知事。

○知事（大石賢吾君）高レベル放射性廃棄物の

最終処分場受け入れの是非については、対馬市
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において、今まさに市民の皆様による議論が行

われているところでございます。今後、市議会

においても議論かなされるというふうに伺って

ございます。

県としましては、対馬市における議論や様々

な課題を考慮しながら、慎重に検討する必要が

あるというふうに考えています。

加えて、広域行政を担う立場から、対馬市の

みならず、様々な関係者のご意見も伺う必要が

あると考えております。少なくとも、現時点で

は、直ちに推進という立場に立てるものではな

いと認識をしております。

○副議長（山本由夫君） 白川議員―3番。
○３番（白川鮎美君）記者会見と同じ答弁だと

思います。

確かに、文献調査は、市町の判断なので、知

事判断ではありません。しかし、北海道の知事

は、「特定放射性廃棄物に関する条例」にある

とおり、受け入れを明確に反対しています。

長崎県も、条例はないまでも、被爆県として

明確に核を入れない姿勢を示すべきではないで

しょうか。再度お答えください。

○副議長（山本由夫君） 知事。

○知事（大石賢吾君） 先ほど、部長から答弁が

ありましたけれども、まず、高レベル放射性廃

棄物の最終処分の受け入れについて、本県で検

討するに当たっては、まずは県民の皆様の安全

確保、また、生活への影響、さらには観光業や

第1次産業への風評被害の恐れなど、様々な影
響について十分に考慮しながら、慎重に検討す

る必要が、まずあるというふうに思っています。

対馬市においては、今まさに市民の皆様にお

ける議論が行われているところでございます。

ですので、まず、そういったところ、現状はあ

りますけれども、県としては、先ほど申し上げ

たとおり、広域行政の立場から、対馬市にとど

まらない、広域的な影響についてもしっかり考

慮していく必要があるというふうに認識をして

います。

そういった課題がございますけれども、少な

くとも、今の時点では、直ちに推進する立場に

はないということが、私の現時点での見解でご

ざいます。

○副議長（山本由夫君） 白川議員―3番。
○３番（白川鮎美君） 対馬市では、既に推進派

と反対派で二分されております。市民同士がも

める公共事業はすべきではないと思っておりま

す。これは何十年、何百年、何千年埋まってい

るものでありますので、末代までもめると思い

ます。今、知事が反対の姿勢を示せば、市民た

ちは無駄にもめなくて済みますので、ぜひとも、

早めに明確な姿勢を示していただきたいと思い

ます。

先日、対馬に渡り、500人以上が集まる反対
集会で住民の声を聞いてきました。

漁協青年部の代表は、「僕は、対馬が大好き

です。僕は、漁業者の一人としてだけではなく、

一人の子の親として、核ごみに反対します。対

馬の子どもたちが、福島のように核ごみによっ

て差別を受けることがないよう、大人の責任と

して、愛するふるさとを守っていきます」と力

強く、堂々とスピーチをされました。

ぜひ、知事にも、対馬の切実な声を直接に聞

いていただきたいと要望をいたします。

最後に、対馬の候補地選定を覆す可能性があ

る情報を紹介いたします。

2022年4月14日の長崎新聞に「長崎県近海に
活断層、対馬、壱岐、五島沖に点在」という記

事が出ておりました。

これは、政府の地震調査委員会が公表した30
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年間の長期評価で、これまで知られていなかっ

た長崎県近海の活断層の存在が明らかになった

というものです。よって、2017年に国が示した
候補地適正マップの情報が古いことになります。

この活断層の発見が、マップにどのように影響

するのかを山田勝彦衆議院議員を通じて、至急

国に問い合わせているところではあります。追

って委員会で報告をいたしたいと思います。

6、動物の殺処分ゼロを目指し「人と動物が
共生できる長崎」の実現について。

①動物愛護のボランティア団体への活動拡大

の支援について。

本県が猫の殺処分数全国1位であることは、
県民にも広く知られている事実であり、平和都

市として人の命を大切にする反面、小さな命を

救うことに無関心な状況を突きつけられ、とて

も残念で、恥ずかしく思います。

知事のホームページでも掲げてある「人と動

物が共生できる長崎の実現」に、県がどれだけ

本気なのかを問いたいと思います。

知事は、ご存じでしょうか。月の収入の半分

を地域猫の活動に費やし、生活が苦しいのにや

められない。地域住民に活動が理解されず、人

も猫も居場所がなくなっている、そんな状況が

あります。

生活困窮者や独居高齢者の家庭で多頭飼育崩

壊が起きています。猫の課題は、人の課題、そ

して、地域の課題となっています。

県では、「人と動物が共生できる長崎の実現」

をするために、殺処分ゼロに向けたロードマッ

プが作成されています。このロードマップにも

あるように、殺処分ゼロを実現するためには、

ボランティア団体との連携が不可欠だと考えて

います。

個人、団体を含め、様々なボランティア活動

を安心して続けていくために支援が必要と考え

ますが、県の見解をお示しください。

○副議長（山本由夫君） 県民生活環境部長。

○県民生活環境部長（大安哲也君）動物愛護の

推進に当たっては、ボランティア団体などと連

携して取り組むことが不可欠であります。

県では、県から動物を引き受けてミルクボラ

ンティアを行う団体に対し、ミルクやペットシ

ーツ等の支給、動物の感染症検査を実施するほ

か、地域猫活動の拡大や理解促進を図るため、

活動を開始する団体へのアドバイザー派遣や、

地域住民向けのセミナー開催などの支援に取り

組むこととしております。

また、ボランティア団体が実施されている地

域猫活動に伴う不妊化手術について、県は、県

獣医師会に手術を委託しておりますが、その委

託費用を、昨年度の434頭分から700頭分に拡充
しています。

今後とも、ボランティア団体の活動拡大に向

けて、団体の皆様と連携を図りながら取り組ん

でまいります。

○副議長（山本由夫君） 白川議員―3番。
○３番（白川鮎美君）②野良猫の不妊化手術の

環境整備について。

野良猫の殺処分を減らすためには、ＴＮＲの

取組、捕獲し、不妊化し、戻す、これが効果的

と言われております。この不妊化手術を確実に

実施し、より多くの猫の手術を行うためにも、

長崎県動物管理所、いわゆる「アニマルポート

ながさき」の手術室の環境整備を早期に行う必

要があると思いますが、いかがでしょうか。

○副議長（山本由夫君） 県民生活環境部長。

○県民生活環境部長（大安哲也君） 現在の「ア

ニマルポートながさき」の手術室については、

令和2年度に既存施設を工夫して手術ができる
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環境を整備しております。

ここでの不妊化手術については、ボランティ

ア獣医師の協力により実施してきておりました

が、今年度は、県獣医師会に委託をしまして実

施することとしております。

委託に当たりまして、県獣医師会には、手術

室の環境について、ご指導をいただいており、

引き続き、連携を図りながら、手術がスムーズ

に行えるよう取り組んでまいります。

○副議長（山本由夫君） 白川議員―3番。
○３番（白川鮎美君）③動物愛護管理センター

(仮)の建設計画について。

その「アニマルポートながさき」へ実際に行

ってきました。手術室は確かにありましたが、

私が行った時には荷物置きになっていました。

令和2年に整備されたと聞いておりますが、
やっとエアコンを付けてもらえるようになった

とか、手術用のライトが暗いので交換をしてほ

しいとか、手術台を2台置いてもらったが、手
狭で動きにくいなど、稼働している様子がほと

んどありませんでした。

獣医師会と連携をして、早期に稼働させない

と、手術の助成枠も434頭から700頭へと大変拡
充をしておられるというわけですので、確実に

やっていただきたいと思います。

先日、知事からも発表がありましたが、「動

物愛護管理センター（仮）」の建設予定地が決

まりました。センター整備の進捗状況を教えて

ください。

○副議長（山本由夫君） 県民生活環境部長。

○県民生活環境部長（大安哲也君）殺処分ゼロ

を目指すうえでも、「アニマルポートながさき」

の再整備は重要であることから、検討に当たっ

ては、本年1月に、学識経験者や動物愛護ボラ
ンティアなどで構成する「長崎県動物愛護管理

センター（仮称）建設検討委員会」を設置しま

して、これまでに4回の協議が行われておりま
す。

検討委員会におきましては、収容施設や治療、

健康管理施設、啓発施設、収容動物用の運動場

など、施設に必要とされます機能や規模を検討

したうえで、整備場所についても候補地の選定

のうえ、評価が行われております。

こうした検討結果を踏まえまして、今般、施

設の整備場所を、大村市が所有されております

県工業技術センター隣接地に決定をいたしたと

ころでございます。

今後は、県民に親しまれる魅力的な施設とな

るよう、民間活力の導入も検討しつつ、建設検

討委員会のさらなるご議論をいただきながら、

施設の基本計画の策定などを進め、令和9年度
の供用開始を目指してまいります。

○副議長（山本由夫君） 白川議員―3番。
○３番（白川鮎美君）新しいセンターの開所が

殺処分ゼロの起爆剤として効果を発揮するため

に、令和9年の開業までにぜひ行ってほしい取
組を4点提案させてください。
まず、1つ目、県から殺処分ゼロに向けたガ

イドラインをまとめたブックレットを作成し、

市町に配布をすること。これは、現在、ボラン

ティア団体ごとに作成をされているということ

でありますが、県で統一したものがあった方が

よいという意見をいただきました。

2つ目、義務教育の場で命の授業を行うこと。
これは、幼少期にしっかりと命の大切さや動物

との関わり方を教える教育が非常に重要だと考

えるからです。

3つ目、福祉関係者との連携を強化すること。
貧困、独居、ひきこもり、不登校など、人の課

題と多頭飼育崩壊など、猫の課題は関連してい
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るケースが多く、訪問介護士や地域包括支援セ

ンターなどから相談があったり、心のケアをす

ることでＴＮＲ活動に前向きになる方がいらっ

しゃるなど、人の専門家と猫の専門家が協力し

て取り組むことが大事だと伺いました。

4つ目、シンポジウムの開催です。今、殺処
分ワースト1位の汚名を返上すべく、ボランテ
ィア団体、獣医師会、行政、それぞれが努力を

しておられることは理解をしております。しか

し、もったいないのが、おのおの、ばらばらで

活動をされており、その力がまとまった大きな

力になっていない、県民に伝わっていないとい

うことです。

県が、本気で取り組む姿勢を示すためには、

ボランティア団体、獣医師会、関連企業、福祉

団体、そして、まちづくりの人たちも巻き込ん

で、「人と動物が共生できる長崎県づくりシン

ポジウム」を開催してはいかがでしょうか。

みんなで手をつなぎ合って、一緒に解決する

道筋を、県が旗を振って示していくことを強く

要望いたします。

④知事の見解。

最後に、知事の意気込みをお聞かせください。

○副議長（山本由夫君） 知事。

○知事（大石賢吾君） 私は、かけがえのない動

物の命が数多く失われているこの現状を、何と

しても改善をしたいという強い思いから、動物

殺処分ゼロを目指してございます。

そのため、昨年12月に、［長崎県動物の愛護
及び管理に関する条例］を制定いたしまして、

本年1月には、動物殺処分ゼロに向けたロード
マップを取りまとめるなど取組を進めてきてお

ります。

今後とも、人と動物が共生できる社会の実現

に向けて、県民の皆様、ボランティア団体、市

町等の参加や連携強化を図りながら、動物の収

容数削減であったり、譲渡を推進しまして、令

和11年度までに動物殺処分ゼロを目指すこと
にしております。

○副議長（山本由夫君） 白川議員―3番。
○３番（白川鮎美君）知事と思いは同じだとい

うふうに認識をいたしました。

もし、知事がシンポジウムで猫の着ぐるみを

かぶってＰＲをしていただけるならば、私も犬

の着ぐるみを着て、ともに全力で力を合わせて

本気で取り組んでいきたいと思います。ありが

とうございます。

以上で、終わります。（拍手）

○副議長（山本由夫君） 本日の会議は、これに

て終了いたします。

6月19日は、定刻より本会議を開き、一般質
問を続行いたします。

本日は、これをもって散会いたします。

― 午後 ３時４４分 散会 ―
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─ 午前１０時 ０分 開議 ─

〇議長（徳永達也君） ただいまから、本日の会

議を開きます。

この際、田中愛国議員から、6月15日の一般
質問において、佐世保市長選に対する自民党本

部に関連した部分等について、発言を取り消し

たいので、議長において適切な措置をお願いし

たい旨の申し出がありました。

この件につきましては、後刻、議長において

会議録を精査のうえ、適切な措置をいたします

ので、ご了承をお願いいたします。

これより、6月16日に引き続き、一般質問を
行います。

大久保議員―8番。
〇８番（大久保堅太君）（拍手）〔登壇〕皆様、

おはようございます。

一般質問3日目、初登壇を務めさせていただ
きます自由民主党、平戸市選出、大久保堅太で

ございます。

初心忘れず、現場、市民・県民目線で働くこ

とを政治信条とし、ふるさと平戸市、そして138
万人が暮らす長崎県発展のため、微力ながら全

身全霊をかけ取り組む所存でございます。

どうか徳永議長をはじめとする先輩議員、大

石知事はじめ理事者、職員の皆様のご指導のほ

ど、よろしくお願い申し上げます。

私は、今回、7点の通告をさせていただいて
おります。

1、特定複合観光施設（ＩＲ）の取組みと進
捗。

（1）県内・県外での機運醸成への取組み。
長崎県が作成した「九州・長崎ＩＲ区域整備

計画」によりますと、九州・長崎の独自性のあ

る強みを活かし観光産業革命を実現し、東洋文

化と西洋文化の融合や伝統的なものと革新的な

ものの融合により真の和洋折衷をつくり出し、

施設内雇用者数約1万人、雇用誘発効果3万人、
経済波及効果年間約3,200億円と、大きな経済・
雇用効果により、5つの貢献である雇用創出、
所得向上、人口減少の抑制、地域経済の活性化、

財政基盤強化が図られるとされております。

まさにこの計画は、長崎県が現在迎えている

100年に一度の変革期の総仕上げの舞台がＩＲ
であると思っております。

去る4月14日、国において、大阪の区域整備



令和５年長崎県議会・６月定例会（６月１９日）

- 154 -

計画が認定され、本県の計画については、期限

なしの審査継続となっており、今後、一日も早

い区域認定の獲得に向け、県として、引き続き、

しっかりと審査に対応していただきたいところ

でございます。

地元からは、期待が大きいだけに、認定の行

方を心配する声も聞こえてまいります。認定は

もとより、認定後の事業成功のためにも、県内

と九州内への機運醸成は大切であると感じてお

りますが、その取組をお尋ねいたします。

以下の質問につきましては、対面演壇席より

させていただきます。

〇議長（徳永達也君） 企画部長。

〇企画部長（早稲田智仁君） 九州・長崎ＩＲに

ついては、国際的なＭＩＣＥビジネスの展開や

観光における新しい人の流れを促進するゲート

ウェイ機能の強化等により、九州全体の発展を

目指しております。

こうしたことから、県では、九州地方知事会

議及び九州地域戦略会議において、「オール九

州」での取組を推進していただくとともに、令

和3年4月に、九州域内の官民が参画する「九州
ＩＲ推進協議会」を発足させるなど、官民一体

となってＩＲへの機運醸成に取り組んできたと

ころであります。

これまで本協議会等では、県内においてＩＲ

がもたらす経済効果に関するセミナーを実施し

たほか、ＩＲビジネスへの参入意欲を高めてい

ただくため、商工会議所や商工会をはじめ、関

係団体に対する説明会を離島・半島地域も含め、

県内各地で開催してまいりました。

また、県外では、福岡県内において、ＩＲ事

業者と連携したＭＩＣＥシンポジウムの開催や

ビジネスセミナーのＷＥＢ配信など、九州・長

崎ＩＲに対する機運醸成に努めてきたところで

あります。

〇議長（徳永達也君） 大久保議員―8番。
〇８番（大久保堅太君） ただいま、ご説明いた

だきましたけれども、これまでのこのＩＲに対

し中村県政から大石県政までの職員の皆様、そ

して機運醸成や調整を図ってこられ、関係各位

にご慰労と感謝を申し上げるところでございま

す。

（2）今後のさらなる取組みについて。
その努力を無駄にしないためにも、これから

もう一踏ん張り、正念場であると思っておりま

す。

この機運醸成については、1、事業環境整備
に関する機運醸成、2、長崎県民、さらには九
州各県民に対しての機運を高める取組に分けさ

せていただきたいと思います。

まず、事業環境整備に関しましては、840万
人と言われる来訪者に対して必要不可欠であり、

行政の大きな役割となる交通アクセスの整備に

ついてであります。

ハウステンボス周辺道路整備については、先

日の一般質問でもありましたが、私は、新幹線

についても注視しております。正直申しまして、

今のままで、県北地域には恩恵は少ないのかな

と思っておりますが、このＩＲと新幹線の全線

フル規格が併せて実現した時には、県北にも大

きな経済効果や新幹線効果をもたらされると確

信しております。

そうした中、報道によると、15日の佐賀県議
会において、山口知事が、未整備区間、新鳥栖

～武雄温泉間について、「全く新たな発想で県

の発展や九州の将来展望につながっていくか、

大きな視点で幅広く骨太に議論する」と発言さ

れたことでありますが、私は、前向きな発言と

受け止めており、これまでの政府・与党や与党
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ＰＴ検討委員会をはじめ、関係者のご尽力もあ

ってのことだと考えておりますが、大石知事は、

この発言をどのように受け止められているか、

お尋ねをいたします。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） 先日、佐賀県の山口知事

がご指摘の趣旨のご発言をされたということは、

報道を通して承知をしております。

議員ご指摘のとおり、これまで与党ＰＴ西九

州ルート検討委員会の森山委員長をはじめ、政

府・与党の皆様のご尽力に対して、改めて感謝

を申し上げたいと思います。

県としましては、西九州地域全体の発展に資

する全線フル規格での整備を引き続き目指しま

して、佐賀県の課題解決に向けて、大きな視点

を交えながら、引き続き、佐賀県知事と対話を

重ねていきたいと考えております。

〇議長（徳永達也君） 大久保議員―8番。
〇８番（大久保堅太君） 私も、このことは森山

委員長や大石知事はじめ関係各位のご尽力と、

そして佐賀県山口知事のご理解の前進が見られ

たと思っております。

大石知事には、山口知事とともに、佐賀、長

崎がウィン・ウィンで新幹線事業が進展し、本

物の九州ＩＲにするためにも、さらなるご尽力

に期待するところであります。

併せまして、ＩＲに係る交通アクセス整備の

推進もよろしくお願いいたします。

次に、九州各県民への機運醸成についてであ

りますが、県外の取組では、これまで、コロナ

禍もあり、ＷＥＢ配信のセミナーや福岡でのシ

ンポジウムを開催してきたところでありますけ

れども、コロナも5類に引き下げられたこのタ
イミングで、九州各県へキャラバン型のセミナ

ーをするなど、ＩＲ開業後の成功にも向けた、

さらなる機運醸成への取組をしてはどうかと考

えますが、今後の計画について、お尋ねいたし

ます。

〇議長（徳永達也君） 企画部長。

〇企画部長（早稲田智仁君）ＩＲがもたらす高

い経済効果や雇用創出効果等を九州全域に波及

させていくためには、経済界と行政等が一体と

なった取組が重要であると考えております。

こうしたことから、これまで九州・長崎ＩＲ

を推進するため、九州地方知事会議及び九州地

域戦略会議の皆様に対し、ＩＲ誘致へのご支援、

ご協力をお願いし、「オール九州」で推進して

いく体制づくりに努めてきたところであります。

また、九州各県議会議長会においても、九州・

長崎ＩＲの推進に係る決議を重ねて行っていた

だいているほか、九州経済連合会の方々等を対

象に、福岡市においてビジネスセミナーなどを

開催したところであります。

県としましては、区域認定の獲得を見据え、

ＩＲ区域整備による地域経済への効果を九州各

県の皆様がしっかりと享受していただけるよう、

議員のご提案等も参考にしながら、引き続き、

今後の計画についても、ＩＲ事業者を含め、関

係皆様とともに効果的な取組について検討して

まいりたいと考えております。

〇議長（徳永達也君） 大久保議員―8番。
〇８番（大久保堅太君）ぜひとも前向きな機運

醸成を図っていただければと思っております。

一つ気になることがあっております。

先日、九州市議会議長会が長崎で開催されて

おります。また、九州の市長会は沖縄にて開催

をされているんですけれども、ここでＩＲにつ

いてのＰＲや要望については、なかったという

ふうに聞いております。機運の高まりとすれば、

少し寂しい気持ちでございます。
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そこで、知事に要望したいというふうに思っ

ておりますけれども、キャラバンをはじめ、県

内外で発信力のある立場でＩＲの機運醸成を各

所にてＰＲを図っていただき、さらに市町とも

連携をし、早期認定の実現と事業成功に導いて

ほしいと思っておりますが、意気込みを聞かせ

ていただければというふうに思っております。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） 九州・長崎ＩＲは、リゾ

ートＭＩＣＥ開催地としての国際競争力の獲得

やグローバルな誘客と国内各地への送客を併せ

持つ交流ハブ機能に加え、住みやすく、働きや

すい地方発の日本創生モデルの実現を目指して

おります。

そのため、本県のみならず、九州全体の活性

化、発展を図るうえで重要なプロジェクトであ

ると認識をしておりまして、これまでも九州各

県の知事や九州経済界の方々等に、九州ＩＲ推

進協議会における地元調達や広域周遊観光の促

進について、重ねて説明を行ってきたところで

ございます。

今後においても、ＩＲ区域認定の獲得を見据

えつつ、様々な機会を捉えて、私も自ら先頭に

立って九州・長崎ＩＲのＰＲを行うとともに、

九州全体を盛り上げていくための取組について、

関係者とも協議を図りながら、効果的な手法を

検討してまいりたいと考えております。

〇議長（徳永達也君） 大久保議員―8番。
〇８番（大久保堅太君） 知事を先頭に、この機

運醸成を図って、一日も早い区域認定と開業を

楽しみにしております。

2、農業振興について。
（1）肉用牛繁殖経営の現状について。
長崎県は、一次産業の裾野が広く、大切な基

幹産業の一つであります。

長崎県農業において、令和3年の肉用牛は農
業産出額265億円で、1位を誇っております。
本県において、ここ15年で繁殖経営戸数は

3,800戸から2,000戸切るところまできており
ます。約1,800戸が減っております。一方、飼養
頭数は、15年で2,000頭以上の増頭を達してい
るところであります。これは生産者はもとより、

県と市町、関係機関の連携の賜物であると思っ

ております。

この畜産業については、飼料を作るために多

くの耕作地が必要であるため、耕作放棄地解消

に大きく貢献をされております。

その貢献者である畜産クラスター生産者は、

現在、子牛の価格の下落と飼料高騰により、資

金繰りも併せ、大変厳しい経営を余儀なくされ

ているが、現状の肉用牛繁殖経営に対しての対

策をお尋ねいたします。

〇議長（徳永達也君） 農林部長。

〇農林部長（綾香直芳君） まず、肉用牛の子牛

価格でございますけれども、全国的に下落傾向

でありますことから、国は、九州・沖縄ブロッ

クの子牛価格の平均が60万円を下回った場合
に、その差額の4分の3を交付する事業を、肉用
牛繁殖農家に対する臨時的な支援対策として、

本年1月から開始をしております。
県といたしましては、この臨時的な制度の周

知徹底と活用を促進することで、肉用牛繁殖農

家の所得の確保に努めてまいりたいと考えてお

ります。

〇議長（徳永達也君） 大久保議員―8番。
〇８番（大久保堅太君） 今回、飼料高騰対策に

ついては、新たな特例を設けながら対策を国も

やっておりますけれども、まだ補塡額が確定し

ていない状況であり、まだ生産者も不安な状況

でございます。
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飼料高騰対策については、何か考えているの

か、お尋ねをいたします。

〇議長（徳永達也君） 農林部長。

〇農林部長（綾香直芳君）配合飼料価格の高騰

対策としては、国は、セーフティーネット制度

である配合飼料価格安定制度に、本年4月から
新たな特例を設け、配合飼料価格が高止まりし

た場合でも補塡が実施されやすい制度に見直し

をされたところでございます。

県としては、今年度も、同制度の加入に必要

な生産者積立金の一部を支援することとしてお

ります。

また、今年度から新たに、配合飼料の主原料

である輸入とうもろこしを県産の飼料用米に置

き換える取組を支援するほか、飼料生産の外部

委託化や耕作放棄地を含む水田での放牧の推進

を強化することとしております。

これらの取組により、飼料の自給率を高め、

コストを引き下げることで、肉用牛繁殖経営の

所得の向上と飼料の安定確保につなげてまいり

ます。

〇議長（徳永達也君） 大久保議員―8番。
〇８番（大久保堅太君）ただいまの支援策につ

いてでございますけれども、飼料用米に転換す

ることはいいことではあるんですけれども、目

の前の施策としては、どうしても、今整備をし

て、そして来年、刈る時の支援になるんじゃな

いかというふうに思っております。

そういった面では、直近する今の不安という

ところでは、やはり目の前の支援をしっかりと

してやることもまた県の支援策の一つではない

かというふうに思っておりますので、そこあた

りの支援をしっかりとお願い申し上げます。

そしてまた、平戸市では今年度、昨年に引き

続いて、一般財源でトン当たり2,000円も出して

おります島原市でも、トン当たり300円の支援
をしているというふうに聞いております。

県として、同じメニューに取り組んでという

話ではないんですけれども、例えば、今、繁殖

農家の中でも一番厳しいのがクラスター生産者

であるとすれば、やはり資金繰りとなれば、償

還金の繰り延べ、こういったことを農林中金と

話をしなければいけませんけれども、そういっ

たところを県としても相談をしてみるとか、ま

たは利子補給をするとかというところで、目の

前のクラスター事業者に対して支援を適宜して

もらえばというふうに思っておりますので、今

後とものご支援等、また適宜の検討を重ねてい

ただきたいというふうに思っております。

（2）全国和牛共進会へ向けての取組み。
第12回全国和牛能力共進会鹿児島大会にお

いて、生産者はじめ、関係者の皆様にはご慰労

申し上げ、入賞された方も、これまで積み重ね

られたご努力の賜物と存じます。これからも、

高みを目指してご活躍いただきたいと思ってお

ります。

和牛オリンピックと称される共進会に対して、

県としてどのような取組がなされているのか、

お尋ねします。

〇議長（徳永達也君） 農林部長。

〇農林部長（綾香直芳君） 昨年開催された「第

12回全国和牛能力共進会鹿児島大会」では、前
回の宮城大会を上回る全8区中7区で優等賞を
獲得し、特に、種牛と肉牛を併せて審査する第

6区の総合評価群においては、優等4席を獲得す
るなど、本県の肉用牛改良が着実に進んでいる

ことが確認されました。

しかしながら、日本一の獲得には至らなかっ

たことから、4年後の北海道大会に向け、肉質
向上のための肥育技術マニュアルの見直しや飼
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養管理指導の強化などについて、関係団体や市

町と一丸となって取り組んでまいりたいと考え

ております。

〇議長（徳永達也君） 大久保議員―8番。
〇８番（大久保堅太君） 私も、今回で佐世保、

宮城、そして鹿児島と3回全国和牛能力共進会
に参加させていただきました。どの大会も涙な

しでは帰られない貴重な経験をさせていただき

ました。

この共進会は、成績も大切でありますけれど

も、本質的には、技術の普及促進や生産者と関

係機関、行政が一体となって肉用牛振興の熱意

とベクトルを合わせる絶好の機会であると強く

感じております。

生産者や関係者からも、県もしっかりサポー

トはいただいていたが、例えば鹿児島県や宮崎

県などの体制には、勢いや一体感を感じるもの

があったと聞くことが多々あります。

それは何であるか。張りつく人数なのか、ま

た予算なのか、見せ方なのか、ここはこの場で

議論することはしませんけれども、「第3期肉
用牛振興計画」に、日本一の肉用牛産地づくり

を目指すとされているからには、やはり日本一

の支援体制の構築を図っていただきますように

お願いをしたいものであります。部長として、

答弁いただければ。

〇議長（徳永達也君） 農林部長。

〇農林部長（綾香直芳君） 私も、鹿児島大会に

前回参加させていただいて、日本一を取った鹿

児島、宮崎の農家、それから関係機関・団体の

一体となった機運のすばらしさを体感してきて

おりますので、長崎で、そのレベルまで機運醸

成をしっかり日本一に向けて引き上げるために

何が必要なのか、勢い、一体感をぜひ盛り上げ

るために、今後、関係団体、関係機関としっか

り検討してまいりたいと考えております。

〇議長（徳永達也君） 大久保議員―8番。
〇８番（大久保堅太君） 熱いご答弁、ありがと

うございます。次は北海道に向けて、ともに頑

張っていきたいというふうに思っております。

よろしくお願いいたします。

3、水産振興について。
（1）資源管理（クロマグロ）について。
水産業においても、本県において重要な基幹

産業の一つであります資源管理（クロマグロ）

について、どのような対応をしているのかとい

うことで、クロマグロの資源管理（ＴＡＣ）に

おいては、国際的な枠組みで漁獲量が制限され、

割り当てられた数量に達すると、漁業者は、目

の前にマグロが回遊しても漁獲することができ

ず、放流や休漁することも出てきております。

さらに、今後、ほかの魚種にも漁獲制限による

資源管理が導入されようとしていることに、漁

業者の不安は募るばかりであります。

そこで、クロマグロの資源管理の現状と資源

管理に取り組む漁業者の負担を軽減するような

県の取組をお尋ねいたします。

〇議長（徳永達也君） 水産部長。

〇水産部長（川口和宏君）クロマグロについて

は、「中西部太平洋まぐろ類委員会」での合意

を踏まえ、平成27年から数量管理が導入され、
平成30年からは、法律に基づく管理措置に移行
されました。

このため、漁業者は、国から都道府県に配分

された漁獲枠を超えないように操業しており、

近年の資源評価においては、資源の回復が報告

されております。

県としては、持続的な漁業の実現を目指すた

めには、適切な資源管理が必要であると認識し

ているところですが、一方で、漁業者からは、
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早期の増枠や経営維持などに対する支援措置を

求める意見を多くいただいております。

このため、資源の回復状況を踏まえ、国に対

して、増枠を実現するよう国際交渉に継続的に

臨むこと、また数量管理による減収補塡対策や

混獲魚の放流作業に必要な人件費など、現行の

支援について、十分な予算を確保するよう要望

しているところでございます。

〇議長（徳永達也君） 大久保議員―8番。
〇８番（大久保堅太君） この増枠については、

国しかできないことでもございますので、そこ

は県としても、しっかりと要望、要請をいただ

きたいというふうに思っております。

この資源管理については、県においても一定

の支援をし、また、漁業者に対しても説明も何

度もされていると承知をしております。ただ、

漁師や漁協は納得をしておられるのか。この答

えは「ノー」であるというふうに思っておりま

す。この溝はなかなか埋まっておりません。

一つの要因があります。

部長ご存じのとおり、昨年は、これまでにな

いくらいの時化が多く、出漁日数が少ない状況

が続きました。例年より漁ができていない時に、

クロマグロに併せて、ＴＡＣの他の魚種への拡

大の話でございます。こういった話が漁業者に

どういった影響を与えるかは、容易に想像がで

きると思っております。

資源管理を頭では理解できているが、漁業者

にとっては、ないだ日まで漁を制限かけられる

ことへの抵抗や不安を感じ、操業意欲を失うの

ではないかと危惧をしております。漁師の意欲

を欠いて、担い手が減っていけば、持続可能な

水産業と言っても本末転倒ではないのかと感じ

るが、資源管理に取り組む漁業者が操業意欲を

欠くことなく漁業を維持するために、県の取組

や支援策について、伺いたいというふうに思っ

ております。

〇議長（徳永達也君） 水産部長。

〇水産部長（川口和宏君） 県では、個々の経営

内容に踏み込んだ指導による優良経営体の育成

を進めておりまして、クロマグロ資源管理強化

による減収を補うため、イカ一本釣りやクエは

え縄を導入したことで水揚げが1割、漁業所得
が3割増加した事例が出てきております。
今後も、このような優良事例を横展開すると

ともに、現在行っている漁法に加えて新たな漁

法を導入する取組、体験漁業や漁師食堂など海

業への参入、漁業者自らが加工、販売まで行う

6次産業化の取組など、新たなチャレンジを重
点的に支援し、漁業者の経営安定化を図ってま

いりたいと考えております。

〇議長（徳永達也君） 大久保議員―8番。
〇８番（大久保堅太君） そのような取組に、な

るべく漁協、または漁業者に理解をもらえるよ

うに、浜に出かけたり、また、いろんな会議で

根気よく話をしていただきたいというふうに思

っております。

漁師から、こんな話を聞きました。

漁獲量を5分の1や10分の1にして、魚価が5
倍、10倍にはならない。ただでさえ魚価は低迷
している。これでは稼ぐことを制限されて、共

済で最低限の補塡をもらって、漁師には夢も希

望もないと言われる人もいます。

県として、しっかりと漁業者へ寄り添ってい

ただき、全国に誇る水産県として声を国に挙げ

ながら、県として対策に当たっていただきたい

と思っております。よろしくお願いいたします。

（2）種苗放流について。
平戸においても、クエを漁獲する漁業者が多

く、市場価格もいいことから、沿岸漁業者にと
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っては最も重要な魚種の一つでありますが、自

由漁業で獲れるためクエ漁業者が増えているの

で、獲れなくなることを危惧して、放流による

資源の増大を期待する漁業者の声が聞かれます。

クエ資源の維持、増大において、種苗放流は

有効な手段であると考えるが、現在、クエ種苗

放流の取組状況について、県の考え方をお尋ね

いたします。

〇議長（徳永達也君） 水産部長。

〇水産部長（川口和宏君） クエは、市場価値が

高いことから資源の増大による漁業者の期待が

大きい魚種で、漁獲量は近年、増加傾向にあり、

令和3年度は、県全体で200トンとなっておりま
す。

現在、県では、県内5地区の栽培漁業推進協
議会が行う放流に対して支援を行っており、こ

の事業では、今年度、1地区当たり8,000尾、合
計4万尾の放流を計画しております。
クエは、漁獲サイズに成長するまでの期間が

長いことから、資源を持続的に利用するために

は、種苗放流に加え、小型魚の保護など、資源

管理の取組を行うことが重要だと考えておりま

す。

このため、今年度からは、漁獲された1キロ
未満の再放流や放流海域を一定期間禁漁にする

など、資源管理措置を強化することとしており、

引き続き、クエ資源の維持、増大を目指してま

いります。

〇議長（徳永達也君） 大久保議員―8番。
〇８番（大久保堅太君） 持続可能な水産業、資

源管理というキーワードは、これから避けて通

れないところかもしれませんが、漁業就業者数

日本一の長崎県にとって、一番影響のあるとこ

ろであるというふうに思っております。

担い手不足とは言われておりますが、浜に行

くと、驚くくらい若者がいるところもたくさん

ございます。若い漁師がしっかりと頑張ってお

ります。先ほど魚価の話もしましたけれども、

魚価の向上、ブランド化のためにも、ご提案で

ございますけれども、長崎は魚種日本一とも言

われておりますので、魚種日本一、または魚種

の宝庫長崎であることをもっと発信していただ

き、全国に誇る本県水産業発展にご尽力をいた

だきたいというふうに思っております。よろし

くお願いいたします。

4、商工業振興について。
（1）成長産業の取組みについて。
商工業の発展は、多くの雇用を生み出し、県

はもとより、地域活性化においても、経済活性

化において、大きく貢献するものであります。

さらに、私は、ここに強い思いがあります。

それはここからもたらされる税収、これこそが

長崎県内の医療、福祉、教育、子育てやスポー

ツの振興などの充実につながることから、産業

を強化、発展させることが県民の生活基盤の充

実につながり、誰一人取り残さない社会を実現

することにつながると信じております。

財源なくして政策なし、しかしながら、あま

り言いたくはありませんが、令和4年度、県の
地方税収入は全国46位、財政力指数41位と、長
崎県民一人当たりの所得は263万円で42位とな
り、全国でも下位であります。

人口減少の中、今後、本県が稼ぐ力を高めて

経済力を上げていくことで、税収増につながる

産業を強化し、県民の福祉の増進を図ることが

重要だと考えております。

そこで、産業労働部として、どのような考え

で産業振興に取り組んでおられるかをお尋ねし

ます。

〇議長（徳永達也君） 産業労働部長。
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〇産業労働部長（松尾誠司君）本県の産業振興

については、これまで造船業で培った高い技術

力や優秀な人材など、長崎ならではの強みを活

かせる成長分野での支援が重要であると考えて

おります。

このため、県としては、今後の需要拡大が見

込まれる半導体関連や航空機関連などの成長分

野を本県の新たな基幹産業として、設備投資や

取引拡大等の支援に取り組んでいるところであ

ります。

特に、半導体関連では、ソニーグループによ

る相次ぐ設備投資に加え、京セラの本県進出が

決定するなど、この5年間で約3,000人の良質な
雇用の場が創出される中、大手企業と県内中小

企業との連携強化に加え、企業の技術力向上や

人材確保などを後押ししてまいります。

また、県内企業のＤＸ推進により、生産性向

上や県外需要の獲得などにつなげるほか、新た

なビジネスモデルによって成長を目指すスター

トアップ企業の集積についても、引き続き促進

してまいります。

今後とも、企業動向等を的確に捉えながら、

力強い産業の育成に力を注いでまいります。

〇議長（徳永達也君） 大久保議員―8番。
〇８番（大久保堅太君） 昨今、活況を見せてい

る半導体、航空機産業と、新たな産業基盤づく

りに対し、期待をしているところであります。

事業者も県としても、大変苦労も多いかとは思

いますけれども、ぜひともよろしくお願い申し

上げます。

この流れで、もう一つ期待せずにはいられな

いことがあります。それは長崎県には上場企業

が1社もない全国で唯一の県であります。上場
企業が全てとは言いませんけれども、まずはゼ

ロ社から1社を目指してほしいというふうに思

っております。ぜひともお力添え、よろしくお

願い申し上げます。

（2）事業承継対策の現状と課題とは。
地域経済の持続的な成長や雇用の維持にとっ

て、小売、飲食業などを営む小規模事業者は大

変重要でございます。長崎県においても、中小

企業4万社の中で、約6割が後継者がいないと言
われております。これはゆゆしき事態であると

いうふうに思っております。

近年、後継者がいなくて、黒字でも廃業する

事業者がいる中で、地域社会の維持のためにも、

1社でも残す取組が必要であります。
そこで、県の事業承継に対する取組について、

お尋ねをいたします。

〇議長（徳永達也君） 産業労働部長。

〇産業労働部長（松尾誠司君） 中小・小規模事

業者は、地域経済の発展や雇用の創出に重要な

役割を果たしている一方、議員ご指摘のとおり、

民間調査会社のデータによると、県内では、後

継者不在の割合が59.9％と高くなっていること
から、事業承継は喫緊の課題であると捉えてお

ります。

そのため、県では、国が全都道府県に設置し

た「事業承継・引継ぎ支援センター」をはじめ、

金融機関や商工団体等と連携して、周知啓発に

よる事業承継の意識醸成や相談対応、マッチン

グ支援等に取り組んでいるところであります。

〇議長（徳永達也君） 大久保議員―8番。
〇８番（大久保堅太君） 事業承継は、いろんな

施策で取り組んでいただいておりますけれども、

私も事業承継、Ｍ＆Ａをしたことあるんですけ

れども、株の価値を出したり、または人に会社

を渡す、または譲り受けるということから、や

はり財務のしっかりとした整理もしなければな

りません。そこに相当時間と労力と、また人の
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手を借りなければならないし、またお金もかか

るということでございます。そういった意味に

おいては、第三者引継ぎや社員引継ぎは、一般

的に知識がないことと、また相談、手続に費用

がかかることから、その手前で諦めるケースも

多いと聞いております。

事業承継促進のためにも、過去にありました

けれども、加速化補助金などの支援を検討はで

きないのでしょうか。ご答弁、よろしくお願い

します

〇議長（徳永達也君） 産業労働部長。

〇産業労働部長（松尾誠司君） 今、議員ご指摘

いただきました事業承継加速化事業については、

令和2年から3年度において、国が創設しました
コロナ関係の交付金を活用し、コロナ禍で将来

が見通せない状況にありました県内中小企業者

等の廃業を未然に防止し、地域の雇用の維持や

技術、技能の伝承を図ることを目的に実施した

ものであります。

本事業については、厳しい財政状況の中、自

主財源での実施は難しいと考えておりますが、

本県の実情を把握しつつ、支援のあり方につい

て、「事業承継・引継ぎ支援センター」など関

係機関と協議をしてまいりたいと思っておりま

す。

〇議長（徳永達也君） 大久保議員―8番。
〇８番（大久保堅太君）ぜひとも前向きにご検

討をよろしくお願いします。

それに加えてですけれども、小規模事業者の

事業継続には、長引いたコロナ禍が尾を引いて

いて、それに加え、原材料やエネルギー価格高

騰で、全ての会社ではありませんが、まだまだ

厳しい状況が続いております。そのような支援

も適宜施していただきますように、よろしくお

願いをいたします。

5、人材確保における現状と環境づくりにつ
いて。

（1）各種分野への取組み。
人口減少著しい中に、県内の経済の維持、発

展や生活の維持、安定を図るには、今後、あら

ゆる分野で人材確保が最重要になります。先日

も対馬市で、人の不足により学校給食が急遽提

供できないことが、事実発生しております。

こんな話も聞いたことがあります。

1,000人規模のしまに保育所があり、保育士が
足らなくなり、子どもを預けられないために、

看護師は仕事に行けず、介護職の方も同じく仕

事に行けず、病院も福祉施設も成り立たない、

すなわち社会基盤が崩壊してしまう、現実、さ

らにこれから起こっていくというふうに思って

おります。

このようなことが起きないためにも、県にお

いて、外国人材の受入れ取組を進めておられれ

ば、その状況について、お尋ねをいたします。

〇議長（徳永達也君） 農林部長。

〇農林部長（綾香直芳君）まず、農林分野から、

お答えをさせていただきます。

県では、農業分野の労働力不足に対応するた

め、特定技能外国人材の派遣会社である「株式

会社エヌ」をＪＡグループなどとの共同出資に

より平成31年に設立をし、カンボジア国などの
外国人材の受入れを進めてまいりました。

これまで、「株式会社エヌ」が海外での人材

採用から入国手続、入国後の派遣先とのマッチ

ングや給与の支払いなど、全般にわたり受入れ

業務に当たってきた結果、5月現在、141名の特
定技能外国人材が農業や漁業の現場で就労し、

本県の農林水産業の人手不足解消のために活躍

いただいているところでございます。

〇議長（徳永達也君） 福祉保健部長。
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〇福祉保健部長（寺原朋裕君）介護分野におい

ては、ベトナムの看護系の3つの大学と県が覚
書を締結し、意欲のある学生を推薦いただいて

おります。

令和3年度の締結以降、県内介護事業所との
マッチングに取り組んでおり、さらに多くの学

生に希望してもらえるよう、本県や介護の魅力

をＰＲする現地学生向け説明会、日本語講座、

オンライン面談会などを実施しているところで

す。

また、介護業務ではコミュニケーション能力

が特に重要であるため、就業中の外国人材に対

しても日本語研修を開催しているほか、県内介

護事業所に対し、外国人受入れ促進セミナーを

実施しております。

さらに、介護福祉士を目指す留学生に対する

修学資金の貸付けや外国人職員等が居住する宿

舎整備の援助などにより、現在、約300名の方
が本県の介護分野で就業されており、今後とも、

受入れ促進に努めてまいります。

〇議長（徳永達也君） 産業労働部政策監。

〇産業労働部政策監（宮地智弘君）産業労働部

におきましては、ベトナム国クァンナム省と「人

材交流に関する覚書」を締結し、県内企業と外

国人材とのマッチング支援を行うことにより、

食料品製造業などにおいて、外国人材の受入れ

を促進しているところであります。

また、大手商船会社と連携した企業向けセミ

ナーも開催しており、外国人材の受入れに向け

た機運の醸成や支援制度の普及などにも努めて

おります。

本県の景気が回復傾向にある中、産業人材に

対するニーズは一層高まっており、引き続き、

県内企業の外国人材確保に向けた支援に注力し

てまいります。

〇議長（徳永達也君） 大久保議員―8番。
〇８番（大久保堅太君） ただいま農業と、また

介護、そしてその他製造業と、各分野のご説明

をいただきました。

ここで確認したいんですけれども、今の人材

確保については、県は組織的には、それぞれ各

業種、やはり人材の確保する特徴とか、条件と

いうのが違うから、それぞれの部署でやってい

るということですか、そこを確認させてくださ

い。

〇議長（徳永達也君） 産業労働部政策監。

〇産業労働部政策監（宮地智弘君）先ほど各部

局からご答弁申し上げましたように、これまで

農林水産業や介護など、各産業分野を所管して

いる部局において、具体的な施策を講じてきて

いるところでございます。

〇議長（徳永達也君） 大久保議員―8番。
〇８番（大久保堅太君） （2）今後の振興策に
ついて。

この人材確保、今後、長崎県において経済と

一定の社会基盤を維持していくには、外国人受

入れを大幅に増やしていく必要があると思って

おります。しかし、現実には、国内の争奪戦ど

ころか、日本自体、選ばれなくなっているとの

話もございます。その中で、長崎を選んでもら

える仕組み、環境づくりが必要なのであります。

あらゆる分野に外国人の受入れをさらに増や

していくためには、例えば日本語教育や住まい

の確保など、共通する課題も多くあると思って

おります。そのためにも、横串を刺して全庁的

にプロジェクトを組んででも解決に取り組んで

いくところまできているというふうに思ってお

りますけれども、取り組んでもらえないでしょ

うか。よろしくお願いします。

〇議長（徳永達也君） 産業労働部政策監。
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〇産業労働部政策監（宮地智弘君）入国当初の

日本語教育や住まいの確保については、関係法

令により、受入れ先企業が実施すべきものとさ

れておりますが、今後も外国人材の増加が見込

まれる中、企業単独では対応が難しい部分もあ

るものと認識しております。

そのため、日本語教育については、県におい

て、国内での試験対策として受入れ先企業など

が実施する講座に対し支援を行っているほか、

介護分野では、日本語研修などを実施している

ところであります。

一方、住まいの確保につきましては、農業や

介護分野での支援はあるものの、県内各地域に

おける現状を把握するため、県、市町、商工団

体など、関係者との協議をはじめてまいります。

今後とも、外国人材の方々にご活躍いただく

ためには、安心して働くことができる環境づく

りが重要であり、国の外国人材受入れの見直し

に向けた議論も踏まえながら、必要な対策を講

じてまいります。

〇議長（徳永達也君） 大久保議員―8番。
〇８番（大久保堅太君）行政縦割りの壁を越え

て、前向きな答弁をいただいたというふうに思

っております。行政の縦割りの中で業務遂行が

原則の行政にとっては、横串はハードルである

というふうにも思っておりますけれども、そこ

ができるのが長崎県庁であるというふうに信じ

ております。

長崎に行けば、安心してしっかりと稼げる環

境をつくってやることこそ、この長崎の未来は

明るいというふうに思っておりますので、こう

いった人材育成、そして人材確保について、よ

ろしくお願いいたします。

6、玄海原発について。
（1）これまでの防災対策について。

玄海原発再稼働から、はや5年が経過いたし
ました。再稼働以来、政府は、県下30キロ圏内
の自治体にも避難計画を義務づけられ、原子力

防災訓練を強いられております。

玄海原発から一番近いのが松浦市鷹島町が8
キロはじめ、4市とも、当時反対をしました。
政府への同意権も、事業者への事前了解も与え

られておりません。

原発の稼働に当たっては、安全、避難対策を

しっかりと整えておくべきであります。これら

には事業所が実施するもの、県、市町が実施す

るものとあると思いますけれども、これまでの

県が実施してきた原子力防災対策について、説

明をいただきたいと思います。

〇議長（徳永達也君） 危機管理部長。

〇危機管理部長（今冨洋祐君）原子力防災対策

について、県といたしましては、ＵＰＺ圏内の

有人離島に放射線防護施設を設置したほか、放

射線量測定機器や防護服などの原子力防災資機

材を整備するとともに、ＵＰＺ圏内を対象とし

た住民避難訓練や対策本部訓練を、国や佐賀県、

福岡県、関係4市と合同で実施するなど、住民
の原子力防災に対する理解促進や関係機関の連

携強化、対応力向上に努めております。

〇議長（徳永達也君） 大久保議員―8番。
〇８番（大久保堅太君）今説明ありました対策

は、一定の安全対策、また避難対策として講じ

られたというふうに思っておりますけれども、

再稼働から5年たった今、これまでの積み残し、
これがあるのか、ないのか、お尋ねをいたしま

す。

〇議長（徳永達也君） 危機管理部長。

〇危機管理部長（今冨洋祐君）ＵＰＺ圏内の有

人離島におきまして、大型船を接岸可能とする

港湾施設整備や指定避難路における狭隘箇所の
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改良工事などのインフラ整備が課題として残っ

ております。主なものとして、壱岐市の島外避

難に備えた港の整備や松浦市鷹島町の避難路で

ある佐賀県道筒井万賀里川線の改良などがあり

ます。

県としましては、その財源確保のため、国に

対し、原子力防災独自の新たな支援制度の要望

などを行っているところであります。

〇議長（徳永達也君） 大久保議員―8番。
〇８番（大久保堅太君） 再稼働から5年が経過
しているのに、まだ防災対策、また避難対策に

積み残しがあるというのは問題ではなかろうか

というふうに思っております。

今言われたのはハード整備が主だったという

ふうに思っておりますけれども、一、二年でで

きないのが行政の仕事でありますけれども、そ

こは地域の方も、ソフト面、いろんな対処があ

りましたけれども、黙って今は待っている状態

だというふうに思っております。ただ、5年も
たった中で、手つかずであるというふうなこと

は、やはりこの30キロ圏内の地域にとっては、
国に対して、また事業者に対して不満が募って

いるものだというふうに思う次第であります。

（2）今後の課題とは。
事業者との原子力安全協定においても、立地

自治体だけに事前了解が認められております。

県も、国は原子力防災の及ぶ範囲を30キロ圏内
として、再稼働の同意は立地自治体のみに求め

ております。一方で、国より、避難計画と、ま

た避難訓練を義務づけられ、かかる市町や市民

に対し、あらゆる負担だけ増えたのが、この長

崎の4市ではないかというふうに思っておりま
す。

まずは、稼働しているからには、再稼働の時

を思い出し、避難経路に対する対応をされるよ

うに、強く要請をしてほしいというふうに思い

ます。

もし、これが進展しないようであれば、今後、

再び何らかで稼働が停止し、再稼働の判断が出

てきた時に、同じ轍を踏まないように、現行の

原子力安全協定について、立地自治体同様に事

前了解を求めるよう九州電力に働きかける必要

があるのではないかというふうに思いますが、

見解をよろしくお願いします。

〇議長（徳永達也君） 危機管理部長。

〇危機管理部長（今冨洋祐君）避難路対策につ

きましては、引き続き、国への要望等を含め、

しっかりと取り組んでいきたいというふうに考

えております。

また、安全協定の事前了解につきましては、

原子力安全協定の締結協議において、当時、九

州電力は、「立地自治体との間で積み重ねてき

た経緯や歴史など特有の事情があるため、立地

自治体以外にこれを認めることはできない」と

の主張であり、一貫して強い抵抗がございまし

た。

そのような中、九州電力と計14回にわたって
交渉を行い、原子炉施設の変更等の事前了解が

事前説明という形になりましたが、「県、松浦

市、九州電力が相互に意見を述べることができ

る」という規定が盛り込まれるなど、全体とし

て、立地自治体と同程度の内容とすることがで

きたものであります。

県といたしましては、こうした経緯等を踏ま

え、協定の当事者である県、関係4市及び九州
電力が協力して信頼関係を深めながら、この協

定を実効性のあるものとなるよう取り組んでき

たところであり、今後も継続してまいりたいと

考えております。

〇議長（徳永達也君） 大久保議員―8番。
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〇８番（大久保堅太君） 5年たった今、こうい
った声がふつふつと、今、出ているということ

も国、事業者に対して申し添えていただいて、

この善処を期待し、強く要望をしていただきた

いというふうに思っております。よろしくお願

いします。

7、教育行政について。
（1）県立高校の存続と魅力化について。
長崎県においては、少子化の進行が著しく、

離島・半島部の高校では定員割れが生じており、

小規模化が進んでいる。このままでは、各校の

規模は小さくなり、存続が危惧されます。

地元平戸市議会においても、幾度となく存続、

魅力化は議論してまいりました。できることは

高校地域連携でやってまいりましたが、議論の

最後には、「運営は県であるから、県へ要望、

相談します」となってしまいます。

高校の存続については、県の取組なくしては

なし得ないことでございます。長崎県独自の特

色ある取組や学校運営、魅力化に取り組んでほ

しいと考えております。そのためにも、今後の

県立高校のあり方や方向性をお尋ねいたします。

〇議長（徳永達也君） 教育委員会教育長。

〇教育委員会教育長（中﨑謙司君）少子化の進

行によりまして、今お話がありましたように、

離島・半島地域の県立高校では小規模化が進ん

でおりまして、学校を維持できなくなれば、ひ

いてはその地域の活力の低下につながるのでは

ないかと危惧しているところでございます。

そこで、今年度からは、地元の市町と連携し

まして、魅力ある高校の学びの創出と地域の活

性化を連動させた新たな取組を実施することと

しておりまして、この中で、地域を担う子ども

たちは地域で育てるという機運を醸成してまい

りたいと考えております。

また、令和7年度に予定しています遠隔教育
センターの開設によりまして、小規模高校の学

びの充実を図ってまいりますが、これらの取組

を通じまして、子どもたちにとって地元の高校

で学ぶことが選択肢の一つとなるよう、魅力あ

る学校づくりに努めてまいりたいと考えており

ます。

〇議長（徳永達也君） 大久保議員―8番。
〇８番（大久保堅太君）基本的には、公立高校、

特に、地方部においては、地元からなるべく行

ってもらうことで、存続、また人数が増えて、

にぎやかな学校になるというふうに思っており

ます。

（2）ながさきモデルの充実について。
現在、ながさきモデルという言葉は、高校教

育課にはありません。インパクトも大切だと思

いを込めてつけさせていただきましたけれども、

存続、魅力化のためには、特徴を出すことは重

要であるというふうに思っております。

本県では、全国に先駆けて、平成15年から離
島留学制度を導入し、現在、離島5校となって
おります。

その中で、3月、壱岐で離島留学生がお亡く
なりになられたことは、大変残念であり、心よ

りのご冥福をお祈りいたします。

県としても、残された課題について、全力で

解決のために取り組んでいただきたいというふ

うに思っております。

本制度は、20年で1,129名、そのうち島外か
ら679名を受け入れるまで広がった離島留学制
度の特徴を伺いたいと思います。

〇議長（徳永達也君） 教育委員会教育長。

〇教育委員会教育長（中﨑謙司君）離島留学制

度につきましては、県立高校5校に、語学やス
ポーツなど、特色ある学科やコースを設置して
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おりまして、その学びに魅力を感じ、目的意識

の高い生徒たちが県内外から集い、本県のしま

ならではの豊かな自然や文化の中で、お互いに

切磋琢磨し、様々な体験を通しまして成長して

いけるような学びの環境を提供しているところ

でございます。

現在、壱岐での事案を受けまして、今後の制

度のあり方を検討しているところでありますが、

家族の元を離れて来た生徒たちが安心して学校

生活を送ることができ、しまの中で友人や里親、

また、島民との温もりのある交流を通して成長

していけるような制度の改善に努めてまいりた

いと考えております。

〇議長（徳永達也君） 大久保議員―8番。
〇８番（大久保堅太君） この制度は、本来の趣

旨から、長崎らしい環境で心豊かに学べるとこ

ろが魅力です。加えて、しまで育ってきた生徒

からすると、地元で都会や多様な友達ができる

ことで、協調性や視野の広さも育まれることが、

すばらしい取組だとも感じました。

この取組は、一度止めると再起が厳しくなる

ことも考えられます。繰り返しますが、改善に

努められながらも、今もこの離島留学制度を利

用している生徒、そして、これから希望してい

る若者のためにも、さらなる充実を図っていた

だきますように、お願いを申し上げます。

そしてまた、その他、長崎県を支える人材育

成の観点から、長崎県の特徴的な取組、いわゆ

る、ながさきモデルとして、どのようなものが

あるかを紹介いただきたいと思います。

〇議長（徳永達也君） 教育委員会教育長。

〇教育委員会教育長（中﨑謙司君）これからの

予測困難な時代を生きる生徒たちに必要な資質

や能力、これは自分で自ら考え、行動して、他

者と協働しながら解決策を導いていく探求力、

あるいは新たな価値を創造しようとするチャレ

ンジ精神や発想力ではないかと考えております。

そのような生徒を育成するために、今年度か

ら、新たに県立高校5校に「文理探求科」を設
置いたしまして、生徒自らの問題意識を基に課

題を設定し、解決策を導き出していく探求的な

学習に取り組んでいるところでございます。

また、約半年間にわたりスタートアップ企業

の経営者などとの対話を重ね、ビジネスプラン

を生徒自身が練り上げていくプロセスを通しま

して起業家精神を育んでいく「アントレプレナ

ーシップゼミ」なども実施しているところでご

ざいます。

〇議長（徳永達也君） 大久保議員―8番。
〇８番（大久保堅太君） 今、いろんな取組もい

ただきましたけれども、やはり地元に残っても

らうための施策、また離島留学は、よそから来

てもらって、その人数を補う、もしくはそうい

ったしまにいても多様性を育むことができる、

こういった2つの施策があると思います。こう
いったことを公立高校として、しっかりと取り

組んでいただくことで、一年でも長い存続をか

なえることができるんじゃないかというふうに

思っております。

そしてまた、一つご提案がございます。

この魅力化においては、今、私立高校も相当

努力をされて、いろんな企画をされて、人数、

また入学生を確保されております。公立高校に

おいても、いろんな例えば戦略、制服や校則、

また送迎などをしっかりと検討していただきた

いというふうに思っております。

以上で、一般質問を終わらせていただきます。

ありがとうございました。（拍手）

〇議長（徳永達也君） これより、しばらく休憩

いたします。
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会議は、11時15分から再開いたします。

─ 午前１１時 ２分 休憩 ─

― 午前１１時１５分 再開 ―

〇議長（徳永達也君） 会議を再開いたします。

引き続き、一般質問を行います。

畑島議員―5番。
〇５番（畑島晃貴君）（拍手）〔登壇〕 自由民

主党、対馬市選出、新人の畑島晃貴でございま

す。

私は、高校卒業までを対馬で過ごし、その後、

大阪、東京と約15年、大学や官庁、民間企業に
て研さんを積みました。

今回、機会をいただきまして、故郷である対

馬・長崎のために、これまで培った力を還元し

たいと決意し、多くの方々のお力添えにより、

こうしてこの場に立たせていただいております。

まずもって、皆様方に心より感謝申し上げる

とともに、その責任と覚悟を胸に、本日の初質

問に臨ませていただきます。

1、長崎県における離島の役割と価値につい
て。

さて、私が今回の決意をしたのは、何も郷土

愛によるものだけではありません。故郷である

対馬、そして、長崎のポテンシャルの高さを確

信し、自分の人生をかけるに値する価値がここ

にはあると感じたからです。

対馬の発展が長崎の発展に、長崎の発展が日

本の発展につながるものだと確信しております。

日本は、離島、島国、そして、日本において

最も離島を有するのが、この長崎県でございま

す。離島振興による長崎の発展、これこそが今

後の日本の未来を考えるうえで重要なヒントに

なると感じています。そのためには、改めて離

島の価値と特性を捉え直す必要がございます。

一つの例として、対馬を取り上げますと、や

はり第一に豊富な自然資源、こうした自然資源

を活用した一次産品、これらは島内のみならず、

都市部の方々にも提供され、人々の食卓に彩り

をもたらしています。

また、対馬の水産物は、首都圏では高級品と

して扱われ、県目線でも外貨を獲得する強い武

器となっております。

ただ、こうした自然資源も、それを活用する

技術も、一度失われてしまいますと、再度取り

戻すのは困難でございます。

こうした自然資源を持続可能に、最大限活用

していく術をしっかりと県としても講じていく

必要があると考えています。

次に、島固有の文化資源、島外と交流しつつ、

その島の風土の中で育まれた特異な歴史・文化、

例えば対馬においては、隣国との友好の証とし

ての朝鮮通信使行列、あるいは、国防のために

築かれた金田城、ほかにも神話にも近い伝承が

残る数々の史跡が存在しています。これらの文

化資源は、時には観光資源として、時には研究

資源として重宝されています。

こうした文化資源を単に保護するだけでなく、

活用していくことが、離島の、長崎の発展に資

するものだと考えています。

そして、国境離島という立地上の価値、防衛・

外交の観点からは、国境離島に人が住むことは、

それだけで国益に資する行為です。国境離島に

おいて、都市部と遜色ない暮らしができる社会

インフラを、国が、県が、市が、公的に投資し、

整備するという事実が国土を守るうえで何より

も重要です。

さらに、大陸の玄関口としての対馬、長崎の

位置づけは、唯一無二の価値です。古来、人、

もの、情報を先んじて受け入れ、そして発信し
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てきた立地的なアドバンテージを最大限活かす

方策を、現代においても講じていくべきでござ

います。

このような価値を持つ離島を、対馬をはじめ、

壱岐、五島など、数多く有するのが長崎県です。

離島を抱えるということを行政的なコストと捉

えることなく、アドバンテージと捉え、その振

興、活用策を図ることこそが、長崎県全体の活

性化につながると確信しています。

大石知事も五島のご出身であり、また、議会

としても「離島・半島地域振興特別委員会」が

設置されており、こうした議論は尽くされてき

たところかと思いますが、改めて長崎県にとっ

ての離島の役割とその価値をどのように捉えて

おられるか、知事のお考えをお聞かせください。

以下の質問については、対面演壇席より実施

いたします。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）〔登壇〕 畑島議員のご質

問にお答えいたします。

離島は、我が国の領域や排他的経済水域等の

保全、海洋資源の利用、海上交通の安全の確保

など、国家的な役割を担ってございます。

また、本土から隔絶しており、美しい自然環

境や伝統文化等の地域資源を有する癒しの空間

としても、国民的役割を果たしていると認識を

してございます。

本県の離島地域がこのような役割を担い続け

られるように、将来にわたって、安全・安心に

生活することができるしまづくりが非常に重要

だと考えてございます。

これまでも、離島振興は県政の最重要課題の

一つとして、生活基盤の整備や農林水産業、観

光産業の振興など、各種施策に積極的に取り組

んできたところでございます。

離島を取り巻く環境が依然厳しいことは十分

に承知しておりますが、地域の特性や資源を活

かしながら、デジタル化や再生可能エネルギー

の活用など、新たな試みを積極的に推進し、困

難な課題を克服してチャンスに変えていくこと

が重要であると考えております。

離島だからこそ、新しいことにチャレンジで

きるような環境を整えることで、県外からも人

や企業が集まるようなしまづくり、ひいては選

ばれる長崎県づくりを目指して全力で取り組ん

でいきたいと考えております。

以後のご質問につきましては、自席から答弁

をさせていただきます。

〇議長（徳永達也君） 畑島議員―5番。
〇５番（畑島晃貴君）長崎県の特性である離島

についての知事の思いを確認できましたので、

次に進みたいと思います。

2、人口減少に対応した今後の長崎県の社会
構造のあり方について。

今後の長崎県の将来を考えるうえで避けられ

ないテーマである人口減少について、知事に問

いたいと思います。

これまで、長崎県でも出生率の向上、移住・

定住の促進等に取り組んできたところであり、

当然こうした基本的な政策を継続していく必要

があります。

一方で、この問題の根幹は、従来の社会制度、

産業構造が人口増加を前提としたものとなって

おり、その前提が崩れたために社会的なひずみ

が生じていることにあると私は考えています。

古来より、人は豊かな土地や資源をめぐり争

いを繰り返してきましたが、今となっては豊か

な土地や資源が放棄され、一部の狭い土地に人

が集中し、余裕のない生活を送っているように

感じます。
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環境の変化はあれど、人口が減少しても、そ

れに伴って自然資源の量や質が減少するわけで

はありません。本来であれば、人が減れば一人

当たりが使える土地や資源は増えるはずです。

そして、こうした考えに基づくならば、豊かな

土地や資源を有する地方にこそ、チャンすが向

いてくるものと考えています。

当然、一人ひとりの生産性には限りがあり、

使える資源の量にも限界がありますが、まさに

こうした限界を超えていくために、人々の英知、

日々進化しているテクノロジーを活用すること

が重要になります。

例えばリモート技術、ドローン技術、センシ

ング技術、あるいはＡＩ等の発展により、人・

もの・情報の移動、処理が著しく高速化してい

ます。こうした先端技術を地方に実装すること

で、仕事においても、私生活においても、豊か

な自然資源を最大限活用することが可能になる

と私は考えています。

例えば、ここ長崎県ならば、少人数で生産性

の高い農業、漁業を実現しながらも、自宅から

都市圏の企業を相手にオンラインで仕事をする

ということもできます。そして、こうして大人

の働き方の自由度が増すと、子どもを大自然の

中で育てたいという場合も長崎が選択肢に入っ

てくるでしょう。長崎ならではのライフワーク

を提案し、実現していくことで、この人口減少

という環境の変化をチャンスに変えていけるの

ではないかと考えています。

当然、実現に向けては、働き方の面のみなら

ず、日常的な医療・介護体制の確立、緊急時の

災害対応など、地域コミュニティの形成、社会

資本の整備についても工夫が必要となり、一朝

一夕に進められるものではないと承知していま

す。

ただ、ぜひ、知事とは、こうした人口減少と

いう最大の難関をネガティブに捉えるのではな

く、ポジティブに捉え、新たな時代における新

たな生活、新たな社会を、ここ長崎から発信し

ていく意気込みで、ともに乗り越えていきたい

と思います。

知事、この人口減少に対し、長崎県としての

将来を見据えた時に、どのような社会を目指し

ていくのか、そのお考えをお聞かせください。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） 本県は、人口減少の進展

が全国よりも早く、いわば課題先進県でござい

ますが、見方を変えれば、新しいテクノロジー

の社会実装等を先駆けて行うチャンスに恵まれ

ており、ほかの地域をリードしていくポテンシ

ャルをまず有しているというふうに考えてござ

います。

そのため、県では、不確実性が増し、厳しい

社会経済状況の中、こうしたチャンスや社会資

源を活かして、県民の皆様と新しい長崎県づく

りを推進していくためのビジョンを策定するこ

ととしてございます。

このビジョンでは、子どもや交流、イノベー

ションなど、重点的に注力したい分野において、

最先端の技術の活用や、部局横断施策の強化を

図りながら、おおむね10年後の明るい未来をお
示ししたいと考えております。

今後、県議会からのご意見等もお伺いしなが

ら、総合計画に掲げる各種施策を着実に推進す

るとともに、ビジョンの検討を重ね、県民の皆

様の閉塞感や先細り感を払拭し、長崎の未来へ

の期待感や、長崎県に対して誇りを抱き、とも

に県内外に存在感を示す、選ばれる長崎県を目

指してまいりたいと考えてございます。

〇議長（徳永達也君） 畑島議員―5番。
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〇５番（畑島晃貴君）これまでの知事との議論

を前提として、また、共通認識として、ここか

らは各論の質疑に移りたいと思います。

3、農業・漁業の振興について。
まず、農業、漁業をはじめとした一次産業の

振興について、質問させていただきます。

私は、産業振興の肝は、やはり一次産業であ

り、その振興に向けては生産者や事業者がしっ

かりと稼げるようにする必要があると考えてい

ます。

（1）農水産物の販路拡大・価格向上につい
て。

皆様もご承知のとおり、長崎には、既に高品

質な生産品が数多くございます。ただ、ものが

よければ、それだけで売れるというわけではな

く、戦略的にマーケティングを講じる必要があ

ります。つまり、ニーズがある場所に販路を確

立し、品質に見合った価格で販売することが重

要です。

ただし、長崎においては、傾斜地など、難し

い地形が多く、大規模化が難しいため、個々の

生産者、地域での努力には限界があります。そ

のため、県としての後方支援も重要になります。

私は、昨年末まで、無印良品で知られる良品

計画という小売会社に勤務しておりました。良

品計画では、各市町村と連携協定を結び、各地

域産品の県外展開を図っていましたが、都市部

に持って行くと、そもそも、各市町村の認知度

が低く、受け入れられにくいという状況に直面

しました。

そこで、県と連携しながら、県内産品を包括

して展開していく戦略を取りました。これによ

り、例えば、都心部において、大規模な物産フ

ェアが開催される際に、特定の市単独での出品

が困難でも、県として出品が可能となり、その

価値が適正に判断されるといった次第です。

このように、県として包括的に後方支援を行

っていくことで、さらなる販路拡大・価格向上

につなげていくことが可能となります。

長崎県として、こうした農水産物の販路拡

大・価格向上に向けて、どのように取り組んで

おられるのか、お聞かせください。

〇議長（徳永達也君） 農林部長。

〇農林部長（綾香直芳君） まず、農産物から、

お答えさせていただきます。

県では、これまで、主な出荷先である関西・

九州地域の量販店において、農業団体による本

県農産物の売り場確保の取組を支援してきた結

果、その取扱量は徐々に伸びてきているところ

でございます。

また、中小規模の産地や農業者等に対し、流

通・販売事業者との商談会の開催のほか、テス

ト販売やサンプル提供等の取組を支援してきた

結果、新たな百貨店や高級飲食店などへの販路

拡大につながった事例も出てきております。

今年度は、新たに、農業団体が実施するだい

こんやにんじんなど、重量野菜の契約取引の拡

大や、高級量販店と連携した本県農産物の魅力

発信の強化に向けた取組を支援することで販売

価格の向上につなげたいと考えております。

〇議長（徳永達也君） 水産部長。

〇水産部長（川口和宏君） 水産分野について、

県では、これまで、県漁連等関係団体が県内の

水産物を取りまとめて、県外量販店等で行う販

売フェアへの出展等を支援してまいりました。

その結果、関西の大手量販店においては、鮮

魚類を中心とした取引が定着しておりますが、

高値取引が期待される首都圏においては、さら

なる販路開拓が課題として残っております。

このため、今年度から、県漁連等と連携しな
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がら、首都圏の流通・物流関係者との新たなネ

ットワークを構築し、県内各地の豊富な水産物

の情報を提供することで首都圏での販路を拡大

してまいります。

加えて、大都市圏での大型商談会においては、

県内業者が一体となって、本県水産物の魅力を

アピールすることにより、販路拡大、価格向上

につなげてまいりたいと考えております。

〇議長（徳永達也君） 畑島議員―5番。
〇５番（畑島晃貴君） 引き続き、関係各所と連

携しながら、戦略的なご対応をよろしくお願い

いたします。

（2）担い手不足対策について。
先ほどのマーケティング戦略が功を奏し、も

のが売れるようになり、事業拡大のチャンスを

迎えたとしても、担い手不足により、新たな投

資が困難といった状況もよく耳にします。また、

事業拡大どころか、縮小、撤退をせざるを得な

いといった場合もございます。

特に、自然を相手とする一次産業においては、

一度放棄した土地や漁場を再利用するには、多

大な再投資のコストが生じます。また、その土

地の気候や風土に適した可視化されていないノ

ウハウが多々あり、これが一度失われてしまう

と、再度構築するには膨大な時間を要します。

昨今、どの領域でも人手不足は喫緊の課題で

はありますが、このように一次産業では、その

継続性の観点からも、特に、重要だと感じてい

ます。当然、まずは新規就労者の確保が第一で

はございますが、冒頭に申し上げたような先端

テクノロジーの活用により、一人ひとりの生産

を上げていくというアプローチも重要です。

長崎県として、こうした一次産業における担

い手不足について、どう対応されているのか、

お聞かせください。

〇議長（徳永達也君） 農林部長。

〇農林部長（綾香直芳君）まず、農業分野から、

お答えさせていただきます。

県では、これまで、農業高校や農業大学校に

おける農業後継者の育成や、就農希望者を対象

とした技術習得支援研修を実施するとともに、

ＪＡが主体となった研修機関の立ち上げを支援

し、農業の担い手確保に取り組んでまいりまし

た。

しかしながら、高齢化の進行に伴い、地域農

業の担い手である認定農業者は減少しているた

め、これまで人の手や目、頭脳が果たしていた

役割にとって代わるスマート農業技術の導入を

支援しているところです。

その結果、水稲におけるドローンでの農薬散

布、施設園芸におけるかん水や換気の自動化、

畜産における遠隔での発情発見等、これまで人

が担ってきた作業を機械化、自動化することで

産地の維持・拡大につながっているところでご

ざいます。

〇議長（徳永達也君） 水産部長。

〇水産部長（川口和宏君）水産業の担い手確保

対策についは、これまでも漁業就業希望者の呼

び込みや就業前後の技術習得研修など、切れ目

のない対策を展開してきたところであり、新規

就業者は、近年、増加傾向にあります。

しかしながら、ＩＪターンの定着率が低いこ

とが課題であったことから、今年度からは、こ

れまでの対策と併せ、独立直後における漁業経

費を支援するなどして離職を抑制し、新規就業

者の定着をより一層進めることとしております。

また、担い手確保のためには、生産性向上に

よる経営安定化を図ることも重要であり、最先

端の漁労機器導入によるスマート水産業を推進

することで、平均所得が1.3倍に向上した事例も



令和５年長崎県議会・６月定例会（６月１９日）

- 173 -

ありますので、このような成果をさらに拡大で

きるよう、今後とも、漁業者の生産性向上対策

に取り組んでまいります。

〇議長（徳永達也君） 畑島議員―5番。
〇５番（畑島晃貴君） 今後とも、担い手確保と

生産性向上の両輪でご対応いただくようによろ

しくお願いします。

さて、一次産業の振興においては、目の前の

資源の活用だけではなく、その資源をめぐる環

境の保全も重要なテーマとなります。

（3）鳥獣被害対策について。
従来より、県内各地において鳥獣被害に悩む

農家の方々の声を聞きます。こうした被害は、

単に山側の問題だけではなく、地表の植物が食

い尽くされることで土砂崩れを誘引し、その土

砂が海に流れ込むことで水産資源にも影響を及

ぼすと言われています。

また、対馬では、本来ならば、鹿の生息数は

約3,000頭が適正水準と言われる中、現在は4万
頭以上が生息すると推計されています。ここま

での規模になると、もはや、生態系の崩壊も危

惧され、その影響は計り知れません。

このように、鳥獣被害対策については、単な

る農業の問題だけでなく、より広い観点で対応

すべきものでございます。

また、単にコストをかけて駆除するのみなら

ず、鹿やイノシシを資源として、ジビエなどと

して活用し、一定の事業性を確立しながら、自

立自走を図ることも重要です。

こうした鳥獣被害対策について、ジビエ等の

資源活用も含めた県としての取組をお聞かせく

ださい。

〇議長（徳永達也君） 農林部長。

〇農林部長（綾香直芳君） イノシシや鹿など、

野生鳥獣被害対策につきましては、「防護」、

「すみ分け」、「捕獲」の3対策を総合的に取
り組むことが重要であります。

県では、これまで、国の交付金を活用し、市

町による延べ1万6,000キロメートルの防護柵
の設置や167か所の緩衝帯の整備に加え、猟友
会の協力により、直近3年平均で、イノシシを
年間4万2,000頭、鹿を年間1万5,000頭捕獲して
きた結果、農作物被害額は、令和3年度には2億
1,000万円と、ピーク時である平成16年度の4分
の1まで減少してきております。
また、野生鳥獣の捕獲者を対象に、個体の異

常確認や血抜きの徹底について指導するほか、

食肉処理業者を対象に、衛生管理の徹底や解体

技術等について、県主催の研修会を開催し、ジ

ビエとしての資源活用についても進めていると

ころでございます。

〇議長（徳永達也君） 畑島議員―5番。
〇５番（畑島晃貴君） 引き続き、活用まで見据

えた包括的なご対応をよろしくお願いしたいと

思います。

（4）海岸漂着ごみ対策について。
先ほどの山の問題に続いて、今度は海の方に

目を向けますと、海洋ごみ問題が世界で注目を

集めているところでございます。

2050年には、魚よりごみの量が多くなるとも
言われている危機的な状況です。

対馬は、日本屈指の海洋ごみの漂着地として

知られており、その処理には多くの費用がかか

り、また、多くのボランティアの方々にもご支

援いただいているところです。

海洋ごみ問題の難しいところは、行政区域の

みならず、国境すらも越えた対応が求められる

ことです。幾ら対馬がごみを処理したところで、

ごみの排出元である他地域の協力がなければ、

いつまでたっても根本的な問題解決には至りま
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せん。

対馬市としては、先ほどの鳥獣問題と同様に、

処理だけではなく、活用も見据え、民間事業者

と連携し、海洋プラスチックごみを再利用した

製品開発に取り組んでいるところです。

対馬市の海岸漂着ごみの現状を他地域、ある

いは世界に対して発信していくことで問題提起

するとともに、さらに、海洋プラスチックごみ

の再資源化の先駆者として、対馬・長崎の価値

を高めていけるのではないかと考えています。

この海岸漂着ごみ問題について、回収処理や

発生抑制対策の状況と、対馬市が取り組んでい

る資源活用に対する県としてのお考えをお聞か

せください。

〇議長（徳永達也君） 県民生活環境部長。

〇県民生活環境部長（大安哲也君）本県の海岸

漂着ごみについて、令和4年度は県全体で約1万
7,000立方メートル、そのうち対馬市においては、
約半分に当たる9,000立方メートルが回収され
ております。

発生抑制対策につきましては、外国由来の漂

着ごみが多いことから、国に対し、外交上の適

切な対応を求めるとともに、近隣3県及び韓国
南岸4自治体と連携した「日韓海峡漂着ごみ一
斉清掃」を実施しております。

また、対馬市と連携し、県内本土5か所で漂
着ごみの実情を紹介する巡回展を開催するなど、

発生抑制の啓発普及に取り組んでおります。

対馬市におきます海洋プラスチックごみを原

料とした買い物かご、ボールペンなどへの再資

源化の取組は、資源循環型社会への形成に大き

く貢献するものと期待をしております。

県としましても、対馬市から取組状況などを

お聞きしながら、連携し、後押しを行ってまい

りたいと考えております。

〇議長（徳永達也君） 畑島議員―5番。
〇５番（畑島晃貴君） ぜひ、対馬市とも連携し

ながら、資源活用という前向きな観点で、長崎

県としても政策を講じていただければと思いま

す。

4、カーボンニュートラル関連政策について。
さて、環境という観点においては、昨今、カ

ーボンニュートラルという新しい価値基準が世

界の潮流となっております。

気候変動対策として、温室効果ガスの削減を

目指すべきであることは当然ですが、その負担

を県民、あるいは民間事業者に強いて、経済成

長を妨げるようなこととしてはなりません。む

しろ、このカーボンニュートラルという潮流は、

地方に、長崎県にとって追い風になるものと私

は考えています。

カーボンニュートラルの実現を目指すうえで、

大きく3つのプロセスがあります。
1つ目が、電化及び再生可能エネルギーへの

転換、2つ目が、非電力部門における排出削減、
そして、3つ目が、炭素除去でございます。
（1）再生可能エネルギーを活用した産業振

興について。

この再エネへの転換において、大きな期待を

寄せられているのが地方です。欧米のように広

大な土地による大規模な太陽光、あるいは風力

発電を、日本において画一的に進めることは難

しく、各地方の特性を活かした多様な再エネを

フルに活用していくことが、国としての基本方

針となっています。つまり、自然資源の豊富な

地方でこそ価値を生み出せる構造となっていま

す。

また、そのうえで、長崎県の産業的な特性も

鑑み、投資先として、どのような領域が望まし

いか、検討をしていく必要がございます。
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世の中がこのような大きな転換期にある中、

長崎県の特性を踏まえて、再生可能エネルギー

を活用した産業振興をどのように進めていくの

か、お聞かせください。

〇議長（徳永達也君） 産業労働部長。

〇産業労働部長（松尾誠司君） 本県は、広大な

海域があり、洋上風力発電など、海洋エネルギ

ー導入ポテンシャルが高い地域であることに加

え、造船業で培った技術力や人材を活かせるこ

とから、これまで洋上風力関連産業への県内企

業の参入支援や、海洋クラスター協議会と連携

した専門人材の育成等に取り組んでまいりまし

た。

このような中、既に発電事業者が決定してお

ります五島市沖の洋上風力事業では、風車の建

設が進み、新たな雇用の場が生まれるとともに、

西海市江島沖においても、本年度中に発電事業

者が決定し、今後、県内企業への発注が期待で

きるものと考えております。

県といたしましては、これまでの取組と併せ

て、県内企業の受注獲得に向けた設備投資の後

押しや、県産業振興財団と連携した大手発注企

業とのマッチング支援など、海洋エネルギー関

連産業のサプライチェーン構築を推進してまい

ります。

〇議長（徳永達也君） 畑島議員―5番。
〇５番（畑島晃貴君）こうした地方で生産した

価値、つまり再エネ電力をいかに消費地に送っ

ていくかも重要な論点ですので、引き続き、国

や民間企業と連携しながら、ご対応をお願いし

たいと思います。

（2）森林吸収源の価値を踏まえた県産材の
活用促進について。

もう一つの重要な論点である炭素除去と関連

して、森林吸収源の価値を踏まえた県産材の活

用促進について取り上げさせていただきます。

カーボンニュートラルの先進地域であるヨー

ロッパにおいても、どれだけ頑張っても、最終

的に全てのＣＯ2をゼロにすることは難しく、最

後に残ってしまうＣＯ2排出分を除去する必要

があると見込まれています。今現在、最も効果

的に安定して炭素を除去できる装置が森林です。

成長過程においてＣＯ2を吸収した木を、木材利

用することでＣＯ2ごと固定する、森林吸収源と

呼ばれるこの機能に、今、新たな価値が見出さ

れています。この価値が高まる今が、まさに林

業振興の絶好のチャンスだと私は考えています。

森林吸収源の機能を最大限発揮していくため

には、木を切って、使って、再び植えるという

サイクルを回していく必要がございます。

しかし、日本は、世界屈指の森林大国であり

ながら、多くの森林が高齢化し、伐採適齢期を

迎えている中、手つかずのまま放置されている

という現状があります。その原因は多岐にわた

りますが、その要因の一つとして、やはり人口

減少、それに伴う建築需要及び木材需要の低下

がございます。

森林が吸収したＣＯ2を固定するためには、木

造建築による木材利用が最も効率的であり、ま

た、建築プロセスにおいても、コンクリート造

より木造の方がＣＯ2排出量を削減できると言

われています。さらに、木材を輸送する際に生

じるＣＯ2を削減するためには、木材を地産地消

することも重要です。

このように、木材の地産地消を進めることは、

環境的にも、産業的にも価値があるということ

を、まずは県民の皆様に知ってもらう必要があ

ります。そのうえで、価値を感じるユーザーに

対し、サービスを提供できる民間事業者と連携

して、県産材の利活用を進めていくことが重要
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でございます。

このように、森林、林業の振興という観点か

ら、まずは県産材の活用が重要と考えています

が、県としての取組をお聞かせください。

〇議長（徳永達也君） 農林部長。

〇農林部長（綾香直芳君） 県では、これまで住

宅や公共施設に加え、民間の商業施設やオフィ

スビルなどへの県産材の活用を広げていくため、

設計のポイントや木材利用の意義、施工事例を

まとめた手引書を作成するとともに、木造設計

に精通し、木造の良さを提案できる建築士を、

「長崎県木造・木質化アドバイザー」として養

成しはじめたところです。

今後、研修会の開催などにより、アドバイザ

ーの登録者数をさらに増やし、住宅等の施主へ

の木造・木質化の提案機会を増やすとともに、

森林環境税を活用した木質化、木製品の導入支

援事業を周知することにより、県産材の利用拡

大につなげてまいりたいと考えております。

〇議長（徳永達也君） 畑島議員―5番。
〇５番（畑島晃貴君） 国の方では、Ｊクレジッ

トなどの制度も整備しているところであり、こ

うしたものの活用も重要と考えています。

また、最近は、海藻など、海洋生態系に取り

込まれる炭素、ブルーカーボンと呼ばれる海の

吸収源も注目されているところです。こうした

ものも含め、今後、私も一緒になって知恵を絞

っていきたいと思いますので、引き続き、どう

ぞよろしくお願いします。

5、商業振興について。
これまで、ご議論させていただいたように、

時代の変化をチャンスとして捉え、社会課題を

ビジネスで解決しようとする動きは、民間企業

においても広がっています。

（1）起業・新規事業創出に向けた取組につ

いて。

私は、以前、ドリームインキュベータという

戦略コンサルティング会社に勤務しておりまし

たが、この時に、社会課題にビジネスの力でア

プローチする「ソーシャルビジネス」と呼ばれ

るスタートアップ企業にチャレンジする若いリ

ーダーの方々とご一緒する機会が多々ありまし

た。

本県としても、時代の変化に対応していくた

めには、こうした次世代を担う若い力を活用、

支援し、新たな産業を創造していくことが重要

です。ただし、スタートアップ支援といいまし

ても、当然ながら、大きなコスト、リスクが生

じますし、軌道に乗るまでには時間もかかりま

す。正直、スタートアップから見ても、資金調

達が容易な都市圏の方がチャレンジしやすい環

境かと思います。

ただし、長崎県を課題先進県と捉えるならば、

サービスの開発や実証においては、社会課題が

豊富な本県は絶好のフィールドであり、企業誘

致のように有望なスタートアップ企業を本県に

呼び込むということも十分に考えられます。

こうしたアプローチも含めて、長崎県におけ

るスタートアップ支援及び都市圏のスタートア

ップ企業との連携に関する取組について、お聞

かせください。

〇議長（徳永達也君） 産業労働部長。

〇産業労働部長（松尾誠司君） 本県では、これ

まで、スタートアップ支援として、交流拠点

CO-DEJIMAにおいて、経営を学ぶイベントや
創業相談などを行っており、昨年度からはスタ

ートアップと投資家のマッチングイベント「ミ

ライ企業Nagasaki」の開催により、登壇企業が
目標額の2倍以上の民間資金を調達するなど、
長崎でチャレンジしたい人が挑戦できる環境づ
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くりを進めているところでございます。

また、今年度は、都市部での交流イベントを

通して、本県の地域課題等に関心を持つ都市部

のスタートアップを県内に呼び込み、県内企業

等と連携した様々な取組につなげることにより、

「長崎だったら新しいものが生まれる」といっ

た機運の醸成や、新たなイノベーションの創出

を推進してまいりたいと考えております。

〇議長（徳永達也君） 畑島議員―5番。
〇５番（畑島晃貴君） また、民間の活力という

観点からは、やはり人々の生活を支える地域事

業者の存在も重要です。

（2）地域の小規模事業者の支援について。
多様な、個性豊かな、その地域ならではのお

店の存在は、魅力ある地域づくりには不可欠で

す。また、こうした地域事業者は、生活に彩り

をもたらすだけでなく、地域のコミュニティ形

成の役割も担っています。日常的な地域の見守

り、防犯、緊急時の災害対応、お祭りなどによ

る文化継承など、行政だけではカバーしきれな

い面で人々の生活を支えております。

ただし、こうした地域事業者は、大手のナシ

ョナルチェーンと比べると、資金的な体力に乏

しく、事業投資、設備投資も困難な場合が多々

あります。また、昨今のコロナ禍で苦しい時期

が続きましたが、それも落ち着き、地域を再興

していく好機を迎えているところです。

こうした小規模事業者が、時代の変化に適応

していけるように、また、新しいチャレンジが

できるような環境を整備していくことは、県内

各地域の活性化に不可欠と考えていますが、県

としての取組をお聞かせください。

〇議長（徳永達也君） 産業労働部長。

〇産業労働部長（松尾誠司君）小規模事業者に

対しては、地域の商工会、商工会議所が日常的

に経営に関する指導・助言を行っており、県は、

その活動に対して支援を行っているところでご

ざいます。

小規模事業者が時代の変化に適応し、成長し

ていくためには、デジタル技術の活用による効

率化や域外需要の獲得が重要と考えていること

から、県では、商工会等におけるデジタル化推

進員の配置や専門アドバイザーの活用に対する

支援を今年度から新たに実施しているところで

ございます。

加えて、アフターコロナの経営環境の変化に

対応し、新分野展開による経営多角化など、サ

ービス産業事業者の前向きな取組に対しても支

援を行っているところであります。

今後とも、商工団体等との連携を図りながら、

地域に根差した小規模事業者の成長を後押しし

てまいります。

〇議長（徳永達也君） 畑島議員―5番。
〇５番（畑島晃貴君） 引き続き、商工会や商工

会議所など、関連団体と役割分担、連携しなが

ら、しっかり後方支援をしていただきたいと思

います。

6、観光振興について。
（1）観光の高付加価値化について。
引き続き、産業的な論点を取り上げさせてい

ただきますと、やはり長崎県は観光資源が豊富

であり、強い武器となっています。

ここ3年間は、コロナ禍による厳しい状況が
続きましたが、それも一段落つき、観光需要が

回復する中、県としてもこのチャンスを逃すわ

けにはいきません。

ただし、観光は、やはりビジネスであり、人

が来るだけで満足してはいけません。しっかり

とお金を使ってもらい、地域の活性化につなげ

ていく必要がございます。そうでなければ、受
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け入れ地域の負担が大きくなるだけとなってし

まいます。

対馬においても、コロナ前のピーク時には、

韓国を中心として、年間約40万人の観光客が来
島していました。ただ、島内に人やものがあふ

れかえってしまい、市民の日常生活に支障を来

すほどであり、また、自然資源や文化資源の消

耗も大きく、観光客に対して満足いくサービス

が提供できませんでした。また、その経済効果

も限定的で、うまく地域に波及できていなかっ

たとの反省もございます。

このように、単純に観光客数の増加を目指す

だけではなく、しっかりとユーザーターゲット

を見極め、地域資源を活用した高付加価値なサ

ービスを提供していくことが重要です。

このように、観光の高付加価値化を図ってい

くうえでの県としての取組をお聞かせいただき

と思います。国内外に分けて、それぞれ答弁い

ただきたいと思いますが、まずはインバウンド

戦略からお願いします。

〇議長（徳永達也君） 文化観光国際部政策監。

〇文化観光国際部政策監（伊達良弘君）インバ

ウンドにかかる観光消費額の増加を図るために

は、観光客数増加の視点だけではなく、持続可

能な観光を推進する観点からも、観光の高付加

価値化への取組が重要であると考えております。

そのため、本県のインバウンド誘客では、欧

米系の富裕層、中間層において、今後、需要が

高まるとされている自然やアクティビティ、異

文化体験を組み合わせた旅行形態でありますア

ドベンチャーツーリズムを推進していきたいと

考えており、現在、対馬をはじめ、五島列島、

雲仙、平戸において、シーカヤックやトレッキ

ングなどを活用した体験型旅行商品の造成、支

援に取り組んでおります。

また、本年9月には、アドベンチャーツーリ
ズムの世界的な商談会であります「アドベンチ

ャートラベル・ワールドサミット」が北海道で

開催され、世界各国から多くの旅行会社やメデ

ィア等が参加することから、この機会を捉え、

本県の魅力を積極的に発信し、富裕層を中心と

した新たな層の取り込みを図り、観光消費額の

増加につなげてまいります。

〇議長（徳永達也君） 文化観光国際部長。

〇文化観光国際部長（前川謙介君）私の方から、

国内観光について答弁をさせていただきます。

高付加価値化への取組は、国内でも大変重要

であると認識をいたしております。

県におきましては、市町等が行う「もう一泊」

につながる観光コンテンツの造成支援、あるい

はホテルスタッフの接遇・マナーの向上等を目

的とした人材育成など、本県ならではの価値や

魅力の向上を図っているところでございます。

また、県内事業者におきましては、客室の改

修による質の高い提供や武家屋敷、古民家を有

効活用した滞在交流拠点の整備など、地域の歴

史的価値の提供に向けた動きも活発化している

ところでございます。

このように、付加価値の高い旅の提供を支援

することで、観光客の満足度を高め、消費単価

の増や、リピーター率の向上につなげ、観光消

費額の底上げを図ってまいりたいと考えており

ます。

〇議長（徳永達也君） 畑島議員―5番。
〇５番（畑島晃貴君） 観光に関しましては、近

隣地域との役割分担、連携も必要と考えており

ますので、引き続き、広い視野で政策を講じて

いただきたいと思います。

7、教育について。
これまで、産業的な観点を主として論じてき
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ましたが、それにつながる未来の投資、教育も

重要な分野です。

私も、もともとは文部科学省で、国全体の教

育行政に従事しておりましたが、やはりそれぞ

れの地域、それぞれの子どもの特性に応じた教

育を講じていくことが重要と考えています。

（1）県立高校の役割と魅力強化に向けた取
組について。

長崎県においても、そこでしかない地域資源

を最大限活用しながら、また、その地域で求め

られる教育を提供していくことが、県立高校の

役割だと考えています。

特に、少子化が顕著な離島・半島地域におい

ては、まずは地元進学率の向上が優先事項では

ありますが、それだけでは限界があります。よ

り広域から選ばれる魅力的な学校づくりを進め

る必要があります。

それに向けては、学校関係者のみで議論する

のではなく、地元の魅力、地域資源にも詳しい

方々にも積極的に参画いただくことが効果的で

あり、それにより特色ある県立高校が多数生ま

れることが、長崎県全体の未来に資するものと

考えています。

こうした地域と連携した魅力ある学校づくり

を進めるに当たり、県としての取組をお聞かせ

ください。

〇議長（徳永達也君） 教育委員会教育長。

〇教育委員会教育長（中﨑謙司君） 現在、国の

中央教育審議会の特別部会におきまして、高等

学校のあり方について議論が行われており、そ

の中で、高校を持続的な地方創生の核として位

置づけ、地域資源を活用した県と市町との協働

による魅力ある学校づくりについてもテーマと

なっているところでございます。

こうした国の動きも踏まえまして、全国に先

駆けまして、今年度から市町と連携して、高校

の魅力化と地域の活性化を一体的に進めていく

こととしておりまして、この取組の中で、人や

産業など、地域の資源を活用しました、その高

校ならではの学びにつきまして、外部の知見者

や地元の事業者等も交えながら議論を深めて、

将来を見据えた魅力ある高校づくりに努めてま

いりたいと考えております。

〇議長（徳永達也君） 畑島議員―5番。
〇５番（畑島晃貴君） 学校運営に当たっては、

教員の多忙化も叫ばれていますので、ぜひ地域、

民間といった外部の活力も利用しながらご対応

いただきたいと思います。

また、外部の活力という観点では、昨今、遠

隔技術の発展も目覚ましく、教育においてもこ

うした先端技術の活用は重要でございます。

（2）遠隔教育の活用について。
特に、遠隔教育の活用は、離島・半島地域を

多数抱える長崎県においては効果的と考えてい

ます。例えば、都市部においては民間企業や大

学と連携した授業や、近隣の学校との交流とい

った取組は行いやすい環境にありますが、離

島・半島地域においては、時間的にも、コスト

的にも、なかなか難しい状況にあります。

一方で、遠隔技術を活用することで、こうし

たハンディキャップを埋めたり、また逆に、離

島・半島地域の特性を都市部の子どもたちに伝

える、それにより地元の魅力を子どもたちに再

認識してもらえるといったことも期待できます。

本来の離島・半島地域の学校が持つ魅力に加

え、こうした技術を活用することで、まさに長

崎県にしかない教育を実現し、全国に発信して

いけるのではないかと期待しています。

こうしたこともあり、長崎県としても、長崎

県遠隔教育センター（仮称）ではございますけ
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れども、設置を予定していると聞いていますが、

その狙いについて、お伺いしたいと思います。

〇議長（徳永達也君） 教育委員会教育長。

〇教育委員会教育長（中﨑謙司君）お尋ねにあ

りました遠隔教育センターにつきましては、全

国で3番目となります、ＩＣＴを活用した新た
な学びの拠点として、令和7年4月に大村市の県
教育センター内に開設予定としておりまして、

今年度から本格的な準備を進めているところで

ございます。

遠隔教育センターでは、教員数が限られてい

る離島・半島部の小規模高校に対しまして、学

校単独では授業の開設が難しい科目等を配信す

ることによりまして、生徒たちの学びの充実を

図ってまいりたいと考えております。

また、授業配信にとどまらない先進的な取組

としまして、大学、企業等と連携した探究的な

学び、また、進学や就職などの進路希望に応じ

た講座、あるいは海外の学校等と結んだ国際交

流など、外部機関とも連携しながら、多様な学

びを提供するよう計画しているところでござい

ます。

このようなＩＣＴの活用を通じまして、これ

まで学校だけではできなかった幅広く、豊かな

学びを実現して、今後の予測困難な時代におい

て、広い視野を持って主体的に人生を切り拓く

ことができる生徒の育成を図ってまいりたいと

考えております。

〇議長（徳永達也君） 畑島議員―5番。
〇５番（畑島晃貴君）一部では、遠隔技術や

ＩＴ技術の活用により、教員が不要になるとい

ううがった見方をされる場合もありますが、私

としては、決してそのようなものとは捉えてお

りません。しっかりと、これまで教員の皆様が

積み上げてきたものを、さらに高めていけるも

のとしてポジティブに、様々な活用の可能性を

探っていただければと思っています。

8、子ども・子育て支援について。
（1）子ども・子育て支援における行政と民

間の役割分担・連携について。

未来への投資という観点においては、全ての

子どもたちが安心して健やかに育つ環境をつく

ることが不可欠です。ただし、様々な事情によ

り、個別に異なった難しい状況に置かれている

子どもたちがいる中で、行政がマクロ的な手法

で、画一的な政策で全てをカバーするのは非常

に困難です。また、こうした領域をビジネスと

して成立させることも非常に困難です。

こうした行政とビジネスの狭間に落ちてしま

った領域をカバーしていただいているのがボラ

ンティア、ＮＰＯ等で活動されている民間団体

の方々です。

申請主義の行政では実施が難しいアウトリー

チの支援を、ビジネスのように報酬を求めず、

様々な形で実施いただいています。

その役割も、例えば、一言に「子ども食堂」

と言っても、貧困状態にある家庭への支援、多

忙な共働き家庭、あるいは一人親家庭の子ども

に対する栄養バランスの確保など、まさに各地

域、各家庭の状況に応じて様々な取組がなされ

ています。

このように、個別の家庭状況、子どもの特性

に柔軟に対応していくためには、行政の力だけ

では限界があり、多種多様な民間団体との協

力・連携が不可欠と考えていますが、県として

のお考えをお伺いしたいと思います。

〇議長（徳永達也君） こども政策局長。

〇こども政策局長（浦 亮治君）ＮＰＯ等の民

間団体は、行政サービスでは行き届きづらいき

め細かな支援や、地域や企業等との協働などに
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強みを有しておりまして、子ども・子育て支援

においては、民間との連携は大変重要と認識し

ております。

例えば、ただいまお話がありました「子ども

食堂」に取り組む民間団体では、子どもたちの

多様なニーズに沿ったサービスを提供するほか、

ボランティアの活用や企業からの食材調達など

により、持続可能な運営にも努めているところ

でございます。

一方、県においては、子ども食堂の立ち上げ

に要する技術的な支援、研修会等による人材育

成や情報の発信など、後方支援に力を注ぎ、市

町とも連携しながら、子ども食堂の充実に取り

組んでいるところでございます。

また、こうした民間団体の活動をたたえ、広

く周知するために、子ども支援分野の表彰等に

も取り組んでいるところでございまして、今後

とも、民間が有する強みを十分に活かしながら、

子ども・子育て施策の充実に努めてまいりたい

と考えております。

〇議長（徳永達也君） 畑島議員―5番。
〇５番（畑島晃貴君） 引き続き、こうした民間

団体の方々が、胸を張って活動できるように、

また、それをより多くの方々に知っていただき、

支持を得られるように、行政としても後押しし

ていただきたいと思っております。

9、高齢者福祉について。
（1）介護予防の取組について。
さて、未来の投資ということで、子どもに目

を向けた議論をさせていただきましたが、少

子・高齢化という点においては、高齢者の方々

が生き生きと活躍できる社会をつくることも重

要です。特に、長崎県は、全国と比較して高齢

化が進んでおり、その中でも、特に、離島地域

は、さらに高齢化が先行して進んでいると言わ

れています。そのため、介護施設への入所を希

望しながら、受け入れが難しい状態にあるとの

声も耳にします。

一方、今後の65歳以上の高齢者は、離島地域
を中心に令和7年度には減少に転じると見込ま
れており、中・長期的に考えると、都市部に比

べ、こうした離島地域は、介護サービス受給の

ピークアウトが早期に訪れるとも言われていま

す。

介護ニーズが高くなる75歳以上の人口は、し
ばらくの間は上昇すると見込まれているものの、

こうした推移の中で、単に施設を増やすなどの

ハード面による整備だけでは、将来的な介護需

要の低下時に施設を持て余してしまうなど、過

剰投資となる懸念もございます。当然、目の前

のニーズに応えていくことも重要ですが、そも

そも介護状態に陥らないよう、介護予防の取組

みを進めていくことも中・長期的な観点からは

重要と考えています。

県として、どのような方針で、このような介

護予防に取り組んでおられるか、お聞かせくだ

さい。

〇議長（徳永達也君） 福祉保健部長。

〇福祉保健部長（寺原朋裕君）高齢者の健康寿

命が延び、生活の質が維持されるよう、介護予

防への取組は重要であり、住民により身近な市

町において、高齢者の社会参加を促すための通

いの場の充実など、地域の実情に応じた様々な

介護予防事業が行われております。

県では、市町の取組がより効果的なものとな

るよう、市町や地域包括支援センター職員を対

象とした研修の実施、個別の課題解決に向けた

アドバイザー派遣に加え、本県独自の取組であ

る地域包括ケアシステム構築状況ヒアリングに

おいて、有識者による助言などを行っておりま
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す。

また、生活習慣病は、要介護状態につながる

リスク因子であることから、「長崎健康革命」

を旗印に、若い世代からの継続的な生活習慣の

改善にも県民運動として取り組んでいるところ

です。

効果的に介護予防を進めるためには、住民や

民間事業者など、多様な主体の参画による地域

づくりの視点が必要であることから、県として

は、有識者の意見や県内外の先進的な取組事例

も参考としながら、引き続き、市町の実情に応

じた伴走型の支援を行ってまいりたいと考えて

おります。

〇議長（徳永達也君） 畑島議員―5番。
〇５番（畑島晃貴君） 介護予防に向けては、や

はり社会参画、地域におけるコミュニケーショ

ンが効果的と聞いております。

ほかの自治体においては、ＳＩＢと言われる

ソーシャルインパクトボンドと呼ばれる新たな

金融手法を活用しながら、民間企業と連携して、

高齢者の方々が楽しみながら、自然に介護予防

につながる取組を進めている事例もございます。

こうした先進的な事例も研究いただきながら、

明るく、前向きに介護予防の取組を進めていた

だきたいと思っています。

10、インフラ整備について。
（1）建設業における労働力不足への対応に

ついて。

これまで議論した各種政策を支える社会イン

フラの整備について、取り上げさせていただき

ます。

道路、河川、港湾などの社会資本、さらには

経済社会の発展の基礎となる工場等の産業施設、

学校や病院などの教育・社会施設など、私たち

の暮らしを支える社会基盤の建設、維持管理を

行う建設業は、なくてはならない重要な産業で

す。

また、災害時には最前線で地域社会の安心・

安全の確保を支える地域の守り手として、大変

重要な役割を担っていただいております。

特に、離島・半島地域においては、雇用、経

済を支える役割もあり、本県においては、その

存在感は際立っているものと感じます。

しかしながら、建設業においては、ほかの産

業と比べて、高齢化が著しく進み、担い手を確

保することが困難となっており、事業の維持の

みならず、技術の継承も課題であるというふう

に聞いています。その背景には、労働環境が悪

いというイメージも影響しているのではないか

というふうに思います。

県として、このような現状をどのように認識

しているのか、また、それに対して、どのよう

に取り組んでいるのか、お聞かせください。

〇議長（徳永達也君） 土木部長。

〇土木部長（奥田秀樹君） 建設業においては、

現場作業が天候に左右され、年度末に工事が集

中することによる長時間労働や、高齢化により

熟練した技能者が減少していることなどが担い

手不足の課題だと認識しています。

このため、県では、休日などを考慮した余裕

のある工期を確保することや、年間を通じて工

事量を安定化することで、ピーク時の長時間労

働を抑制するなど、労働環境の改善を図ってい

るところです。

また、熟練工の減少対策として、経験年数の

浅い若者でも精度の高い作業を可能とする自動

制御された建設機械を使用したＩＣＴ施工など

の導入を進め、省力化、効率化を図っています。

今後も、建設業界と連携し、業界の就労環境

改善や生産性向上の取組を進め、担い手の確保
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に努めてまいります。

〇議長（徳永達也君） 畑島議員―5番。
〇５番（畑島晃貴君） 引き続き、各事業者と連

携しながら対応に当たっていただきたいと思い

ます。

以上をもちまして、私が、今日通告した質問

は全て終えました。

ちょっと時間が余りましたので、せっかくで

すので、県庁の皆様に改めてご挨拶をさせてい

ただければと思っています。

私も質問の途中で申し上げましたけれども、

もともとは文部科学省で国の役人として働いて

おりました。

今回、一般質問の準備に当たっても、県庁の

皆様とも非常に綿密な打ち合わせ、準備させて

いただきましたが、それを通じて、やっぱり県

政というのは難しいなと私も実感した次第です。

やはり県民、市民の方々に一番近い最前線には

市町村が基礎自治体としてあると、一方で、大

きな全体の方針については、国の方で定められ

て、法律もそこで決められていると。

そうした中で、じゃ、県としての役割は何な

のか。市町村から上がってきたものを国に届け

るだけなのか。国から下りたものを市町村に下

ろすだけなのか。ちょっと間違えますと、そう

いう意識にとらわれてしまうんじゃないかなと

いうふうに私も感じました。

ただ、一方で、県の役割は、決してそんなも

のじゃないというふうに思っています。やはり

国からの情報も、市町村からの情報も、一番広

く接することができるのが、集約されるのが県

だと思っています。また、国、市町村、どちら

にもアプローチできるのが県の強みであるとい

うふうに思っています。

これから、人口減少をはじめとして、難しい

ステージに長崎県も立っておりますけれども、

ぜひ、県庁の皆様とは、県として何をしていか

ないといけないのか、そうしたところをしっか

り意識しながら、また、そこで果たす役割とい

ったものに誇りを持ちながら、これから一緒に

なって、私もアイデアを出しながら、考えなが

らやっていきたいと思っていますので、これか

らもどうぞよろしくお願いします。また、皆様

と一緒に働けることを楽しみにしております。

本日は、ありがとうございました。（拍手）

〇議長（徳永達也君） 午前中の会議は、これに

てとどめ、しばらく休憩いたします。

午後は、1時30分から再開いたします。
― 午後 零時１４分 休憩 ―

― 午後 １時３０分 再開 ―

〇副議長（山本由夫君）会議を再開いたします。

午前中に引き続き、一般質問を行います。

本多議員―2番。
〇２番（本多泰邦君）（拍手）〔登壇〕 皆様、

こんにちは。

公明党の本多泰邦でございます。

大石知事、各部局長の皆様、県職員の皆様、

そして、長崎県議会議員の諸先輩方、また、本

日、傍聴に見えられた県民の皆様、中継を視聴

くださっている県民の皆様、それぞれ立場は違

い、主義主張や手段の違いこそあれ、長崎県の

発展と長崎に住む県民の皆様の福祉の増進を願

う同志であると考えております。

県民の皆様からお聞きした要望や、私自身の

政治信条をもとに、よりよい長崎県をつくるた

め、本日、はじめての一般質問を行います。お

聞き苦しい点もあるかとは思いますが、精いっ

ぱい努めてまいります。よろしくお願いいたし

ます。
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それでは、通告に従いまして質問に入ります

ので、知事をはじめ、関係各位のご答弁をお願

いいたします。

1、外交行政について。
（1）Ｇ７長崎保健大臣会合及び7年後のＧ７
サミットの誘致について。

「Ｇ７長崎保健大臣会合」については、5月
13日から14日にかけて、長崎市内の出島メッセ
長崎を会場に開催され、無事終了しました。

各国の保健担当大臣の方々が、2日間にわた
り、国際的な保健分野の課題に関する議論を行

い、「Ｇ７長崎保健大臣宣言」が採択されまし

た。

会合は、安全・安心のうちに閉幕し、長崎で

はじめてとなるＧ７関係閣僚会合は、大成功で

あったと考えていますが、こうした政府系の国

際会議は、地元への還元という点では経済効果

を求めることが困難な会議であったと認識して

おります。

一方で、関西大学の宮本勝浩名誉教授により

ますと、Ｇ７広島サミットの経済効果は約924
億円に上ると試算されており、主な要因として、

国や自治体による運営・警備費などの開催費の

支出、サミット後に増加する観光客の消費拡大

などが挙げられております。

これらも、開催後に地元が受け身になってし

まうと、試算された経済効果がしぼんでしまう

ケースもあるそうですが、7年前の「伊勢志摩
サミット」においても、サミット後は、三重県

内で開催された国際会議の数が数倍に増えたと

も言われておりますので、今回の「広島サミッ

ト」の試算も踏まえますと、地元にもたらす効

果は大きいと考えます。

そこで、知事にお尋ねします。

今回の保健大臣会合開催を一過性で終わらせ

ることなく、7年後、2030年に、日本に議長国
が回ってきた際には、ぜひ、本体会合、Ｇ７サ

ミットを、ここ長崎に誘致すべきと考えますが、

知事の見解をお尋ねいたします。

2、産業労働行政について。
（1）地場中小企業における人材確保支援に

ついて。

本県が抱える課題の中でも、人口減少問題が

その筆頭にくると言っても過言ではありません。

人口減少を食い止めるために、様々方策はござ

いますが、その中でも働く場の充実が大事だと

考えております。

県内の企業、産業が充実することで、県内で

の働く場確保につながり、県外への若者、働く

世代の流出を防ぎ、かつＵＩターンの促進につ

ながるのではないでしょうか。

県外から大手企業を誘致することも大切です

が、県内地場企業の発展こそが重要だと考えま

す。また、企業と申しましても、その9割以上
が中小企業でございます。

長崎県としましても、県内の中小企業への支

援策として、新規事業展開支援プロジェクトや

県内中小企業ＤＸ促進事業等のもうかる仕組み

づくりの支援を展開していますが、人材確保の

ための支援も必要と考えます。

今後は、県外大学生のＵＩターン就職につい

て、さらに力を入れるべきと考えますが、県の

取組について、お尋ねいたします。

3、文化観光行政について。
（1）スポーツイベントについて。
厚生労働省の21世紀における国民健康づく

り運動「健康日本21」において、身体活動量が
多い者や運動をよく行っている者は、総脂肪、

虚血性心疾患、高血圧、糖尿病、肥満、骨粗鬆

症、結腸がんなどの罹患率や死亡率が低いこと、
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また、身体活動や運動がメンタルヘルスや生活

の質の改善に効果をもたらすことが認められて

いるとの記載があります。

私自身、ランニングを行うことで心身の健康

を保てていると感じ、今までフルマラソンを20
回弱、100キロ程度の距離を走るウルトラマラ
ソンを10回弱、楽しく完走してきました。
今後は、県内で行われる大会に、より積極的

に参加し、市民ランナーとして、また運営側と

して、長崎のスポーツ振興に力を入れていく所

存です。

マラソン大会が行われれば、それに向けて日

常的にジョギング等の運動に取り組むようにな

るなど、県民の健康づくりに大きな効果がある

と考えます。

また、マラソン大会は、県外からも多くの参

加者があるため、交流人口の拡大という観点に

おいても、大きな効果があると考えます。事実、

毎年10月に開催される「壱岐ウルトラマラソ
ン」や5月と11月に開催される「橘湾岸スーパ
ーマラニック」では、参加者の約75％が県外か
ら参加されているとのデータもございます。

交流人口拡大に向けた様々な取組の中で、ス

ポーツツーリズムの推進も一定の効果があるこ

とをご認識いただきたい。

そのうえで、今回は、スポーツイベントの中

でもマラソン大会に特化してしまいましたが、

県内で開催されるマラソン大会への集客に向け

て、県として支援すべきと考えますが、見解を

お尋ねいたします。

（2）総合型地域スポーツクラブについて。
本県は、全国平均を上回る早さで高齢化が進

んでおり、高齢者が地域の中で、いつまでも健

康で活躍できる環境づくりを進めていくという

ことは、本県にとって大きな課題であると認識

しております。

高齢者の健康づくりに向けては、高齢者がス

ポーツに関心を持ち、スポーツに取り組み、そ

れを習慣化させることも重要な要素だと考えま

す。ただし、スポーツに取り組むということは、

高齢者にとってもハードルが高く、一人ではな

く、周りと一緒に、気軽にスポーツを楽しむ環

境があれば、スポーツに取り組む高齢者も増え

ていくと考えます。

そういった点では、多世代、多種目、多志向

という特徴を持ち、地域住民により主体的に運

営されている「総合型地域スポーツクラブ」は、

高齢者がスポーツを実施する環境として適して

いますが、その存在を知らない県民は多く、認

知度が高いとは言えません。当然、各クラブや

市町においては、会員獲得に向けて周知活動等

を行われておりますが、県においても広報活動

など、クラブへのサポートを積極的に行うべき

だと考えます。

そこで、県内の総合型地域スポーツクラブの

現状と活動へのサポートについて、県の取組を

お尋ねいたします。

4、教育行政について。
（1）不登校児童生徒対策について。
文部科学省の調査によれば、令和3年度の不

登校児童生徒数は、県内公立学校で2,784人であ
り、これは10年前、平成23年度から約1,000人
も増えているという状況になっています。

不登校が増加している要因については、個々

の子どもたちの抱える様々な悩み、あるいはコ

ロナ禍による影響など、様々な理由があると思

いますが、どのような理由があるとしても、今

まさに不登校となっている子どもたちに対し、

適切な支援を行っていくことが極めて重要であ

ると考えます。
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このような中、県教育委員会では、令和5年
度から不登校児童生徒が、社会的自立に向け、

歩みを進めていくことができるような新たな取

組を進めていくとのことですが、まず、事業が

順調に進んでいるのか、進捗状況について、お

尋ねいたします。

また、不登校となった児童生徒の心のケアは

もちろんですが、その保護者についても、周り

に相談することができず、苦しんでいる方もお

られるはずです。

そこで、今回実施する事業の中で、保護者の

悩みにも対応できるような仕組みができないか、

お尋ねいたします。

5、土木行政について。
（1）県営住宅について。
①県営住宅における入居要件について。

公明党の川崎議員が、令和5年2月の予算総括
質疑で、宮本議員が同じく令和5年2月の本会議
で取り上げた県営住宅の入居要件緩和について、

お尋ねいたします。

本県の住宅事情、長崎市内の民間賃貸物件の

家賃が高いことから、若者の県営住宅入居を認

めてほしい旨の質問を行い、「入居基準の見直

しに向け関連する制度の整備を検討している」

との答弁をいただきましたが、その後の進捗状

況をお尋ねいたします。

②旧魚の町団地について。

皆様は、旧魚の町団地のことはご存じでしょ

うか。1949年、昭和24年築の公営住宅で、戦後
に建設された公営住宅としては、現存する最古

のうちの一つです。また、1949年に造られた団
地で現存が確認されているのは、日本国内で下

関、広島、静岡、長崎の4か所、4棟だけであり、
旧魚の町団地はそのうちの一つです。

その旧魚の町団地で3月に開催されたお試し

利用イベント、「ビンテージビルヂング魚の町

団地チャレンジウィーク！」を視察しました。

歴史的な価値がある旧魚の町団地は、立地にも

すぐれ、建物としての魅力もあり、活用の可能

性があると感じました。

当日、現地で出会った長崎大学の学生は、「イ

ベントスペースとして、また、若者の活動拠点

として使いたい」と話していました。

本県も若者の県外流出を防ぎたいというので

あれば、このような県所有の建物の利活用も視

野に入れるべきだと考えますが、県としての見

解と活用に際しての問題があれば、併せてお尋

ねいたします。

（2）サンセットマリーナスポーツグランド
施設整備について。

長崎市福田本町にあるサンセットマリーナス

ポーツグランドについて。

当グランドを利用している県民の方から相談

を受けました。

町内会のグランドゴルフで使用しているが、

グランドにトイレがなく、隣接する長崎サンセ

ットマリーナの建物奥のトイレを借りていて、

高齢の方としては、トイレが遠く不便とのこと

でした。

施設管理者に聞いたところ、現在、グランド

ゴルフで使用している町内会が2つ、それ以外
にサッカークラブとラグビークラブが使用して

おり、多くの子どもたちがグランドを利用して

います。

また、近くにある福田小学校の運動会等の行

事の時は、臨時駐車場としても使用しています。

当該トイレは、長崎サンセットマリーナの利

用者や、施設に隣接しているバーベキューガー

デンでバーベキューを楽しむファミリー層も使

用しているとのことでした。
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多くの県民が利用しており、利用者の中には

高齢者の方も多いため、グランドの近くにトイ

レを設置できないか、お尋ねいたします。

6、福祉保健行政について。
（1）高齢者における補聴器購入支援につい

て。

高齢者の補聴器購入に補助が出ないのかとの

県民からの要望があり、調べたところ、5月28
日付の日本経済新聞の記事において、「年をと

れば体に様々な不具合が生じ、治療を受ける。

聴力や視力、歯の衰えは典型。ここ数年、重要

視され始めたのが難聴への対処だ。世界の認知

症研究者が集まるアルツハイマー病協会国際会

議で、『予防可能な要因の中で、難聴は認知症

の最も大きな危険因子』と指摘されたことが大

きい」との記事がありました。

また、少し古くなりますが、平成27年に、厚
生労働省が発表した「認知症施策推進総合戦略

（新オレンジプラン）」では、「2025年を目指
して、早期診断、早期対応を軸とする循環型の

仕組みを構築することで」とあり、併せて発症

予防の推進の項では、「加齢、遺伝性のもの、

高血圧、糖尿病、喫煙、頭部外傷、難聴等が認

知症の危険因子」との記載もありました。

現在、認知症予防の観点からも、補聴器購入

に対する自治体の助成への期待が高まる中、長

崎県内でも助成を行っている市町がありますが、

その対象となる利用者は限られており、かつ助

成額も低いのが実情です。

そんな中、東京都港区が、2022年4月から60
歳以上を対象に、上限13万7,000円で、数年お
きの買い換えにも対応する制度をスタートさせ

ました。

中等度以上の難聴者に対して助成をすること

で、一体幾ら費用がかかるのかとの考えもあり

ますが、認知症を発症してしまうと、その経済

的影響は大きく、医療費、介護費に加えて、年

間380万円かかると試算されている介護者のイ
ンフォーマルケアコストを考えると、予防のた

めの費用としての補聴器購入費用助成は決して

無駄な出費ではないと考えます。

介護離職が社会問題となっている今、長崎県

として市町の助成に対する補助も含め、取組の

検討があるのかをお聞かせください。

7、農林行政について。
（1）鳥獣被害対策について。
先日、大村市内の住宅地で、イノシシが出没

し、5人が負傷する事件がありました。私は、
長崎市西山に住んでいますが、家の裏には毎日

イノシシが出没します。住宅地のすぐ近くに出

てくるため、いつか近所でも人身事故が起こる

のではないかと心配しております。

実際にイノシシが出没した場合、長崎市の場

合は、市役所の案内から専用窓口へ連絡するこ

とで対応してくれます。また、長崎市以外も、

各市町が対応していますが、県としての鳥獣被

害対策の取組をお尋ねいたします。

また、県民からイノシシについての相談を受

ける際、あたかも年々増えているかのような話

を聞きますが、実際に被害は増えているのか。

数字としての情報が知りたいので、被害額の推

移、捕獲頭数、また、捕獲後の食肉としての販

売量も併せてお尋ねいたします。

8、公安行政について。
（1）運転者のマナーアップについて。
私は、昨年、福岡県北九州市から長崎にＵタ

ーンしてきましたが、長崎県の運転者の交通マ

ナーは悪いと感じております。

特に、信号のない横断歩道において、歩行者

が横断待ちをしているのに停車しない車両が多
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く、驚きます。

交流人口増加を目指す観光都市として、運転

者のマナーアップが必要であると考えます。

そこで、信号機のない横断歩道での交通事故

の現状について、お尋ねいたします。

（2）信号機及び横断歩道の設置について。
小ヶ倉蛍茶屋線に関し、県民の方から相談を

受けました。

長崎市愛宕4丁目の道路沿いに、平成26年に
商業施設がオープンし、2年後の平成28年にそ
の商業施設の向かい側に保育園が開園しました。

保育園への子どもの送迎と商業施設での買い

物をセットで行う保護者も多いが、両施設の間

を隔てる市道には、直近に横断歩道がないため、

保護者や近隣住民にとって利便性が非常に悪い。

商業施設出入口から100メートルほど北側に
押しボタン式信号機と横断歩道が設置されてい

ますが、そこを利用せず、横断歩道のない場所

での無理な横断をする人が散見されるなど、危

険な状態であります。

交通事故防止対策と住民の利便性向上のため、

商業施設と保育園、両施設を結ぶ直近の市道上

に信号機と横断歩道の設置を要望いたします。

同所については、以前から、地元自治会を通

しての要望があった場所ですが、時代の流れに

より、設置に関しての当時の判断が通用しなく

なっているおそれもありますので、現状に見合

った対応について、柔軟に検討をお願いいたし

ます。

以上で、壇上からの質問を終了し、以後は対

面演壇席から再質問をさせていただきます。

ご清聴ありがとうございました。

〇副議長（山本由夫君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）〔登壇〕 本多議員のご質

問にお答えいたします。

まずはじめに、7年後の2030年に予定されて
おりますＧ７サミットの長崎県への誘致につい

て、どうお考えかというお尋ねがございました。

Ｇ７長崎保健大臣会合については、会合の所

期の目的を達成するとともに、長崎の食材と県

産酒を振る舞った地元協議会主催の昼食会や、

Ｇ７主要7か国及びＥＵの担当大臣全員が参加
された平和公園のご訪問などの日程が消化され、

無事に閉幕したところでございます。

今回、世界トップクラスのセキュリティレベ

ルを求められる政府系国際会議であるＧ７関係

閣僚会合を成功させたこと、さらにはハラール

などの多様な食文化にも対応でき、クレームが

一切なかったことは、本県にとって何よりも成

果であったと、まず認識をしてございます。

こうした経験を得られたことが、本県は国際

会議が開催できる魅力的な都市であると認知さ

れ、地域への経済効果を発揮する一般的な学術

会議なども含めた新たな国際会議等の受け入れ

につながるものと考えてございます。

同じ政府系国際会議であっても、Ｇ７サミッ

トの開催となれば、本県にとっては大変名誉な

ことであり、国際県長崎として発展するうえで

大きな実績になると考えております。

一方、関係閣僚会合以上の予算規模や人員体

制、セキュリティなどが求められるとともに、

実施に当たっての十分なノウハウや受け入れ環

境も必要となってきます。

したがいまして、Ｇ７サミットの誘致につい

ては、まずはサミット開催候補地として手を挙

げられるだけの実力を備えられるように、今回

の経験を踏まえ、県内自治体や関係機関と連携

しながら、国際県長崎としてのプレゼンス向上

にしっかりと取り組んでまいりたいと考えてご

ざいます。
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次に、県外大学生のＵＩターン就職に対する

県の取組についてのお尋ねがございました。

議員ご指摘のとおり、県内企業の人材確保に

つきましては、県内大学卒業生に加えて、県外

の大学の卒業生のＵＩターン就職を拡大するこ

と、これが重要であると考えてございます。

このような中、本県出身の大学生の県内就職

率は、県内大学の約6割に対しまして、県外の
大学は2割程度となってございます。このこと
から、県では、県外大学との連携を進めている

ところでございます。

具体的には、連携した県外大学と協力をして、

学内での企業説明会や、県内企業の見学バスツ

アーなどに取り組んでおります。

さらに、本県出身の大学生が最も多い福岡県

内の大学と連携を強化してございます。去る5
月には、九州産業大学と連携協定を締結したと

ころでもあります。

今後とも、本県への就職を選んでいただくた

め、充実した情報発信を行うなど、県内企業の

人材確保を支援してまいりたいと考えておりま

す。

残余の質問につきましては、関係部局長から

答弁をさせていただきます。

〇副議長（山本由夫君） 文化観光国際部長。

〇文化観光国際部長（前川謙介君）私から文化

観光行政につきまして、2点答弁させていただ
きます。

まず、マラソン大会の集客に向けての県の取

組についてのお尋ねでございます。

県内のマラソン大会に県外から多くの方が参

加していただくことは、地域の活性化に寄与す

るものと認識をいたしております。

そのため、都道府県の観光情報サイトでは有

数のアクセス数を誇っております「ながさき旅

ネット」によりまして、県内のマラソン大会の

情報を、随時、全国に向けて発信してまいりた

いと考えております。

また、九州地方知事会では、スポーツツーリ

ズムによる地域活性化につきまして、現在、取

組を行っているところでございます。本県が、

今、その幹事県を担っているというところから、

九州内のマラソン大会の開催情報を取りまとめ

まして、九州一体となった発信についても検討

してまいりたいと考えてございます。

次に、総合型地域スポーツクラブの現状と、

その活動への県のサポートについてのお尋ねで

ございます。

現在、県内の総合型地域スポーツクラブは31
クラブございまして、地域住民への運動機会の

提供、あるいは健康増進や生きがいづくりなど、

地域課題の解決に向けた活動が行われていると

ころでございます。

県といたしましては、県スポーツ協会と連携

をしたクラブへの巡回訪問活動ですとか、ある

いは指導者、スタッフの育成、資質向上のため

の人材育成研修会の開催などによりまして、ク

ラブの運営をサポートしているところでござい

ます。

その一方で、総合型地域スポーツクラブの認

知度は低く、その活動が県民に十分理解されて

いるとは言い難い状況にございます。

県といたしましても、広報活動に力を入れて

いく必要があると認識をいたしております。

このため、県内全クラブを掲載したパンフレ

ットを作成いたしまして、体育施設等に設置を

しておりますほか、広報媒体を活用したクラブ

の情報の発信等も行っているところでございま

すが、今後は、市町やクラブとも連携をいたし

まして、数多くの人が集まるイベントなど、様々
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な機会を捉えまして、さらなる周知に取り組ん

でまいりたいと考えております。

〇副議長（山本由夫君） 教育委員会教育長。

〇教育委員会教育長（中﨑謙司君）私の方から

不登校関係、2点答弁させていただきます。
まず、今年度から新たに実施している不登校

児童生徒支援事業について、進捗状況はどうな

っているかとのお尋ねでございます。

この事業は、美術館や博物館での作品鑑賞や、

自然の家など青少年教育施設での自然体験、あ

るいは地元プロスポーツチームとの交流など、

子どもたちが行ってみようと思える学校以外の

学びの場を提供しまして、自己肯定感や自己有

用感を育みながら、未来に向けて一歩を踏み出

すきっかけをつくっていこうとするものでござ

います。

現在の状況としましては、県は、関係施設と

連携しまして13のプログラムを準備したとこ
ろでありまして、実施主体となります市町は、

長崎市、佐世保市を含む10市町が県のプログラ
ムを活用したり、あるいは市町独自のメニュー

を実施することとしております。

今後も引き続き、子どもたちの自発的な行動

を促せるような魅力的なプログラムの充実に取

り組みますとともに、まだ、この事業に手を挙

げられていない市町に対しましても、事業への

積極的な参加を促してまいります。

次に、この事業の中で、保護者の悩みにも対

応できるような仕組みができないかとのお尋ね

でございます。

本事業におきましては、多くの場合、不登校

児童生徒が保護者同伴で参加することが想定さ

れますので、子どもたちの体験活動中に保護者

の皆様同士が交流できる場としても意義がある

と考えております。

さらには、保護者のご希望に応じまして、現

地にスクールカウンセラーを派遣しまして、保

護者に対しましても、専門的な視点からの助言

を行うことが可能でもあります。

今後、本事業を通しまして、一人でも多くの

子どもたちと保護者が、未来への確かな一歩を

踏み出すことができますように、全力で取り組

んでまいりたいと考えております。

〇副議長（山本由夫君） 土木部長。

〇土木部長（奥田秀樹君） 私から、4点お答え
いたします。

まず、県営住宅における入居要件についての

お尋ねですが、県営住宅は、住宅に困窮してい

る方の入居機会の公平性を確保するため、入居

資格については、これまで高齢単身者など一定

の基準を満たす方を除き、同居親族要件を定め、

適正に運用してきたところです。

しかし、近年、若年単身者を含む単身世帯が

増加していることや、一部の団地において空き

住戸への応募が少ないことから、現在、国の通

知を参考に、一定の面積以下の住戸については、

年齢に関わらず単身者の入居を可能とするなど、

条例改正の準備を進めています。

次に、旧魚の町団地は、若い世代が魅力を感

じるような活用をすることができるのではない

かとのお尋ねですが、県営住宅旧魚の町団地は、

資材の不足する戦後間もない昭和24年に、先進
的な住まいとして建てられた、全国でも現存す

る数少ない建物です。

また、よく保存された部屋もあり、戦後復興

期の暮らしを今に伝えるという点でも歴史的な

価値があると考えています。

これを踏まえ、県では、建物活用の可能性を

検討するため、昨年11月に民間事業者に対しニ
ーズ調査を行いました。7者が参加し、アート
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ギャラリーや、ＤＩＹのノウハウを提供するサ

ービス拠点等のご提案がありました。

今年3月には、ご提案のあった6者の方々に10
日間のお試し利用を実施していただき、300人
を超える来場がありました。

来場者アンケートでは、「古い建物を安く借

りて、若者等が活躍できるような場所、拠点が

必要」との回答が約9割を占めました。
旧魚の町団地は、利便性の高いまちなかにあ

り、ニーズ調査での提案も踏まえて、新たな使

い方が考えられることから、民間の発想により、

若い世代も魅力を感じられるような場になり得

るのではないかと考えています。

次に、旧魚の町団地の活用に際し、県は、ど

のような問題があると認識しているのかとのお

尋ねですが、旧魚の町団地については、耐震診

断をしたところ、耐震性が確認されていますが、

民間事業者が活用する場合には、ハード・ソフ

ト両面の課題があります。

ハード面については、劣化した外壁等や水道、

電気等の設備の改修が必要である点、ソフト面

については、改修や運営にかかる費用を家賃等

で賄えるかという事業採算性が挙げられます。

今日、県内外において、古い建物をリノベー

ションし、若者や新しい発想を持った人々が集

まる拠点となっている民間の事例も見られます。

県としては、それらを参考としながら、民間

のノウハウを活かした建物の活用方法について、

検討を深めてまいります。

次に、サンセットマリーナのグランドの近く

にトイレが設置できないのかとのお尋ねですが、

現在、長崎サンセットマリーナのグランド利用

者は、150メートルほど離れたクラブハウスに
ある24時間対応の屋外用トイレを利用いただ
いていますが、グランドやクラブハウスの指定

管理者に確認したところ、利用に当たっての支

障や苦情等の声は出ていないということです。

当該グランドは、年間290回程度、約1万人と、
多くの方が利用されており、トイレの設置につ

いては、引き続き、利用状況を確認しながら、

設置した場合の維持管理等を含めて、今後、検

討してまいります。

〇副議長（山本由夫君） 福祉保健部長。

〇福祉保健部長（寺原朋裕君） 私からは、高齢

者における補聴器購入支援について、お答えい

たします。

高齢者における補聴器購入支援について、県

として取組の検討があるのかとのお尋ねでござ

いますが、補聴器については、日常生活を支援

するため、身体障害者手帳交付対象である高度

及び重度難聴の方には、補装具費支給制度にお

いて購入支援が行われております。

一方、対象外となる方のうち、中等度難聴の

高齢者に対して独自に補助を行っている市町村

も一部ございます。

難聴は、認知症をはじめ、様々な病気のリス

ク要因の一つと言われておりますが、補聴器の

使用が認知機能低下を防ぐ効果があるかどうか

については、国において検証が進められている

ところでございます。

県としましては、国の支援対象外の難聴の高

齢者に対する補助に関しては、補聴器の認知症

予防にかかる効果検証を含め、国や他県の動向

を注視していく必要があると考えております。

〇副議長（山本由夫君） 農林部長。

〇農林部長（綾香直芳君） 私から、鳥獣被害対

策について、お答えさせていただきます。

本県におけるイノシシの市街地出没対策及び

農作物被害額の推移、捕獲頭数とその個体の活

用状況についてのお尋ねですが、住民からのイ
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ノシシなどの野生鳥獣の市街地への出没相談は、

令和4年度、長崎市で878件、佐世保市で453件
寄せられております。

このため、県では、「市街地出没時の緊急対

応マニュアル」を作成し、出没の原因となる生

ごみを放置しないことや、遭遇した場合の対処

法などについて、市町から住民への周知徹底を

促すとともに、保定用具などの資機材整備への

支援や、追い払いの模擬演習を実施していると

ころです。

また、イノシシによる農作物被害防止対策と

して、「防護」、「すみ分け」、「捕獲」の3
対策を総合的に推進しており、猟友会の協力の

もと、イノシシの捕獲頭数は年間4万頭を超え、
過去5年続けて全国1位となっており、令和3年
度の農作物被害額は約1億4,000万円と、ピーク
時である平成16年度の約3割まで減少してきて
おります。

なお、捕獲されたイノシシの一部は、県内の

食肉処理施設において処理され、令和3年度の
販売量は38トンで、販売金額は全国2位の9,920
万円となっております。

〇副議長（山本由夫君） 警察本部長。

〇警察本部長（中村 亮君） 私から、2点お答
えをいたします。

まず、信号機のない横断歩道での交通事故の

現状についてのお尋ねでございますけれども、

昨年中、県内で発生しました歩行者の交通事故

は409件でございます。その約41％に当たる168
件が横断歩道で発生しております。この168件
の横断歩道での歩行者事故のうち、約33％に当
たる55件が信号機のない横断歩道で発生をし
ております。

次に、信号機及び横断歩道の設置についての

お尋ねでございます。

信号機等の設置要望につきましては、その都

度、交通実態などの現地調査をしっかりと行い、

交通安全の確保を第一に、交通安全施設の設置

基準など、整備に至る要件を踏まえながら対応

しております。

お尋ねの愛宕4丁目の商業施設と保育園の間
を横断するための横断歩道と信号機の設置につ

きましては、これまで累次ご要望いただいてお

りますけれども、仮に、ご要望の箇所に信号機

を設置した場合、同所は、カーブで道路の見通

しが悪く、駐車場の出入口付近であるなど、交

通事故の危険性が高まり、横断歩行者の安全を

確保できないため、設置は困難であると、この

ように判断をいたしております。

警察といたしましては、環境の変化があれば

必要な対策を講じられるよう、不断に現場の交

通状況を注視してまいります。

〇副議長（山本由夫君） 本多議員―2番。
〇２番（本多泰邦君） 大石知事をはじめ、執行

部の皆様、答弁ありがとうございました。

残った時間、幾つかの項目について、要望を

含む再質問をさせていただきます。

まず、Ｇ７サミット長崎誘致に向けてのご答

弁ありがとうございました。

先日開催のＧ７サミットが、最初の被爆地で

ある広島で開催された意義は大きいと考えます。

それは、各首脳が原爆資料館などを拝観され、

被爆の実相に触れていただくことができたから

です。

世界恒久平和、核廃絶への思いを、より強く、

継続して世界へ発信することは、長崎の使命で

もあります。よって、７年後のＧ７サミットは、

最後の被爆地である長崎で開催することが極め

て重要であると考えます。その意義からも、長

崎開催に向け、知事も取り組んでいただくこと
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を強く要望いたします。

次に、産業労働行政の地場中小企業における

人材確保支援について、再質問いたします。

人材確保支援の取組のご説明ありがとうござ

いました。県外大学生のＵＩターン就職への取

組に期待しております。

さて、現場にて県民の皆様の声を聞いている

と、「長崎は、働くところがない」との発言は、

保護者世代が発していることが多いように感じ

ます。話を聞くにつれ、長崎に住む大人が、県

内に魅力的な職場がないとあきらめており、そ

れを真に受けた保護者が子どもを県外に出して

いるのではないかと考えてしまいます。

保護者に対し、県内の就職の魅力を知ってい

ただくことが重要と考えます。現在行っている

ものや、また、今後、行う予定の保護者対策に

ついて、お尋ねいたします。

〇副議長（山本由夫君） 産業労働部政策監。

〇産業労働部政策監（宮地智弘君） 県では、保

護者に対し、県内就職の魅力を知っていただく

ことが重要と考えており、これまで高校のＰＴＡ

総会や大学の保護者会などで伝えるとともに、

ＳＮＳでの情報発信を行ってまいりました。

今年度は、保護者が県内企業に直接触れる機

会として、新たに高校のＰＴＡと連携し、航空

機などの成長分野や、女性が活躍する企業など

の見学会を開催するとともに、県内企業の魅力

を伝える動画を制作し、ＳＮＳ等で発信してま

いります。

〇副議長（山本由夫君） 本多議員―2番。
〇２番（本多泰邦君）保護者対策のご説明あり

がとうございました。

最後にもう一つ、中小企業では、採用による

人材確保の難しさと同様に、一定期間、3年、5
年と働いた人材が、転職等により流出してしま

うことも大きな問題です。企業自体のスキルア

ップの妨げとなる人材流出を防ぐには、企業自

身の努力が必要であることは言うまでもありま

せんが、県として、地場中小企業に対する人材

流出防止対策を強化することも重要であると考

えます。

県の見解をお尋ねいたします。

〇副議長（山本由夫君） 産業労働部政策監。

〇産業労働部政策監（宮地智弘君）企業におい

て育成した人材が流出することは、経営上の課

題であると認識しております。

一方で、技術や経験を活かして、次の職場へ

チャレンジする働き方もあり、国においても、

「労働者自らの選択によって、社内・社外とも

に労働移動できるようにしていくことが、日本

企業と日本経済のさらなる成長のためにも急務

である」との指針が示されてございます。

このような中、企業が労働者に選ばれるため

には、売上げを向上させ、賃金などの処遇を改

善することが必要だと考えてございます。

そのため県では、企業の設備投資や事業再構

築等への支援を行うとともに、賃上げ機運の醸

成などを図るため、国や県内経済団体等で締結

した「価格転嫁の円滑化に関する連携協定」な

どを通じ、処遇改善に向けた環境づくりに努め

てまいります。

〇副議長（山本由夫君） 本多議員―2番。
〇２番（本多泰邦君） 次に、文化観光行政、

総合型地域スポーツクラブについて、再質問い

たします。

総合型地域スポーツクラブの現状などを、先

ほどは全体的なことについて答弁いただきまし

たが、次は、高齢者対応に絞ってお尋ねいたし

ます。

高齢者の健康づくりという観点で、総合型地
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域スポーツクラブではどういった取組を実施し

ているのか、県内での事例をお尋ねするととも

に、県として課題認識があれば、そちらもお聞

かせください。

〇副議長（山本由夫君） 文化観光国際部長。

〇文化観光国際部長（前川謙介君）総合型地域

スポーツクラブのうち、半数程度はグランドゴ

ルフですとか、あるいは健康教室など、高齢者

を主な対象といたしておりますプログラムを提

供しているところでございます。

また、地域包括支援センターと連携をいたし

まして、高齢者の介護予防に取り組んでいるク

ラブも、これは少数ではございますけれども、

ございます。

県といたしましては、こうした事業に、でき

るだけ多くのクラブに取り組んでいただきたい

と考えているところでございます。

このため、今後は、先ほど県のサポートにつ

いての答弁で申し上げました巡回訪問や研修会

の場を使いまして、先進事例の紹介ですとか、

あるいはプログラム創出のための助言、指導な

どを行いまして、高齢者向けの事業に取り組む

クラブの増加を図ってまいりたいと考えており

ます。

〇副議長（山本由夫君） 本多議員―2番。
〇２番（本多泰邦君） 次に、これは感想になる

んですが、教育行政、不登校児童生徒対策につ

いてなんですけれども、先ほど、非常に有意義

な取組だと思いました。

多様性を認める社会になっておりまして、今、

様々な生き方ができる世の中になっていると、

私は考えております。

私自身の考えとしては、学校になじめないの

であれば、無理やりに登校する必要はないと思

っております。

ただし、子どもたちも、いずれ社会との接点

を持たなくてはならない時がきます。いつまで

も家族とだけ過ごしていればよいというわけに

はいきません。また、同世代の友人と感受性が

豊かなうちに接点を持つことは、重要だとも考

えております。

ご説明いただいた事業により、不登校児童生

徒が、自分のまずは部屋から、そして自分の家

から一歩外へ出ることの手助けになると感じま

した。最初の一歩が難しいと感じている子ども

たちのため、ともに取り組んでいきたいと考え

ます。引き続き、よろしくお願いいたします。

次に、高齢者における補聴器購入支援につい

て、ご答弁ありがとうございました。

共生社会の実現を推進するための「認知症基

本法」が、超党派の合意による議員立法として

14日に成立しました。
認知症をめぐっては、「科学的知見に基づく

予防の啓発が重要」との意見がある一方、予防

を強調し過ぎると、認知症になったのは本人の

怠慢という偏見につながるおそれがあることか

ら、議連での取りまとめの際、「予防」という

文言の扱いが焦点になったようです。と申しま

しても、予防が重要ということに変わりありま

せん。経済的理由により予防に差が出ることの

ないよう、前向きにご検討いただくことを要望

いたします。

次に、公安行政、運転者のマナーアップにつ

いて、再質問いたします。

信号機のない横断歩道での交通事故の現状、

ご説明ありがとうございました。

では、信号機のない横断歩道での運転者のマ

ナーアップを図るための警察の取組状況につい

て、お尋ねいたします。

〇副議長（山本由夫君） 警察本部長。
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〇警察本部長（中村 亮君）信号機のない横断

歩道での運転者のマナーアップでございますけ

れども、県警察の取組といたしまして、運転者

に対しましては、交通安全教育、あるいは広報

啓発を通じて、横断歩道における歩行者の優先

義務を再認識してもらう取組を進めるとともに、

横断歩行者の保護に資する交通指導取締りをは

じめとする街頭活動を推進いたしております。

特に、横断歩行者の事故防止に向けた施策と

して、安全横断「手のひら運動」と銘打ちまし

て、運転者に対して、「横断歩道は歩行者が優

先であること」、「歩行者が横断しようとして

いる時には、横断歩道の手前で一時停止して道

を譲ること」などを促す交通安全教育や広報啓

発に努めております。

今後とも、関係機関、団体などと連携しつつ、

こうした施策を着実に推進いたしまして、運転

者の交通安全意識の高揚に取り組んでまいりた

く存じます。

〇副議長（山本由夫君） 本多議員―2番。
〇２番（本多泰邦君） これからも、運転者の交

通安全意識高揚への取組に期待しております。

その他、県内の運転者の方についてなんです

が、脇道のある交差点で、スペースを空けるこ

となく、車間距離を詰めて停車するなど、譲り

合いのマナーが低いと私は感じております。観

光都市としての思いやりのある運転マナーが浸

透するよう、今後の取組をよろしくお願いいた

します。

時間が余ってしまいましたが、以上をもちま

して、私の一般質問を終了させていただきます。

本日は、ありがとうございました。（拍手）

〇副議長（山本由夫君） これより、しばらく休

憩いたします。

会議は、2時40分から再開いたします。

― 午後 ２時２５分 休憩 ―

― 午後２時４０分 再開 ―

〇議長（徳永達也君） 会議を再開いたします。

引き続き、一般質問を行います。

中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君）（拍手）〔登壇〕 トリ

を務めます、県民会議の中山 功でございます。

一問一答方式で質問いたしますので、世代交

代を感じさせる明快な答弁を求めます。

1、知事の政治姿勢について。
（1）新しい長崎県づくりの見える化につい
て。

①知事の経営理念等について。

子育て施策を基軸とした新しい長崎県づくり

は、知事の年齢から推測すると理解できるとこ

ろがありますので、期待をしています。

知事は、長崎県職員数1万9,985人、予算額
7,515億円のリーダーであるとともに、21市町
の職員数1万2,447人、予算額7,613億円を含む
オール長崎県職員数約3万2,400人、予算額約1
兆5,000億円のリーダーでもあると考えていま
す。

今年度で2度目の予算編成、人事異動、組織
の改正等を実施していますが、新しい長崎県づ

くりの、またオール長崎県のリーダーとしての

経営理念について、どのように考えているか、

お尋ねいたします。

あとは、対面演壇席より質問を続けます。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）〔登壇〕 中山議員のご質

問にお答えいたします。

私は、地方行政の運営の基本は、営利の追求

を第一とする民間企業とは異なって、住民の福

祉の増進に必要な施策を積極的に講じつつ、限
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られた人的資源や財源を最大限に活用し、最小

の投資で最大の効果を上げていくことであると

考えております。

そのため、歳出面では、より一層の重点化に

より効果的、効率的な事業執行に努めるととも

に、歳入面では、県税収入や地方交付税などの

財源確保に加え、ふるさと納税など稼ぐ観点か

らの取組にも力を注ぐ必要があると認識をして

おります。

また、地域の実情を踏まえ、様々な課題の解

決を図りながら県全体を発展させていくために

は、県と市町が連携、協働して施策を効果的に

推進していくことが不可欠であると考えており

ます。

そして、今日の行政には、これまで以上に新

たな発想や視点を取り入れ、さらに施策の深化

を図り、具体的な成果につなげていくことが求

められていると認識しております。

この間、県民の皆様から直接ご意見を伺う「こ

んな長崎どがんです会」の実施や、広報やデジ

タルなど専門分野への民間人材の活用などを推

進しているところであります。

引き続き、市町をはじめ関係団体や民間等と

一体となって、多方面の方々に選ばれる新しい

長崎県の実現に向けて、全力で取り組んでまい

りたいと考えております。

以後のご質問につきましては、自席から答弁

をさせていただきます。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君） 今、知事から答弁いた

だきましたけれども、財政運営とか行政運営に

ついては一定理解しているわけでありますけれ

ども、そこを一歩進めて、都市経営、その経営

理念を明確にする必要があると考えております。

例えば、ゼロから一を生み出す力のある起業

家精神を、新しい長崎県づくりの経営理念にぜ

ひ取り入れて、取組を要望しておきたいと思い

ます。

次に、新しい長崎県づくりの県都長崎市を含

む21市町の総合計画との整合性について、どの
ように調整を図ってきているのか、お尋ねいた

します。

〇議長（徳永達也君） 企画部長。

〇企画部長（早稲田智仁君）県におきましては、

現在、県民の皆様と「新しい長崎県づくり」を

進めていくため、概ね10年後の本県のありたい
姿をお示しするビジョンを策定しているところ

であります。

ビジョンにおいては、中・長期的な視点で、

ありたい姿の実現に向けた施策の方向性もお示

しすることとしており、そのうち現総合計画の

期間である令和7年度までに充実・強化を図る
施策については、総合計画の一部見直しに反映

させてまいりたいと考えております

また、ビジョン及び総合計画の一部見直しに

ついては、適宜、市町とも情報の共有や意見交

換を図りつつ、県と市町の役割分担にも留意し

ながら、連携強化に努めることとしております。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君） 新しい長崎県と21市
町の総合計画、この辺はやはりよく調整せんば

いかんし、知事においては、長崎市の総合計画

については承知していると思いますけれども、

オール長崎県のリーダーとして、やはり長崎市

を含む21の総合計画への理解を含めたうえで、
どうリーダーシップを発揮するかということが

大事かと思いますので、指摘をしておきたいと

思います。

次に、新しい長崎県づくりの見える化への昨

年6月13日の私の質問に対し、大石知事は、「新
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しい長崎県をつくるという点においては、それ

らをしっかりと意識して、県庁内でもしっかり

と議論を尽くしながら、そういった目に見える

形でお示しできるものをしっかりと検討してい

きたい」と答弁していますが、見える化の検討

の内容について、お尋ねいたします。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）本県の様々な課題に対し

まして、新たな視点、発想を取り入れながら、

スピード感を持って具体的な成果につなげてい

くことが、まず重要であると考えまして、昨年

9月、「新しい長崎県づくり」の実現に向けた
令和5年度の重点検討テーマをお示しさせてい
ただきました。

その中では、子ども施策を最重要テーマとし

て県政の基軸に位置づけるとともに、「全世代

の豊かで安全・安心な暮らしの確保」や、「み

んながチャレンジできる環境づくり」など4つ
の重点テーマを設けたうえで、令和5年度当初
予算における施策の構築を図ってきたところで

ございます。

また、現在策定を進めておりますビジョンで

は、令和5年度の重点検討テーマをベースに、
コンセプトを「未来大国」として、子どもや交

流など重点的に注力したい分野において、概ね

10年後のありたい姿と、その実現に向けた施策
の方向性をお示しし、県民の皆様が誇りを持ち、

期待を抱くような明るい未来を築いていきたい

と考えています。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君） 今、知事から、10年
後あたり、ありたい姿、未来大国長崎へのビジ

ョン、骨子を作ったということでありますので、

これは一歩前進と受け止めますが。

この見える化の第一歩は、何と言いましても

県職員が現場に出向き、真正面から向き合い、

県民の声をよく聴くとともに、一緒になって考

える、そのうえで事業化し、成果を県民に実感

してもらうための行動、現場主義の定着への取

組について、どのように実践されてきているの

か、お尋ねをいたします。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）県政を取り巻く環境が大

きく変化をしている中で、「新しい長崎県づく

り」を進めていくためには、県職員自ら、県民

の声をしっかりと把握をして、新たな視点、発

想やスピード感を持って、チャレンジする姿勢

で業務に取り組むことが重要であると考えてお

ります。

このため私としては、職員も現場に足を運ん

で、県民との対話を通して、しっかりと関係構

築を行い、事業を推進していく、県民に寄り添

う職員であってほしいと考えております。その

ため、あらゆる機会を捉えて、職員に向けて、

私の思いをお伝えしているところでございます。

そのためにも、庁内のデジタル改革などで業

務効率化を進めて、可能な限り職員が現場に触

れる機会をしっかりと生み出していきたいと考

えております。

今後も、私自らが先頭に立って、様々な機会

を捉えて現場に赴き、現場の皆様の声を聞く姿

勢を示すとともに、職員の具体的な行動変容を

促すために、引き続き、職員との対話を通して

意識づけと実践を求めていきたいと考えており

ます。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君） 今、知事自ら先頭に立

って、職員とともに現場主義を貫くということ

でありましたので、大変ありがたいと思います

が、この現場主義の実践は、新しい長崎県づく
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りの見える化に貢献できると考えておりますの

で、その徹底を強く要望しておきたいと思いま

す。

次に、新しい長崎県づくりを実現するための

工程表について。

昨年6月13日、私の質問に対し大石知事は、
「議員のご指摘のとおり、やっぱりその像をし

っかりとしていく、また、それに対して、どの

ような形で進めていくのかという工程を考えて

いく」と答弁しておりますが、どのような工程

を考えているか、その内容について、お尋ねい

たします。

〇議長（徳永達也君） 企画部長。

〇企画部長（早稲田智仁君）ビジョンの実現に

向けましては、短期、中期、長期の時間軸を意

識しながら、施策の方向性を検討する必要があ

ると認識しております。

その際、令和7年度までの短期的な施策は、
現総合計画の一部見直しに反映させてまいりた

いと考えております。

また、中期的な施策については、令和8年度
からの次期総合計画へ盛り込むなど、ビジョン

の工程を検討することとしております。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君） ビジョン、未来大国、

これは約10年先ということでありますから、随
分長いわけですね。そうなるとなかなか見えて

きませんので、この見える化のためには、特に

短期ですね、この4年間、あと3年、2年ありま
すかね、ここを具体化して、もっと県民にわか

りやすく工程表も公表するようにお願いしてお

きたいと思います。

次に、知事が目指す新しい長崎県づくりが実

現できた、また、そのプロセスの過程で県民に

どのような成果を実感させることができると考

えるか、お尋ねいたします。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） ビジョンに掲げた、あり

たい姿の実現に向けてでございますが、中・長

期的な視点を持ちつつ、やはりスピード感を持

って短期的な成果を積み重ねていくことも重要

であるというふうに考えています。

そのため、令和5年度の重点検討テーマと併
せまして、政策形成に臨む姿勢として成果主義

の徹底、これを掲げまして、具体的な成果の早

期発現を強く意識しながら、施策の構築を行っ

てきたところでございます。

また、今度、「新しい長崎県づくり」のビジ

ョンに掲げていく施策において、早期に取り組

めるものについては速やかに検討を進めるなど

スピード感を持って対応し、県民の皆様に施策

の成果を実感していただけるように努めてまい

りたいと考えております。

また、併せまして、県政の全般にわたる諸課

題については、総合計画に掲げる各種施策を着

実に推進する必要があると考えております。そ

のために、その時々の事情に応じた施策につい

ても、迅速かつ柔軟に取り組んでいきたいと思

っております。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君）成果主義に重点を置く

ということについては異論はないわけですけれ

ども、やっぱり県民が実感できる成果、今の答

弁ではまだまだ見えてこないことは残念であり

ます。

県民が自分ごととして受け止めるためには、

各事業の数値目標達成重視から一歩進めて、県

民が実感できる包括的成果の実現を強く求めて

おきたいと思います。

（2）こども政策局の拡充について。
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①これまでの検討内容等について。

国は、こども家庭庁を発足し、「こどもまん

なか社会」づくりに動き出していると聞いてお

りますが、子育て施策を基軸として、選ばれる

新しい長崎県づくりを目指している知事として、

その基軸を担うであろうこども政策局の拡充に

ついて、これまでどのような検討をなされてき

たか、お尋ねいたします。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） 国においては、これまで

各府省で別々に担われてきました、「こども政

策」の司令塔として、今年4月に、「こども家
庭庁」を設置しているところだと承知をしてお

ります。

本県におきましては、平成18年度に、子ども
に関する施策について庁内の関係各部と連携を

図りながら相互調整機能を担う「こども政策局」

を設置いたしております。それによって各種施

策の充実・強化に努めてきたという経緯がござ

います。

今回、子ども施策を県政の基軸として推進し

ていくために、改めて組織体制を検討しました

が、新規施策の企画立案や市町との連携をより

推進していくために、一定の権限を持って機動

的に対応できる課長級の企画監をこども政策局

に配置するなど、体制の強化を図ったところで

ございます。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君） 今、企画監を配置した

ということでありますが、今後、教育委員会、

知事部局等との連携調整は、これまで以上に一

層重要性を増すことが考えられます。

こども政策局を部に昇格させる、また、横串

を差し込む担当の人材登用など、積極的な対応

ができないか、知事にお尋ねいたします。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） こども政策局は、発達障

害児の支援、また母子保健など、福祉保健部と

の関係が深い事務を所管していますので、連携

強化を図るために、部内局として位置づけてき

たという経緯がございます。

県民の皆様が安心して子どもを産み、育てる

ことができる社会を実現するためには、やはり

議員ご指摘のとおり、庁内各部局が総力を挙げ

て施策を推進していくことが必要であると考え

ています。

私も、リーダーシップを発揮して、各部局が

連携をして成果を出せるように取り組んでまい

りたいと考えています。

今後も、子ども施策を総合的に推進していく

ために、組織体制のあるべき姿については、引

き続き検討していきたいと考えています。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君） 今、知事から、組織の

体制を、それに応じて検討していこうというこ

とでありましたけれども、「部局横断的な仕組

みが必要である」と、こども政策局長は発言し

ています。本県の重要政策に位置づけるのであ

れば、それに見合った推進体制の強化を要望し

ておきたいと思います。

（3）公約合計特殊出生率2.0について。
①ステップアップできる予算編成等について。

子どもたちへの投資を未来への投資と捉え、

子育てを中心とする子ども施策を県政の基軸に

位置づけ、重要テーマとして推進する予算を編

成したと公表していますが、知事の公約である

「合計特殊出生率2」の目標達成に向け、ステ
ップアップできる予算編成になっているか、お

尋ねいたします。

〇議長（徳永達也君） 知事。
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〇知事（大石賢吾君）合計特殊出生率の向上に

つきましては、まず、県民が希望どおりに結婚、

妊娠、出産、子育てできる社会の実現に向けて、

急ぐべきものから積極的に施策を講じてまいり

たいと考えております。

今年度においては、結婚支援の強化のため、

お見合いシステムの改修を行うほか、不妊治療

について、先進医療に要した費用の一部を助成

するなどの支援を行うこととしています。

また、18歳までの全ての子どもたちが安心し
て医療を受けることができるように、市町と連

携をいたしまして、本県独自の子どもの医療費

助成制度を創設したところでございます。これ

によって、子育て世帯の経済的負担の軽減等に

もつながるものと考えています。

また、さらには、医療的ケア児を介護する家

族の負担軽減や、子どもの居場所づくりの推進

など、多様な支援ニーズにもきめ細やかに対応

するほか、仕事と子育ての両立支援や、社会全

体で子育てを応援する機運醸成にも取り組むな

ど、関連施策も包括的に推進していくこととし

ております。

しかしながら、これらの施策で十分というこ

とではないと考えております。今後とも、国の

少子化対策も踏まえ、市町ともさらに連携を図

りながら、関連施策のさらなる充実・強化に全

力を注いでまいりたいと考えております。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君） 今、知事の答弁を聞き

ましたけれども、私は、公約に対してステップ

アップできる予算になっているかということに

ついては、明確に聞くことができませんでした。

知事の公約が実現できると、本県の最大の課

題である少子化に歯止めがかかる、新しい長崎

県づくりの見える化が大きく前進するものと期

待しているわけです。しかし、現状は厳しく、

基準年の1.66、令和3年度は1.60、令和4年度は
1.50と低下傾向にあります。
改めて、「合計特殊出生率2」を公約にした

目的と、その達成時期について、明らかにして

いただきたい。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） 本県の令和4年の合計特
殊出生率は、1.57と下がっています。厚生労働
省によりますと、新型コロナウイルス感染症の

拡大による出産や育児への不安等が影響した可

能性があるとされております。

私は、自然減が拡大している近年の厳しい状

況に正面から向き合って、重点的に取り組んで

いく必要があると考えています。県民の希望出

生率が2.08であったことも踏まえたうえで、「合
計特殊出生率2」を目指す公約を掲げたところ
です。

まずは、公約どおり「合計特殊出生率2」を
目指しまして、県総合計画に基づいて、2025年
の目標「1.93」の達成に向けて取り組んでまい
りたいと考えております。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君）合計特殊出生率は「2.0」
を目指すということでありますけれども、達成

時期を明確にできないのであれば、目的を達成

することはできないことになり、これは公約と

は言えないと指摘をしておきます。

次に、新しい長崎県づくりの基軸となる大目

標が、この「合計特殊出生率2.0」にあると考え
ています。医師としての知見を持っている知事

が、何か科学的根拠に基づいて合計特殊出生率

「2」を公約にされたか、お尋ねいたします。
〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）科学的根拠というわけで
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はございませんけれども、先ほども答弁いたし

ましたとおり、自然減が厳しい状況を目の当た

りにして、特に、自然減対策に重点的に取り組

んでいく必要もあると考えております。

そこで、県民の希望出生率が「2.08」であっ
たことも踏まえたうえで、「合計特殊出生率2」
を目指す公約を掲げたところでございます。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君） その2030年に「2.08」
は、これは中村前知事が掲げた目標なんですよ、

大石知事じゃないんです。

今聞くと、科学的根拠の裏付けがないこと、

そして基準年の令和元年より減少傾向にあるこ

と、達成時期を明確に示さないことなどを考え

合わせると、公約である「合計特殊出生率2」
の見直しを検討する必要はないか、お尋ねいた

します。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）少子化には様々な要因が

複雑に絡み合っております。私が目指す「合計

特殊出生率2」という数値は、非常に高いハー
ドルであるというふうに認識はしていますけれ

ども、何よりも県民が希望どおりに結婚、妊娠、

出産、子育てできる社会の実現を目指していく

こと、これは大変重要だというふうに認識をし

ております。

こうした中、国においては、少子化トレンド

を反転させるために、今後3年間を集中取組期
間として、次元の異なる少子化対策に係る方針

が示されたところでございます。

県においても、国の少子化対策も踏まえつつ、

今後、公約どおり「合計特殊出生率2」を目指
しながら、また、市町とも連携をしながら、結

婚から妊娠、出産、子育てまで切れ目のない支

援に力を注いでまいりたいと考えております。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君）ここではっきりしてい

るのは、「合計特殊出生率2」は理想ですよね、
私に言わせれば。しかし、やっぱり現実を直視

すべきであって、公約の見直しを強く要望して

おきます。

（4）県議市長候補者への政治活動について。
①県議候補者への政治活動の実態等について。

大石知事には、県議市長候補者の選挙運動の

支援に積極的に、大胆に関わった、やりすぎだ

ったとの声を聞きますし、田中議員からも指摘

されましたが、県議会議員候補者の県政報告会、

街頭演説、選挙カーへの同乗等の政治活動を、

県議会議員何人に対して何回、どのような活動

を実践されたか、お尋ねいたします。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）今回の県議会議員選挙に

おきましては、大石県政へのご理解をいただけ

ることが確認できた候補者から選挙応援の要請

があった際に、公務に支障がなく、日程調整が

可能な範囲において、政治家の立場のもと、応

援を行いました。

その応援につきましては、公務ではないため

に、答弁は控えさせていただきたいと思います。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君）選挙応援は公務外であ

り答弁できないとのことでありますが、政治家

である大石知事の公務の定義について、お尋ね

いたします。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）様々な状況を踏まえて判

断されると認識をしていますので、必ずしも一

概に申し上げるのは困難かというふうに思いま

す。

ただ、概ね私は、公職としての知事の立場と
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して活動する場合、これを公務としておりまし

て、政治家の立場として活動する場合は政務と

区分けをしています。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君） 今、明確には理解でき

ませんでしたけれども。

公務とは、辞書で引いてみたんですけれども

ね、知事、「国家や公共団体の事務」と書いて

あるんですよ。これは公務員の公務なんです。

特別職の政治家である知事の公務と同一に扱う

のは適切ではありません。

いま一度、知事の公務への認識、再度お尋ね

いたします。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）先ほど申し上げたとおり、

本当に様々な状況を踏まえて判断されるものだ

と認識をしていますので、一概に申し上げるの

は大変困難だというふうに思います。ですけれ

ども、その中で申し上げますと、私は、公職と

しての知事の立場として活動する場合は公務、

政治家の立場で活動する場合は政務と区分けを

しています。

ただ、行事出席依頼などもございますけれど

も、これにつきましては、行事の主催者や出席

者、行事の目的など考慮しながら、公務として

の出席か、または政務としての出席かを判断し

ています。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君）知事から答弁いただき

ましたけれども、政治家である知事の公職と職

員の公職、同じと考えるか、違いがあると考え

るか、明確にお答えいただきたいと思います。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） すみません、即答するこ

とができません。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君）大変残念でありますけ

れども、知事は、この公職、公務を盾に、私に

言わせれば、都合の悪いことはあまり回答しな

いというような感じも受け取る可能性がありま

すので、その辺はしっかりせにゃいかんと思い

ますが。

当然、知事にも公私の区別があることについ

ては理解しておりますよ。ただ、知事が任期中

は公人であり、その認識に基づいて、これから

の答弁を求めたいと思いますので、よろしくお

願いします。

それでは、具体的にいきますけれども、複数

の市民から、大石知事は、告示前に長崎市橘漁

協に県議と同行して、組合長と30名程度の組合
員の前で挨拶をした、また、選挙期間中に同議

員の応援弁士に立ったとの情報をいただいてお

りますが、その事実はありますか。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）政治家個人としての活動

については、ここで答弁を控えさせていただき

ます。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君） 今の知事の答弁は、市

民に対して不誠実ととられかねません。市民の

声に対し、事実を確認し、説明責任を果たすよ

う強く求めておきます。

次に、大石知事は、西海市選挙区内で、昨年

11月26日、県政報告会をはじめとして、選挙終
了までに何回、何日、どのような政治活動を実

践されてきたか、また、どなたの県政報告会に

出席したか、お尋ねいたします。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）繰り返しになりますけれ

ども、政治家個人の活動については、答弁を控
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えさせていただきます。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君） 私の調査では、県政報

告会を含めると5日間、6回は実施しているので
はないかと指摘をしておきますよ。

それでは具体的にお尋ねいたします。

3月11日、土曜日、大瀬戸町、大島町、西彼
町等の行政視察と、西彼町白似田公民館におい

て、県議の後援会集会に出席した事実はありま

すか。

〇議長（徳永達也君） 秘書・広報戦略部長。

〇秘書・広報戦略部長（大瀬良潤君） ただいま

の点について、答弁させていただきますが、公

務として参加しております。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君） なぜ知事、自分で答弁

しないんですか。

選挙告示日の間近の3月11日に、誰の要請で、
先ほど言うた、当時の秘書課長に指示している

と思いますけれども、行政視察をしなければな

らなかったのか、どうですか。

〇議長（徳永達也君） 秘書・広報戦略部長。

〇秘書・広報戦略部長（大瀬良潤君） 知事にお

かれましては、様々な地域に視察等を、私とし

ましても回っていただきたい、そのうえで県政

を担っていただきたいとの思いもございました。

そういった中におきまして、種々、各地域を回

っている中で、その日になったということでご

ざいます。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君） 公務と認めながらも、

都合が悪いことについては、秘書・広報戦略部

長に答弁させるわけですね。

それでは、議長、ちょっと暫時休憩を求めた

いと思うんですけれども、理由は確認です。

一つは、知事は政治活動、西海市選挙区にお

いて5日間、6回入っています。それと併せて、
含めて、ぜひ、この辺についても確認したいと

いうふうに考えておりますが、いかがでござい

ますか。（発言する者あり）

〇議長（徳永達也君） 中山議員、暫時休憩のと

ころをもう一度。

〇３３番（中山 功君）先ほどの行政視察につ

いても、最初は答弁しなくて、能弁に秘書・広

報戦略部長がやりましたけれども、日程表を持

っています。それと併せて、西海地区の皆さん

方と情報交換して、大石知事が、西海市での日

程表をつくっておりますので、この辺を一回、

知事に確認してもらうために、暫時休憩できま

せんか。

〇議長（徳永達也君）ちょっと今、その判断が。

（発言する者あり）

知事、答弁について、なるべく質問に対して

答弁をしていただければと思います。

それで、続行でいいですか。

〇議長（徳永達也君）中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君） それでは、私がやりま

す。

時間が大分ロスしました、残念でございます

が。

それでは、大石知事、行政視察後に、職員は

帰らせて、県議の後援会集会に出席し、その後、

実施された食事会に出席したとの情報がありま

すが、その事実はありますか、お尋ねいたしま

す。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）政治家個人としての活動

については、答弁を差し控えさせていただきま

す。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
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〇３３番（中山 功君） それでは、明快に答弁

がございませんでしたので、知事は、行政視察

後、県議の後援会集会、また、その食事会に出

席したと受け止めますが、異存はございません

ね。

続いて、4月8日、土曜日、選挙日の最後の日
に選挙カーに同乗し、街頭演説等の選挙運動を

実施していますか。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）政治家個人の活動につい

ては、答弁を差し控えさせていただきます。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君）西海市民の協力を得た

私の調査に対して、知事が実践したであろう政

治活動に対して、自ら責任ある発言をしないこ

とは、不誠実な政治活動であると指摘いたしま

す。

次に、大石知事の今回の政治活動に対する西

海市民の声を多くいただいておりますが、今日

は3つだけ紹介いたします。
一つ、前代未聞の偏った選挙運動であった。

一つ、選挙道具になるために知事になったのか、

信用できなくなった。一つ、西海市民の投票意

思醸成に不当に介入する権限乱用行為だ、など

の声がありますが、知事は、西海地区の政治活

動の目的と狙いはどこにあったのか、改めてお

尋ねいたします。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）政治家個人としての活動

につきましては、答弁を差し控えさせていただ

きたいと思います。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君） 私が推測すると、議員

を当選させるため、大きく言えば、議会対策を

含めた、そういう狙いがあったのではないかと

推測いたします。

次に、西海市民の民意を尊重すべき立場にあ

る、長崎県のリーダーたる知事が、市民を分断

させる行為に介入、また、北高校で同級生で知

事選挙で応援してくれた候補者を落選に追い込

む政治活動が、大石知事の政治姿勢の本質と考

えていいか。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）今回の県議会議員選挙に

おいて、私は、大石県政のご理解をいただける

ことが確認できた候補者から選挙応援の要請が

あった際に、公務に支障がなく、日程調整が可

能な範囲において、政治家の立場のもと応援を

行いました。

私は、どのような方が何度、選挙応援を行っ

たとしても、選挙の結果については、まず住民

の皆様お一人おひとりのお考えや意思が反映さ

れた結果であると理解をしています。

また、今後は、選挙の応援の有無にかかわら

ず、県民から負託を得た県議会議員と、また知

事として、緊張感のある関係のもと、県勢発展

のために是々非々の議論をしていくことが重要

であると考えております。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君） いや、知事、知事を応

援したから、知事から応援をもらうだろうと思

って、その方は、秘書課に知事と写真を撮りた

いと言ったら、一発で断られていますよ。

次に、知事は、県民の自由意思を尊重する立

場と考えておりますが、今回のような政治活動、

選挙運動を今後とも続けていくつもりなのか、

お尋ねいたします。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君） 選挙に対して、知事は中

立すべきであるという意見があることは承知を
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しております。しかし、知事が選挙において激

励や応援に入ることは、これは他県でも見受け

られることでございますので、特異であるとは

考えていません。

また、各地域において、首長選挙や議員選挙

においても、二元代表制による地方自治のもと

で、それぞれの目指す施策の実現に向けて、そ

れぞれの立場で選挙応援がなされていると認識

をしています。

今後も、個別にしっかりと判断をしながら対

応していきたいと思います。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君） 続けていくことは、そ

れは知事の政治判断ですけれども、今回は異常

過ぎると思いますよ、介入がね。

そこで、知事にお尋ねしますけれども、今回

の西海地区の選挙結果は、121票差ですよ。西
海市の市民は、知事の影響が出たんじゃないか

というふうに話していますよ。

また、令和4年2月20日、長崎県知事選挙の結
果は、大石賢吾さん、23万9,415票で当選しま
したが、531票と僅差であったこと、得票数は
投票者数52万9,162人の45.24％で過半数に届
かず、当日の有権者110万6,346人の21.64％と2
割程度の得票であると。

逆に見ると、大石知事に有権者のうち78.36％、
いいですか、実に86万6,931人は投票していな
い、この事実は重く受け止める必要があると思

いますが、いかがでございますか。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）ご指摘の点は重く受けと

めたいと思いますけれども、まず、どのような

方が何度、選挙応援を行ったとしても、選挙の

結果については、住民の皆様が、お一人おひと

り、お考えのもとで、また、ご意思を持って投

票をした、その結果が反映されたものだという

ふうに認識をしています。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君） 今、知事が、重く受け

とめているというような趣旨の発言をしました

けれども、そうなると、これに対して、どう対

応するかという部分がありますけれども。

今回、県民からのご意見に対し、「しっかり

と指摘として、ご意見として受け止めたい」と

記者会見で発言しておりますが、先ほどの重く

受け止めると含めて、具体的にどのように行動

しようとしているのか、お尋ねいたします。

〇議長（徳永達也君） 知事。

〇知事（大石賢吾君）そういったご意見があっ

たということをしっかりと、私なりに受け止め

たいと思います。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君） 知事自身が、私なりに

受け止めているということでは、県民には見え

ません、理解できません。具体的に対応が聞か

れなかったことは、誠に残念であります。

大石知事、概ね10年後に未来大国を目指して
いるようですが、まずは、自らの政治活動への

説明責任を十分に果たすこと、さらに、県民に

対しては、公平で誠意ある政治活動を求めてお

きます。

2、農林行政について。
（1）日本一長崎びわ産地の再興について。
①寒波被害対策等について。

1月24日、25日にかけての寒波による冷害が
再び発生いたしました。

被害状況は、露地びわ76％、金額にして5億
3,000万円程度と報告がなされています。一夜に
してのこの被害は、まさに非情そのものであり

ます。
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私も、1月25日に、現地を視察するとともに、
「もう、農家にびわを続けろと言いきらんばい」

などの声を行政に伝えています。

さらに3月8日、農水経済委員会の現地調査に
続いて、3月14日には大石知事が、びわ寒波被
害の状況確認及び生産者との意見交換会を実施

されていますが、知事から綾香農林部長に対し、

どのような指示がなされたか、また、今後どの

ような対策を実施しようとしているか、お尋ね

いたします。

〇議長（徳永達也君） 農林部長。

〇農林部長（綾香直芳君）知事は、3月14日に、
現地を視察いたしまして、今回の寒波被害を受

けた皆様と意見交換を実施いたしました。

それを踏まえまして、知事からは、「日本一

のびわ産地を守り、継承していくために、まず

は目の前の寒波被害への対応が必要、併せて今

後の産地づくりをどうしていくのか、この2点
を切り分けて、県として何ができるか、しっか

り検討するように」との指示があったところで

ございます。

知事からの指示を踏まえまして、農林部とい

たしましては、びわ産地の早期再興と将来へ引

き継いでいくことを目的とした「未来へつなぐ

長崎びわ産地プロジェクト」を立ち上げました。

具体的には、まず、短期的な対策として、国

の事業を活用し、寒波被害後の早急な生産回復

に必要な農作業に対する支援に取り組むことと

しております。

また、中・長期的な対策として、担い手へ引

き継がれる産地づくりを目的として、今年度か

ら3年間にわたり、ＪＡによる寒害に強い簡易
ハウスの設置と簡易な圃場整備について、市と

協調しながら支援していくこととしております。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。

〇３３番（中山 功君） 今、知事から指示があ

ったことと併せて、「未来へつなぐ長崎びわ産

地プロジェクト」を3年かけてやると、その内
容は、短期的緊急対策と担い手に引き継がれる

産地づくりということでありますので、ぜひ積

極的な取組をお願いしておきたいと思います。

次に、もうかるびわ農家・園地づくりについ

て。

長崎びわは、魅力的な作物でありますが、今、

危機的な状況にあります。いま一度、輝きを取

り戻すためには、もうかるびわ農家を創出する

ことに尽きると考えています。

10アール当たりの資材費の経費等を引いた
「茂木種」、「なつたより」の露地に共済保険

に加入した場合の収益について、「なつたより」

簡易ハウスを設置した場合の収益について、整

備し、「なつたより」の幼木に簡易ハウスを設

置した場合の収益について、ＪＡが簡易ハウス

を新設し農家にリースした場合の収益等につい

て、びわ農家と協議し、もうかるびわ園地づく

りに取り組むことはできないか、お尋ねいたし

ます。

〇議長（徳永達也君） 農林部長。

〇農林部長（綾香直芳君） ただいま議員から、

5つ、6つほどの類型をご提案いただきましたけ
れども、それらについて、県の方でも経営のシ

ミュレーションをしております。

どの経営類型が、農家にとって一番魅力的な

のかというところも併せて、所得がどの程度見

込めるかという部分についても、具体的なケー

スごとに農家の皆様にお示しをして、そして農

家に選んでいただくと、そういう方法を今後と

ってまいりたいと思っております。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君） 今、農林部長から、試
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算をしているという話がありました。試算した

ものを見せてもらいまして、利益が出るような

形になっていることは承知していますが、これ

はあくまでも机上の計算でありますので、現地

に入って、農家の実態にそれがあうのかどうか、

そこら辺はぜひひとつ協議してもらって、そし

て、もうかるびわ園地づくりを積極的に取り組

んでいただきますように、これは要望しておき

たいと思います。

次に、日本一のびわ産地を守るラストチャン

スと考えています。

びわ農家と行政と関係者が自分ごととして捉

え、アボカド等の他の作物との複合経営、兼業、

副業、びわ農家の収益について、先ほどは園地

について話がありましたけれど、今回はびわ農

家の収益について、いま一度、ゼロベースから

見直し、もうかるびわ農家を創出することはで

きないか、お尋ねいたします。

〇議長（徳永達也君） 農林部長。

〇農林部長（綾香直芳君） びわは、議員もおっ

しゃるとおり、収穫・出荷作業が短期に集中す

るため、経営規模を拡大しにくい品目でござい

ます。多くの生産者が、栽培面積が約30アール
未満と小規模な経営になっております。

一方で、収穫期を除けば年間を通して労働時

間が比較的少ないことから、みかん等の果樹や

野菜、花卉等との複合経営を営む生産者も見ら

れます。また、年金など本業以外の収入を持つ

生産者も見られます。

これまで県としては、びわと他の作物との複

合経営を代表的な経営事例としておりましたが、

びわ産地を未来につなげていくという視点で、

先ほど議員がおっしゃったアボカド等も含め、

新たな経営類型について、ＪＡの皆様や生産者

の皆様とよく議論をして、どういう方向が一番

いいのか、検討してまいりたいと考えておりま

す。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君） もうかるびわ園地と、

もうかるびわ農家とは若干違うんですよね、経

営なんですよね。この辺をですね。

やはりびわが100年以上続いたということは、
びわ自体はもうかっていると思うんですよ、私

はね。その辺は、よくよく表に出していただい

て、ただ、それで生活できるかとなると、なか

なかその辺が難しい問題であって、それを含め

て、もうかるのかという問題があるわけですよ

ね。

ぜひもう一つ、経営の視点で、びわ農家の経

営の視点で、できれば戸別単位に診断をすると

か、これらを含めて、もうかるびわ農家の創出

にお力をいただきますように、よろしくお願い

しておきます。

次に、今までのものを補足するための一つの

策として、ガバメントクラウドファンディング

について、お尋ねいたします。

県内外の消費者、特に、びわの愛好者の支援

を求める新たな発想が必要と考えています。

長崎県、長崎市の2つのふるさと納税サイト
「さとふる」や「ふるさとチョイス」を窓口に、

返礼品として、びわを提供する、すなわち、ふ

るさと納税で地域課題解決資金を募るガバメン

トクラウドファンディングの活用を図ることが

できないか、お尋ねいたします。

〇議長（徳永達也君） 農林部長。

〇農林部長（綾香直芳君） 今回、びわ産地の再

興支援の一環として、県として初めて、ふるさ

と納税サイトを活用したクラウドファンディン

グに取り組むこととしております。

具体的には、ふるさと納税寄付サイト「さと
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ふる」で、7月から9月にかけて寄付を募るよう、
さとふる事務局と調整を行っているところであ

ります。

また、寄附を募るうえで必要な周知活動につ

いては、首都圏などの県人会や青果市場等に対

して、びわ被害の実態やクラウドファンディン

グの意義、目的、活用手段等をしっかり周知す

ることで、より多くの支援を募っていくことと

しております。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君）クラウドファンディン

グの活用に取り組むと明快に話がありましたの

で、評価したいと思います。

寄付を募集する期間が7月から9月と3か月間
程度でありますけれども、もう少し広げてもい

いのかなというような感じもしているわけであ

りますけれども。

先例として、千葉県の房州びわで実施されて

おります、クラウドファンディングの活用によ

って資金調達ができると、びわ産地最大の課題

である基盤整備、簡易ハウスの新設、リース等

の受益者負担の軽減に活用することができると

考えています。再度、お尋ねいたします。

〇議長（徳永達也君） 農林部長。

〇農林部長（綾香直芳君）全国の皆様からお寄

せいただいた寄付金の活用については、圃場整

備や簡易ハウスの導入等、県による産地再興の

支援に要する財源の一部に充当したいと考えて

おります。

また、産地の皆様が行うびわの再興フェアな

どへの活用も、併せて検討してまいりたいと考

えております。

〇議長（徳永達也君） 中山議員―33番。
〇３３番（中山 功君） 資金調達できると、び

わ再興のフェア等にも使えるということであり

ましたし、何といいましても、びわ農家の受益

者負担の軽減につながり、日本一長崎びわの再

興に貢献できるものと期待しています。

最後に、いま一度、もうかるびわ農家を創出

し、びわ産地再興のために、びわ農家をはじめ、

関係者の方々の全力投球をお願いして、質問を

終わります。

〇議長（徳永達也君） 以上で、県政一般に対す

る質問を終了いたします。

先に上程いたしました第52号議案乃至第65
号議案及び報告第1号乃至報告第17号につきま
しては、お手元の議案付託表のとおり、それぞ

れの委員会に付託いたします。

お諮りいたします。

第66号議案「長崎県人事委員会の委員の選任
について議会の同意を求めること」については、

委員会付託を省略することにご異議ありません

か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長（徳永達也君） ご異議なしと認めます。

よって、第66号議案は、委員会付託を省略い
たします。

次に、第1号請願「長崎県における喫煙対策
に関する請願書」外1件が提出されております
ので、これを一括して上程いたします。

ただいま上程いたしました請願につきまして

は、お手元の請願付託表のとおり、総務委員会

及び文教厚生委員会に付託いたします。

次に、各委員会は、お手元の日程表のとおり、

それぞれ開催されますようお願いをいたします。

以上で、本日の会議を終了いたします。

明日より7月3日までは、委員会開催等のため
本会議は休会、7月4日は、定刻より本会議を開
きます。

本日は、これをもって散会いたします。
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― 午後 ３時３８分 散会 ―
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令和５年６月定例会                    令和５年７月４日

議 事 日 程

                             第 ２６ 日 目

              
          ◇               ◇

１ 開    議

２ 議員辞職の件

３ 観光生活建設委員会副委員長補充選任の件

４ 観光・ＩＲ・新幹線対策特別委員会委員辞任許可及び議会運営委員会委員
補充選任の件

５ 第６７号議案上程

６ 知事議案説明

７ 第６７号議案 質疑・討論、採決

８ 第６６号議案 質疑・討論、採決

９ 委員長審査結果報告、質疑・討論、採決

１０ 意見書上程、質疑・討論、採決

１１ 発議第２０８号上程、質疑・討論、採決

１２ 議員派遣第９２号及び議員派遣第９３号上程、採決

１３ 議会閉会中委員会付託事件の採決

１４ 閉    会
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令和５年７月４日（火曜日）

出 席 議 員（４６名）

１番 大 倉   聡 君

２番 本 多 泰 邦 君

３番 白 川 鮎 美 君

４番 ま き や ま 大 和 君

５番 畑 島 晃 貴 君

６番 湊   亮 太 君

７番 冨 岡 孝 介 君

８番 大久保 堅 太 君

９番 中 村 俊 介 君

１０番 山 村 健 志 君

１１番 初 手 安 幸 君

１２番 鵜 瀬 和 博 君

１３番 清 川 久 義 君

１４番 坂 口 慎 一 君

１５番 千 住 良 治 君

１６番 宮 本 法 広 君

１７番 中 村 泰 輔 君

１８番 饗 庭 敦 子 君

１９番 堤   典 子 君

２０番 坂 本   浩 君

２１番 下 条 博 文 君

２２番 山 下 博 史 君

２３番 石 本 政 弘 君

２４番 中 村 一 三 君

２５番 大 場 博 文 君

２６番 近 藤 智 昭 君

２７番 宅 島 寿 一 君

２８番 山 本 由 夫 君

２９番 吉 村   洋 君

３０番 松 本 洋 介 君

３１番 ご う まなみ 君

３２番 堀 江 ひとみ 君

３３番 中 山   功 君

３４番 小 林 克 敏 君

３５番 川 崎 祥 司 君

３６番 深 堀 ひろし 君

３７番 山 口 初 實 君

３８番 山 田 朋 子 君

３９番 中 島 浩 介 君

４０番 前 田 哲 也 君

４１番 浅 田 ますみ 君

４２番 外 間 雅 広 君

４３番 徳 永 達 也 君

４４番 瀬 川 光 之 君

４５番 溝 口 芙美雄 君

４６番 田 中 愛 国 君

説明のため出席した者

知 事 大 石 賢 吾 君

副 知 事 浦   真 樹 君

副 知 事 平 田  研 君

秘書・広報戦略部長 大瀬良  潤 君

企 画 部 長 早稲田 智 仁 君

総 務 部 長 大 田   圭 君

危機 管理部 長 今 冨 洋 祐 君

地域 振興部 長 小 川 雅 純 君

文化観光国際部長 前 川 謙 介 君

県民生活環境部長 大 安 哲 也 君

福祉 保健部 長 寺 原 朋 裕 君

こども政策局長 浦   亮 治 君

産業 労働部 長 松 尾 誠 司 君

水 産 部 長 川 口 和 宏 君

農 林 部 長 綾 香 直 芳 君

土 木 部 長 奥 田 秀 樹 君

会 計 管 理 者 吉 野 ゆき子 君

交 通 局 長 太 田 彰 幸 君

地域振興部政策監 渡 辺 大 祐 君
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文化観光国際部政策監 伊 達 良 弘 君

産業労働部政策監 宮 地 智 弘 君

教育委員会教育長 中 﨑 謙 司 君

選挙管理委員会委員長 葺 本 昭 晴 君

代表 監査委 員 下 田 芳 之 君

人事委員会委員 辻   良 子 君

公安委員会委員長 瀬 戸 牧 子 君

警 察 本 部 長 中 村   亮 君

監査 事務局 長 上 田 彰 二 君

人事委員会事務局長
(労働委員会事務局長併任)

田 中 紀久美 君

教 育 次 長 狩 野 博 臣 君

財 政 課 長 苑 田 弘 継 君

秘 書 課 長 黒 島   航 君

選挙管理委員会書記長 大 塚 英 樹 君

警察本部総務課長 一 瀬 永 充 君

議会事務局職員出席者

局 長 黒 﨑   勇 君

次長兼総務課長 藤 田 昌 三 君

議 事 課 長 川 原 孝 行 君

政務 調査課 長 濵 口   孝 君

議事課課長補佐 永 尾 弘 之 君

議 事 課 係 長 山 脇   卓 君

議事課会計年度任用職員 天 雨 千代子 君

― 午前１０時 ０分 開議 ―

〇議長(徳永達也君) おはようございます。

ただいまから、本日の会議を開きます。

この際、ご報告いたします。

下条博文議員から、一身上の都合により、議

員を辞職したい旨の辞職願が提出されておりま

すので、ご報告いたします。

ただいま、ご報告いたしました辞職願を議題

といたします。

本件については、長崎県議会会議規則第89条
第2項の規定により、許可を与えるかどうかに
ついて、お諮りいたします。

下条博文議員の辞職を許可することについて、

ご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長(徳永達也君) ご異議なしと認めます。

よって、下条博文議員の辞職は、許可するこ

とに決定されました。

次に、観光生活建設委員会副委員長の補充選

任の件を議題といたします。

下条博文議員の辞職が許可されましたので、

観光生活建設委員会の後任の副委員長として、

中村俊介議員を、選任することにご異議ありま

せんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長(徳永達也君) ご異議なしと認めます。

よって、そのとおり選任することに決定され

ました。

次に、観光・ＩＲ・新幹線対策特別委員会委

員の辞任許可の件、及び議会運営委員会委員の

補充選任の件を議題といたします。

千住良治議員より、一身上の都合により、観

光・ＩＲ・新幹線対策特別委員会の委員を辞任

したい旨の申し出があっておりますが、これを

許可することにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長(徳永達也君) ご異議なしと認めます。

よって、そのとおり許可することに決定され

ました。

次に、下条博文議員の辞職が許可されました

ので、議会運営委員会の後任委員として、千住

良治議員を補充選任することにご異議ありませ

んか。
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〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長(徳永達也君) ご異議なしと認めます。

よって、そのとおり選任することに決定され

ました。

次に、知事より、第67号議案の送付がありま
したので、これを上程いたします。

ただいま上程いたしました議案について、知

事の説明を求めます―知事。

〇知事（大石賢吾君）〔登壇〕 本日、提出いた

しました追加議案について、ご説明いたします。

第67号議案は、長崎県副知事の選任について
議会の同意を得ようとするものであります。

副知事といたしまして、馬場裕子君を選任し

ようとするものであります。

適任と存じますので、ご決定を賜りますよう、

よろしくお願いいたします。

なお、副知事を退任されます平田 研君には、

在任中、多大のご尽力をいただきました。

この機会に厚く御礼申し上げます。

以上をもちまして、本日提出いたしました議

案の説明を終わります。

〇議長(徳永達也君) お諮りいたします。

ただいま上程いたしました第67号議案「長崎
県副知事の選任について議会の同意を求めるこ

とについて」は、委員会付託並びに質疑・討論

を省略し、直ちに採決することにご異議ありま

せんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長(徳永達也君) ご異議なしと認めます。

よって、直ちに採決いたします。

本議案は、原案のとおり、副知事として、馬

場裕子君に同意を与えることの賛否について、

表決ボタンをお押し願います。

間もなく、表決を終了いたします。

これにて、表決を終了いたします。

賛成多数。

よって、第67号議案は、原案のとおり同意を
与えることに決定されました。

次に、第66号議案「長崎県人事委員会の委員
の選任について議会の同意を求めることについ

て」を議題といたします。

お諮りいたします。

本議案は、質疑・討論を省略し、直ちに採決

することにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長(徳永達也君) ご異議なしと認めます。

よって、直ちに採決いたします。

本議案は、原案のとおり、委員として、水上

正博君、安達健太郎君にそれぞれ同意を与える

ことにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長(徳永達也君) ご異議なしと認めます。

よって、第66号議案は、原案のとおり、それ
ぞれ同意を与えることに決定されました。

これより、さきに各委員会に付託して審査を

お願いいたしておりました案件について、審議

することにいたします。

まず、総務委員長の報告を求めます。

坂口委員長―14番。
〇総務委員長（坂口慎一君）（拍手）〔登壇〕

総務委員会の審査の結果並びに経過の概要に

ついて、ご報告いたします。

本委員会に付託されました案件は、第53号議
案「一般職員の特殊勤務手当に関する条例等の

一部を改正する条例」外5件及び請願1件であり
ます。

慎重に審査いたしました結果、議案につきま

しては、いずれも異議なく、原案のとおり可決、
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承認すべきものと決定されました。

また、第2号請願「長崎県へのＩＲ区域認定
申請の取り下げ要請を求める請願」につきまし

ては、起立採決の結果、不採択とすべきものと

決定されました。

以下、本委員会で論議がありました主な事項

について、ご報告いたします。

まず、第53号議案「一般職員の特殊勤務手当
に関する条例等の一部を改正する条例」に関し、

新型コロナウイルス感染症が5類に移行された
が、今後、新たな感染症が発生した場合に、迅

速に関係条例を策定すべきと考えるが対応はと

の質問に対し、今後、新たな感染症が発生した

際は、職員の負担に対する手当は必要になるこ

とから、国や各都道府県の取扱いなどを参考に

速やかに対応していきたいとの答弁がありまし

た。

次に、第55号議案「長崎県高齢者、障害者等
の移動等の円滑化の促進に係る信号機等に関す

る基準を定める条例の一部を改正する条例」に

関し、遠隔操作型小型車が歩行者の扱いとなる

ということだが、その構造や概要はどのような

ものかとの質問に対し、遠隔操作により運行さ

せることができ、人やモノを搬送するための原

動機を用いた小型車で、長さ120㎝以下、幅70
㎝以下、高さ120㎝以下、時速6㎞を超えること
ができないなどとされている。今後は、自動配

送用ロボットなど新たな配送サービスへの活用

が期待されるとの答弁がありました。

これに対し、事故防止などの運用面での周知

に努め、今後、配送用ロボットとして安全に活

用できるようにしてほしいとの意見がありまし

た。

次に、議案外の所管事務一般で論議がありま

した主な事項について、ご報告いたします。

まず、警察本部関係について、パワーハラス

メント防止対策の取組に関し、令和3年と令和4
年のパワーハラスメント事案は何件かとの質問

に対し、令和3年の相談件数は71件、令和4年は
69件の相談が寄せられており、相談の内容に応
じて関係者への注意指導、人事措置など適切な

対応を実施しているとの答弁がありました。

これに対し、なかなか減少していないハラス

メントの根絶に向けてどのように取り組んでい

くのかとの質問に対し、新たに相談窓口の設置

などにより、職員からの相談が多数寄せられて

おり、職員が声を上げやすい組織になっている

とも認識している。引き続き取組を進め、ハラ

スメントの絶無、超過勤務の縮減に努めていき

たいとの答弁がありました。

それに対し、長時間労働のない働きやすい職

場づくりに努め、引き続きパワーハラスメント

の撲滅に取り組んでいただきたいとの意見があ

りました。

次に、人事委員会関係について、県庁職員の

人材確保に向けた取組に関し、令和3年度から
導入しているＳＰＩ試験や試験日程を約2か月
早めるなど職員の採用試験の見直しを行ってい

るが、その効果はとの質問に対し、令和2年度
の応募者数526名に対し、ＳＰＩ試験を導入し
た令和3年度は829名に増加している。
また、学生は早期の内定を希望しており、民

間企業でも採用活動の早期化が加速しているこ

とから、試験日程を早めることは、極めて重要

と考えているとの答弁がありました。

それに対し、今後も、優秀な人材の確保に向

けた試験日程の早期化とともに、試験会場につ

いても東京、大阪に限らず検討してほしいとの
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意見がありました。

次に、企画部関係について、特定複合観光施

設（ＩＲ）区域整備の推進についてに関し、国

において大阪の区域整備計画が認定される一方、

本県の計画は継続して審査が行われているが、

国へ提出したコミットメントレターは今も有効

なのか。また、区域認定が遅れることで開業時

期はいつ頃になるのかとの質問に対し、コミッ

トメントレター等は、国の審査委員会における

認定可否の判断が行われるまでは有効であると

認識している。また、開業時期については、令

和9年の秋を予定していたが、区域認定後、速
やかに事業費の再積算、詳細設計を行い、再検

討していきたいとの答弁がありました。

次に、地域振興部関係について、ＵＩターン

の促進に関し、移住者は、年々増加傾向となっ

ているものの、令和4年度の目標2,400人に対し、
実積は1,876人と目標達成には至っていない。令
和7年度の目標達成に向けてどのように対応す
るのかとの質問に対し、県や市町で実施する移

住相談会やホームページでのわかりやすい情報

発信に努めるとともに、市町との連携をさらに

強化しながら目標達成に向け取り組んでいきた

いとの答弁がありました。

これに対し、各市町の取組を県内で情報共有

を図る必要があると思うが、移住促進がうまく

行われている事例には、どのようなものがある

かとの質問に対し、長崎市では、子育て世帯へ

の支援の実施、諫早市では、令和4年度に移住
に特化した組織の新設、壱岐市では、空き家バ

ンクの活用などの取組が行われている。このよ

うな事例を県内市町で情報共有するなど移住促

進につなげていきたいとの答弁がありました。

次に、秘書・広報戦略部関係について、広報

テレビ番組「みジカなナガサキ」制作・放送等

業務委託等に関し、「みジカなナガサキ」が県

民にどれだけ浸透しているのか。世帯視聴率は

との質問に対し、令和4年度の民放大手4社の平
均視聴率は9.8％であるとの答弁がありました。
これに対し、相当高い数字である。テレビの

視聴時間については、インターネットの普及に

より減少傾向にあると言われているが、広報番

組が県民に届いているという実例はないかとの

質問に対し、「みジカなナガサキ」の視聴をき

っかけに、地域貢献をしたいと消防団の加入に

つながった事例がある。テレビについて、まだ

まだ十分な効果があるコンテンツと考えている

との答弁がありました。

最後に、別途、本委員会から、「地方財政の

充実・強化について」の意見書提出方の動議を

提出しておりますので、併せてよろしくお願い

いたします。

以上のほか、一、サイバー犯罪の取組につい

て、一、「新しい長崎県づくり」のビジョンの

策定について、一、九州新幹線西九州ルートに

ついて、一、長崎空港の運用時間延長・24時間
化に向けた取組について、一、県南振興局庁舎

の整備について、一、令和5年度長崎県総合防
災訓練の実施についてなど、総務行政全般にわ

たり活発な論議が交わされましたが、その詳細

については、この際、省略させていただきます。

以上で、総務委員会の報告といたします。

議員各位のご賛同をいただきますよう、よろ

しくお願いいたします。（拍手）

〇議長(徳永達也君) これより、第2号請願「長
崎県へのＩＲ区域認定申請の取り下げ要請を求

める請願」について、質疑・討論に入ります。

堀江議員―32番。
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〇３２番（堀江ひとみ君）〔登壇〕 日本共産党

の堀江ひとみです。

ただいま、議題となりました第2号請願「長
崎県へのＩＲ区域認定申請の取り下げ要請を求

める請願」について、賛成の立場から討論いた

します。

本請願は、ストップ・カジノ長崎県民ネット

ワークより提出されています。

知事に対し、「ＩＲ区域認定申請を取り下げ

るよう国に求めてください。知事は、ＩＲ計画

に関連する全ての予算の執行を停止してくださ

い」と求めています。

請願人は、総務委員会で趣旨説明を行いまし

た。

その中では、カジノがもたらすギャンブル依

存症や地域社会の治安については、設置予定の

周辺住民からも不安視する声が広がり、昨年に

は、国土交通省に再考を求める署名が提出され

たことが紹介されました。また、長崎ＩＲが地

域にもたらす経済効果についても、実態とかけ

離れたものと指摘しています。私も同じ意見で

す。

例を挙げれば、ＩＲ区域への来訪者670万人
はどうか。ハウステンボスの過去10年間で最も
多いとされる入場者数は、2014年10月から
2015年9月までの310万人です。この時の入場者
数の2倍を超える入場が毎年必要です。670万人
のうち、国内で520万人、単純に日割りにする
と1万4,000人です。
例えば、福山雅治さんが2015年、長崎市内稲

佐山でコンサートを開催し、2日間で3万1,000
人が来場されました。つまり、1年365日、福山
雅治さんのコンサートを開く規模になるのです。

それほど実態とかけ離れた計画になっているの

です。

ＩＲ事業は、県民の不幸を前提にして成り立

つ事業です。

長崎ＩＲは、経済波及効果3,300億円、雇用誘
発効果3万人と言いますが、カジノで雇われた
人の何倍もの人の人生が、ギャンブル依存症、

借金苦、自己破産、離婚、家庭崩壊、犯罪など

で壊されることを考えるべきです。

刑法で禁じられている賭博場を、長崎県佐世

保市ハウステンボスに設置することを認めてく

ださいというＩＲ区域認定申請を、今すぐ取り

下げるよう求め、請願賛成討論といたします。

〇議長(徳永達也君) 外間議員―42番。
〇４２番（外間雅広君）（拍手）〔登壇〕 自由

民主党の外間雅広でございます。

会派を代表いたしまして、「長崎県へのＩＲ

区域認定申請の取り下げ要請を求める請願」に

ついて、反対の立場で意見を申し述べ、議員各

位のご賛同を得たいと存じます。

我が国におけるＩＲ導入の意義は、世界中か

ら多くの観光客を集め、来訪客を国内各地へ送

り出すことで、国際協力の高い、魅力ある滞在

型観光を実現することであり、アフターコロナ

における観光活性化を図る上でも、大きな役割

を果たすことが期待されております。

ＩＲは、地域経済の活性化に大きく寄与する

ものであり、九州・長崎ＩＲの区域整備計画で

は、総投資額は4,383億円、来訪者数は年間673
万人、施設運営費における経済波及効果は年間

3,328億円、区域内の雇用者数は約1万人など、
高い経済効果が期待されております。

加えて、開業5年後には、県への納付金等と
して約391億円が見込まれており、県の財政基
盤の強化に寄与するものであります。
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さらに、ＩＲによる高い経済効果を九州全体

に幅広く波及させることを目的に、九州経済界

や行政、議会が一体となった「九州ＩＲ推進協

議会」が立ち上げられ、ＩＲ事業者からの多様

な発注の受け皿づくりや、事業者間のマッチン

グ、広域周遊観光の構築に向けた準備が進めら

れてきたところであります。

また、九州地方知事会議、九州各県議会議長

並びに九州商工会議所連合会においても、九

州・長崎ＩＲの区域認定を求める決議が、これ

までも繰り返し行われるなど、オール九州での

取組が推進されてきました。

加えて、ＩＲを契機として、九州各県が連携

し、ギャンブル依存症をはじめ、様々な依存症

対策の強化を図るために、九州地方依存症対策

ネットワーク協議会が発足し、各県の担当部局

や医療機関、相談機関が協力し、効果的な依存

症対策に係る情報共有のほか、ｅラーニングに

よる人材育成プログラムの作成・運用を行うな

ど、広域連携による依存症対策も進められてい

るところであります。

本県のＩＲ誘致は、2007年8月に、佐世保市
の経済界等を中心に発足した「西九州統合型リ

ゾート研究会」において、検討が開始され、十

数年ぶりに及ぶ活動の集大成として、「九州・

長崎ＩＲ区域整備計画」が策定されております。

本県は、昨年4月の臨時県議会において、圧倒
的多数で可決され、国へ申請されております。

現在、国の審査委員会において、「継続して

審査を行う」との国土交通大臣の発言のとおり、

去る6月6日及び15日にも審査委員会が開催さ
れ、審査が行われておりますが、一日も早い区

域認定を強く期待しております。

九州・長崎ＩＲは、高い政策効果を背景とし

て、九州の官民が一丸となって推進するもので

あり、その実現は本県のみならず、九州地域全

体の悲願であることから、請願には反対を表明

するものであります。

議員各位のご賛同を賜りますよう、よろしく

お願いいたします。（拍手）

〇議長(徳永達也君) 質疑・討論をとどめて、採

決いたします。

本請願に対する委員長報告は、不採択とすべ

きものであります。

よって、本請願は、採択することの賛否につ

いて、表決ボタンをお押し願います。

間もなく、表決を終了いたします。

これにて、表決を終了いたします。

賛成少数。

よって、第2号請願は、不採択とすることに
決定されました。

お諮りいたします。

各議案は、質疑・討論を省略し、直ちに採決

することにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長(徳永達也君) ご異議なしと認めます。

よって、直ちに採決いたします。

各議案は、委員長報告のとおり決することに

ご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長(徳永達也君) ご異議なしと認めます。

よって、議案は、それぞれ原案のとおり可決、

承認されました。

次に、文教厚生委員長の報告を求めます。

千住委員長―15番。
〇文教厚生委員長（千住良治君）（拍手）〔登

壇〕文教厚生委員会の審査結果並びに経過の概

要について、ご報告いたします。
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今回、本委員会に付託されました案件は、第

56号議案「長崎県児童福祉施設の設備及び運営
の基準に関する条例等の一部を改正する条例」

1件及び請願1件であります。
慎重に審査いたしました結果、議案につきま

しては、異議なく、原案のとおり可決すべきも

のと決定されました。

また、第1号請願「長崎県における喫煙対策
に関する請願書」につきましては、起立採決の

結果、採択とすべきものと決定されました。

以下、本委員会で論議がありました主な事項

について、ご報告いたします。

まず、総務部関係の所管事項について、私立

高校と県立大学の就職状況についてに関し、今

春卒業生の就職率が、高校は100％、大学は
99.5％と高いのに対し、県内就職率については、
共に前年度から減少しており、一因として、コ

ロナ禍が収束傾向にあり県外就職希望者の割合

が増えたとのことだが、今後ますます増えるこ

とも懸念されることから、県として、県内就職

率の向上に対しどのように取り組んでいるのか

との質問に対し、若者への地元長崎の魅力や暮

らしやすさの情報発信を引き続き行うとともに、

それぞれに配置されている県内就職推進員・支

援員と、より一層連携を図っていきたい。また、

学生と県内企業の交流を増やすため、インター

ンシップや企業説明会・見学会の開催や企業情

報の開拓等の取組を行い、県内就職率の向上を

推進してまいりたいとの答弁がありました。

次に、教育委員会関係の所管事項について、

「令和5年度夏休み充電宣言」に関し、3つの柱
として「年次休暇等取得の促進」「承認研修の

充実」「魅力ある研修機会の提供」がうたわれ

ており、特に承認研修については、夏休み期間

中に教職員がしっかりと充電をし、児童生徒へ

の教育活動に還元できるような研修にしてほし

いと考えるが、県の見解はとの質問に対し、地

域行事等への参加や図書館、美術館、博物館、

また、業務のスキルアップ等の各種研修を有効

に活用してもらうには、研修を承認する学校長

の理解も重要である。夏休みにしっかりと充電

し、子どもたちに還元できるよう、市町教育委

員会や学校と協力して取り組んでまいりたいと

の答弁がありました。

次に、「これからの離島留学検討委員会」に

関し、離島留学制度において、どのような方が

里親を担うに望ましいのか。また、離島留学生

とその保護者から様々な実態を聞くところでは

あるが、県は把握を行っているのかとの質問に

対し、里親制度については、「人物的に問題が

ないこと」「高校の教育活動や制度へ理解があ

ること」「学校及び関係者に適任と認められる

こと」、概ね、この3点を基準とし認定を行っ
ている。

また、新たに「これからの離島留学検討委員

会」を設置し、現在、各市の部会において今ま

で行ったアンケート調査を踏まえ意見等を集約

しており、今後、委員会で支援内容や改善策に

反映してまいりたいとの答弁がありました。

次に、福祉保健部関係の所管事項について、

令和5年度の計画策定予定に関し、近年、日本
各地で大規模災害が頻発しており、災害発生時

の医療救護活動を迅速かつ的確に行う体制づく

りが求められる中で、災害薬事コーディネータ

ーを活用した医薬品や医療材料の供給対策を構

築することについて、県は「第8次長崎県医療
計画」に盛り込む考えはあるのかとの質問に対

し、国の指針に、災害時の保健医療活動におけ
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る薬事に関する課題解決のため、災害対策本部

等において、被災地への医薬品の供給や薬剤師

の派遣、衛生面における対策を行うことを目的

とした「災害薬事コーディネーター」の体制整

備がある。現在、県は32名のコーディネーター
を育成しており、災害時に、長崎県薬剤師会に

要請を行うことで、必要な人員が派遣されるこ

とになっている。県としては、次期計画策定に

当たり、体制整備を明文化できるよう、協議検

討を進めてまいりたいとの答弁がありました。

次に、こども政策局の所管事項について、異

次元の少子化対策に関し、国の政策において示

された、保育所のサービス拡充について、保育

士の配置基準の見直しや処遇改善等において大

変評価できる政策である一方、現場の声として、

「今後保育士の確保に不安を感じている」との

声がある。県は保育士の確保にどのように取り

組むのかとの質問に対し、保育士の確保につい

ては、処遇改善等加算の要件となるキャリアア

ップ研修の実施や幼児教育センターでの研修を

通じた幼児教育・保育の質の向上や、働き方改

革の取組による離職防止に努めるとともに、修

学資金貸付や潜在保育士の掘り起こし等を行い、

保育士確保に努めてまいりたいとの答弁があり

ました。

それに対し、離島・半島を多く抱える本県に

おいて、財政基盤や地域の事情等により、21市
町で保育士の確保に差が生じるおそれもある。

今後国から出されるであろう具体的な政策に、

市町に寄り添い連携して保育士確保を進めてい

ただきたいとの意見がありました。

最後に、別途、本委員会から「生涯を通じた

国民皆歯科健診の実現について」の意見書提出

方の動議を提出しておりますので、併せてよろ

しくお願いいたします。

以上のほか、教育及び福祉・保健行政全般に

わたり、熱心な論議が交わされましたが、その

詳細については、この際、省略させていただき

ます。

以上で、文教厚生委員会の報告といたします。

議員各位のご賛同をいただきますようお願い

いたします。（拍手）

〇議長(徳永達也君) お諮りいたします。

各案件は、質疑・討論を省略し、直ちに採決

することにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長(徳永達也君) ご異議なしと認めます。

よって、直ちに採決いたします。

まず、第1号請願「長崎県における喫煙対策
に関する請願書」について、採決いたします。

本請願は、委員長報告のとおり採択すること

の賛否について、表決ボタンをお押し願います。

間もなく、表決を終了いたします。

これにて、表決を終了いたします。

賛成多数。

よって、第1号請願は、採択されました。
次に、第56号議案について、採決いたします。
本議案は、委員長報告のとおり決することに

ご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長(徳永達也君) ご異議なしと認めます。

よって、第56号第議案は、原案のとおり可決
されました。

次に、観光生活建設委員長の報告を求めます。

清川委員長―13番。
〇観光生活建設委員長（清川久義君）（拍手）

〔登壇〕観光生活建設委員会の審査の結果並び

に経過の概要について、ご報告いたします。
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本委員会に付託されました案件は、第57号議
案「長崎県港湾管理条例の一部を改正する条例」

外3件であります。
慎重に審査いたしました結果、議案につきま

しては、いずれも異議なく、原案のとおり可決

すべきものと決定されました。

以下、本委員会で論議がありました主な事項

について、ご報告いたします。

まず、第63号議案「契約の締結について」、
及び第64号議案「公の施設の指定管理者の指定
について」に関し、川口アパート建替事業にお

ける財政負担の軽減の実現のためＰＦＩ事業を

実施するとのことであるが、これまで住宅供給

公社が担っていた指定管理を、別立てで実施す

る理由は何か。また、どのようなメリットがあ

るのかとの質問に対し、現在、住宅供給公社が

指定管理を担っているが、川口アパートについ

ては、公社が行っている維持管理等に加え、予

防保全を新たに取り入れることを要件に付した

ため別立てとした。

これにより、70年間の比較でコストダウンが
図られるとの答弁がありました。

これに対し、県にとってのメリットはあるが、

既存入居者の家賃等に変更はないのか。また、

入居者に対して、説明はしっかりとできている

のかとの質問に対し、家賃については、公営住

宅は法律で計算式が決まっており、どの指定管

理者でも変わりはない。

なお、新築になることにより家賃は上がるが、

激変緩和措置を行い、6年間で本来の家賃まで
段階的に到達するよう支援を行う。

コロナの影響で説明会の開催はできておらず、

ポストに説明資料を個別投函することで対応し

ているとの答弁がありました。

これに対し、民間の活力を導入しようという

アイデアは否定しないが、入居者に対し十分な

説明をしていただきたいとの要望がありました。

次に、議案外の所管事務一般で論議がありま

した主な事項について、ご報告いたします。

まず、文化観光国際部の所管事項について、

Ｇ7長崎保健大臣会合の開催に関し、開催した
結果、何か課題はあったかとの質問に対し、「各

国の方々と、県民が触れ合う場面がなかったの

ではないか」、「被爆の実相に触れていただく

点において、原爆資料館への訪問や被爆者との

懇談が実施されなかった」といった声があった

ことは承知している。

厳戒態勢の中での開催であり、県民の方と触

れ合う場面を設定するのは難しかったが、主催

者の厚生労働省に要望を重ねた結果、Ｇ7主要7
か国及びＥＵの代表者が揃って平和公園へ訪問

し、献花と黙禱を捧げていただくことは実施で

きたところである。

現在、関係機関に意見を伺いながら、振り返

りを行っており、成果のみならず、課題につい

ても、今後に活かしていきたいとの答弁があり

ました。

次に、コロナ禍前と比較した観光客の状況に

関し、令和元年と比較して、令和2年から令和5
年の宿泊者数の推移はどうなっているかとの質

問に対し、令和5年1月から3月までの県の観光
動向調査によると、県内の主要宿泊施設におけ

る延べ宿泊者数は、前年に比べて62.4％伸びて
いる。令和元年と比較すると、マイナス2.1％で、
ほぼコロナ前の状況に戻っていると言えるとの

答弁がありました。

これに対し、コロナ禍前にほぼ戻っているが、

国の支援などがあったことは否めないと考える。
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今後、インバウンドが回復してくる期待もあ

るが、観光客の推移をどう見込んでいるのかと

の質問に対し、今後、夏に向けて旅行需要も高

まっていくと思うので、新幹線の開業効果等も

活かしながら、本県への誘客促進に向けて取り

組んでいきたいとの答弁がありました。

次に、県民生活環境部の所管事項について、

動物の殺処分ゼロに関し、今年度の予算が3,800
万円計上されているが、どのようなことに使わ

れるのかとの質問に対し、地域猫に対する不妊

化の助成が、大きな部分を占めている。

また、普及・啓発に向け、インターネットサ

イトのリニューアル等を行うこととしていると

の答弁がありました。

これに対して、多頭飼育崩壊の現場が増えて

おり、福祉部局との連携が重要と考えるがどう

か。

また、ボランティアに相談が集中し、手いっ

ぱいになってしまっていることを改善するため、

相談窓口について、正しく周知することが必要

と考えるがどうかとの質問に対し、多頭飼育の

背景には、福祉的な問題が潜んでいることが多

い。これからも、社協や民生委員の集まりに伺

い、動物の相談窓口や、保健所の役割について

説明し、連携を図っていこうと考えている。

興味のない人たちに、いかに情報を届けるか

が大きな課題だと思っており、正しい知識を持

っていただくために様々な施策を講じていきた

いとの答弁がありました。

次に、交通局の所管事項について、運賃無料

デーに関し、新たな利用者の掘り起こしや、公

共交通ネットワークの維持に効果があり、期待

がある一方で、通常、杖や車椅子使用のハンデ

ィキャップのある方からは、「無料になること

で乗客が増え、利用できなくなる」との声もあ

った。

盲学校生が、利用しやすい取組もしているの

で、障がい者の団体等からヒアリングを行い、

どうすれば活用しやすくなるのか検討し、今後、

年間8回のうち1回でも、テーマを設けた無料デ
ーを行ってもいいのではと考えるがどうかとの

質問に対し、次回以降、改めて関係者で協議を

する機会があると思うので、こういった話があ

ったことを伝えていきたいとの答弁がありまし

た。

これに対し、高齢者や、障がい者が街中に出

ていく機会を増やすべく、ユニバーサルデザイ

ンの視点から公共交通の在り方を検討する意味

でも、ぜひヒアリングを行って有効活用してい

ただきたいとの意見がありました。

以上のほか、観光生活建設行政全般にわたり

活発な論議が交わされましたが、その詳細につ

いては、この際、省略させていただきます。

以上で、観光生活建設委員会の報告といたし

ます。

議員各位のご賛同をいただきますよう、よろ

しくお願いいたします。（拍手）

〇議長(徳永達也君) お諮りいたします。

各議案は、質疑・討論を省略し、直ちに採決

することにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長(徳永達也君) ご異議なしと認めます。

よって、直ちに採決いたします。

まず、第63号議案「契約の締結について」、
採決いたします。

本議案は、委員長報告のとおり決することの

賛否について、表決ボタンをお押し願います。

間もなく、表決を終了いたします。
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これにて、表決を終了いたします。

賛成多数。

よって、第63号議案は、原案のとおり可決さ
れました。

次に、第64号議案「公の施設の指定管理者の
指定について」、採決いたします。

本議案は、委員長報告のとおり決することの

賛否について、表決ボタンをお押し願います。

間もなく、表決を終了いたします。

これにて、表決を終了いたします。

賛成多数。

よって、第64号議案は、原案のとおり可決さ
れました。

次に、その他の議案について、一括して採決

いたします。

各議案は、委員長報告のとおり決することに

ご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長(徳永達也君) ご異議なしと認めます。

よって、議案は、それぞれ原案のとおり可決

されました。

次に、農水経済委員長の報告を求めます。

鵜瀬委員長―12番。
〇農水経済委員長（鵜瀬和博君）（拍手）〔登

壇〕農水経済委員会の審査結果並びに経過の概

要について、ご報告いたします。

今回、本委員会に付託されました案件は、第

59号議案「長崎県地方卸売市場長崎魚市場条例
の一部を改正する条例」外2件であります。
慎重に審査いたしました結果、議案につきま

しては、いずれも異議なく、原案のとおり可決

すべきものと決定されました。

以下、本委員会で論議がありました主な事項

について、ご報告いたします。

まず、第60号議案「長崎県畜産関係手数料条
例の一部を改正する条例」について、豚熱予防

注射液管理手数料が新設されるとのことである

が、国内における豚熱の発生状況と手数料の状

況については、どのようになっているのかとの

質問に対し、豚熱については、平成30年9月に
26年ぶりに国内で発生し、令和5年6月1日まで
に、18件86事例が発生し、約35万頭が殺処分さ
れている。また、手数料については、本県は九

州各県と同額の1頭当たり70円としているが、
管理費や光熱費などの地域的な事情により、全

国的には55円から90円の手数料となっている
との答弁がありました。

次に、第65号議案「契約の締結について」、
漁業取締船建造工事に関し、本県の漁業取締船

5隻全てにおいて、県外企業が代表である共同
企業体が、建造を請け負っているが、県内企業

が代表となって入札できるよう計画性を持って

取り組む必要があると考えるがどうか。

また、県内造船業者の育成について、県一体

となって取り組む必要があると考えるがどうか

との質問に対し、今回の入札に関しては、県内

企業の育成という観点から、参加資格要件を緩

和するなど、十分に検討を行ったうえで実施し

たが、結果として県内企業が代表として入札す

ることができなかったものである。

今後、県内造船事業者の育成の観点からも産

業労働部とも連携して取り組んでいきたいとの

答弁がありました。

次に、議案外の所管事務一般で論議がありま

した主な事項について、ご報告いたします。

まず、産業労働部関係の企業誘致の推進に関

し、民間の発想を取り入れることが、企業誘致

を活性化させるポイントであると考えるが、産
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業振興財団における民間人の登用についてどの

ように考えているかとの質問に対し、産業振興

財団では、民間企業での経験値を持った職員や、

銀行からの派遣職員を配置するなど、民間のノ

ウハウを活用しているところである。引き続き、

民間の発想等を活用しながら、事業を進めてい

きたいとの答弁がありました。

これに関連して、企業誘致が本県の経済活性

化にどのように影響しているのかとの質問に対

し、過去5年間において、誘致における雇用が
約3,000人創出されただけでなく、地場企業への
取引など、一定の経済波及効果があったと捉え

ている。

また、産業構造全体を変えていくことを企業

誘致の目的としており、半導体や医療分野にお

いては徐々に成果が現れていると捉えていると

の答弁がありました。

次に、食料品製造業への支援に関し、離島を

はじめとした過疎地域では、食料品製造業が地

域の重要な産業となっているが、その振興に関

しては、どのような支援を行っているのかとの

質問に対し、食料品製造業に対しては、販路開

拓、付加価値向上といった取組を支援しており、

こうした取組から、大手企業との取引につなが

るなど、成果も出てきている。今後も事業者の

意見を伺いながら取組を進めていきたいとの答

弁がありました。

次に、水産部関係の荷さばき作業労働者の人

手不足に関し、魚市場において、荷さばき作業

労働者の高齢化等により、人手不足が深刻化し

ているとの話を耳にするが、県として、人材確

保対策や、作業の省力化・効率化に向けた対応

の検討は行っているのかとの質問に対し、荷さ

ばき作業労働者の人手不足については、深刻な

問題として認識している。

そのため、外国人材の活用を検討しているが、

制度上の制約により、人材の確保が難しい現状

である。

また、作業の省力化についても様々な検討が

なされているが、実用化に至っていないことか

ら、引き続き情報収集等に努めたいとの答弁が

ありました。

次に、農林部関係の「長崎びわ産地の未来へ

つなぐプロジェクト」に関し、今年1月に寒害
被害を受けた、びわ産地等に対して、生産回復

等実証事業に取り組んでいるが、今後さらに、

生産されたびわの、県内での消費拡大について、

どのように取り組んでいこうとしているのかと

の質問に対し、今年度は、4年ぶりに「びわフ
ェスタ」が開催され、びわが売り切れるなど盛

況で、改めてびわの需要が大きいことを実感し

たところである。今後は、市場や産地、行政機

関が一体となって、さらなる消費拡大策を検討

していきたいとの答弁がありました。

次に、長崎和牛の輸出拡大に関し、長崎和牛

については、将来、国内需要の縮小が想定され

るが、海外に対する販路拡大のために、どのよ

うな取組を行っているのかとの質問に対し、現

在、輸出業者と連携したバイヤー招聘や、輸出

先国での長崎和牛指定店の認定、フェアの開催

等に取り組んでいる。

今後とも、輸出先国への販売ルートをしっか

りと構築し、さらなる輸出拡大に向けて取組を

強化していきたいとの答弁がありました。

以上のほか、農水経済行政全般にわたり熱心

な論議が交わされましたが、その詳細について

は、この際、省略させていただきます。

以上で、農水経済委員会の報告といたします。
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議員各位のご賛同をいただきますよう、お願

いいたします。（拍手）

〇議長(徳永達也君) お諮りいたします。

各議案は、質疑・討論を省略し、直ちに採決

することにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長(徳永達也君) ご異議なしと認めます。

よって、直ちに採決いたします。

各議案は、委員長報告のとおり決することに

ご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長(徳永達也君) ご異議なしと認めます。

よって、議案は、それぞれ原案のとおり可決

されました。

次に、予算決算委員長の報告を求めます。

吉村委員長―29番。
〇予算決算委員長（吉村 洋君）（拍手）〔登

壇〕予算決算委員会の審査の結果並びに経過の

概要について、ご報告いたします。

本委員会に付託されました案件は、第52号議
案「令和5年度長崎県一般会計補正予算（第3
号）」外16件でございます。
慎重に審査いたしました結果、議案について

は、いずれも異議なく、原案のとおり可決、承

認すべきものと決定されました。

以下、本委員会で論議のありました主な事項

について、ご報告いたします。

まず、総務分科会では、企業版ふるさと納税

に係る寄附金に関し、これまで寄附をいただい

た企業数の実績は幾らか。また、広報活動はど

のようなことを行っているのかとの質問に対し、

令和2年度は31社、令和3年度は36社、令和4年
度は50社から寄附をいただいており、さらなる
寄附額の増加を図るため、これらの企業等に対

してアプローチするとともに、「企業版ふるさ

と納税」について、県人会等でのＰＲ、空港や

駅等でのポスターの掲出など、広報活動に取り

組んでいるとの答弁がありました。

次に、文教厚生分科会では、子どもの安心・

安全対策支援事業費及び学校運営費に関し、子

どもの安全対策として、スクールバスへの安全

装置の整備については、あくまで補完措置であ

り、乗務員による車内確認がとても重要と考え

られるが、確認をするに当たり、安全管理マニ

ュアル等の整備はなされているのかとの質問に

対し、昨年度の事案発生後、学校における安全

管理マニュアルの見直しの徹底について、市町

及び特別支援学校に対し周知している。

また、安全装置に係る補助制度等を各市町へ

周知するなど、児童生徒の安全の確保について

働きかけていきたいとの答弁がありました。

次に、観光生活建設分科会では、しま旅滞在

促進事業費に関し、事業内容はどのようなもの

か。また、5,800万円の減額となった理由は何か
との質問に対し、特定有人国境離島地域社会維

持推進交付金を活用し、離島地域における宿泊

と体験がセットになった商品の造成や販売を支

援し、滞在型観光を促進する事業となっている。

10月以降の全国旅行支援による相乗効果を
見込んで2月補正予算後では、約1億1,000万円
としていたが、令和元年に比べると、利用実績

は伸びたものの、全て使い切るまでには至らな

かったものであるとの答弁がありました。

次に、農水経済分科会では、有明海等赤潮対

策緊急支援事業に関し、有明海の赤潮調査を実

施するとのことであるが、海底耕うんについて

は範囲も広く、単年度での実施は難しいのでは

ないか。
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また、有明海は他県にも関係するものであり、

湾内の状況も様々と考えるが、他県においても

今回同様の調査がなされるのかとの質問に対し、

海底耕うんの調査は、これまでも様々な事業に

おいて調査を行っており、今回は新たな箇所の

調査を行うものであり、単年度での実施となっ

ている。

また、今回の調査は4つの関係自治体全てに
おいて実施することとなっており、それぞれ調

査内容が異なっているため、結果を共有して、

より有効に活用していきたいとの答弁がありま

した。

以上のほか、補正予算に関し、熱心な論議が

交わされましたが、その詳細については、この

際、省略させていただきます。

以上で、予算決算委員会の報告といたします。

議員各位のご賛同をいただきますよう、お願

いいたします。（拍手）

〇議長(徳永達也君) お諮りいたします。

各議案は、質疑・討論を省略し、直ちに採決

することにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長(徳永達也君) ご異議なしと認めます。

よって、直ちに採決いたします。

各議案は、委員長報告のとおり決することに

ご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長(徳永達也君) ご異議なしと認めます。

よって、議案は、それぞれ原案のとおり可決、

承認されました。

次に、お手元に配付いたしております動議件

名一覧表のとおり各委員会から、政府・国会あ

て、意見書提出の動議が提出されておりますの

で、これを一括して議題といたします。

お諮りいたします。

各動議は、直ちに採決することにご異議あり

ませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長(徳永達也君) ご異議なしと認めます。

よって、直ちに採決いたします。

まず、総務委員会提出の「地方財政の充実・

強化について」、採決いたします。

本動議は、可決することの賛否について、表

決ボタンをお押し願います。

間もなく、表決を終了いたします。

これにて、表決を終了いたします。

賛成多数。

よって、本動議は、原案のとおり可決されま

した。

次に、文教厚生委員会提出の「生涯を通じた

国民皆歯科健診の実現について」、採決いたし

ます。

本動議は、可決することにご異議ありません

か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長(徳永達也君) ご異議なしと認めます。

よって、本動議は、可決されました。

次に、議会運営委員会より、発議第208号「長
崎県議会議員の請負の状況の公表に関する条例

案」が、お手元に配付いたしておりますとおり

提出されておりますので、これを議題といたし

ます。

お諮りいたします。

発議第208号につきましては、質討・討論を
省略し、直ちに採決することにご異議ありませ

んか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長(徳永達也君) ご異議なしと認めます。
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よって、直ちに採決いたします。

発議第208号は、原案のとおり、可決するこ
とにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長(徳永達也君) ご異議なしと認めます。

よって、発議第208号は、原案のとおり、可
決されました。

次に、議員派遣の件を議題といたします。

お諮りいたします。

お手元に配付いたしております議員派遣第

92号及び議員派遣第93号のとおり、議員を派遣
することにご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長(徳永達也君) ご異議なしと認めます。

よって、そのとおり決定されました。

次に、各委員会から議会閉会中の付託事件と

して、お手元の一覧表のとおり申し出があって

おりますので、これを許可することにご異議あ

りませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

〇議長(徳永達也君) ご異議なしと認めます。

よって、そのとおり決定されました。

以上をもちまして、本定例会に付議されまし

た案件の審議は終了いたしました。

この際、知事より、発言の申し出があってお

りますので、これを受けることにいたします―

知事。

〇知事（大石賢吾君）〔登壇〕 平田副知事の退

任に当たりまして、一言、ご報告を申し上げま

す。

7月6日付をもって、退任されます平田副知事
は、平成30年7月に国土交通省からお迎えし、
以来、約5年間の長きにわたり、中央で培った
豊富な知識や経験を基に、その誠実な人柄と卓

越した行政手腕をもって、県政の推進に多大な

ご尽力を賜ったところであり、平田副知事の県

政に対するご貢献は、私が申し上げるまでもな

く、皆様等しく、お認めいただけるものと存じ

ます。

副知事在任中は、本県の長年の悲願であった

西九州新幹線の開業をはじめ、ＩＲ区域整備計

画の認定申請、県庁舎の跡地活用構想、Ｇ7長
崎保健大臣会合の開催、長崎港松が枝岸壁ツー

バース化の新規事業化、石木ダム建設事業の推

進など、県政全般にわたり、その力を遺憾なく

発揮していただきました。

とりわけ、これまでに前例のないプロジェク

トであるＩＲについては、事業者の選定から区

域整備計画の作成及び国への認定申請、さらに

は申請後の審査対応に至るまでご尽力をいただ

きました。

離島地域の振興におきましても、平成29年に
施行された有人国境離島法等に基づく国の施策

を最大限に活用するため、国や国会議員の方々

への要望や調整にご尽力いただき、本県では6
年間で約1,400人の新たな雇用の場が創設され
たほか、人口の社会増の実現にもつながってお

ります。

また、県庁舎跡地の活用については、県庁舎

跡地整備基本構想を策定するとともに、暫定供

用による利用状況等の検証を踏まえた設計・整

備の検討を取り入れるなど、新たな試みで、事

業を推進していただいたところであります。

産業振興におきましては、多くの県内企業を

訪問していただき、経営者の方々との直接の対

話の中で、県内産業の実情をつぶさに把握され

た上で、スピード感を持って、政策・立案をリ

ードしていただくとともに、企業誘致の分野に
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おいても、三菱重工航空エンジンの誘致やソニ

ーの工場拡大・拡張、さらには京セラの誘致な

ど、本県の新たな基幹産業の創出につきまして

も、多大なるご貢献をいただいたところであり

ます。

加えて、令和6年度開催予定の「日本スポー
ツマスターズ」や、令和7年度開催予定の「な
がさきピース文化祭2025」など、本県での開催
は初となる全国規模の大会・祭典の誘致にも積

極的に取り組んでいただき、道筋をつけていた

だいたところであります。

さらには、新型コロナウイルス感染症の影響

で県内経済が冷え込んだ状況下にあっては、交

通事業者や観光事業者をはじめとした県内民間

事業者の事業継続のための支援に、職員の先頭

に立って取り組んでいただいたところでありま

す。

このたび、国土交通省に復帰されることにな

り、惜別の思いはひとしおでありますが、今後

とも長崎県のよき理解者として、折に触れて、

ご指導、ご助言をお願い申し上げます。また、

健康には十分に留意され、国土の均衡ある発展

のため、ますますご活躍されますことをご期待

申し上げます。

以上、ご報告を申し上げ、深く感謝の意を表

する次第でございます。

ありがとうございました。

〇議長(徳永達也君) 次に、平田副知事より、ご

挨拶を受けることにいたします―平田副知事。

〇副知事（平田 研君）〔登壇〕 退任に当たり

まして、一言、お礼のご挨拶を申し述べさせて

いただきます。

まずもって、徳永議長をはじめ皆様方には、

貴重な本会議の時間を割いて、こうしてご挨拶

を申し述べる機会をいただきましたことに、心

から厚くお礼を申し上げます。

また、先ほどは、大石知事から身に余るお言

葉を頂戴いたしまして、大変恐縮いたしており

ます。

私は、平成30年7月15日から5年間、浅学非才
の身にもかかわらず、中村前知事から引き続き、

大石知事の補佐役の任をいただき、県政の様々

な仕事に携わる機会をいただくことができまし

た。

大学卒業以来、主に霞が関で仕事をしてきた

自分にとりまして、郷里の長崎県のために仕事

をすることができたことは喜びであり、日々、

大きなやりがいを持って取り組んでまいりまし

た。

振り返れば、お役に立てたことよりも、お役

に立てなかったことの方が多く、力及ばずとい

うところで、じくじたる思いでおります。

と同時に、「あなたは種をまいて去りなさい。

誰が収穫してもいいではないか」というイスラ

ムの言葉が脳裏をよぎり、少しでも今後につな

がる種をまくことができていたとすれば、嬉し

いという思いもあります。

私が幼少の頃に整備計画が決定され、子ども

心にとても楽しみにしていた新幹線の開業に立

ち会うことができたことは、幸運なことでした。

そして、新幹線のみならず、様々な施策やプロ

ジェクトの展開など、今日の長崎県の姿のたす

きをつないで来られた歴代の知事、県選出の国

会議員の先生方、県議会の先生方はじめ、本当

に多くの方々のご労苦の賜物であることを、改

めて痛感いたしました。こうした方々へ、心よ

りの感謝の念を抱かざるを得ません。

他方で、長崎県は人口減少など厳しい現実に
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直面しており、人口減少対策をはじめ、九州新

幹線西九州ルートの全線フル規格化、ＩＲの推

進、石木ダムの建設など、多くの懸案が山積し

ております。

こうした状況で、長崎県を去ることに心苦し

さも覚えます。しかし、こうした状況も、県議

会議員の皆様方のご指導をいただきながら、大

石知事はじめ、多くの方々の努力で、必ずや力

強く前進と解決が図られるものだと信じている

ところであります。

先ほどご選任の同意をいただきました馬場裕

子新副知事は、これまで国土交通省や経済産業

省、内閣官房で幅広い経験を積み、国際関係に

も通じており、多くの方の信頼を得て、力を発

揮できる優れた人物です。

皆様の思いを受け止め、全力で県政の課題に

取り組んでくれるものと確信をいたしておりま

すので、どうか変わらぬご指導、ご鞭撻を賜り

ますようお願いを申し上げます。

私は、先ほど知事からございましたように、

7月6日をもちまして長崎県を離任いたします。
皆様からいただきましたご恩を心の糧といたし

まして、立場は変わりますけれども、微力なが

ら長崎県のために、引き続き、尽くしていきた

いと思っているところでございます。

魯迅の小説「故郷」は、次のような文章で終

わります。

「思うに希望とは、もともとあるものとも言

えぬし、ないものとも言えない。それは地上の

道のようなものである。もともと地上には道は

ない。歩く人が多くなれば、それが道になるの

だ。」

県議会における議論の積み重ねが、政策とい

う道をつくり、それが県民の皆様の希望となっ

ていきます。希望、長崎県議会が、希望を形づ

くる言論の府として、ますますご発展されるこ

とをお祈りいたします。

そして、これからの長崎県の大いなる発展と

皆様のご健勝を心から祈念申し上げ、本当に言

葉には言い尽くせないものがございますけれど

も、お礼の言葉とさせていただきます。

5年間、本当にありがとうございました。（拍
手）

〇議長(徳永達也君) この際、知事より、ご挨拶

があります―知事。

〇知事（大石賢吾君）〔登壇〕 6月定例県議会
の閉会に当たり、一言、ご挨拶を申し上げます。

はじめに、去る6月29日以降、活発化した梅
雨前線の影響により、九州や山口県を中心に記

録的な大雨となり、死傷者や行方不明者が相次

ぐなど、大きな被害が生じております。

お亡くなりになられた方、並びにご遺族の皆

様に心から哀悼の意を表しますとともに、被害

を受けられた方々に衷心よりお見舞いを申し上

げます。

本県におきましては、現時点で人的被害は確

認されていないものの、住家被害等が発生して

おり、引き続き、気象状況を注視しながら、対

応に万全を期してまいります。

このたびの議会は、去る6月9日から本日まで
の26日間にわたり開かれましたが、議員の皆様
方には、本会議及び委員会を通して、終始熱心

にご審議いただくとともに、それぞれ適正なご

決定を賜り、厚くお礼を申し上げます。

この際、議会中の主な動きについて、ご報告

申し上げます。

ポルトガルとの交流の推進。

去る6月22日から28日まで、本県と古くから
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交流の歴史を有するポルトガル共和国を訪問し、

25日からは徳永県議会議長にもご同行をいた
だきました。

今回の訪問では、レベロ・デ・ソウザ大統領

との面会をはじめ、アンドレ外務副大臣やポル

ト市のモレイラ市長などと意見交換したほか、

文化やスポーツ、観光や産業などの幅広い分野

において、今後、連携協力をさらに推進してい

くための、国家との間では、本県初となる連携

協定をポルトガル政府と締結したところであり

ます。

併せて、スマートシティの先進地であります

カスカイス市の取組を視察するとともに、リス

ボン市で開催された「日本祭り」において、在

ポルトガル日本大使館と連携し、本県の観光や

物産、世界遺産についてのＰＲを実施いたしま

した。

今後とも、今回の訪問で得られた人的ネット

ワークを活かし、市町や関係団体とも連携しな

がら、ポルトガルとのさらなる交流の拡大に力

を注いでまいります。

「日本スポーツマスターズ2024長崎大会」の
開催準備。

令和6年度に、本県ではじめて開催される「日
本スポーツマスターズ2024長崎大会」について
は、去る6月12日、実行委員会の設立総会及び
第1回総会を開催し、事業計画や予算のほか、
大会の日程及び会場についてご承認をいただき

ました。

このうち、開会式については、令和6年9月27
日に長崎市において開催し、協議については、

一部を除き9月28日から10月1日までの4日間、
10市町を会場として、開催することが決定され
たところであります。

今後は、大会アンバサダーの委託や1年前イ
ベントの開催などにより、大会に向けた機運の

醸成等に取り組んでいくこととしております。

県としては、今回の大会の開催を通じて、ス

ポーツの振興はもとより、地域や世代を超えた

交流の拡大により、地域のさらなる活性化につ

なげていくことができるよう、引き続き、準備

に万全を期してまいります。

スポーツの振興。

去る6月4日から10日まで、フランスで開催さ
れた知的障害のあるアスリートの国際競技大会

「Ｖirtusグローバルゲームズ」において、本県
出身の臼杵大吾選手が、陸上男子100ｍ及び200
ｍの2種目で金メダルを獲得しました。
また、6月10日及び11日に開催された「第107
回日本陸上競技選手権大会」女子混成競技にお

いて、本県出身の山﨑有紀選手が2年ぶり、5度
目の優勝を果たしました。

さらに6月15日から18日まで開催された「全
日本選抜レスリング選手権大会」女子フリース

タイル65㎏級において、吉武まひろ選手が初優
勝を飾りました。

本県出身選手の活躍は、県民に大きな夢や希

望、感動を与え、県内スポーツの活性化につな

がるものであることから、引き続き、競技団体

等と連携しながら、本県スポーツのさらなる振

興と競技力の向上に取り組んでまいります。

綱紀の保持。

先般、職員が長崎市の平和公園において、供

えられた千羽鶴にライターで点火して燃やした

として、器物損壊の現行犯で逮捕されるという

事案が発生いたしました。

職員が、このような不祥事件を起こしました

ことに、県議会をはじめ、県民の皆様に対して、
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深くお詫びを申し上げます。また、その内容が、

多くの方の平和への祈りが込められた千羽鶴に

火をつけるという行為であり、皆様の平和に対

する思いを踏みにじるものであったことについ

て大変申し訳なく、重ねて心からお詫びを申し

上げる次第であります。

今後、経過等を確認のうえ、厳正に対処する

とともに、より一層の綱紀の保持に全力を尽く

してまいります。

このほか、会期中、皆様からお寄せいただき

ました数々の貴重なご意見、ご提言などについ

ては、今後の県政に積極的に反映させてまいり

たいと存じます。

さて、日ごとに暑さが増すこの頃、皆様方に

は何かとご多用のことと存じます。どうかご健

康には一段とご留意いただき、ますますご活躍

されますことを心からお祈り申し上げます。

最後になりますが、報道関係の方々には、会

期中、終始、県議会の広報について、ご協力を

賜り、ありがとうございました。

この機会に、お礼を申し上げまして、閉会の

ご挨拶といたします。

〇議長(徳永達也君) 令和5年6月定例会の閉会
に当たりまして、一言、ご挨拶を申し上げます。

本定例会は、統一地方選挙後の新しい議会構

成による、初めての定例会でございましたが、

全ての案件等の審議を終了し、本日、閉会の運

びとなりました。

この定例会中は、九州新幹線西九州ルートフ

ル規格による整備の促進、人口減少対策、特定

複合観光施設（ＩＲ）区域整備の推進、石木ダ

ム建設推進、地域振興対策、教育行政、土木行

政、農業・水産業の振興、医療・福祉行政など、

当面する県政の重要課題について、終始熱心に

ご論議をいただきました。

この間の議員各位のご努力と知事をはじめ、

理事者の皆様並びに報道関係の皆様のご協力に

対しまして、心から厚くお礼申し上げます。

さて、本定例会においても活発な論議が交わ

されましたが、長引く物価高騰に対して、子育

て世帯の家計負担軽減をはじめ、農林水産業や

中小事業者等へのエネルギー・商品価格等に対

する支援に要する経費や、新型コロナウイルス

感染症の5類移行に伴う医療機関等への設備支
援などの関連する予算が可決したところであり

ます。

コロナ禍からの社会経済活動は、正常化の兆

しが見える中、県内経済も緩やかな持ち直しが

続いている一方で、ウクライナ情勢等による世

界的なエネルギー・食料品等の物価高騰に関し

ては、まだまだ先の見通せない状況であります。

県民の皆様が、県内経済のさらなる回復を実

感できるよう、引き続き県議会として、これら

に対する取組を後押しするとともに、理事者や

関係団体等と連携しながら、必要な対策に取り

組んでまいりたいと存じます。

また、先ほど、退任のご挨拶をいただきまし

た平田副知事におかれましては、在任中、県政

の多方面にわたって、幾多の業績を残されまし

たことに、深く敬意を表します。

今後とも、ご健勝にて、ご活躍をいただき、

長崎県の発展のため、引き続き、ご指導、ご支

援を賜りますよう、よろしくお願い申し上げま

す。

これから厳しい暑さを迎えますが、皆様方に

は、くれぐれも健康にご留意のうえ、県勢発展

のために、一層のご尽力を賜りますよう、お願

い申し上げ、閉会に当たってのご挨拶といたし
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ます。

これをもちまして、令和5年6月定例会を閉会
いたします。

― 午前１１時１９分 閉会 ―



議 長       徳 永 達 也

副 議 長       山 本 由 夫

署 名 議 員    初 手 安 幸

署 名 議 員    大 倉 聡

（速記者）

（有）長 崎 速 記 セ ン タ ー


